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一般１－２－２－１ 一般社団法人京都府ＬＰガス協会亀岡支部会員  

○正会員 

事 業 所 名 代 表 者 名 〒 所   在   地 電  話 

丸 亀 瓦 斯 ㈱ 川 勝  啓 史 621-0806 亀岡市余部町久下佐伯81 0771-23-8211 

㈲ 桂 商 店 桂   宏 夫 621-0867 〃 塩屋町56 0771-22-0233 

㈱ サ ン コ ー 吉 見  中 行 621-0013 〃 大井町並河3-14-1 0771-22-6770 

南 丹 ガ ス ㈱ 川 勝  啓 史 621-0835 〃 篠町浄法寺中村22-2 0771-23-2249 

成 田 米 穀 店 成 田  庄 司 621-0866 〃 旅籠町32 0771-22-0518 

上 中 産 業 ㈱ 亀 岡 支 店 上 中   治 621-0042 〃 千代川町高野林西ノ畑16-21 0771-23-5268 

白 井 燃 料 店 白 井  孝 三 621-0862 〃 西町2 0771-22-0326 

㈲ ア サ ダ 産 業 麻 田  英 明 621-0036 〃 薭田野町柿花吉岡16 0771-23-4521 

本 梅 機 械 商 会 森   源 壽 621-0255 〃 本梅町西加舎大下12 0771-26-2760 

京 丹 波 ガ ス ㈱ 小 林  洋 一 621-0847 〃 南つつじケ丘桜台1-28-6 0771-24-7090 

マ ン マ ル 産 業 ㈱ 江 田  淳 621-0805 〃 安町25 0771-22-0572 

㈱ 仙 賀 仙 賀 日出雄 621-0812 〃 横町6 0771-22-5021 

畑 茂 夫 商 店 畑   公 人 621-0812 〃 横町14-1 0771-22-0147 

 

 

○支部会 

事 業 所 名 代 表 者 名 〒 所   在   地 電  話 

JA全農京都LPガス亀岡直売所 永 井  菊 博 621-0013 亀岡市大井町並河2-1-6 0771-29-2900 

ヤ サ カ 商 事 ㈱ 亀 岡 営 業 所 粂 田  佳 幸 621-0013 〃 大井町並河3-14-1 0771-23-1261 

㈱ キ ョ ウ プ ロ 亀 岡 支 店 瀬 田 川  真 621-0834 〃 篠町広田1-15-9 0771-22-3243 

伊 丹 産 業 ㈱ 亀 岡 工 場 北 嶋  一 郎 621-0013 〃 大井町並河3-14-1 0771-24-7886 

イワタニ近畿㈱亀岡営業所 黒 瀬  豊 樹 621-0815 〃 古世町西内坪9-3 0771-22-5310 

㈱ エ ネ ア ー ク 関 西 

京 滋 支 社 亀 岡 支 店 
寺 井  智 621-0054 〃 千代川町川関森ケ下77-2 0771-22-3576 
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一般２－１－１－１ 

保 安 林 の 現 況 

                                    R4.3 末現在 

水 源 か ん 養 

保 安 林 

土砂流出防備 

保 安 林 

土砂崩壊防備 

保 安 林 
保 健 保 安 林 計 

ha 

664 

ha 

3,246 

ha 

41 

ha 

（218) 

ha 

4,169 

（218) 

 （  ）内は兼種 

 

一般２－１－１－２ 

林 道 の 現 況 

                                    R4.3 末現在 

自 動 車 道 軽 車 道 計 

路 線 数 延   長 路 線 数 延   長 路 線 数 延   長 

 

45 

ｍ 

62,811 

 

17 

ｍ 

17,588 

 

62 

ｍ 

80,399 
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一般２－１－３－１ 

橋 梁 改 良 計 画  

路 線 名 橋 梁 名 地 区 名 河 川 名 延 長 幅 員 備 考 

 

余部風の口線 

 

新 家 橋 

 

余 部 町 新 家 

 

曽我谷川 

ｍ 

25.5 

ｍ 

2.0 
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一般２－１－４－１ 土砂災害関連地域指定 

ア 地すべり防止法第３条の指定区域（農林水産省所管）  

所  在  地 面   積 保 全 対 象 
府   道 人   家 神   社 

畑野町土ケ畑沢の上地内 
ha 

7.2 
ｍ 

600 
戸 

８ 
社 

１ 

 
イ 急傾斜地崩壊危険箇所                                ① 

通し 
番号 

箇 所 名 所 在 地 地     形 
人口 人家 

戸数 延 長 高 さ 傾斜度 地盤の状況 
 

1 

 
西 山 Ⅰ 

 
篠 町 

ｍ 
200 

ｍ 
26 

度 
40 

 

火山破屑物 

 

33 
戸 

11 

2 北 山 Ⅰ 曽 我 部 町 120 72 35  0 0 

3 学 ヶ 丘 団 地 曽 我 部 町 280 92 35 強 風 化 岩 81 27 

4 岩 田 Ⅰ 上 矢 田 町 60 34 40  42 14 

5 美山台２丁目 西つつじケ丘 110 22 35 強 風 化 岩 18 6 

6 美山台１丁目 西つつじケ丘 100 34 30 段丘堆積物 27 9 

7 大葉台２丁目 南つつじケ丘 60 16 35 強 風 化 岩 18 6 

8 桜 台 Ⅱ 南つつじケ丘 90 18 35 崩 積 土 27 9 

9 桜 台 Ⅰ 南つつじケ丘 90 14 30 段丘堆積物 24 8 

10 東つつじケ丘 東つつじケ丘 110 5 30 火山破屑物 48 16 

11 大 道 東 別 院 町 100 20 30 火山破屑物 21 7 

12 百 陀 西 別 院 町 140 38 40 火山破屑物 24 8 

13 柚 原 東 西 別 院 町 280 30 35 火山破屑物 9 3 

14 萬 願 寺 Ⅰ 西 別 院 町 30 33 30 火山破屑物 18 6 

15 湯 谷 東 別 院 町 260 28 30 火山破屑物 15 5 

16 前 川 南 東 別 院 町 120 45 30 火山破屑物 15 5 

17 中 山 Ⅰ 東 別 院 町 60 40 40  3 1 

18 東 掛 東 別 院 町 90 40 30 強 風 化 岩 21 7 

19 余 野 瀬 Ⅰ 東 別 院 町 90 15 30  3 1 

20 九 折 Ⅱ 東 別 院 町 260 30 30  15 5 

21 鎌 倉 東 別 院 町 180 65 30 強 風 化 岩 9 3 

22 神 地 Ⅰ 西 別 院 町 110 58 30 火山破屑物 9 3 

23 長 野 Ⅰ 宮 前 町 110 40 32 強 風 化 岩 0 0 

24 西 山 Ⅱ 宮 前 町 80 10 30 強 風 化 岩 21 7 

25 建 ケ 谷 宮 前 町 100 34 32 強 風 化 岩 3 1 

26 下 川 関 千 代 川 町 130 18 32 火山破屑物 21 7 

27 呉 弥 山 馬 路 町 340 42 37 火山破屑物 30 10 

28 堂 ノ 下 千 歳 町 70 40 37  3 1 

29 横 井 千 歳 町 100 56 35  3 1 

30 南 山 千 歳 町 90 58 35  0 0 

31 毘 沙 門 Ⅰ 千 歳 町 110 44 32 火山破屑物 18 6 

32 保 津 ケ 丘 保 津 町 110 45 35 強 風 化 岩 12 4 
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                                            ② 

通し 
番号 

箇 所 名 所 在 地 地     形 
人口 人家 

戸数 延 長 高 さ 傾斜度 地盤の状況 
 

33 

 
今 石 Ⅱ 

 
保 津 町 

ｍ 
170 

ｍ 
26 

度 
40 

 

強 風 化 岩 

 

45 
戸 

15 

34 山 本 Ⅰ 篠 町 330 84 32 強 風 化 岩 21 7 

35 南 郷 内 丸 町 170 5 32 火山破屑物 12 4 

36 平 和 台 下 矢 田 町 300 30 32 火山破屑物 96 32 

37 鰻 塚 余 部 町 200 54 30  21 7 

38 山 ノ 下 Ⅰ 曽 我 部 町 260 44 38 火山破屑物 129 43 

39 口 山 Ⅱ 曽 我 部 町 100 45 32 軟 岩 96 32 

40 出 山 薭 田 野 町 110 44 32 火山破屑物 6 2 

41 鹿 谷 Ⅰ 薭 田 野 町 130 6 30 強 風 化 岩 15 5 

42 奥 条 薭 田 野 町 90 18 40 強 風 化 岩 6 2 

43 垣 花 Ⅱ 薭 田 野 町 160 12 30 強 風 化 岩 18 6 

44 佐 伯 Ⅱ 薭 田 野 町 120 46 30 強 風 化 岩 0 0 

45 佐 伯 Ⅲ 薭 田 野 町 130 58 37  0 0 

46 宮 ノ 下 薭 田 野 町 80 28 40  6 2 

47 イ ノ シ リ 薭 田 野 町 80 22 40  3 1 

48 流 田 薭 田 野 町 80 36 37  0 0 

49 宮 ノ 奥 Ⅰ 薭 田 野 町 150 50 45 火山破屑物 27 9 

50 宮 ノ 奥 Ⅱ 薭 田 野 町 70 24 37  0 0 

51 平 松 本 梅 町 80 18 30 強 風 化 岩 0 0 

52 射 場 ノ 本 畑 野 町 100 45 30 火山破屑物 6 2 

53 大 タ ワ 畑 野 町 90 65 30 強 風 化 岩 39 13 

54 高 橋 Ⅰ 畑 野 町 100 80 35 崩 積 土 30 10 

55 中 間 Ⅰ 畑 野 町 120 47 35 火山破屑物 18 6 

56 西 山 本 梅 町 120 25 30 火山破屑物 18 6 

57 畑 ケ 中 本 梅 町 160 50 30 火山破屑物 15 5 

58 出 水 本 梅 町 190 80 30 強 風 化 岩 15 5 

59 上 垣 内 本 梅 町 200 8 30 火山破屑物 6 2 

60 清 水 口 本 梅 町 90 20 30 火山破屑物 27 9 

61 海 道 ノ 上 宮 前 町 70 20 30 火山破屑物 15 5 

62 芝 条 東 本 梅 町 190 34 30 火山破屑物 9 3 

63 南 条 曽 我 部 町 90 24 30  30 10 

64 浄 法 寺 Ⅰ 篠 町 40 8 30 段丘堆積物 12 4 

65 浄 法 寺 Ⅱ 篠 町 50 8 30 段丘堆積物 9 3 

66 春 日 部 Ⅰ 曽 我 部 町 60 30 45  3 1 

67 神 前 宮 前 町 50 30 30  3 1 

68 国 分 千 歳 町 110 14 30 火山破屑物 21 7 

69 南 金 岐 Ⅰ 大 井 町 200 30 31  6 2 

70 猪 倉 Ⅰ 宮 前 町 70 14 30 崩 積 土 18 6 



- 10 - 

 

                                            ③ 

通し 
番号 

箇 所 名 所 在 地 地     形 
人口 人家 

戸数 延 長 高 さ 傾斜度 地盤の状況 
 

71 

 
清 坂 

 
東 別 院 町 

ｍ 
120 

ｍ 
40 

度 
30 

 

火山破屑物 

 

9 
戸 
3 

72 唐 櫃 越 篠 町 50 30 40 強 風 化 岩 9 3 

73 椿 谷 篠 町 50 30 45  9 3 

74 老 ノ 坂 篠 町 100 26 30 火山破屑物 9 3 

75 山 田 上 矢 田 町 80 26 25  3 1 

76 寒 谷 篠 町 40 11 60  3 1 

77 蛇 谷 Ⅱ 曽 我 部 町 75 18 30  3 1 

78 上 山 田 Ⅰ 曽 我 部 町 100 36 35  9 3 

79 上 山 田 Ⅱ 曽 我 部 町 90 32 35  6 2 

80 堂 ヶ 谷 Ⅱ 東 別 院 町 80 32 30  3 1 

81 金 ヶ 田 Ⅱ 東 別 院 町 80 45 35  3 1 

82 神 殿 垣 内 曽 我 部 町 60 14 30  3 1 

83 東 尾 曽 我 部 町 100 100 40  3 1 

84 小 峠 曽 我 部 町 80 32 40  3 1 

85 岩 ノ 谷 西 別 院 町 60 45 30  3 1 

86 奥 殿 西 別 院 町 100 30 30 火山破屑物 15 5 

87 寺 尾 西 別 院 町 90 18 30  12 4 

88 善 作 谷 西 別 院 町 70 48 30  9 3 

89 万 寿 曽 我 部 町 90 30 35  3 1 

90 枦 ケ 下 西 別 院 町 90 40 30  3 1 

91 橋 倉 西 別 院 町 70 25 30  3 1 

92 東 谷 西 別 院 町 100 32 30  3 1 

93 福 井 谷 西 別 院 町 120 45 30  6 2 

94 坊 谷 東 別 院 町 80 45 30  6 2 

95 岡 本 東 別 院 町 120 55 35  9 3 

96 六 田 Ⅰ 東 別 院 町 210 50 40  6 2 

97 六 田 Ⅱ 東 別 院 町 60 23 30  3 1 

98 曽 和 東 別 院 町 80 60 40  3 1 

99 ヒ カ タ 東 別 院 町 110 40 40  6 2 

100 向 田 東 別 院 町 90 17 30  9 3 

101 岩 脇 東 別 院 町 80 30 30  9 3 

102 室 Ⅰ 東 別 院 町 100 10 30 強 風 化 岩 12 4 

103 前 川 北 東 別 院 町 150 60 40 火山破屑物 6 2 

104 奥 ノ 谷 Ⅱ 東 別 院 町 70 55 30  3 1 

105 触 ノ 下 東 別 院 町 50 30 30  3 1 

106 谷 田 内 Ⅰ 東 別 院 町 80 40 40  3 1 

107 谷 田 内 Ⅱ 東 別 院 町 80 30 30  3 1 

108 室 Ⅱ 東 別 院 町 40 12 30 強 風 化 岩 3 1 
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                                            ④ 

通し 
番号 

箇 所 名 所 在 地 地     形 
人口 人家 

戸数 延 長 高 さ 傾斜度 地盤の状況 
 

109 

 
日 向 垣 内 Ⅰ 

 
東 別 院 町 

ｍ 
80 

ｍ 
15 

度 
30 

 

 

 

6 
戸 
2 

110 日 向 垣 内 Ⅱ 東 別 院 町 50 15 35  6 2 

111 上 日 影 Ⅲ 東 別 院 町 60 10 30  3 1 

112 上 日 影 Ⅳ 東 別 院 町 40 20 30  3 1 

113 九 折 Ⅱ 東 別 院 町 80 35 40  3 1 

114 中 山 Ⅱ 東 別 院 町 60 53 30  6 2 

115 中 垣 内 東 別 院 町 140 43 30  6 2 

116 向 東 別 院 町 60 20 30  3 1 

117 上 疆 地 東 別 院 町 100 40 40  6 2 

118 笹 畑 東 別 院 町 130 60 30  12 4 

119 西 垣 内 東 別 院 町 70 63 30  3 1 

120 上 條 東 別 院 町 130 24 30 火山破屑物 12 4 

121 上 三 作 宮 前 町 50 12 30  3 1 

122 堂 ケ 峠 宮 前 町 80 28 35  6 2 

123 西 谷 Ⅰ 千 代 川 町 80 18 32  6 2 

124 矢 ノ 屋 谷 Ⅰ 千 代 川 町 40 24 30  6 2 

125 矢 ノ 屋 谷 Ⅱ 千 代 川 町 70 12 32  3 1 

126 上 ノ 池 旭 町 100 14 32  9 3 

127 三 俣 旭 町 90 39 40  6 2 

128 八 ケ 坪 旭 町 60 22 30  3 1 

129 白 髭 千 歳 町 60 24 32  3 1 

130 中 千 歳 町 110 54 37 火山破屑物 9 3 

131 江 島 里 千 歳 町 100 54 35 火山破屑物 9 3 

132 毘 沙 門 Ⅱ 千 歳 町 110 78 35  6 2 

133 山 ノ 口 保 津 町 60 46 45  3 1 

134 山 ノ 坊 保 津 町 150 40 32 強 風 化 岩 3 1 

135 大 東 薭 田 野 町 100 38 35  6 2 

136 大 仲 薭 田 野 町 70 44 35 強 風 化 岩 9 3 

137 柿 花 Ⅱ 薭 田 野 町 140 16 30 火山破屑物 12 4 

138 大 門 薭 田 野 町 60 18 35  3 1 

139 佐 伯 Ⅳ 薭 田 野 町 60 30 30  9 3 

140 芦 ノ 山 Ⅰ 薭 田 野 町 80 20 37 強 風 化 岩 6 2 

141 芦 ノ 山 Ⅲ 薭 田 野 町 120 30 35 強 風 化 岩 12 4 

142 湯 ノ 花 本 梅 町 80 14 35 火山破屑物 15 5 

143 布 子 谷 Ⅰ 畑 野 町 130 58 30  6 2 

144 牛 道 畑 野 町 80 48 30 強 風 化 岩 9 3 

145 布 子 谷 Ⅲ 畑 野 町 60 60 30 強 風 化 岩 9 3 

146 布 子 谷 Ⅳ 畑 野 町 100 60 30 強 風 化 岩 6 2 
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                                            ⑤ 

通し 
番号 

箇 所 名 所 在 地 地     形 
人口 人家 

戸数 延 長 高 さ 傾斜度 地盤の状況 
 

147 

 
ク ル ビ 谷 Ⅰ 

 
畑 野 町 

ｍ 
70 

ｍ 
50 

度 
30 

 

強 風 化 岩 

 

3 
戸 
1 

148 ク ル ビ 谷 Ⅱ 畑 野 町 90 60 30 強 風 化 岩 3 1 

149 ク ル ビ 谷 Ⅲ 畑 野 町 70 50 30 強 風 化 岩 6 2 

150 鳥 帽 子 岩 畑 野 町 110 30 35  6 2 

151 中 間 Ⅱ 畑 野 町 70 35 30 火山破屑物 3 1 

152 石 敷 Ⅰ 本 梅 町 30 10 30  9 3 

153 中 之 垣 内 宮 前 町 90 30 30 強 風 化 岩 6 2 

154 大 渕 宮 前 町 90 46 30  18 6 

155 青 野 Ⅰ 宮 前 町 120 43 30  9 3 

156 宮 ノ 前 東 本 梅 町 100 30 30  9 3 

157 吉 ケ 下 東 本 梅 町 120 50 30  6 2 

158 広 畑 Ⅰ 東 本 梅 町 70 22 30  12 4 

159 上 条 Ⅰ 東 本 梅 町 50 33 30  3 1 

160 上 条 Ⅱ 東 本 梅 町 120 30 30  12 4 

161 王 子 Ⅱ 篠 町 80 28 41  6 2 

162 小 泉 Ⅰ 東 別 院 町 60 32 35  3 1 

163 春 日 部 Ⅱ 曽 我 部 町 90 20 30  6 2 

164 柚 原 Ⅰ 西 別 院 町 250 20 30 火山破屑物 12 4 

165 柚 原 Ⅱ 西 別 院 町 80 20 45  6 2 

166 大 槻 並 Ⅰ 西 別 院 町 60 35 30  9 3 

167 大 槻 並 Ⅱ 西 別 院 町 60 30 45  6 2 

168 南 掛 東 別 院 町 60 40 30  3 1 

169 栢 原 Ⅱ 東 別 院 町 80 35 30  3 1 

170 野 条 篠 町 120 8 34 火山破屑物 12 4 

171 広 野 Ⅲ 畑 野 町 80 20 30  12 4 

172 東 掛 東 別 院 町 360 60 30 硬 岩 0 0 

173 南 掛 東 別 院 町 740 130 59 硬 岩 0 0 

174 柚 原 西 別 院 町 360 40 42 硬 岩 0 0 

175 神  前（Ⅰ） 宮 前 町 160 30 33 硬 岩 0 0 

176 神  前（Ⅱ） 宮 前 町 140 50 65 硬 岩 0 0 

177 奥 条 薭 田 野 町 250 50 39 硬 岩 0 0 

178 土 ケ 畑 畑 野 町 100 60 42 硬 岩 0 0 

179 松 熊 東 本 梅 町 260 70 5 硬 岩 0 0 

180 大 内 東 本 梅 町 180 50 46 硬 岩 0 0 
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ウ 砂防法第２条指定区域 
 ① 河川指定 

河   川   名 

鵜 ノ 川 竪 谷 川 鳥 戸 谷 川 

大 谷 川 中 ノ 谷 川 下 新 開 川 

灰 谷 川 北 谷 川 西 田 川 

池 の 谷 川 犬 飼 川 前 ノ 谷 川 

中 谷 川 法 貴 谷 川 本 梅 川 

宮 谷 川 山 内 川 音 羽 川 

年 谷 川 菰 川 紀 三 井 谷 川 

寒 谷 川 神 蔵 寺 谷 川 神 田 川 

今 石 谷 川 三 俣 川 北 川 

雑 水 川 渋 谷 川 千 ヶ 畑 川 

曽 我 谷 川 水 谷 川 栢 原 川 

東 川 坊 堂 谷 川 湯 谷 川 

葉 婦 川 桂 谷 川 大 堂 川 

北 谷 川 荒 堀 谷 川 高 屋 川 

七 谷 川 北 谷 川 梟 谷 川 

池 谷 川 西 谷 川 宮 浦 川 

大 井 谷 川 長 谷 川 東 谷 川 

西 川 千 々 川 小 柳 川 

北 舎 谷 川 小 柳 東 谷 川 湯 の 花 谷 川 

 ② 面指定 

河川流域 （河川名） 河川流域 （河川名） 

長   谷    （長谷川） 旭   町    （三俣川） 

保 津 町    （東谷川） 篠   町    （鵜ノ川） 

千 歳 南 山    （七谷川） 篠町森、柏原   （西 川） 

千 歳 町    （北舎谷川） 上矢田町、下矢田町、古世町 
（年谷川・雑水川） 馬 路 町    （竪谷川） 

馬 路 町    （中の谷川） 寺、春日部    （葉婦川） 

旭 町 亀 甲    （北谷川） 犬飼、西条、穴太 （犬飼川） 
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エ 土石流発生危険渓流                                 ① 

通し 
番号 

水系 河川名 渓流名 所在地 流域概要 
人口 人家 

戸数 流域面積 地質条件 
 

1 

 
淀 川 

 
大 路 次 川 

 
箱 木 原 

 
畑 野 町 

㎞ 

0.07 

 

火 山 岩 

 

6 
戸 
2 

2 〃 千 ケ 畑 川 千 ケ 畑 谷 〃 0.08 〃 18 6 

3 〃 〃 〃 〃 0.06 古 生 層 6 2 

4 〃 大 路 次 川 砂 川 〃 0.68 火 山 岩 21 7 

5 〃 〃 広 野 谷 〃 0.24 〃 66 22 

6 〃 〃 〃 〃 0.48 〃 21 7 

7 〃 〃 土 ケ 畑 谷 〃 0.08 〃 15 5 

8 〃 栢 原 川 東 清 坂 谷 東 別 院 町 0.08 古 生 層 3 1 

9 〃 〃 鎌 倉 谷 〃 0.10 〃 6 2 

10 〃 〃 南 掛 谷 〃 0.03 〃 6 2 

11 〃 〃 〃 〃 0.06 〃 9 3 

12 〃 〃 万 願 寺 谷 西 別 院 町 0.15 〃 27 9 

13 〃 〃 〃 〃 0.03 〃 3 1 

14 〃 〃 大 堂 川 〃 1.00 〃 12 4 

15 〃 〃 柚 原 谷 〃 0.31 〃 6 2 

16 〃 東 掛 川 東 掛 谷 東 別 院 町 0.04 〃 15 5 

17 〃 〃 神 原 谷 〃 0.10 〃 27 9 

18 〃 鵜 ノ 川 北 谷 篠 町 0.09 〃 267 89 

19 〃 〃 中 谷 〃 0.10 〃 276 92 

20 〃 年 谷 川 上 矢 田 谷 上 矢 田 町 0.05 〃 339 113 

21 〃 桂 川 今 石 谷 川 保 津 町 0.05 〃 12 4 

22 〃 〃 山 ノ 坊 谷 〃 0.06 〃 273 91 

23 〃 曽 我 谷 川 重 利 谷 曽 我 部 町 0.05 〃 27 9 

24 〃 〃 〃 〃 0.05 〃 24 8 

25 〃 〃 南 条 谷 〃 0.07 〃 174 58 

26 〃 〃 〃 〃 0.01 〃 57 19 

27 〃 〃 〃 〃 0.04 〃 24 8 

28 〃 〃 〃 〃 0.15 〃 78 26 

29 〃 〃 梟 谷 川 〃 0.22 〃 45 15 

30 〃 〃 東 川 〃 0.72 〃 42 14 

31 〃 〃 宮 条 谷 〃 0.05 〃 12 4 

32 〃 〃 葉 婦 川 〃 0.87 〃 9 3 

33 〃 〃 春 日 部 谷 〃 0.03 〃 12 4 

34 〃 〃 〃 〃 0.03 〃 15 5 

35 〃 七 谷 川 東 谷 川 保 津 町 0.90 〃 141 47 

36 〃 〃 案 察 史 谷 〃 0.07 〃 21 7 

37 〃 〃 ク ロ ミ 谷 〃 0.99 〃 153 51 

38 〃 〃 南 谷 千 歳 町 0.21 〃 45 15 
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                                            ② 

通し 
番号 

水系 河川名 渓流名 所在地 流域概要 
人口 人家 

戸数 流域面積 地質条件 
 

39 

 
淀 川 

 
七 谷 川 

 
北 谷 

 
千 歳 町 

㎞ 

0.10 

 

古 生 層 

 

54 
戸 

18 

40 〃 〃 国 分 谷 〃 0.34 〃 90 30 

41 〃 古 川 北 舎 谷 川 〃 0.24 〃 36 12 

42 〃 〃 小 峠 谷 川 〃 0.31 〃 57 19 

43 〃 〃 堅 谷 川 〃 0.37 〃 63 21 

44 〃 〃 中 ノ 谷 〃 0.46 〃 24 8 

45 〃 〃 北 谷 川 〃 0.25 〃 42 14 

46 〃 〃 谷 川 谷 旭 町 0.16 〃 36 12 

47 〃 七 谷 川 江 島 里 谷 千 歳 町 0.07 〃 39 13 

48 〃 〃 中 ノ 谷 〃 0.09 〃 60 20 

49 〃 〃 〃 〃 0.10 〃 51 17 

50 〃 山 内 川 鹿 谷 川 薭 田 野 町 0.61 花 崗 岩 30 10 

51 〃 〃 芦ノ山谷川 〃 0.04 古 生 層 48 16 

52 〃 菰 川 茶 屋 谷 〃 0.03 〃 6 2 

53 〃 〃 湯 ノ 花 谷 〃 0.03 〃 9 3 

54 〃 〃 岩 ノ 口 谷 〃 0.21 〃 18 6 

55 〃 〃 芦ノ山谷川 〃 0.09 第四紀層 84 28 

56 〃 山 内 川 奥 条 谷 〃 0.04 〃 27 9 

57 〃 〃 〃 〃 0.04 花 崗 岩 30 10 

58 〃 〃 〃 〃 0.16 〃 39 13 

59 〃 〃 〃 〃 0.28 古 生 層 15 5 

60 〃 〃 〃 〃 0.29 〃 18 6 

61 〃 〃 湯 ノ 花 谷 〃 0.11 〃 3 1 

62 〃 〃 奥 条 谷 〃 0.41 〃 219 73 

63 〃 〃 湯 ノ 花 谷 〃 0.02 〃 12 4 

64 〃 〃 〃 〃 0.01 〃 6 2 

65 〃 〃 湯ノ花谷川 〃 0.19 〃 15 5 

66 〃 法 貴 谷 川 法 貴 谷 曽 我 部 町 0.22 〃 39 13 

67 〃 〃 〃 〃 1.81 〃 75 25 

68 〃 犬 飼 川 中 谷 川 西 別 院 町 0.05 〃 3 1 

69 〃 〃 宮 ノ 谷 川 〃 0.21 〃 21 7 

70 〃 〃 神 地 谷 〃 0.02 〃 33 11 

71 〃 千 々 川 北 金 岐 谷 大 井 町 0.06 第四紀層 12 4 

72 〃 〃 湯 井 谷 千 代 川 町 0.24 花 崗 岩 0 0 

73 〃 〃 北 ノ 庄 谷 〃 0.06 〃 21 7 

74 〃 〃 〃 〃 0.05 〃 12 4 

75 〃 〃 神 前 谷 宮 前 町 0.36 〃 66 22 

76 〃 〃 西 神 前 谷 〃 0.23 第四紀層 12 4 
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                                            ③ 

通し 
番号 

水系 河川名 渓流名 所在地 流域概要 
人口 人家 

戸数 流域面積 地質条件 
 

77 

 
淀 川 

 
桂 川 

 
川 関 谷 

 
千 代 川 町 

㎞ 

0.04 

 

花 崗 岩 

 

24 
戸 
8 

78 〃 三 俣 川 旭 谷 旭 町 0.39 古 生 層 6 2 

79 〃 音 羽 川 音 羽 川 東 本 梅 町 1.97 〃 39 13 

80 〃 本 梅 川 青 谷 川 〃 0.20 〃 18 6 

81 〃 〃 松 熊 谷 〃 0.12 〃 3 1 

82 〃 神 田 川 神 田 川 宮 前 町 2.30 〃 24 8 

83 〃 本 梅 川 水 谷 川 〃 0.05 〃 15 5 

84 〃 北 川 中 野 谷 本 梅 町 0.05 〃 24 8 

85 〃 〃 梨 ノ 木 谷 〃 0.25 〃 12 4 

86 〃 本 梅 川 猪 倉 谷 宮 前 町 0.12 〃 6 2 

87 〃 〃 平 松 谷 本 梅 町 0.07 〃 21 7 

88 〃 〃 墓 ノ 谷 〃 0.84 〃 15 5 

89 〃 〃 苔 谷 〃 0.69 〃 12 4 

90 〃 〃 東 加 舎 谷 〃 0.04 〃 24 8 

91 〃 千 ケ 畑 川 千 ケ 畑 谷 畑 野 町 0.10  15 5 

92 〃 大 路 次 川 土 ケ 畑 谷 〃 0.05  6 2 

93 〃 〃 〃 〃 0.02  6 2 

94 〃 〃 〃 〃 0.02  3 1 

95 〃 栢 原 川 鎌 倉 谷 東 別 院 町 0.02  6 2 

96 〃 〃 〃 〃 0.03  12 4 

97 〃 〃 〃 〃 0.04  6 2 

98 〃 〃 中 条 谷 〃 0.01  6 2 

99 〃 東 掛 川 東 掛 谷 〃 0.05  3 1 

100 〃 〃 〃 〃 0.02  3 1 

101 〃 〃 〃 〃 0.04  3 1 

102 〃 〃 大 野 谷 〃 0.06  3 1 

103 〃 〃 〃 〃 0.02  3 1 

104 〃 〃 〃 〃 0.01  6 2 

105 〃 〃 小 泉 谷 〃 0.05  6 2 

106 〃 〃 〃 〃 0.03  9 3 

107 〃 栢 原 川 南 掛 谷 〃 0.02  9 3 

108 〃 〃 〃 〃 0.05  9 3 

109 〃 〃 〃 〃 0.05  18 6 

110 〃 桂 川 イ ケ ノ 谷 保 津 町 0.22  3 1 

111 〃 年 谷 川 上 矢 田 谷 上 矢 田 町 0.04  12 4 

112 〃 曽 我 谷 川 中 谷 曽 我 部 町 0.04  6 2 

113 〃 〃 大 野 谷 東 別 院 町 0.05  6 2 

114 〃 〃 笑 路 谷 西 別 院 町 0.02  3 1 
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                                            ④ 

通し 
番号 

水系 河川名 渓流名 所在地 流域概要 
人口 人家 

戸数 流域面積 地質条件 
 

115 

 
淀 川 

 
古 川 

 
柳 谷 

 
旭 町 

㎞ 

0.06 

 

 

 

30 
戸 

10 

116 〃 〃 幡 ノ 谷 〃 0.03  21 7 

117 〃 菰 川 神蔵寺谷川 薭 田 野 町 0.18  6 2 

118 〃 法 貴 谷 川 皿 谷 池 谷 西 別 院 町 0.26  21 7 

119 〃 犬 飼 川 目 倉 谷 曽 我 部 町 0.19  3 1 

120 〃 〃 犬 甘 野 谷 西 別 院 町 0.01  6 2 

121 〃 〃 〃 〃 0.01  3 1 

122 〃 千 々 川 神 前 谷 宮 前 町 0.08  3 1 

123 〃 本 梅 川 東 加 舎 谷 本 梅 町 0.02  6 2 

124 〃 大 路 次 川 箱 木 原 谷 畑 野 町 0.03  30 10 

125 〃 〃 権 現 谷 〃 0.04  12 4 

126 〃 千 ケ 畑 川 西 山 谷 〃 0.64  3 1 

127 〃 〃 鎌 ケ 谷 〃 0.11  21 7 

128 〃 大 路 次 川 猿 尾 谷 〃 0.06  12 4 

129 〃 〃 ア ケ ビ 谷 〃 0.19  3 1 

130 〃 〃 烏帽子岩谷 〃 0.11  12 4 

131 〃 〃 〃 〃 0.10  48 16 

132 〃 〃 広 野 谷 〃 0.07  51 17 

133 〃 〃 孫 六 谷 〃 0.09  15 5 

134 〃 〃 高 橋 谷 〃 0.10  30 10 

135 〃 〃 ク ル ビ 谷 〃 0.10  12 4 

136 〃 〃 〃 〃 0.16  12 4 

137 〃 〃 金 山 谷 〃 0.03  51 17 

138 〃 〃 布 子 谷 〃 0.22  33 11 

139 〃 〃 牛 道 谷 〃 0.03  18 6 

140 〃 〃 布 子 谷 〃 0.05  30 10 

141 〃 〃 大 タ ワ 谷 〃 0.72  9 3 

142 〃 〃 〃 〃 0.02  21 7 

143 〃 〃  〃 0.06  0 0 

144 〃 〃  〃 0.09  0 0 

145 〃 東 掛 川 坂 頭 東 別 院 町 0.78  15 5 

146 〃 〃 小 曽 〃 0.03  78 26 

147 〃 〃 堂 ケ 谷 〃 0.01  12 4 

148 〃 〃 〃 〃 0.03  12 4 

149 〃 西 川 黒 谷 篠 町 0.03  3 1 

150 〃 曽 我 谷 川 医 王 谷 下 矢 田 町 0.04  3 1 

151 〃 〃 西 山 田 曽 我 部 町 0.04  6 2 

152 〃 〃 中山・西畑 西 別 院 町 0.01  21 7 
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                                            ⑤ 

通し 
番号 

水系 河川名 渓流名 所在地 流域概要 
人口 人家 

戸数 流域面積 地質条件 
 

153 

 
淀 川 

 
山 内 川 

 
下 峠 

 
薭 田 野 町 

㎞ 

0.03 

 

 

 

9 
戸 
3 

154 〃 〃 千 原 〃 0.17  18 6 

155 〃 〃 宮 ノ 奥 〃 0.04  6 2 

156 〃 〃 宮ノ下・堂ノ山 〃 0.04  9 3 

157 〃 〃 切 畑 本 梅 町 0.02  3 1 

158 〃 〃 ナ ベ 倉 〃 0.01  6 2 

159 〃 犬 飼 川 北 山 曽 我 部 町 0.06  9 3 

160 〃 〃 未 ケ 谷 〃 0.11  6 2 

161 〃 〃 寺 ケ 谷 西 別 院 町 0.10  15 5 

162 〃 〃 小寺・樋ノ口 〃 0.03  9 3 

163 〃 〃 竜頭谷・樋ノ口 〃 0.09  6 2 

164 〃 〃 尾崎・市ノ坪 〃 0.03  6 2 

165 〃 千 々 川 水 汲 谷 大 井 町 0.06  30 10 

166 〃 〃 西 谷 千 代 川 町 0.01  27 9 

167 〃 〃 奥 尻 谷 宮 前 町 0.10  60 20 

168 〃 本 梅 川 経 ヶ 岳 谷 東 本 梅 町 0.03  15 5 

169 〃 北 川 北 川 本 梅 町 0.69  54 18 

170 〃 本 梅 川 ナ ベ 倉 〃 0.01  117 39 

171 〃 〃 カ セ 谷 〃 0.02  9 3 

172 〃 〃 本 梅 川 〃 1.50  27 9 

173 〃 七 谷 川 石 松 千 歳 町 0.05  3 1 

174 〃 栢 原 川 大 堂 西 別 院 町 0.04  96 32 

175 〃 〃 〃 〃 0.09  9 3 

176 〃 年 谷 川 岩 田 上 矢 田 町 0.03  282 94 

177 〃 千 ケ 畑 川 鎌 ケ 谷 畑 野 町 0.05  12 4 

178 〃 栢 原 川 前 田 東 別 院 町 0.06  6 2 

179 〃 〃 九 折 〃 0.08  6 2 

180 〃 〃 上 日 影 〃 0.01  3 1 

181 〃 〃 〃 〃 0.01  6 2 

182 〃 〃 中 垣 内 〃 0.05  9 3 

183 〃 〃 上 日 影 〃 0.08  3 1 

184 〃 〃 中 山 〃 0.17  3 1 

185 〃 〃 余 野 瀬 〃 0.01  3 1 

186 〃 〃 落 合 〃 0.06  6 2 

187 〃 〃 〃 〃 0.04  9 3 

188 〃 〃 散 下 〃 0.37  3 1 

189 〃 〃 奥 ノ 谷 〃 0.31  6 2 

190 〃 〃 向 イ 谷 西 別 院 町 0.08  3 1 
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                                            ⑥ 

通し 
番号 

水系 河川名 渓流名 所在地 流域概要 
人口 人家 

戸数 流域面積 地質条件 
 

191 

 
淀 川 

 
栢 原 川 

 
下ノ谷・下筋 

 
西 別 院 町 

㎞ 

0.05 

 

 

 

6 
戸 
2 

192 〃 〃 岩 ケ 谷 〃 0.10  3 1 

193 〃 東 掛 川 岩 脇 東 別 院 町 0.01  3 1 

194 〃 〃 岩 垣 内 〃 0.03  6 2 

195 〃 〃 六 田 〃 0.02  6 2 

196 〃 〃 バ ニ ウ 〃 0.13  3 1 

197 〃 〃 平 垣 内 〃 0.01  3 1 

198 〃 〃 奥 ケ 谷 〃 0.04  6 2 

199 〃 灰 ケ 谷 上 田 篠 町 0.40  6 2 

200 〃 鵜 ノ 川 道 登 り 〃 0.06  3 1 

201 〃 年 谷 川 寒 谷 〃 0.02  3 1 

202 〃 〃 〃 〃 0.02  3 1 

203 〃 〃 朽 ケ 谷 東 別 院 町 0.09  6 2 

204 〃 曽 我 谷 川 三 国 山 曽 我 部 町 0.06  3 1 

205 〃 〃 蛇 谷 〃 0.06  3 1 

206 〃 〃 小口・小チギ 東 別 院 町 0.08  3 1 

207 〃 〃 南 谷 〃 0.01  3 1 

208 〃 〃 小 西 〃 0.05  9 3 

209 〃 〃 坊 谷 〃 0.01  3 1 

210 〃 〃 堂 ノ 前 西 別 院 町 0.02  3 1 

211 〃 〃 日 陰 谷 〃 0.10  6 2 

212 〃 山 内 川 茶 屋 薭 田 野 町 0.03  6 2 

213 〃 〃 谷 口 本 梅 町 0.39  6 2 

214 〃 犬 飼 川 紺 屋 ノ 下 西 別 院 町 0.01  6 2 

215 〃 〃 寺 ケ 谷 〃 0.04  3 1 

216 〃 〃 下 泓 〃 0.06  3 1 

217 〃 千 々 川 惣 堂 谷 千 代 川 町 0.04  3 1 

218 〃 〃 東 谷 〃 0.03  3 1 

219 〃 本 梅 川 猪 ノ 谷 東 本 梅 町 0.07  12 4 

220 〃 〃 〃 〃 0.02  3 1 

221 〃 〃 〃 〃 0.05  6 2 

222 〃 〃 青 野 谷 宮 前 町 0.04  6 2 

223 〃 〃 〃 〃 0.02  6 2 

224 〃 〃 山 角 谷 〃 0.39  3 1 

225 〃 〃 大 向 薭 田 野 町 0.02  6 2 

226 〃 〃 ク ボ ラ 谷 本 梅 町 0.18  12 4 

227 〃 〃 〃 〃 0.22  12 4 

228 〃 曽 我 谷 川 野 見 寺 曽 我 部 町 0.05  3 1 
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                                            ⑦ 

通し 
番号 

水系 河川名 渓流名 所在地 流域概要 
人口 人家 

戸数 流域面積 地質条件 
 

229 

 
淀 川 

 
小 畑 川 

 
田 ノ 尻 

 
篠 町 

㎞ 

0.03 

 

 

 

12 
戸 
4 

230 〃 鵜 ノ 川 〃 〃 0.31  6 2 

231 〃 本 梅 川 水 谷 谷 宮 前 町 0.01  6 2 

232 〃 〃 大 鶴 谷 〃 0.03  6 2 

233 〃 〃 出 水 本 梅 町 0.02  9 3 

234 〃 山 内 川 千 原 薭 田 野 町 0.03  3 1 

235 〃 東 掛 川  東 別 院 町 0.02  0 0 

236 〃 〃  曽 我 部 町 0.01  0 0 

237 〃 〃  〃 0.02  0 0 

238 〃 〃  〃 0.01  0 0 

239 〃 〃  〃 0.02  0 0 

240 〃 〃  〃 0.01  0 0 

241 〃 〃  〃 0.06  0 0 

242 〃 〃  〃 0.02  0 0 

243 〃 鵜 ノ 川 柿の木谷川 篠 町 0.13  0 0 

244 〃 〃  〃 0.30  0 0 

245 〃 〃  〃 0.03  0 0 

246 〃 〃 大 谷 川 〃 0.58  0 0 

247 〃 〃  〃 0.04  0 0 

248 〃 〃  〃 0.09  0 0 

249 〃 〃  〃 0.04  0 0 

250 〃 〃 中 ノ 谷 川 〃 1.28  0 0 

251 〃 〃  〃 0.03  0 0 

252 〃 〃  〃 0.03  0 0 

253 〃 西 川  〃 0.05  0 0 

254 〃 〃  〃 0.04  0 0 

255 〃 〃  〃 0.02  0 0 

256 〃 〃  〃 0.05  0 0 

257 〃 〃  〃 0.09  0 0 

258 〃 〃  〃 0.25  0 0 

259 〃 〃  〃 0.03  0 0 

260 〃 〃  〃 0.06  0 0 

261 〃 〃  〃 0.09  0 0 

262 〃 〃 小柳東谷川 〃 0.05  0 0 

263 〃 〃  〃 0.08  0 0 

264 〃 〃  〃 0.01  0 0 

265 〃 〃  〃 0.03  0 0 

266 〃 〃  〃 0.14  0 0 
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                                            ⑧ 

通し 
番号 

水系 河川名 渓流名 所在地 流域概要 
人口 人家 

戸数 流域面積 地質条件 
 

267 

 
淀 川 

 
西 川 

 
 

 
篠 町 

㎞ 

0.07 

 

 

 

0 
戸 
0 

268 〃 〃  〃 0.10  0 0 

269 〃 〃  上 矢 田 町 0.03  0 0 

270 〃 〃  〃 0.01  0 0 

271 〃 桂 川  保 津 町 0.02  0 0 

272 〃 〃  〃 0.04  0 0 

273 〃 〃  〃 0.08  0 0 

274 〃 年 谷 川  上 矢 田 町 0.02  0 0 

275 〃 〃  〃 0.02  0 0 

276 〃 〃  〃 0.02  0 0 

277 〃 〃  〃 0.01  0 0 

278 〃 〃  〃 0.02  0 0 

279 〃 〃  〃 0.02  0 0 

280 〃 〃  篠 町 0.19  0 0 

281 〃 〃  〃 0.02  0 0 

282 〃 〃  〃 0.03  0 0 

283 〃 〃  〃 0.03  0 0 

284 〃 〃  〃 0.01  0 0 

285 〃 〃  〃 0.49  0 0 

286 〃 〃  〃 0.03  0 0 

287 〃 〃  〃 0.09  0 0 

288 〃 〃  〃 0.01  0 0 

289 〃 〃  〃 0.01  0 0 

290 〃 〃  〃 0.02  0 0 

291 〃 〃  〃 0.01  0 0 

292 〃 〃  〃 0.12  0 0 

293 〃 〃  〃 0.02  0 0 

294 〃 曽 我 谷 川  曽 我 部 町 0.08  0 0 

295 〃 〃  〃 0.10  0 0 

296 〃 〃  〃 0.16  0 0 

297 〃 〃  〃 0.16  0 0 

298 〃 〃 高屋川（支川） 〃 0.23  0 0 

299 〃 山 内 川 高屋川（本川） 〃 0.10  0 0 

300 〃 〃  〃 0.33  0 0 

301 〃 〃  薭 田 野 町 0.23  0 0 

302 〃 犬 飼 川  曽 我 部 町 0.05  0 0 

303 〃 〃  〃 0.08  0 0 

304 〃 〃  〃 0.09  0 0 
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                                            ⑨ 

通し 
番号 

水系 河川名 渓流名 所在地 流域概要 
人口 人家 

戸数 流域面積 地質条件 
 

305 

 
淀 川 

 
三 俣 川 

 
渋 谷 川 

 
旭 町 

㎞ 

1.47 

 

 

 

0 
戸 
0 

306 〃 〃  〃 0.01  0 0 

307 〃 〃  〃 0.05  0 0 

308 〃 〃  〃 0.03  0 0 

309 〃 鵜 ノ 川  篠 町 0.04  0 0 

310 〃 〃 椿 谷 川 〃 0.19  0 0 

311 〃 山 内 川  曽 我 部 町 0.02  0 0 
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一般２－２－１－１ 

防 疫 用 資 機 材 現 有 状 況 

資 材 クレゾール石鹸液、オスバン、油剤、消石灰、次亜塩素酸、その他 

器 具 

動 力 二 兼 機 電 池 式 噴 霧 器 手 動 噴 霧 器 ジ ョ ロ 

台 

５ 

台 

６ 

台 

１ 

台 

２ 

 

 

一般２－２－１－２ 

災 害 警 備 資 材 一 覧 表 

品    名 数   量 品    名 数   量 

アルミ製折たたみボード １ ロ ー プ  100ｍ １ 

船 外 機 １ ロ ー プ  50ｍ １ 

輸 送 車 （ マ イ ク ロ ） １ 発 動 発 電 機 １ 

トランジスターメガホン ６ ス コ ッ プ １９ 

拡 声 機 1 0 Ｗ １ と び 口 １０ 

携 帯 投 光 機 ４ つ る は し １ 

救 命 浮 輪 ４ 湯 茶 携 行 缶 等 １ 

救 命 胴 衣 １０ 水 筒 ６ 

毛 布 １０   
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一般２－２－１－３ 

公 用 自 動 車 等 の 所 有 状 況 

車種 普通乗用 小型乗用 小型貨物 軽乗用 軽貨物 ﾏｲｸﾛﾊﾞｽ ダンプカー 

トラック 運転者人員 

議会事務局 1        

秘 書 課 1       1(内嘱託 1) 

広報プロモーション課     1    

SDGs 創生課    1     

生涯スポーツ課     1    

市民力推進課    1 1    

自治防災課  1       

税務課    1     

環境政策課     2    

資源循環推進課    2 3  1  

地域福祉課    3     

子育て支援課    1 2    

保育課    1     

障がい福祉課     1    

高齢福祉課    5 2    

健康増進課    3     

商工観光課     1    

農林振興課    1 3    

農地整備課    1 2    

都市計画課    1 1    

都市整備課    1 1    

桂川・道路交通課     2    

土木管理課   1  5    

建築住宅課     3    

財産管理課 5 2 1 8 4 2 1 2(内嘱託 2) 

上下水道部    1 12    

教育委員会    1 5    

市 立 病 院  1  2 1    

合  計 7 5 1 36 53 2 2 3 

乗車定員数(延) 45名 32名 名 132名 196名 68名 6名  

別に資源循環推進課に塵芥収集車両１台、地域福祉課に原付 1 台、上下水道部に給水車両 2 台、自治

防災課に糞尿トレーラー１台、教育委員会にスクールバス 7台、原付 1台、病院に救急車両１台有り 
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一般２－２－６－１ 

ヘ リ コ プ タ ー 発 着 候 補 地 

名     称 所 在 地 面  積 備      考 

 
○亀岡小学校グラウンド 

 
内 丸 町 

㎡ 
5,610 

・集積場は、亀岡運動公園につ
いては亀岡運動公園体育館と
し、その他は当該校の体育館と
する。 
 
・○印のある候補地は、ドクタ
ーヘリのランデブーポイントと
して登録 

○安詳小学校グラウンド 篠 町 4,358 

○東別院小学校グラウンド 東 別 院 町 3,287 

○西別院小学校グラウンド 西 別 院 町  2,692 

○曽我部小学校グラウンド 曽 我 部 町 4,970 

○吉川小学校グラウンド 吉 川 町 6,424 

○薭田野小学校グラウンド 薭 田 野 町 6,193 

○畑野小学校グラウンド 畑 野 町 2,641 

○青野小学校グラウンド 宮 前 町 2,147 

○千代川小学校グラウンド 千 代 川 町 5,124 

○つつじケ丘小学校グラウンド 西つつじケ丘 8,500 

○城西小学校グラウンド 余 部 町 6,121 

○詳徳小学校グラウンド 篠 町 6,694 

○南つつじケ丘小学校グラウンド 南つつじケ丘 9,186 

○亀岡中学校グラウンド 内 丸 町 7,146 

○別院中学校グラウンド 東 別 院 町 5,181 

○南桑中学校グラウンド 薭 田 野 町 9,310 

○育親中学校グラウンド 本 梅 町 9,766 

○亀岡川東学園グラウンド 馬 路 町 10,528 

○東輝中学校グラウンド 篠 町 11,430 

○大成中学校グラウンド 大 井 町 11,366 

○詳徳中学校グラウンド 篠 町 8,906 

○亀岡運動公園広場 曽 我 部 町 5,000 

○大日谷公園 南つつじケ丘 11,000 

○旭公園 旭 町 3,200 

○さくら公園多目的運動場 千 歳 町 5,000 

○月読橋球技場 馬 路 町 17,282 

○医王谷野球場 下 矢 田 町 8,482 
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名     称 所 在 地 面  積 備      考 

 

○亀岡国際広場球技場 宮 前 町 5,473 

○東別院グラウンド 東 別 院 町 8,470 

亀岡高校グラウンド 北 古 世 町 11,595 

 

 

一般２－２－７－１ 

応急仮設住宅の建設予定地 

施 設 名 等 所 在 地 備 考 

亀 岡 市 有 地 西 つ つ じ ケ 丘 大 山 台  

亀 岡 市 有 地 吉 川 町 吉 田  

亀 岡 市 有 地 河 原 林 町 河 原 尻  

亀 岡 中 学 校 内 丸 町  

亀 岡 小 学 校 内 丸 町  

城 西 小 学 校 余 部 町 前 川 原  

別 院 中 学 校 東 別 院 町 南 掛  

東 別 院 小 学 校 東 別 院 町 東 掛  

西 別 院 小 学 校 西 別 院 町 柚 原  

曽 我 部 小 学 校 曽 我 部 町 南 条  

吉 川 小 学 校 吉 川 町 穴 川  

南 桑 中 学 校 薭 田 野 町 太 田  

薭 田 野 小 学 校 薭 田 野 町 佐 伯  

育 親 中 学 校 本 梅 町 中 野  

本 梅 小 学 校 本 梅 町 井 手  

畑 野 小 学 校 畑 野 町 千 ヶ 畑  

青 野 小 学 校 宮 前 町 宮 川  

大 成 中 学 校 大 井 町 土 田  

大 井 小 学 校 大 井 町 並 河  

千 代 川 小 学 校 千 代 川 町 北 ノ 庄  

亀 岡 川 東 学 園 馬 路 町 溝 ノ 上  

さ く ら 公 園 体 育 館 千 歳 町 国 分  

保 津 小 学 校 保 津 町 構 ノ 内  

東 輝 中 学 校 篠 町 広 田  

詳 徳 中 学 校 篠 町 柏 原  

安 詳 小 学 校 篠 町 篠  

詳 徳 小 学 校 篠 町 柏 原  

つ つ じ ヶ 丘 小 学 校 西 つ つ じ ヶ 丘 霧 島 台  

南 つ つ じ ヶ 丘 小 学 校 南 つ つ じ ヶ 丘 大 葉 台  

大 日 谷 公 園 南 つ つ じ ケ 丘 桜 台  

 ※1,000 ㎡以上の公有地を候補地として記載 
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一般２－２－１０－１ 
飲料水の主水利、補給水利（非常用発電機稼動） 

種別 名  称 所 在 
水量 

供給可能人数 1 日最大 
施設能力 

平  均 
現給水量 

緊急時供 
給可能量 

 
主 水 利 

亀 岡 市 水 道 

 
千代川町 

㎥／日 
33,600 

㎥／日 
17,895 

㎥／日 
14,400 

人 
720,000 

補給水利 西別院町 47.2 124 192 9,600 
補給水利 西別院町 115 102 115 5,750 

供給可能人数は目標水量 1 人 1 日 20ℓ として計上する。 
 
一般２－２－１０－２ 

配 水 拠 点 の 現 況 
【上水道】 

 施 設 名 施 設 能 力 緊急時 
貯水量 摘   要 

 
１ 

 
湯 井 配 水 池 

 
5,680 ㎥×2 池 
2,250 ㎥×2 池 

㎥ 
11,360 

 
応急給水拠点 

２ 平 和 台 配 水 池 4,036 ㎥・4,046 ㎥×各 1 池 4,036 応急給水拠点 

３ 千 代 川 浄 水 場 施設能力 33,600 ㎥／日 2,104 応急給水拠点 

４ 三 宅 浄 水 場 施設能力 20,000 ㎥／日 840 応急給水拠点 

５ 南つつじケ丘第 1 高区配水池 1,960 ㎥・1,940 ㎥×1 池 1,940 応急給水拠点 

６ 寺 配 水 池 537 ㎥・344 ㎥×各 1 池 537 応急給水拠点 

７ 千 ケ 畑 第 １ 配 水 池 275 ㎥×2 池 275 応急給水拠点 

８ 高 橋 配 水 池 52.5 ㎥×2 池 52.5 応急給水拠点 

９ 土 ケ 畑 第 １ 配 水 池 82.5 ㎥×2 池 82.5 応急給水拠点 

１０ 柚 原 浄 水 場 170 ㎥／日 7.5  

１１ 犬 甘 野 浄 水 場 120 ㎥／日 5.1  

１２ 旭 配 水 池 190 ㎥×2 池 190 応急給水拠点 

１３ 篠 配 水 池 650 ㎥×2 池 650 応急給水拠点 
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一般２－２－１０－３ 

市 所 有 の 給 水 機 

種  別 保 有 数 能  力 
１日当たり 
給 水 能 力 

給水可能人数 備     考 

給水タンク 
台 

２ 
㎥／台 
１ 

㎥ 
10 

人 
3,300 

１日５往復として計上 

給水タンク車 

台 
１ 

㎥／台 
1.5 

㎥ 
17.5 

人 
5,800 

１日５往復として計上 

台 
１ 

㎥／台 
２ 

給水用緊急袋 

枚 
4,400 

ℓ／枚 
６ 

㎥ 
40.8 

人 
13,600 

 

枚 
1,440  

ℓ／枚 
10  

 給水可能人数は、目標水量１人１日３ℓとして計上する。 

 

〔参考〕応急給水の目標水量 

地震発生からの日数 目 標 水 量 主 な 給 水 の 方 法 

①地震発生～３日迄 ３ℓ／人・日 タンク車による運搬給水 

② 10日 20ℓ／人・日 配水幹線付近に設置する仮設給水栓からの給水 

③ 21日 
 

100ℓ／人・日 
 
②の給水方法に加え配水支線上に設置する仮設給水栓
からの給水 

④ 28日 

 
被災前給水量 

250ℓ／人・日 
仮配管からの各戸給水や共用栓による給水 
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一般２－２－１５－１ 

ご み 収 集 処 理 施 設 

燃 焼 物 不燃焼物及び可燃性粗大ご み 

桜塚クリーンセンター エ コ ト ピ ア 亀 岡 

焼 却 炉 数 焼 却 能 力 埋 立 容 積 処 理 用 機 器 

基 
 

３ 

ｔ／24ｈ 
 

120 

㎥ 
 

77,920 

台 
パワーショベル ２  転圧破砕機    １ 
自走式破砕機  １  ブルドーザー   １ 
缶圧縮機    １  ショベルローダー １ 
フォークリフト １ 

 

一般２－２－１５－２ 

公益財団法人亀岡市清掃公社 

種 別 用     途 最 大 積 載 量 車 両 台 数 

塵 芥 車 燃やすごみ・埋立てごみ収集 

㎏ 

2,000 

3,000 

台 

12 

1 

ダンプカー 空き缶、空きびん、粗大ごみ収集 2,000 8 

ト ラ ッ ク 空きびん分別収集専用車 2,000 2 

 

一般２－２－１５－４ 

し 尿 収 集 運 搬 委 託 業 者 

業 者 名 等 バキュームカー保有台数 所在地 電   話 

亀 岡 市 清 掃 公 社 
台 

４  
大井町並河 ２３－１２１３ 

南 丹 清 掃 Ｋ Ｋ ５  荒塚町２丁目 ２２－４４８８ 

計 ９    
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風水２－１－１－１ 

淀川水系 桂川中流・園部川洪水予報連絡様式 

 

洪水予報文例 

桂川水系 桂川中流・園部川洪水予報第○号 

洪水警報 

令和○○年○○月○○日○○時○○分 

京都府南丹土木事務所・京都地方気象台 共同発表 

 

桂川中流・園部川 今後はん濫危険水位に達する見込み 

（主文） 

桂川中流・園部川では、はん濫危険水位（レベル４）に達する見込みです。 

 市町村からの避難情報に留意してください。 

（現況・予想） 

 桂川中流・園部川（保津橋上流域）の流域平均雨量 

  ○○日○○時○○分から○○日○○時○○分までの○時間の現況 ○○ミリ 

  ○○日○○時○○分から○○日○○時○○分までの○時間の予想 ○○ミリ 

桂川中流・園部川鳥羽水位観測所〔南丹市〕の水位 

  ○○日○○時○○分の現況 ○○ｍ（上昇中） 

  ○○日○○時○○分の予想 ○○ｍ程度 

桂川中流・園部川保津橋水位観測所〔亀岡市〕の水位 

  ○○日○○時○○分の現況 ○○ｍ（上昇中） 

  ○○日○○時○○分の予想 ○○ｍ程度 

桂川中流・園部川小山水位観測所〔南丹市〕の水位 

  ○○日○○時○○分の現況 ○○ｍ（上昇中） 

  ○○日○○時○○分の予想 ○○ｍ程度 

【参考】 

 鳥羽水位観測所〔南丹市〕 

  はん濫危険水位（危険水位）2.60ｍ  避難判断水位（特別警戒水位）2.20ｍ 

  はん濫注意水位（警戒水位）2.00ｍ  水防団待機水位（指定水位） 1.10ｍ 

  平常水位-2.00ｍ 

 保津橋水位観測所〔亀岡市〕 

  はん濫危険水位（危険水位）4.00ｍ  避難判断水位（特別警戒水位）3.50ｍ 

  はん濫注意水位（警戒水位）3.30ｍ  水防団待機水位（指定水位） 2.30ｍ 

  平常水位-0.16ｍ 

小山水位観測所〔南丹市〕 

  はん濫危険水位（危険水位）2.60ｍ  避難判断水位（特別警戒水位）2.20ｍ 

  はん濫注意水位（警戒水位）1.40ｍ  水防団待機水位（指定水位） 0.50ｍ 

  平常水位-0.80ｍ 

 水位危険度レベル 

■ レベル５ はん濫の発生 

■ レベル４ はん濫危険水位（危険水位）超過 

■ レベル３ 避難判断水位（特別警戒水位）超過 

■ レベル２ はん濫注意水位（警戒水位）超過 

■ レベル１ 水防団待機水位（指定水位）超過 

 

〔問い合わせ先〕 

 水位関係：京都府 南丹土木事務所 河川砂防課 TEL:0771-62-2899 

 気象関係：気象庁 京都地方気象台 技術課   TEL:075-841-3008 
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風水２－１－１－２ 

○○川水防警報連絡用紙（①京都府様式） 

 

○○川（○○）水防警報 第   号 （準備・出動・解除） 

 

                    令和  年  月  日   時  分 

                    京都府南丹土木事務所 発表 

                    （TEL：０７７１－６２－００２５） 

 （本文） 

  ○○川○○地点の水位は、  月  日  時  分現在、  ｍ  cm で、 

 

  １ 水防団待機水位（指定水位）に達しましたので、 

  ２ はん濫注意水位（警戒水位）に達しましたので、 

  ３ はん濫注意水位（警戒水位）を下回り、今後、水位上昇の見込みが 

ありませんので、 

４ 今後、警戒水位に達する見込みがありませんので、 

 

  １（準備） ： 関係水防機関は、出動の準備をしてください。 

  ２（出動） ： 関係水防機関は、出動し厳重な警戒をしてください。 

  ３（解除） ： 水防警報を解除します。 

河川名 水位観測所 
水防団待機水位

（指定水位） 

はん濫注意水位 

（警戒水位） 

避難判断水位 

（特別警戒水位） 

はん濫危険水位 

（危険水位） 
堤防高 

       

・今後の水位変動はインターネット等で確認して下さい。 

http://chisuibousai.pref.kyoto.jp/ →地域を選択→「水位一覧選択」から水位観測地点を選択 

※FAX 送受信確認欄 

連 絡 先 確認時刻 送信者 受信者 TEL FAX 備考 
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○○川水防警報連絡用紙（②亀岡市様式） 

                               【情報伝達者 亀岡市】 

 

○○川水防警報 第   号 （準備・出動・解除） 

 

                     令和  年  月  日  時  分 

                     京都府南丹土木事務所 発表 

 

 （本文） 

  ○○川○○地点の水位は、  月  日  時  分現在、  ｍ  cm で、 

 

   水防団待機水位（指定水位）     超えました。 

                  を 

   はん濫注意水位（警戒水位）     下回りました。 

 

 

 

    準備：関係水防機関は、出動の準備をして下さい。 

    出動：関係水防機関は、出動し厳重な警戒をして下さい。 

    解除：水防警報を解除します。 

 

連 絡 先 時 刻 送信者 受信者 備 考 ○○○観測所 

亀岡消防署 ：    
はん濫危険水位 

（危険水位） 
m 

亀岡市消防団 ：    
避難判断水位 

（特別警戒水位） 
m 

 ：    
はん濫注意水位 

（警戒水位） 
m 

 ：    
水防団待機水位 

（指定水位） 
m 

 ：      
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○○川避難判断水位（特別警戒水位）連絡用紙（③京都府様式） 

○○川避難判断水位情報 第   号 

（○○水位観測所） 

 

                     令和  年  月  日  時  分 

                     京 都 府 南 丹 土 木 事 務 所  発 表 

 

 （本文） 

  ○○川○○地点の水位は、  月  日  時  分現在、○○cm で、 

避難指示等の目安のひとつとなる、 

 

   １ 避難判断水位（特別警戒水位）に達しました。 

 

   ２ 避難判断水位（特別警戒水位）を下回り、今後、水位上昇の見込はありません。 

 

 

   （参考） 

       川水位観測所 

   はん濫危険水位（危険水位）     ｍ 

     避難判断水位（特別警戒水位）    ｍ 

     はん濫注意水位（警戒水位）     ｍ 

     水防団待機水位（指定水位）     ｍ 

 

     京都府河川防災情報 http://chisuibousai.pref.kyoto.jp/bousai/index.html 

※発信機関名（南丹土木事務所 TEL：0771-62-0025） 

連 絡 先 時 刻 送信者 受信者 備   考 
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○○川避難判断水位情報連絡用紙（④亀岡市様式） 

                               【情報伝達者 亀岡市】 

○○川避難判断水位情報 第   号 

（○○水位観測所） 
 

                     令和  年  月  日  時  分 

                     京都府南丹土木事務所 発表 

 （本文） 

  ○○川○○地点の水位は、  月  日午前・午後  時  分現在 

    ｍ  cm で、避難指示等の目安となる、 

 

   １ 避難判断水位（特別警戒水位）に達しました。 

 

   ２ 避難判断水位（特別警戒水位）を下回り、今後、今回の降雨における水位

上昇の見込はありません。 

 

   （参考） 

     ○○川○○水位観測所  計画高水位 

   はん濫危険水位（危険水位）      ｍ 

                  避難判断水位（特別警戒水位）    ｍ 

                  はん濫注意水位（警戒水位）      ｍ 

                  水防団待機水位（指定水位）      ｍ 

連 絡 先 時 刻 送信者 受信者 備   考 

亀岡市消防団 ：    

亀岡地区東部自治会 ：    

亀岡地区中部自治会 ：    

亀岡地区西部自治会 ：    

曽我部町自治会 ：    

吉川町自治会 ：    

薭田野町自治会 ：    

大井町自治会 ：    

千代川町自治会 ：    

馬路町自治会 ：    

旭町自治会 ：    

千歳町自治会 ：    

河原林町自治会 ：    

保津町自治会 ：    

篠町自治会 ：    

桂川・道路交通課 ：    
 



通知１ 文書番号　日吉第 号

令和 年 月 日 時 分

(独)　水資源機構　日吉ダム管理所長

＜ダム操作に関する通知＞

　淀川水系桂川日吉ダム（京都府南丹市）では、 月 日 時 分に洪水警戒

体制に入りました。

　今後、ダムは防災操作（洪水調節）に活用する空容量を確保するため、ダムへの流入量

が増加するとダム流下量（放流量）を徐々に増加させる予定です。流下量の増加が大きい

場合は、ダムからの放流を含めて急激に下流河川の水位が上昇することがあります。この

ような放流を行う場合にはおおむね１時間前に事前通知します。

　今後の降雨状況やダム放流状況に注意して下さい。

　ダムからの通知はFAXにより行いますので、FAXを常に受信できる状態にし、今後のダム

からの通知に注意して下さい。

　大雨洪水注意報　　　大雨洪水警報　　  が発表された。　

発表時刻： 月 日 時 分

　 台風　　　低気圧　　　前線　　　融雪　

その他（　　　　 ）により洪水が予想されるため

【ダム情報】

現在時刻： 月 日 時 分 流入量： ｍ
３
／ｓ

（1時間前より約 m
3
/s増加）

ダム水位：EL. ｍ

放流量： ｍ
３
／ｓ （1時間前より約 m上昇）

（1時間前より約 m
3
/s増加） 貯水率（有効容量）：約 ％

（1時間前より約 ％上昇）

※値はすべて速報値

※ダム情報（川の防災情報）：https://www.river.go.jp/index

〈受信確認〉　　日吉ダム管理所　　TEL：（0771）72-0171　　FAX：（0771）72-0460

日吉ダム管理所

発信機関 発信者 発信時刻 受信機関 受信機関 受信機関

ダム連絡 通知（受信確認が必要）

日吉ダム洪水警戒体制の通知

洪水警戒
体制

に入った
理由
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通知１’ 文書番号　日吉第 号

令和 年 月 日 時 分

(独)　水資源機構　日吉ダム管理所長

＜ダム操作に関する通知＞

　淀川水系桂川日吉ダム（京都府南丹市）では、 月 日 時 分に洪水警戒

体制に入りました。

　今後、ダムは防災操作（洪水調節）に活用する空容量を確保するため、ダム流下量

（放流量）を徐々に増加させる予定です。

このような放流を行う場合にはおおむね１時間前に事前通知します。

　今後の降雨状況やダム放流状況に注意して下さい。

　ダムからの通知はFAXにより行いますので、FAXを常に受信できる状態にし、今後のダム

からの通知に注意して下さい。

　大雨洪水注意報　　　大雨洪水警報　　  が発表された。　

発表時刻： 月 日 時 分

　 台風　　　低気圧　　　前線　　　融雪　

その他（　　　　 ）により洪水が予想されるため

【ダム情報】

現在時刻： 月 日 時 分 流入量： ｍ
３
／ｓ

（1時間前より約 m
3
/s増加）

ダム水位：EL. ｍ

放流量： ｍ
３
／ｓ （1時間前より約 m上昇）

（1時間前より約 m
3
/s増加） 貯水率（有効容量）：約 ％

（1時間前より約 ％上昇）

※値はすべて速報値

※ダム情報（川の防災情報）：https://www.river.go.jp/index

〈受信確認〉　　日吉ダム管理所　　TEL：（0771）72-0171　　FAX：（0771）72-0460

受信機関

ダム連絡 通知（受信確認が必要）

日吉ダム洪水警戒体制の通知

洪水警戒
体制

に入った
理由

発信機関 発信者 発信時刻 受信機関 受信機関

日吉ダム管理所
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情報２ 文書番号　日吉第 号

令和 年 月 日 時 分

(独)　水資源機構　日吉ダム管理所長

＜ダム操作に関する連絡＞

　淀川水系桂川日吉ダム（京都府南丹市）では、 月 日 時 分に洪水警戒体制

を解除しました。

　雨量及び下流河川水位の状況から、ダムからの情報提供は終了します。

【ダム情報】

現在時刻： 月 日 時 分 流入量： ｍ
３
／ｓ

（1時間前より約 m
3
/s減少）

ダム水位：EL. ｍ

放流量： ｍ
３
／ｓ （1時間前より約 m低下）

（1時間前より約 m
3
/s減少） 貯水率（有効容量）：約 ％

（1時間前より ％低下）

※値はすべて速報値

※値はすべて速報値

※ダム情報（川の防災情報）：https://www.river.go.jp/index

情　報

日吉ダム洪水警戒体制解除の情報

ダム連絡
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通知３ 文書番号　日吉第 号

令和 年 月 日 時 分

(独)　水資源機構　日吉ダム管理所長

＜ダム操作に関する通知＞

　淀川水系桂川日吉ダム（京都府南丹市）では、 月 日 時 分から

ｍ
３
/ｓのゲート放流を開始します。

　ダムは防災操作（洪水調節）に活用する空容量を確保するため、ダム流下量（放流量）

を 月 日 時頃には ｍ
３
/ｓまで増加させる予定です。

　下流河川の水位上昇に注意して下さい。

今後の防災操作（洪水調節）に備えて、制限水位（又は常時満水位）

EL. ｍを維持し、防災操作（洪水調節）に活用する

空容量を確保する。

  ・ダム下流河川の水位上昇に注意してください。

【ダム情報】

現在時刻： 月 日 時 分 流入量： ｍ
３
／ｓ

（1時間前より約 m
3
/s増加）

ダム水位：EL. ｍ

放流量： ｍ
３
／ｓ （1時間前より約 m上昇）

（1時間前より約 m
3
/s増加） 貯水率（有効容量）：約 ％

（1時間前より約 ％上昇）

※値はすべて速報値

※ダム情報（川の防災情報）：https://www.river.go.jp/index

〈受信確認〉　　日吉ダム管理所　　TEL：（0771）72-0171　　FAX：（0771）72-0460

受信機関

日吉ダム管理所

発信機関 発信者 発信時刻 受信機関 受信機関

ダム連絡 通知（受信確認が必要）

日吉ダム放流開始の通知

）（

放流開始

の目的

ダム水位維持

その他
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通知４ 文書番号　日吉第 号

令和 年 月 日 時 分

(独)　水資源機構　日吉ダム管理所長

＜ダム操作に関する通知＞

　淀川水系桂川日吉ダム（京都府南丹市）では、 月 日 時 分時点で

ｍ
３
/ｓの放流を行っています。

　ダムは防災操作（洪水調節）に活用する空容量を確保するため、ダム流下量（放流量）

を 月 日 時 分頃には ｍ
３
/ｓまで増加させる予定です。

　下流河川の水位上昇に注意して下さい。

今後の防災操作（洪水調節）に備えて、制限水位（又は常時満水位）

EL. ｍを維持し、防災操作（洪水調節）に活用する

空容量を確保する。

  ・ダム下流河川の水位上昇に注意してください。

【ダム情報】

現在時刻： 月 日 時 分 流入量： ｍ
３
／ｓ

（1時間前より約 m
3
/s増加）

ダム水位：EL. ｍ

放流量： ｍ
３
／ｓ （1時間前より約 m上昇）

（1時間前より約 m
3
/s増加） 貯水率（有効容量）：約 ％

（1時間前より約 ％上昇）

※値はすべて速報値

※ダム情報（川の防災情報）：https://www.river.go.jp/index

〈受信確認〉　　日吉ダム管理所　　TEL：（0771）72-0171　　FAX：（0771）72-0460

ダム連絡 通知（受信確認が必要）

日吉ダム防災操作（洪水調節）開始の通知　１時間前

放流開始

の目的

ダム水位維持

その他 （ ）

発信機関 発信者 発信時刻 受信機関 受信機関 受信機関

日吉ダム管理所
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通知５ 文書番号　日吉第 号

令和 年 月 日 時 分

(独)　水資源機構　日吉ダム管理所長

＜ダム操作に関する通知＞

　淀川水系桂川日吉ダム（京都府南丹市）では、ダム流下量（放流量）を ｍ
３
/ｓから

ｍ
３
/ｓに増加させる予定です。

今後の防災操作（洪水調節）に備えて、制限水位（又は常時満水位）

EL. ｍを維持し、防災操作（洪水調節）に活用する

空容量を確保する。

  ・下流河川の水位上昇に注意してください。河川内へ立ち入らないように注意してください。

【ダム情報】 【河川水位状況】

現在時刻： 月 日 時 分 現在時刻： 月 日 時 分

放流量： ｍ
３
／ｓ 流入量： ｍ

３
／ｓ 桂川亀岡（保津橋）地点

（１時間前より （１時間前より約 m
3
/s増加）

約 m
3
/s増加）

ダム水位：EL. ｍ

（１時間前より約 m上昇）

現在の水位（ m）

％

（1時間前より約 ％上昇） ※氾濫危険水位は、堤防の高さの低い危険な箇所を

もとに設定された、氾濫等により重大な災害が起こる

おそれのある水位です。

※値はすべて速報値

※ダム情報（川の防災情報）：https://www.river.go.jp/index

〈受信確認〉　　日吉ダム管理所　　TEL：（0771）72-0171　　FAX：（0771）72-0460

受信機関

ダム連絡 通知（受信確認が必要）

）

　下流河川の水位上昇に注意してください。

受信機関

日吉ダム放流量増加による急激な河川水位上昇の通知

　また、河川内へ立ち入らないように注意してください。

（

放流量

増加の

目的

ダム水位維持

その他

日吉ダム管理所

貯水率（有効容量）：約

発信機関 発信者 発信時刻 受信機関

氾濫危険水位（4.00m）

左岸
(堤防)

右岸
(堤防)
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情報６ 文書番号　日吉第 号

令和 年 月 日 時 分

(独)　水資源機構　日吉ダム管理所長

＜ダム操作に関する連絡＞

　淀川水系桂川日吉ダム（京都府南丹市）では、ダムへの流入量が洪水量（１５０ｍ
３
/ｓ）

に達したため、 月 日 時 分に防災操作（洪水調節）を開始しました。

 今後、防災操作（洪水調節）終了まで現在のダム流下量（放流量）を継続し、ダム流下量

（放流量）を上回る流入量はダムに貯留します。

  ・河川の水量が増加しています。河川内やその周辺には立ち入らないでください。

【ダム情報】

現在時刻： 月 日 時 分 流入量： ｍ
３
／ｓ

（1時間前より約 m
3
/s増加）

ダム水位：EL. ｍ

（1時間前より約 m上昇）

放流量： ｍ
３
／ｓ 貯水率（有効容量）：約 ％

（1時間前より約 m
3
/s増加） （1時間前より約 ％上昇）

※値はすべて速報値

※ダム情報（川の防災情報）：https://www.river.go.jp/index

ダム連絡 情　報

日吉ダム防災操作（洪水調節）開始の情報
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情報７ 文書番号　日吉第 号

【重要情報　緊急放流 時間前】

令和 年 月 日 時 分

(独)　水資源機構　日吉ダム管理所長

＜ダム操作に関する連絡＞

 淀川水系桂川日吉ダム（京都府南丹市）では、現在、防災操作（洪水調節）を行っています。

 予測では、今後、計画規模を超える洪水となる恐れがあるため、ダムに水を貯められなくな

り、 月 日 時頃から、下流に流れる水量が増える緊急放流（異常洪水時防災操作）

に移行する可能性があります。

 移行する場合は、おおむね３時間前に事前通知をしますので、ダムからの連絡等に注意して

ください。

※今後の降雨状況により時間が前後する可能性がありますので、ご注意ください。

・ダム下流の河川で水量・水位が増加し、氾濫のおそれがあり。

・避難指示等の措置が必要。

【ダム情報】 流入量： ｍ
３
／ｓ

現在時刻： 月 日 時 分 （1時間前より約 m
3
/s増加）

ダム水位：EL. ｍ

（1時間前より約 m上昇）

貯水率（有効容量）：約 ％

放流量： ｍ
３
／ｓ （1時間前より約 ％上昇）

（1時間前より約 m
3
/s増加）

※値はすべて速報値

※値はすべて速報値

※ダム情報（川の防災情報）：https://www.river.go.jp/index

ダム連絡 情　報

警戒レベル４

■緊急放流について

　本連絡での緊急放流とは、ダムの能力を超えるような大雨によりダムが満

水になるとダム上流側から流入する水をそれ以上貯留できなくなることか

ら、ダムからの放流量をダムへの流入量と同程度となるように増加させ、ダ

ムへの流入量をそのまま下流に通過させる操作（異常洪水時防災操作）を行

うことです。

緊急 日吉ダム
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通知８ 文書番号　日吉第 号

【重要通知　緊急放流 時間前】

令和 年 月 日 時 分

(独)　水資源機構　日吉ダム管理所長

＜ダム操作に関する通知＞

 淀川水系桂川日吉ダム（京都府南丹市）では、現在、防災操作（洪水調節）を行っています。

 今後、計画規模を超える洪水が予想されるため、ダムに水を貯められなくなり、 月

日 時 分頃から、下流に流れる水量が増える緊急放流（異常洪水時防災操作）を

実施します。そのため、洪水氾濫のおそれがあります。

移行する場合は、おおむね１時間前にも事前通知をしますので、ダムからの連絡等に

注意してください。

※今後の降雨状況により時間が前後する可能性がありますので、ご注意ください。

・ダム下流の河川で水量・水位が増加し、氾濫のおそれがあり。

・避難指示等の措置が必要。

【ダム情報】 流入量： ｍ
３
／ｓ

現在時刻： 月 日 時 分 （1時間前より約 m
3
/s増加）

ダム水位：EL. ｍ

（1時間前より約 m上昇）

貯水率（有効容量）：約 ％

放流量： ｍ
３
／ｓ （1時間前より約 ％上昇）

（1時間前より約 m
3
/s増加）

※値はすべて速報値

※ダム情報（川の防災情報）：https://www.river.go.jp/index

〈受信確認〉　　日吉ダム管理所　　TEL：（0771）72-0171　　FAX：（0771）72-0460

発信機関 発信者 発信時刻 受信機関 受信機関 受信機関

日吉ダム管理所

3

警戒レベル４

■緊急放流について

　本連絡での緊急放流とは、ダムの能力を超えるような大雨によりダムが満水になるとダム上流側から流入する水を

それ以上貯留できなくなることから、ダムからの放流量をダムへの流入量と同程度となるように増加させ、ダムへの

流入量をそのまま下流に通過させる操作（異常洪水時防災操作）を行うことです。

ダム連絡 通知（受信確認が必要）緊急 日吉ダム
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通知９ 文書番号　日吉第 号

【重要通知　緊急放流 時間前】

令和 年 月 日 時 分

(独)　水資源機構　日吉ダム管理所長

＜ダム操作に関する通知＞

淀川水系桂川日吉ダム（京都府南丹市）では、現在、防災操作（洪水調節）を行っています

が、防災操作（洪水調節）に使用できるダムの空容量が減少しています。

 今後、計画規模を超える洪水が予想されるため、ダムに水を貯められなくなり、 月

日 時 分頃から、下流に流れる水量が増える緊急放流（異常洪水時防災操作）を

実施します。そのため、洪水氾濫のおそれがあります。

　緊急放流（異常洪水時防災操作）に移行した場合は、ただちにその旨を通知します。

※今後の降雨状況により時間が前後する可能性がありますので、ご注意ください。

・ダム下流の河川で水量・水位が増加し、氾濫のおそれがあり。

・避難指示等の措置が必要。

【ダム情報】 流入量： ｍ
３
／ｓ

現在時刻： 月 日 時 分 （1時間前より約 m
3
/s増加）

ダム水位：EL. ｍ

（1時間前より約 m上昇）

貯水率（有効容量）：約 ％

放流量： ｍ
３
／ｓ （1時間前より約 ％上昇）

（1時間前より約 m
3
/s増加）

※値はすべて速報値

※ダム情報（川の防災情報）：https://www.river.go.jp/index

〈受信確認〉　　日吉ダム管理所　　TEL：（0771）72-0171　　FAX：（0771）72-0460

日吉ダム管理所

■緊急放流について

　本連絡での緊急放流とは、ダムの能力を超えるような大雨によりダムが満水になるとダム上流側から流入する水を

それ以上貯留できなくなることから、ダムからの放流量をダムへの流入量と同程度となるように増加させ、ダムへの

流入量をそのまま下流に通過させる操作（異常洪水時防災操作）を行うことです。

警戒レベル４

ダム連絡 通知（受信確認が必要）

1

受信機関発信機関 発信者 発信時刻 受信機関 受信機関

緊急 日吉ダム
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通知１０ 文書番号　日吉第 号

【重要通知　緊急放流　開始】

令和 年 月 日 時 分

(独)　水資源機構　日吉ダム管理所長

＜ダム操作に関する通知＞

　淀川水系桂川日吉ダム（京都府南丹市）では、計画規模を超える洪水のため、

月 日 時 分に緊急放流（異常洪水時防災操作）を開始しました。

・ダム下流の河川で更に水量・水位が増加し、氾濫の危険あり。

・避難指示等の措置が必要。

【ダム情報】

現在時刻： 月 日 時 分

ダムの空容量が減少したためダムに水を貯められなくなり、下流に流れる水量が増えています。

流入量： ｍ
３
／ｓ

（1時間前より約 m
3
/s増加）

ダム水位：EL. ｍ

（1時間前より約 m上昇）

放流量： ｍ
３
／ｓ 貯水率（有効容量）：約 ％

（1時間前より約 m
3
/s増加） （1時間前より約 ％上昇）

※値はすべて速報値

※ダム情報（川の防災情報）：https://www.river.go.jp/index

〈受信確認〉　　日吉ダム管理所　　TEL：（0771）72-0171　　FAX：（0771）72-0460

発信機関 発信者 発信時刻 受信機関 受信機関

ダム連絡 通知（受信確認が必要）

警戒レベル４

受信機関

日吉ダム管理所

■緊急放流について

　本連絡での緊急放流とは、ダムの能力を超えるような大雨によりダムが満水になるとダム上流側から流

入する水をそれ以上貯留できなくなることから、ダムからの放流量をダムへの流入量と同程度となるよう

に増加させ、ダムへの流入量をそのまま下流に通過させる操作（異常洪水時防災操作）を行うことです。

緊急 日吉ダム
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通知１１ 文書番号　日吉第 号

令和 年 月 日 時 分

(独)　水資源機構　日吉ダム管理所長

＜ダム操作に関する連絡＞

淀川水系桂川日吉ダム（京都府南丹市）では、流入量が計画最大のダム流下量（計画最大

放流量）を下回ったため、 月 日 時 分に緊急放流（異常洪水時防災操作）を

終了しました。

今後、ダム流下量（放流量）を低下させますが、河川水位は引き続き高い状態が続きます

ので、注意してください。

【ダム情報】

現在時刻： 月 日 時 分 流入量： ｍ
３
／ｓ

（1時間前より約 m
3
/s減少）

ダム水位：EL. ｍ

放流量： ｍ
３
／ｓ （1時間前より約 m低下）

（1時間前より約 m
3
/s減少） 貯水率（有効容量）：約 ％

（1時間前より ％低下）

※値はすべて速報値

※ダム情報（川の防災情報）：https://www.river.go.jp/index

〈受信確認〉　　日吉ダム管理所　　TEL：（0771）72-0171　　FAX：（0771）72-0460

受信機関 受信機関

通知（受信確認が必要）

■緊急放流について

　本連絡での緊急放流とは、ダムの能力を超えるような大雨によりダムが満水になるとダム上流

側から流入する水をそれ以上貯留できなくなることから、ダムからの放流量をダムへの流入量と

同程度となるように増加させ、ダムへの流入量をそのまま下流に通過させる操作（異常洪水時防

災操作）を行うことです。

ダム連絡

日吉ダム緊急放流  終了の通知

受信機関

日吉ダム管理所

発信機関 発信者 発信時刻
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情報１２ 文書番号　日吉第 号

令和 年 月 日 時 分

(独)　水資源機構　日吉ダム管理所長

＜ダム操作に関する連絡＞

　淀川水系桂川日吉ダム（京都府南丹市）では、ダムへの流入量がダム流下量（放流量）

を下回ったため、 月 日 時 分に防災操作（洪水調節）を終了しました。

  今後、ダム水位を低下させるため、現在のダム流下量（放流量）を上限として放流を

継続させます。河川水位は徐々に低下していきます。

  防災操作（洪水調節）は終了しましたが、河川水位が平常時の状況に回復するまで、

引き続き河川水位に注意してください。

今回の防災操作（洪水調節）で上昇したダム水位を

ＥＬ．  ｍに低下させ、

次の防災操作（洪水調節）に備える。

【ダム情報】

現在時刻： 月 日 時 分 流入量： ｍ
３
／ｓ

（1時間前より約 m
3
/s減少）

ダム水位：EL. ｍ

（1時間前より約 m低下）

放流量： ｍ
３
／ｓ 貯水率（有効容量）：約 ％

（1時間前より約 m
3
/s減少） （1時間前より約 ％減少）

※値はすべて速報値

※値はすべて速報値

※ダム情報（川の防災情報）：https://www.river.go.jp/index

ダム連絡 情　報

日吉ダム防災操作（洪水調節）終了の情報

 防災操作（洪水調節）後放流の

目的  のダム水位の低下
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風水２－１－１－４ 

主 要 河 川 水 位 標 示 場 所 

河川名 標  示  場  所 
水   位 

堤  高 
はん濫注意 はん濫危険 

 

年 谷 川 

 

年谷橋左岸 

ｍ 

2.5 

ｍ 

3.5 

ｍ 

4.0 

西   川 西川橋右岸 国道９号下 2.5 3.5 4.0 

鵜 の 川 高橋左橋脚 2.5 3.5 4.0 

犬 飼 川 小幡橋左岸 曽我部町穴太 2.0 2.5 4.0 

〃 吉川橋右岸 吉川町 2.0 2.5 4.0 

〃 並河橋右橋脚 大井町 2.5 3.5 5.0 

山 内 川 山内川橋左岸 薭田野町 1.5 2.0 2.5 

〃 山内川橋右岸 太田道バス停北側 1.5 2.0 3.1 

七 谷 川 千歳橋左岸 1.0 1.5 2.0 

〃 清水橋右岸 1.0 1.5 2.0 

千 々 川 北ノ庄会議所前右岸 1.5 2.0 2.7 

三 俣 川 三俣橋右橋脚 1.5 2.0 2.5 

本 梅 川 井手橋右岸 1.5 2.0 2.5 

〃 宮前橋右岸 2.0 3.0 4.0 

〃 水橋左岸 東本梅町 2.0 3.0 3.5 

大 路 次 川 広野橋右岸 2.0 3.0 3.5 

栢 原 川 落合橋20ｍ下流右岸 1.5 2.0 3.0 

〃 大堂橋右岸 1.0 1.5 2.0 

東 掛 川 東掛川橋左岸 1.0 1.5 2.3 

愛 宕 谷 川 愛宕谷川橋右岸 1.0 1.5 1.9 

法 貴 谷 川 法貴倉庫横右岸 ― 1.0 1.3 

北 川 本梅町中野左岸 ― 1.0 1.7 

雑 水 川 みどり橋右岸 ― 1.0 1.5 

願 成 寺 川 下長橋右岸 大井町 0.5 1.0 1.8 
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風水２－１－２－１ 
 

水防中隊の設置場所及び連絡先 

中 隊 名 設 置 場 所 電 話 番 号 中 隊 長 名 

亀 岡 中 隊 亀岡地区自治会連合会 ２２－５５７６ 亀 岡 分 団 長 

東別院中隊 東 別 院 町 自 治 会 ２７－２００１ 東 別 院 分 団 長 

西別院中隊 西 別 院 町 自 治 会 ２７－２２１４ 西 別 院 分 団 長 

曽我部中隊 曽 我 部 町 自 治 会 ２２－０６０４ 曽 我 部 分 団 長 

吉 川 中 隊 吉 川 町 自 治 会 ２２－０１９６ 吉 川 分 団 長 

薭田野中隊 薭 田 野 町 自 治 会 ２２－３８４０ 薭 田 野 分 団 長 

本 梅 中 隊 本 梅 町 自 治 会 ２６－３００１ 本 梅 分 団 長 

畑 野 中 隊 畑 野 町 自 治 会 ２８－２７５２ 畑 野 分 団 長 

宮 前 中 隊 宮 前 町 自 治 会 ２６－２０２５ 宮 前 分 団 長 

東本梅中隊 東 本 梅 町 自 治 会 ２６－２５０４ 東 本 梅 分 団 長 

大 井 中 隊 大 井 町 自 治 会 ２２－０１５７ 大 井 分 団 長 

千代川中隊 千 代 川 町 自 治 会 ２２－５５２１ 千 代 川 分 団 長 

馬 路 中 隊 馬 路 町 自 治 会 ２２－０６６１ 馬 路 分 団 長 

旭 中 隊 旭 町 自 治 会 ２２－５５３３ 旭 分 団 長 

千 歳 中 隊 千 歳 町 自 治 会 ２２－０６８２ 千 歳 分 団 長 

河原林中隊 河 原 林 町 自 治 会 ２２－０１２０ 河 原 林 分 団 長 

保 津 中 隊 保 津 町 自 治 会 ２２－０８１０ 保 津 分 団 長 

篠 中 隊 篠 町 自 治 会 ２２－００４７ 篠 分 団 長 
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風水２－１－２－２ 

各 河 川 担 当 区 域 表               ① 

河  川  名 区         域 担当中隊名 備   考 

桂 川 左 岸 

馬路町地内 馬 路 中 隊  

河原林町地内 河 原 林 中 隊  

河原林町界から請田神社まで 保 津 中 隊  

桂 川 右 岸 

千代川町地内 千 代 川 中 隊  

大井町地内 大 井 中 隊  

大井町界から年谷川合流点まで 亀 岡 中 隊  

犬 飼 川 

曽我部町地内 曽 我 部 中 隊  

吉川町地内 吉 川 中 隊  

吉川町界から桂川合流点まで 大 井 中 隊  

曽 我 谷 川 
曽我部町一の井堰下流同町地内 曽 我 部 中 隊  

曽我部町界から桂川合流点まで 亀 岡 中 隊  

雑 水 川 医王谷から桂川合流点まで 亀 岡 中 隊  

年 谷 川 左 岸 上矢田町から桂川合流点まで 亀 岡 中 隊  

年 谷 川 右 岸 上矢田町から桂川合流点まで 篠 中 隊  

千 々 川 北ノ庄から下流千代川町地内 千 代 川 中 隊  

三 俣 川 旭町地内 旭 中 隊  

七 谷 川 
千歳町地内 千 歳 中 隊  

河原林町地内 河 原 林 中 隊  

古 川 河原林町地内 河 原 林 中 隊  

本 梅 川 

宮前町地内 宮 前 中 隊  

本梅町地内 本 梅 中 隊  

東本梅町地内 東 本 梅 中 隊  

大 路 次 川 畑野町地内 畑 野 中 隊  

栢 原 川 
西別院町地内 西 別 院 中 隊  

東別院町地内 東 別 院 中 隊  

東 掛 川 東別院町地内 東 別 院 中 隊  

菰 川 薭田野町地内 薭 田 野 中 隊  
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                                             ② 

河  川  名 区         域 担当中隊名 備   考 

山 内 川 
薭田野町地内 薭 田 野 中 隊  

吉川町地内 吉 川 中 隊  

愛 宕 谷 川 保津町地内 保 津 中 隊  

中 ノ 谷 川 千歳町地内 千 歳 中 隊  

法 貴 谷 川 曽我部町地内 曽 我 部 中 隊  

願 成 寺 川 大井町地内 大 井 中 隊  

西 川 篠町地内 篠 中 隊  

鵜 ノ 川 篠町地内 篠 中 隊  

苔 川 本梅町地内 本 梅 中 隊  

千 ケ 畑 川 畑野町地内 畑 野 中 隊  

神 田 川 宮前町地内 宮 前 中 隊  

北 谷 川 保津町地内 保 津 中 隊  
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風水２－１－２－３ 

防 災 重 点 た め 池 担 当 表 
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風水２－１－２－８・震災２－１－１－１ 

関 係 協 力 機 関 一 覧 表 

関 係 機 関 名 電 話 番 号 連絡又は要請する事項 

京 都 府 南 丹 広 域 振 興 局 
（ 地 域 連 携 ・ 振 興 部 ） 

22-0422 
22-0911 

災害救助法の発動要請、自衛隊の派遣要
請、避難指示の報告及び被害状況等の報告 

京 都 府 南 丹 土 木 事 務 所 
（京都府南丹広域振興局建設部） 

(0771) 62-0025 
道路、橋梁、河川等の応急復旧及び道路
等通行可否の状況の調査 

京 都 府 亀 岡 警 察 署 24-0110 
被害状況等の連絡・避難等の措置、人命
の救助、交通の規制、犯罪の予防その他
の警察活動 

京都府南丹保健所（京都府南丹 
広 域 振 興 局 健 康 福 祉 部 ） 

(0771) 62-4751 
防疫及び保健衛生指導並びに災害救助
法の発動要請 

京 都 府 南 丹 家 畜 保 健 衛 生 所 (0771) 42-3308 家畜の防疫及び衛生指導 

京都府農林水産技術センター 22-0424 農作物の防疫指導 

京都府南丹農業改良普及センター (0771) 62-0665 農作物等の被害調査及び技術指導 

近畿農政局生産部業務管理 課 (075) 414-9722 災害救助用米穀の引渡し 

近畿農政局統計部生産流通消費統計課 (075) 414-9650 農作物等の被害調査等応援 

日 本 赤 十 字 社 京 都 府 支 部 (075) 541-9326 
日赤救護班の派遣、義援金の募集及び配
分並びに奉仕活動 

日 本 放 送 協 会 京 都 放 送 局 (075) 841-4321 災害情報、職員動員、救助状況及び一般
住民に対する周知 

株 式 会 社 京 都 放 送 
(075) 231-9111 

231-8141 

西日本旅客鉄道株式会社亀岡駅 22-0101 救助物資及び応急復旧資材等の鉄道輸送 

西 日 本 電 信 電 話 株 式 会 社 
京 都 支 店 設 備 部 

(昼間)8:30～17:00 
(075) 842-9463 
(夜間)17:00～8:30 
(0120)444-113 
(113 センタ) 

電信電話施設の復旧及び緊急電話 

関 西 電 力 送 配 電 株 式 会 社 
京 都 配 電 営 業 所 

(0800)777-3081 
電気施設の復旧 

大阪ガスネットワーク株式会社 
京 滋 事 業 部 

(昼間) 

9:00～17:40 

(075)315-8942 

(休日・夜間）土日祝

17:40～9:00 

(075)315-5593 

都市ガス施設の復旧 

（一社）京都府ＬＰガス協会 
（ 亀 岡 支 部 ） 

(075) 951-6101 
（22-1892） 

ＬＰガス施設の復旧 
避難場所へのＬＰガス及びコンロ等の
供給 

西日本高速道路株式会社関西支社 
京都高速道路事務所 

075-632-1230 
高速道路施設の復旧 



- 55 - 

 

 

関 係 機 関 名 電 話 番 号 連絡又は要請する事項 

国 土 交 通 省 近 畿 地 方 整 備 局 
京 都 国 道 事 務 所 

075-351-3300 
一般国道 9号の応急復旧 

日本郵便株式会社亀岡郵便局 22-0490 
関係郵便局の被害及び滞貨状況等の連 
絡通報 

亀 岡 市 医 師 会 24-3531 傷病者の収容及び治療防疫措置 

医 療 法 人 亀 岡 病 院 22-0341 患者の収容 

医 療 法 人 睦 会 ム ツ ミ 病 院 23-1231 患者の収容 

医療法人清仁会亀岡シミズ病院 23-0013 患者の収容 

京 都 中 部 総 合 医 療 セ ン タ ー (代) 42-2510 救護班の派遣及び患者の収容 

保 津 川 遊 船 企 業 組 合 22-5846 
り災者の避難、救助、物資及び応急復旧資
材等の輸送 

京 阪 京 都 交 通 株 式 会 社 23-8000 り災者の避難、救助、物資及び応急復旧資
材等の陸上輸送 

日本通運株式会社亀岡営業所 22-0034 

京 都 農 業 協 同 組 合 22-5505 

農業生産資材等の確保及びあっせん並び
に農産物、畜産等の防疫応援 
災害時における給食センターの調理業務 

亀 岡 商 工 会 議 所 22-0053 
災害時における日常必需品等の確保及び
あっせん 

京 都 中 部 広 域 消 防 組 合 22-9582 
情報の収集伝達、消火活動、救急活動人命
救助活動、応援の要請 

そ の 他 の 機 関  その都度必要な事項 
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風水２－１－２－９・震災２－１－１－２  

 

各町要員（各町連絡掛）指定待機所 

待 機 所 名 電話番号 担当区域 待 機 所 名 電話番号 担当区域 

亀岡地区東部自治会 23-7700 亀 岡 地 区 大 井 町 自 治 会 22-0157 大 井 町 

亀岡地区中部自治会 25-6230 亀 岡 地 区 千 代 川 町 自 治 会 22-5521 千 代 川 町 

亀岡地区自治会館 22-5576 亀 岡 地 区 馬 路 町 自 治 会 22-0661 馬 路 町 

東 別 院 町 自 治 会 27-2001 東 別 院 町 旭 町 自 治 会 22-5533 旭 町 

西 別 院 町 自 治 会 27-2214 西 別 院 町 千 歳 町 自 治 会 22-0682 千 歳 町 

曽 我 部 町 自 治 会 22-0604 曽 我 部 町 河 原 林 町 自 治 会 22-0120 河 原 林 町 

吉 川 町 自 治 会 22-0196 吉 川 町 保 津 町 自 治 会 22-0810 保 津 町 

薭 田 野 町 自 治 会 22-3840 薭 田 野 町 篠 町 自 治 会 22-0047 篠 町 

本 梅 町 自 治 会 26-3001 本 梅 町 柏 原 公 民 館 22-0297 柏 原 区 

畑 野 町 自 治 会 28-2752 畑 野 町 東つつじケ丘自治会 23-3726 東つつじケ丘 

宮 前 町 自 治 会 26-2025 宮 前 町 西つつじケ丘自治会 23-2444 西つつじケ丘 

東 本 梅 町 自 治 会 26-2504 東 本 梅 町 南つつじケ丘自治会 25-8251 南つつじケ丘 
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風水２－１－３－１ 

 

水害時における避難指示等発令基準の地域特定運用 

平成２５年台風第１８

号災害で複数の家屋が

浸水した地域 

河原町、宇津根町の全域、追分町薮ノ下、古世町向嶋、余部町清

水、大井町並河 1 丁目、河原林町勝林島、保津町 6 区、千代川町今

津区、篠町柏原久保垣内、篠町見晴 1丁目 6～8番 

亀岡地区、大井町、千

代川町、馬路町、河原

林町、保津町及び篠町

の桂川沿川地域並びに

周辺低地部 

亀岡地区 追分町（薮ノ下除く）、西町、北町、南郷町 

大 井 町 並河区（並河 1丁目除く）、土田区、かすみケ丘区 

千代川町 川関区、今津第２区 

馬 路 町 三ツ辻区、三軒屋区 

保 津 町 ２区、３区、４区、５区 

篠 町 
柏原区、山本区、フローラルタウン、川西区（久保垣

内除く） 

当該河川の沿川地域及

び周辺低地部並びに当

該河川の下流地域 

亀岡地区 

安町、余部町（清水除く）、三宅町、紺屋町、下矢田

町あさひケ丘、本町、塩屋町、下矢田町東、三宅荘

園、内丸町、下矢田町小石、保津川第２住宅、駅前荘

園、下矢田町西、下矢田町北地区、保津川団地、メル

サンテ亀岡 

曽我部町 
重利区、穴太区、南条区、寺区、夫婦池区、犬飼区、

中区、法貴区、西条区 

吉 川 町 
吉田（東・西・中）区、穴川（東・西）区、替田区、

吹ケ区、堂ノ前区 

薭田野町 上佐伯区、下佐伯区、奥条区、天川区、柿花区 

千代川町 
高野林区、第２高野林区、第３高野林区、小川区、小

川第２区、小川第３区、千原区、北ノ庄区、小林区 

馬 路 町 北区、中区、南区 

旭 町 杉区 

千 歳 町 江島里区、中区 

河原林町 北町区、中町区、高野町区、東町区 

篠 町 第１紫明区、馬堀駅前２丁目 

 



地すべり
警　戒
区　域

内、特別
警戒区域

警　戒
区　域

内、特別
警戒区域

警　戒
区　域

警　戒
区　域

内、特別
警戒区域

上矢田町 H27.8.21 5 2 7 6 12 8

下矢田町 R5.2.17 3 1 17 17 20 18

余部町 H27.8.21 － － 2 2 2 2

東別院町 R4.9.30 76 50 137 136 213 186

西別院町 R2.12.11 32 23 70 65 102 88

曽我部町 R5.2.17 28 12 18 18 46 30

薭田野町 R4.9.30 29 13 26 26 55 39

本梅町 H23.3.22 22 9 14 14 36 23

畑野町 R5.2.17 43 37 48 48 1 92 85

宮前町 R5.2.17 20 14 14 13 34 27

東本梅町 R5.2.17 12 8 16 16 28 24

大井町 H26.7.15 4 2 1 1 5 3

千代川町 R4.9.30 9 3 10 10 19 13

馬路町 H22.3.23 － － 1 1 1 1

旭町 H27.7.10 6 3 4 4 10 7

千歳町 R2.2.4 15 11 10 10 25 21

保津町 H26.10.17 6 5 8 8 14 13

篠町 R4.9.30 14 11 10 9 24 20

西つつじケ丘 H27.10.30 1 1 3 3 4 4

南つつじケ丘 H27.9.1 － － 13 13 13 13

325 205 429 420 1 755 625

※地区がまたがる箇所については、指定日の遅い地区で集計をしています。

風水２－１－３－２

土砂災害警戒区域及び土砂災害特別警戒区域の指定
（令和５年２月１７日現在）

地区名
土石流箇所数 急傾斜地箇所数 計

合計

※各地区の詳細については、以下のとおり

指定年月日
（最新）
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●上矢田町

番 号 区 域 名 情 報 伝 達 方 法 指定緊急避難場所

1 上矢田町１
2 上矢田町２
3 上矢田町３
4 上矢田町４
5 上矢田町５
6 上矢田町Ａ
7 上矢田町Ｂ
8 上矢田町Ｃ
9 上矢田町Ｄ
10 上矢田町Ｅ
11 上矢田町Ｆ
12 上矢田町Ｇ

番 号 区 域 名 情 報 伝 達 方 法 指定緊急避難場所

1 上矢田町１
2 上矢田町４
3 上矢田町Ｂ
4 上矢田町Ｃ
5 上矢田町Ｄ
6 上矢田町Ｅ
7 上矢田町Ｆ
8 上矢田町Ｇ

●下矢田町

番 号 区 域 名 情 報 伝 達 方 法 指定緊急避難場所

1 下矢田町１
2 下矢田町２
3 下矢田町３
4 下矢田町Ａ
5 下矢田町Ｂ
6 下矢田町Ｃ
7 下矢田町Ｄ
8 下矢田町Ｅ
9 下矢田町Ｆ
10 下矢田町Ｇ
11 下矢田町Ｈ
12 下矢田町Ｉ
13 下矢田町Ｊ
14 下矢田町Ｋ
15 下矢田町Ｌ
16 下矢田町Ｍ
17 下矢田町Ｎ
18 下矢田町Ｏ
19 下矢田町Ｐ
20 下矢田町Ｑ

番 号 区 域 名 情 報 伝 達 方 法 指定緊急避難場所

1 下矢田町３
2 下矢田町Ａ
3 下矢田町Ｂ
4 下矢田町Ｃ
5 下矢田町Ｄ
6 下矢田町Ｅ に1049-5 急傾斜地の崩壊

１．土砂災害警戒区域
区 域 番 号 自 然 現 象 名

に024 土石流
に524 土石流

新に1059-2 土石流

に1005-4 急傾斜地の崩壊

急傾斜地の崩壊

区 域 番 号 自 然 現 象 名
新に1029-3

に1049-16 急傾斜地の崩壊
に1049-17 急傾斜地の崩壊

関係自治会Ｆ
Ａ Ｘ 、 広 報
車、防災情報
かめおかメー
ル、緊急速報
メール、テレ
ビ、ラジオ、
市ホームペー
ジ他

亀岡市役所
市民ホー
ル、亀岡中
学校、亀岡
小学校他

に1049-12 急傾斜地の崩壊
に1049-13

に1049-10 急傾斜地の崩壊
に1049-11

に1005 急傾斜地の崩壊

関係自治会Ｆ
Ａ Ｘ 、 広 報
車、防災情報
かめおかメー
ル、緊急速報
メール、テレ
ビ、ラジオ、
市ホームペー
ジ他

亀岡市役所
市民ホー
ル、亀岡中
学校、亀岡
小学校他

に2008 急傾斜地の崩壊
に2008-3 急傾斜地の崩壊

新に1059 土石流

に1005-3 急傾斜地の崩壊
に2008-2 急傾斜地の崩壊

新に3042 土石流
に1005-2 急傾斜地の崩壊

に1005 急傾斜地の崩壊

１．土砂災害警戒区域
区 域 番 号 自 然 現 象 名

関係自治会ＦＡ
Ｘ、広報車、防
災情報かめおか
メール、緊急速
報メール、テレ
ビ、ラジオ、市
ホームページ他

急傾斜地の崩壊
に1005-4 急傾斜地の崩壊

に2008-2 急傾斜地の崩壊

急傾斜地の崩壊

２．土砂災害特別警戒区域

２．土砂災害特別警戒区域
区 域 番 号 自 然 現 象 名

新に1059-2 土石流

亀岡市役所
市民ホー
ル、亀岡中
学校、亀岡
小学校他

に2008-3

に524

に2008 急傾斜地の崩壊

土石流
に1005-3 急傾斜地の崩壊

に1049-6 急傾斜地の崩壊
に1049-7 急傾斜地の崩壊

に1049-4 急傾斜地の崩壊
に1049-5

急傾斜地の崩壊

に1049-8 急傾斜地の崩壊
に1049-9 急傾斜地の崩壊

急傾斜地の崩壊

新に1029 土石流
新に1029-2 土石流

急傾斜地の崩壊

に1049-2 急傾斜地の崩壊
に1049-3

新に1029-3 土石流
に1049

に1049-3 急傾斜地の崩壊
に1049-4 急傾斜地の崩壊

亀岡市役所
市民ホー
ル、亀岡中
学校、亀岡
小学校他

に1049 急傾斜地の崩壊
に1049-2 急傾斜地の崩壊

土石流 関係自治会ＦＡ
Ｘ、広報車、防
災情報かめおか
メール、緊急速
報メール、テレ
ビ、ラジオ、市
ホームページ他

に1049-14 急傾斜地の崩壊
に1049-15 急傾斜地の崩壊
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7 下矢田町Ｆ に1049-6 急傾斜地の崩壊
8 下矢田町Ｇ に1049-7 急傾斜地の崩壊
9 下矢田町Ｈ に1049-8 急傾斜地の崩壊
10 下矢田町Ｉ に1049-9 急傾斜地の崩壊
11 下矢田町Ｊ に1049-10 急傾斜地の崩壊
12 下矢田町Ｋ に1049-11 急傾斜地の崩壊
13 下矢田町Ｌ に1049-12 急傾斜地の崩壊
14 下矢田町Ｍ に1049-13 急傾斜地の崩壊
15 下矢田町Ｎ に1049-14 急傾斜地の崩壊
16 下矢田町Ｏ に1049-15 急傾斜地の崩壊
17 下矢田町Ｐ
18 下矢田町Ｑ

●余部町

番 号 区 域 名 情 報 伝 達 方 法 指定緊急避難場所

1 余部町Ａ
2 余部町Ｂ

番 号 区 域 名 情 報 伝 達 方 法 指定緊急避難場所

1 余部町Ａ
2 余部町Ｂ

自治会ＦＡＸ、
広報車、メール他

亀岡市役所市民ホール、
城西小学校他

に1050-2 急傾斜地の崩壊

１．土砂災害警戒区域
区 域 番 号 自 然 現 象 名

に1050 急傾斜地の崩壊

自 然 現 象 名

自治会ＦＡＸ、
広報車、メール他

２．土砂災害特別警戒区域
区 域 番 号

亀岡市役所市民ホール、
城西小学校他

に1050-2 急傾斜地の崩壊
に1050 急傾斜地の崩壊

関係自治会Ｆ
ＡＸ、広報
車、防災情報
かめおかメー
ル、緊急速報
メール、テレ
ビ、ラジオ、
市ホームペー
ジ他

亀岡市役所
市民ホー
ル、亀岡中
学校、亀岡
小学校他

に1049-16 急傾斜地の崩壊
に1049-17 急傾斜地の崩壊
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番 号 区 域 名 情 報 伝 達 方 法 指定緊急避難場所

1 東別院町１
2 東別院町２
3 東別院町３
4 東別院町４
5 東別院町５
6 東別院町６
7 東別院町７
8 東別院町８
9 東別院町９
10 東別院町１０
11 東別院町１１
12 東別院町１２
13 東別院町１３
14 東別院町１４
15 東別院町１５
16 東別院町１６
17 東別院町１７
18 東別院町１８
19 東別院町１９
20 東別院町２０
21 東別院町２１
22 東別院町２２
23 東別院町２３
24 東別院町２４
25 東別院町２５
26 東別院町２６
27 東別院町２７
28 東別院町２８ 新に2022-3 土石流
29 東別院町２９ 新に2022-2 土石流

●東別院町

新に2025 土石流
に021 土石流

区 域 番 号 自 然 現 象 名
１．土砂災害警戒区域

関係自治会Ｆ
Ａ Ｘ 、 広 報
車、防災情報
かめおかメー
ル、緊急速報
メール、テレ
ビ、ラジオ、
市ホームペー
ジ他

東別院町公
民館、東別
院町ふれあ
いセンター

に3008-2 土石流
に2024 土石流

新に1026-2 土石流
新に1026 土石流

に1027-2 土石流
新に1027 土石流

に516 土石流
新に1025 土石流

に2024-2 土石流
に517 土石流

新に2024 土石流
新に2031 土石流

に020 土石流
新に2020 土石流

に020-2 土石流
に020-3 土石流

に2023-2 土石流
新に2023 土石流

土石流
に529 土石流

新に2036 土石流
新に2037-2 土石流

新に2035 土石流
土石流

に515 土石流

新に2035-2

新に2037
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30 東別院町３０ 新に2022 土石流
31 東別院町３１ に514 土石流
32 東別院町３２ に512 土石流
33 東別院町３３ に511 土石流
34 東別院町３４ に511-2 土石流
35 東別院町３５ に510 土石流
36 東別院町３６ 新に2021 土石流
37 東別院町３７ に509 土石流
38 東別院町３８ 新に1024-4 土石流
39 東別院町３９ 新に1024 土石流
40 東別院町４０ 新に1024-2 土石流
41 東別院町４１ 新に1024-3 土石流
42 東別院町４２ 新に2013-2 土石流
43 東別院町４３ 新に2013 土石流
44 東別院町４４ 新に2012 土石流
45 東別院町４５ に522 土石流
46 東別院町４６ に521 土石流
47 東別院町４７ 新に2015 土石流
48 東別院町４８ 新に2015-2 土石流
49 東別院町４９ 新に2015-3 土石流
50 東別院町５０ に013 土石流
51 東別院町５１ に012 土石流
52 東別院町５２ に520 土石流
53 東別院町５３ 新に2014 土石流
54 東別院町５４ 新に2011 土石流
55 東別院町５５ に2011-2 土石流
56 東別院町５６ 新に2010 土石流
57 東別院町５７ 新に2009 土石流
58 東別院町５８ に2007-2 土石流
59 東別院町５９ に2009-2 土石流
60 東別院町６０ に2009-3 土石流
61 東別院町６１ 新に2007 土石流
62 東別院町６２ 新に2006 土石流
63 東別院町６３ 新に2005 土石流
64 東別院町６４ 新に2004 土石流
65 東別院町６５ に2005-2 土石流
66 東別院町６６ に2007-3 土石流
67 東別院町６７ に508 土石流
68 東別院町６８ に506-2 土石流
69 東別院町６９ に011 土石流
70 東別院町７０ に507 土石流
71 東別院町７１ に506 土石流
72 東別院町７２ に505 土石流
73 東別院町７３ に011-2 土石流
74 東別院町７４ に010 土石流
75 東別院町７５ に010-2 土石流
76 東別院町７６ に010-3 土石流
77 東別院町Ａ に2016-6 急傾斜地の崩壊
78 東別院町Ｂ に2016-7 急傾斜地の崩壊
79 東別院町Ｃ に2016-2 急傾斜地の崩壊
80 東別院町Ｄ に2016-3 急傾斜地の崩壊
81 東別院町Ｅ に2016 急傾斜地の崩壊
82 東別院町Ｆ に2016-4 急傾斜地の崩壊
83 東別院町Ｇ に2019-2 急傾斜地の崩壊
84 東別院町Ｈ に2019 急傾斜地の崩壊
85 東別院町Ｉ に2153 急傾斜地の崩壊
86 東別院町Ｊ に1014-2 急傾斜地の崩壊
87 東別院町Ｋ に1014 急傾斜地の崩壊

関係自治会Ｆ
Ａ Ｘ 、 広 報
車、防災情報
かめおかメー
ル、緊急速報
メール、テレ
ビ、ラジオ、
市ホームペー
ジ他

東別院町公
民館、東別
院町ふれあ
いセンター
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番 号 区 域 名 情 報 伝 達 方 法 指定緊急避難場所

88 東別院町Ｌ に1014-3 急傾斜地の崩壊
89 東別院町Ｍ に1014-4 急傾斜地の崩壊
90 東別院町Ｎ に1014-5 急傾斜地の崩壊
91 東別院町Ｏ に2153-2 急傾斜地の崩壊
92 東別院町Ｐ に2153-3 急傾斜地の崩壊
93 東別院町Ｑ に2153-4 急傾斜地の崩壊
94 東別院町Ｒ に3001-2 急傾斜地の崩壊
95 東別院町Ｓ に3001-3 急傾斜地の崩壊
96 東別院町Ｔ に3001 急傾斜地の崩壊
97 東別院町Ｕ に2051-2 急傾斜地の崩壊
98 東別院町Ｖ に2051 急傾斜地の崩壊
99 東別院町Ｗ に2053 急傾斜地の崩壊
100 東別院町Ｘ に2053-3 急傾斜地の崩壊
101 東別院町Ｙ に2053-2 急傾斜地の崩壊
102 東別院町Ｚ に2053-4 急傾斜地の崩壊
103 東別院町ＡＡ に1025 急傾斜地の崩壊
104 東別院町ＡＢ に2054 急傾斜地の崩壊
105 東別院町ＡＣ に2054-2 急傾斜地の崩壊
106 東別院町ＡＤ に2055-5 急傾斜地の崩壊
107 東別院町ＡＥ に2055-6 急傾斜地の崩壊
108 東別院町ＡＦ に2055-4 急傾斜地の崩壊
109 東別院町ＡＧ に2055 急傾斜地の崩壊
110 東別院町ＡＨ に2055-3 急傾斜地の崩壊
111 東別院町ＡＩ に2047-5 急傾斜地の崩壊
112 東別院町ＡＪ に2047-6 急傾斜地の崩壊
113 東別院町ＡＫ に2047-4 急傾斜地の崩壊
114 東別院町ＡＬ に2047-3 急傾斜地の崩壊
115 東別院町ＡＭ に2047-2 急傾斜地の崩壊
116 東別院町ＡＮ に2046 急傾斜地の崩壊
117 東別院町ＡＯ に2047-8 急傾斜地の崩壊
118 東別院町ＡＰ に2047 急傾斜地の崩壊
119 東別院町ＡＱ に2047-7 急傾斜地の崩壊
120 東別院町ＡＲ に2048 急傾斜地の崩壊
121 東別院町ＡＳ に2049 急傾斜地の崩壊
122 東別院町ＡＴ に2048-3 急傾斜地の崩壊
123 東別院町ＡＵ に2048-2 急傾斜地の崩壊
124 東別院町ＡＶ に2050-3 急傾斜地の崩壊
125 東別院町ＡＷ に2050-4 急傾斜地の崩壊
126 東別院町ＡＸ に2050 急傾斜地の崩壊
127 東別院町ＡＹ に1025-2 急傾斜地の崩壊
128 東別院町ＡＺ に1025-3 急傾斜地の崩壊
129 東別院町ＢＡ に1025-4 急傾斜地の崩壊
130 東別院町ＢＢ に2063-4 急傾斜地の崩壊
131 東別院町ＢＣ に2063-3 急傾斜地の崩壊
132 東別院町ＢＤ に2063-2 急傾斜地の崩壊
133 東別院町ＢＥ に2063 急傾斜地の崩壊
134 東別院町ＢＦ に2001-3 急傾斜地の崩壊
135 東別院町ＢＧ に1021 急傾斜地の崩壊
136 東別院町ＢＨ に3002-8 急傾斜地の崩壊
137 東別院町ＢＩ に3002-3 急傾斜地の崩壊
138 東別院町ＢＪ に3002-4 急傾斜地の崩壊
139 東別院町ＢＫ に3002-5 急傾斜地の崩壊
140 東別院町ＢＬ に3002-6 急傾斜地の崩壊
141 東別院町ＢＭ に3002-7 急傾斜地の崩壊
142 東別院町ＢＮ に2058 急傾斜地の崩壊
143 東別院町ＢＯ に2057-2 急傾斜地の崩壊
144 東別院町ＢＰ に2057-3 急傾斜地の崩壊
145 東別院町ＢＱ に2057 急傾斜地の崩壊

関係自治会Ｆ
Ａ Ｘ 、 広 報
車、防災情報
かめおかメー
ル、緊急速報
メール、テレ
ビ、ラジオ、
市ホームペー
ジ他

東別院町公
民館、東別
院町ふれあ
いセンター

１．土砂災害警戒区域
区 域 番 号 自 然 現 象 名
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146 東別院町ＢＲ に2057-4 急傾斜地の崩壊
147 東別院町ＢＳ に2056-2 急傾斜地の崩壊
148 東別院町ＢＴ に2056 急傾斜地の崩壊
149 東別院町ＢＵ に1024 急傾斜地の崩壊
150 東別院町ＢＶ に1024-2 急傾斜地の崩壊
151 東別院町ＢＷ に1023 急傾斜地の崩壊
152 東別院町ＢＸ に2059 急傾斜地の崩壊
153 東別院町ＢＹ に2059-2 急傾斜地の崩壊
154 東別院町ＢＺ に2059-3 急傾斜地の崩壊
155 東別院町ＣＡ に2061-2 急傾斜地の崩壊
156 東別院町ＣＢ に2061 急傾斜地の崩壊
157 東別院町ＣＣ に2061-5 急傾斜地の崩壊
158 東別院町ＣＤ に2077-2 急傾斜地の崩壊
159 東別院町ＣＥ に2075-3 急傾斜地の崩壊
160 東別院町ＣＦ に2077 急傾斜地の崩壊
161 東別院町ＣＧ に2075-2 急傾斜地の崩壊
162 東別院町ＣＨ に2075-4 急傾斜地の崩壊
163 東別院町ＣＩ に2075 急傾斜地の崩壊
164 東別院町ＣＪ に1027-2 急傾斜地の崩壊
165 東別院町ＣＫ に1027 急傾斜地の崩壊
166 東別院町ＣＬ に1027-4 急傾斜地の崩壊
167 東別院町ＣＭ に1027-5 急傾斜地の崩壊
168 東別院町ＣＮ に1027-3 急傾斜地の崩壊
169 東別院町ＣＯ に2065 急傾斜地の崩壊
170 東別院町ＣＰ に2066 急傾斜地の崩壊
171 東別院町ＣＱ に2069-2 急傾斜地の崩壊
172 東別院町ＣＲ に2069-3 急傾斜地の崩壊
173 東別院町ＣＳ に2069 急傾斜地の崩壊
174 東別院町ＣＴ に2070 急傾斜地の崩壊
175 東別院町ＣＵ に2070-2 急傾斜地の崩壊
176 東別院町ＣＶ に2070-3 急傾斜地の崩壊
177 東別院町ＣＷ に2070-4 急傾斜地の崩壊
178 東別院町ＣＸ に1028-2 急傾斜地の崩壊
179 東別院町ＣＹ に1028 急傾斜地の崩壊
180 東別院町ＣＺ に2072 急傾斜地の崩壊
181 東別院町ＤＡ に2072-2 急傾斜地の崩壊
182 東別院町ＤＢ に2072-3 急傾斜地の崩壊
183 東別院町ＤＣ に2065-3 急傾斜地の崩壊
184 東別院町ＤＤ に2065-2 急傾斜地の崩壊
185 東別院町ＤＥ に2173 急傾斜地の崩壊
186 東別院町ＤＦ に2173-3 急傾斜地の崩壊
187 東別院町ＤＧ に2173-2 急傾斜地の崩壊
188 東別院町ＤＨ に2076 急傾斜地の崩壊
189 東別院町ＤＩ に2076-3 急傾斜地の崩壊
190 東別院町ＤＪ に2076-2 急傾斜地の崩壊
191 東別院町ＤＫ に2078-4 急傾斜地の崩壊
192 東別院町ＤＬ に2078-3 急傾斜地の崩壊
193 東別院町ＤＭ に2078-2 急傾斜地の崩壊
194 東別院町ＤＮ に2078 急傾斜地の崩壊
195 東別院町ＤＯ に2079 急傾斜地の崩壊
196 東別院町ＤＰ に2079-3 急傾斜地の崩壊
197 東別院町ＤＱ に2079-2 急傾斜地の崩壊
198 東別院町ＤＲ に2080-5 急傾斜地の崩壊
199 東別院町ＤＳ に2080-4 急傾斜地の崩壊
200 東別院町ＤＴ に2080-3 急傾斜地の崩壊
201 東別院町ＤＵ に2080-2 急傾斜地の崩壊
202 東別院町ＤＶ に2080 急傾斜地の崩壊
203 東別院町ＤＷ に2073-2 急傾斜地の崩壊
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204 東別院町ＤＸ に2073-3 急傾斜地の崩壊
205 東別院町ＤＹ に2073 急傾斜地の崩壊
206 東別院町ＤＺ に2001-2 急傾斜地の崩壊
207 東別院町ＥＡ に2001 急傾斜地の崩壊
208 東別院町ＥＢ に2063-5 急傾斜地の崩壊
209 東別院町ＥＣ に2073-4 急傾斜地の崩壊
210 東別院町ＥＤ に2076-4 急傾斜地の崩壊
211 東別院町ＥＥ に2047-9 急傾斜地の崩壊
212 東別院町ＥＦ に1014-6 急傾斜地の崩壊
213 東別院町ＥＧ に2016-8B 急傾斜地の崩壊

番 号 区 域 名 情 報 伝 達 方 法 指定緊急避難場所

1 東別院町１
2 東別院町２
3 東別院町５
4 東別院町６
5 東別院町８
6 東別院町１０
7 東別院町１２
8 東別院町１３
9 東別院町１４
10 東別院町１５
11 東別院町１６
12 東別院町１７
13 東別院町１９
14 東別院町２１
15 東別院町２３
16 東別院町２４
17 東別院町２７
18 東別院町２９
19 東別院町３０
20 東別院町３２
21 東別院町３３
22 東別院町３４
23 東別院町３５
24 東別院町３６
25 東別院町３７
26 東別院町３８
27 東別院町４０
28 東別院町４１
29 東別院町４３
30 東別院町４４
31 東別院町４６
32 東別院町４８
33 東別院町４９
34 東別院町５０
35 東別院町５３
36 東別院町５５
37 東別院町５６
38 東別院町５７
39 東別院町６０
40 東別院町６２
41 東別院町６３
42 東別院町６４
43 東別院町６７
44 東別院町６８
45 東別院町６９
46 東別院町７１ に506 土石流
47 東別院町７２ に505 土石流
48 東別院町７３ に011-2 土石流
49 東別院町７４ に010 土石流
50 東別院町７５ に010-2 土石流
51 東別院町Ａ に2016-6 急傾斜地の崩壊

に021
土石流
土石流

自 然 現 象 名

関係自治会Ｆ
ＡＸ、広報
車、防災情報
かめおかメー
ル、緊急速報
メール、テレ
ビ、ラジオ、
市ホームペー
ジ他

新に2025

２．土砂災害特別警戒区域

に515 土石流
新に2022-2 土石流

新に2036 土石流
新に2037-2 土石流

に020

新に1026 土石流

新に1025 土石流
に2023-2 土石流

に517 土石流
に516 土石流

区 域 番 号

東別院町公
民館、東別
院町ふれあ
いセンター

に2024 土石流
新に2031 土石流

新に1026-2 土石流

に510 土石流
新に2021 土石流

に511 土石流
に511-2 土石流

新に2022 土石流
に512 土石流

土石流
新に2035-2 土石流

新に2023 土石流
に020-2 土石流

新に2015-3 土石流
に013 土石流

に521 土石流
新に2015-2 土石流

新に2013 土石流
新に2012 土石流

新に1024-2 土石流
新に1024-3 土石流

に509 土石流
新に1024-4 土石流

新に2004 土石流

に2009-3 土石流
新に2006 土石流
新に2005

土石流
新に2009 土石流

新に2014 土石流
に2011-2 土石流
新に2010

に011 土石流

に508 土石流
に506-2 土石流

土石流

関係自治会ＦＡＸ、広報
車、防災情報かめおか
メール、緊急速報メー
ル、テレビ、ラジオ、市
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東別院町公民
館、東別院町
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52 東別院町Ｂ に2016-7 急傾斜地の崩壊
53 東別院町Ｃ に2016-2 急傾斜地の崩壊
54 東別院町Ｄ に2016-3 急傾斜地の崩壊
55 東別院町Ｅ に2016 急傾斜地の崩壊
56 東別院町Ｆ に2016-4 急傾斜地の崩壊
57 東別院町Ｇ に2019-2 急傾斜地の崩壊
58 東別院町Ｈ に2019 急傾斜地の崩壊
59 東別院町Ｉ に2153 急傾斜地の崩壊
60 東別院町Ｊ に1014-2 急傾斜地の崩壊
61 東別院町Ｋ に1014 急傾斜地の崩壊
62 東別院町Ｌ に1014-3 急傾斜地の崩壊
63 東別院町Ｍ に1014-4 急傾斜地の崩壊
64 東別院町Ｎ に1014-5 急傾斜地の崩壊
65 東別院町Ｏ に2153-2 急傾斜地の崩壊
66 東別院町Ｐ に2153-3 急傾斜地の崩壊
67 東別院町Ｑ に2153-4 急傾斜地の崩壊
68 東別院町Ｒ に3001-2 急傾斜地の崩壊
69 東別院町Ｓ に3001-3 急傾斜地の崩壊
70 東別院町Ｔ に3001 急傾斜地の崩壊
71 東別院町Ｕ に2051-2 急傾斜地の崩壊
72 東別院町Ｖ に2051 急傾斜地の崩壊
73 東別院町Ｗ に2053 急傾斜地の崩壊
74 東別院町Ｘ に2053-3 急傾斜地の崩壊
75 東別院町Ｙ に2053-2 急傾斜地の崩壊
76 東別院町Ｚ に2053-4 急傾斜地の崩壊
77 東別院町ＡＡ に1025 急傾斜地の崩壊
78 東別院町ＡＢ に2054 急傾斜地の崩壊
79 東別院町ＡＣ に2054-2 急傾斜地の崩壊
80 東別院町ＡＤ に2055-5 急傾斜地の崩壊
81 東別院町ＡＥ に2055-6 急傾斜地の崩壊
82 東別院町ＡＦ に2055-4 急傾斜地の崩壊
83 東別院町ＡＧ に2055 急傾斜地の崩壊
84 東別院町ＡＨ に2055-3 急傾斜地の崩壊
85 東別院町ＡＩ に2047-5 急傾斜地の崩壊
86 東別院町ＡＪ に2047-6 急傾斜地の崩壊
87 東別院町ＡＫ に2047-4 急傾斜地の崩壊
88 東別院町ＡＬ に2047-3 急傾斜地の崩壊
89 東別院町ＡＭ に2047-2 急傾斜地の崩壊
90 東別院町ＡＮ に2046 急傾斜地の崩壊
91 東別院町ＡＯ に2047-8 急傾斜地の崩壊
92 東別院町ＡＰ に2047 急傾斜地の崩壊
93 東別院町ＡＱ に2047-7 急傾斜地の崩壊
94 東別院町ＡＲ に2048 急傾斜地の崩壊
95 東別院町ＡＳ に2049 急傾斜地の崩壊
96 東別院町ＡＴ に2048-3 急傾斜地の崩壊
97 東別院町ＡＵ に2048-2 急傾斜地の崩壊
98 東別院町ＡＶ に2050-3 急傾斜地の崩壊
99 東別院町ＡＷ に2050-4 急傾斜地の崩壊
100 東別院町ＡＸ に2050 急傾斜地の崩壊
101 東別院町ＡＹ に1025-2 急傾斜地の崩壊
102 東別院町ＡＺ に1025-3 急傾斜地の崩壊
103 東別院町ＢＡ に1025-4 急傾斜地の崩壊
104 東別院町ＢＢ に2063-4 急傾斜地の崩壊
105 東別院町ＢＣ に2063-3 急傾斜地の崩壊
106 東別院町ＢＤ に2063-2 急傾斜地の崩壊
107 東別院町ＢＥ に2063 急傾斜地の崩壊
108 東別院町ＢＦ に2001-3 急傾斜地の崩壊
109 東別院町ＢＧ に1021 急傾斜地の崩壊
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110 東別院町ＢＨ に3002-8 急傾斜地の崩壊
111 東別院町ＢⅠ に3002-3 急傾斜地の崩壊
112 東別院町ＢＪ に3002-4 急傾斜地の崩壊
113 東別院町ＢＫ に3002-5 急傾斜地の崩壊
114 東別院町ＢＬ に3002-6 急傾斜地の崩壊
115 東別院町ＢＭ に3002-7 急傾斜地の崩壊
116 東別院町ＢＮ に2058 急傾斜地の崩壊
117 東別院町ＢＯ に2057-2 急傾斜地の崩壊
118 東別院町ＢＰ に2057-3 急傾斜地の崩壊
119 東別院町ＢＱ に2057 急傾斜地の崩壊
120 東別院町ＢＲ に2057-4 急傾斜地の崩壊
121 東別院町ＢＳ に2056-2 急傾斜地の崩壊
122 東別院町ＢＴ に2056 急傾斜地の崩壊
123 東別院町ＢＵ に1024 急傾斜地の崩壊
124 東別院町ＢＶ に1024-2 急傾斜地の崩壊
125 東別院町ＢＷ に1023 急傾斜地の崩壊
126 東別院町ＢＸ に2059 急傾斜地の崩壊
127 東別院町ＢＹ に2059-2 急傾斜地の崩壊
128 東別院町ＢＺ に2059-3 急傾斜地の崩壊
129 東別院町ＣＡ に2061-2 急傾斜地の崩壊
130 東別院町ＣＢ に2061 急傾斜地の崩壊
131 東別院町ＣＣ に2061-5 急傾斜地の崩壊
132 東別院町ＣＤ に2077-2 急傾斜地の崩壊
133 東別院町ＣＥ に2075-3 急傾斜地の崩壊
134 東別院町ＣＦ に2077 急傾斜地の崩壊
135 東別院町ＣＨ に2075-4 急傾斜地の崩壊
136 東別院町ＣＩ に2075 急傾斜地の崩壊
137 東別院町ＣＪ に1027-2 急傾斜地の崩壊
138 東別院町ＣＫ に1027 急傾斜地の崩壊
139 東別院町ＣＬ に1027-4 急傾斜地の崩壊
140 東別院町ＣＭ に1027-5 急傾斜地の崩壊
141 東別院町ＣＮ に1027-3 急傾斜地の崩壊
142 東別院町ＣＯ に2065 急傾斜地の崩壊
143 東別院町ＣＰ に2066 急傾斜地の崩壊
144 東別院町ＣＱ に2069-2 急傾斜地の崩壊
145 東別院町ＣＲ に2069-3 急傾斜地の崩壊
146 東別院町ＣＳ に2069 急傾斜地の崩壊
147 東別院町ＣＴ に2070 急傾斜地の崩壊
148 東別院町ＣＵ に2070-2 急傾斜地の崩壊
149 東別院町ＣＶ に2070-3 急傾斜地の崩壊
150 東別院町ＣＷ に2070-4 急傾斜地の崩壊
151 東別院町ＣＸ に1028-2 急傾斜地の崩壊
152 東別院町ＣＹ に1028 急傾斜地の崩壊
153 東別院町ＣＺ に2072 急傾斜地の崩壊
154 東別院町ＤＡ に2072-2 急傾斜地の崩壊
155 東別院町ＤＢ に2072-3 急傾斜地の崩壊
156 東別院町ＤＣ に2065-3 急傾斜地の崩壊
157 東別院町ＤＤ に2065-2 急傾斜地の崩壊
158 東別院町ＤＥ に2173 急傾斜地の崩壊
159 東別院町ＤＦ に2173-3 急傾斜地の崩壊
160 東別院町ＤＧ に2173-2 急傾斜地の崩壊
161 東別院町ＤＨ に2076 急傾斜地の崩壊
162 東別院町ＤＩ に2076-3 急傾斜地の崩壊
163 東別院町ＤＪ に2076-2 急傾斜地の崩壊
164 東別院町ＤＫ に2078-4 急傾斜地の崩壊
165 東別院町ＤＬ に2078-3 急傾斜地の崩壊
166 東別院町ＤＭ に2078-2 急傾斜地の崩壊
167 東別院町ＤＮ に2078 急傾斜地の崩壊
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168 東別院町ＤＯ に2079 急傾斜地の崩壊
169 東別院町ＤＰ に2079-3 急傾斜地の崩壊
170 東別院町ＤＱ に2079-2 急傾斜地の崩壊
171 東別院町ＤＲ に2080-5 急傾斜地の崩壊
172 東別院町ＤＳ に2080-4 急傾斜地の崩壊
173 東別院町ＤＴ に2080-3 急傾斜地の崩壊
174 東別院町ＤＵ に2080-2 急傾斜地の崩壊
175 東別院町ＤＶ に2080 急傾斜地の崩壊
176 東別院町ＤＷ に2073-2 急傾斜地の崩壊
177 東別院町ＤＸ に2073-3 急傾斜地の崩壊
178 東別院町ＤＹ に2073 急傾斜地の崩壊
179 東別院町ＤＺ に2001-2 急傾斜地の崩壊
180 東別院町ＥＡ に2001 急傾斜地の崩壊
181 東別院町ＥＢ に2063-5 急傾斜地の崩壊
182 東別院町ＥＣ に2073-4 急傾斜地の崩壊
183 東別院町ＥＤ に2076-4 急傾斜地の崩壊
184 東別院町ＥＥ に2047-9 急傾斜地の崩壊
185 東別院町ＥＦ に1014-6 急傾斜地の崩壊
186 東別院町ＥＧ に2016-8B 急傾斜地の崩壊

関係自治会Ｆ
Ａ Ｘ 、 広 報
車、防災情報
かめおかメー
ル、緊急速報
メール、テレ
ビ、ラジオ、
市ホームペー
ジ他

東別院町公
民館、東別
院町ふれあ
いセンター
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●西別院町（曽我部町にまたがる箇所を含む）

番 号 区 域 名 情 報 伝 達 方 法 指定緊急避難場所

1 西別院町１
2 西別院町２
3 西別院町３
4 西別院町４
5 西別院町５
6 西別院町６
7 西別院町７
8 西別院町８
9 西別院町９
10 西別院町１０
11 西別院町１１
12 西別院町１２
13 西別院町１３
14 西別院町１４
15 西別院町１５
16 西別院町１６
17 西別院町１７
18 西別院町１８
19 西別院町１９
20 西別院町２０
21 西別院町２１
22 西別院町２２
23 西別院町２３
24 西別院町２４
25 西別院町２５
26 西別院町２６
27 西別院町２７
28 西別院町２８
29 西別院町２９
30 西別院町３０
31 西別院町３１ に017 土石流
32 西別院町３２ 新に1058 土石流
33 西別院町Ａ に2023-4 急傾斜地の崩壊
34 西別院町Ｂ に2023 急傾斜地の崩壊
35 西別院町Ｃ に2023-3 急傾斜地の崩壊
36 西別院町Ｄ に2023-2 急傾斜地の崩壊
37 西別院町Ｅ に2035-2 急傾斜地の崩壊
38 西別院町Ｆ に2033-5 急傾斜地の崩壊
39 西別院町Ｇ に2033-4 急傾斜地の崩壊

関係自治会Ｆ
Ａ Ｘ 、 広 報
車、防災情報
かめおかメー
ル、緊急速報
メール、テレ
ビ、ラジオ、
市ホームペー
ジ他

西 別 院 小 学
校 、 別 院 中
学校

土石流

に074-4 土石流

に540 土石流

土石流
に075

土石流
新に2039 土石流

新に2046-2 土石流
新に2046 土石流

新に2046-3 土石流

に542-2 土石流
に542 土石流

土石流
新に1042 土石流
新に2044

区 域 番 号 自 然 現 象 名

に074 土石流
に074-2 土石流

土石流

土石流
に015

に542-4 土石流

新に1042-2

に015-2
土石流

新に2016 土石流
に016 土石流
新に2018

に016-2 土石流
新に2017 土石流

に019 土石流
に019-2 土石流

に019-3
に542-3 土石流

新に2038

土石流
に077 土石流

に074-3 土石流

１．土砂災害警戒区域

に073-2 土石流
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40 西別院町Ｈ に2033-3 急傾斜地の崩壊
41 西別院町Ｉ に2029-3 急傾斜地の崩壊
42 西別院町Ｊ に2029-5 急傾斜地の崩壊
43 西別院町Ｋ に2029-4 急傾斜地の崩壊
44 西別院町Ｌ に2029 急傾斜地の崩壊
45 西別院町Ｍ に2029-2 急傾斜地の崩壊
46 西別院町Ｎ に2032-3 急傾斜地の崩壊
47 西別院町Ｏ に2032 急傾斜地の崩壊
48 西別院町Ｐ に2032-2 急傾斜地の崩壊
49 西別院町Ｑ に2034 急傾斜地の崩壊
50 西別院町Ｒ に2034-2 急傾斜地の崩壊
51 西別院町Ｓ に2034-3 急傾斜地の崩壊
52 西別院町Ｔ に1016-3 急傾斜地の崩壊
53 西別院町Ｕ に1016 急傾斜地の崩壊
54 西別院町Ｖ に1016-2 急傾斜地の崩壊
55 西別院町Ｗ に2033 急傾斜地の崩壊
56 西別院町Ｘ に2033-2 急傾斜地の崩壊
57 西別院町Ｙ に2035-3 急傾斜地の崩壊
58 西別院町Ｚ に2037 急傾斜地の崩壊
59 西別院町ＡＡ に2037-2 急傾斜地の崩壊
60 西別院町ＡＢ に2037-3 急傾斜地の崩壊
61 西別院町ＡＣ に2037-4 急傾斜地の崩壊
62 西別院町ＡＤ に2037-5 急傾斜地の崩壊
63 西別院町ＡＥ に2037-6 急傾斜地の崩壊
64 西別院町ＡＦ に2037-7 急傾斜地の崩壊
65 西別院町ＡＧ に1017-3 急傾斜地の崩壊
66 西別院町ＡＨ に1017-2 急傾斜地の崩壊
67 西別院町ＡＩ に1017 急傾斜地の崩壊
68 西別院町ＡＪ に2038 急傾斜地の崩壊
69 西別院町ＡＫ に2038-2 急傾斜地の崩壊
70 西別院町ＡＬ に1031-2 急傾斜地の崩壊
71 西別院町ＡＭ に1031 急傾斜地の崩壊
72 西別院町ＡＮ に1031-5 急傾斜地の崩壊
73 西別院町ＡＯ に1031-4 急傾斜地の崩壊
74 西別院町ＡＰ に1031-3 急傾斜地の崩壊
75 西別院町ＡＱ に2038-3 急傾斜地の崩壊
76 西別院町ＡＲ に2165 急傾斜地の崩壊
77 西別院町ＡＳ に2041 急傾斜地の崩壊
78 西別院町ＡＴ に2041-2 急傾斜地の崩壊
79 西別院町ＡＵ に2041-3 急傾斜地の崩壊
80 西別院町ＡＶ に2168 急傾斜地の崩壊
81 西別院町ＡＷ に2169 急傾斜地の崩壊
82 西別院町ＡＸ に2169-2 急傾斜地の崩壊
83 西別院町ＡＹ に2169-3 急傾斜地の崩壊
84 西別院町ＡＺ に2169-4 急傾斜地の崩壊
85 西別院町ＢＡ に2169-5 急傾斜地の崩壊
86 西別院町ＢＢ に2169-6 急傾斜地の崩壊
87 西別院町ＢＣ に2042 急傾斜地の崩壊
88 西別院町ＢＤ
89 西別院町ＢＥ
90 西別院町ＢＦ
91 西別院町ＢＧ
92 西別院町ＢＨ
93 西別院町ＢＩ
94 曽我部町Ｍ
95 西別院町ＢＪ に1017-4 急傾斜地の崩壊
96 西別院町ＢＫ に2041-4 急傾斜地の崩壊
97 西別院町ＢＬ
98 西別院町ＢＭ
99 西別院町ＢＮ
100 西別院町ＢＯ
101 西別院町ＢＰ
102 西別院町ＢＱ
103 西別院町ＢＲ

※曽我部町Ｍ（に2035）は曽我部町にまたがる箇所

に2169-8 急傾斜地の崩壊

に1019-2 急傾斜地の崩壊

に2169-9 急傾斜地の崩壊
に2042-2

に2169-7 急傾斜地の崩壊

に1019

に2035

急傾斜地の崩壊
急傾斜地の崩壊

急傾斜地の崩壊

急傾斜地の崩壊

に2169-10 急傾斜地の崩壊
に2169-11

急傾斜地の崩壊
に2035-4 急傾斜地の崩壊
に2033-6 急傾斜地の崩壊

に2037-8 急傾斜地の崩壊

関係自治会Ｆ
ＡＸ、広報
車、防災情報
かめおかメー
ル、緊急速報
メール、テレ
ビ、ラジオ、
市ホームペー
ジ他

西別院小学
校、別院中
学校

に2035-5

急傾斜地の崩壊
に2042-3
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番 号 区 域 名 情 報 伝 達 方 法 指定緊急避難場所

1 西別院町１
2 西別院町４
3 西別院町８
4 西別院町９
5 西別院町１１
6 西別院町１２
7 西別院町１３
8 西別院町１４
9 西別院町１５
10 西別院町１６
11 西別院町１７
12 西別院町１８
13 西別院町１９
14 西別院町２１
15 西別院町２２
16 西別院町２４
17 西別院町２５
18 西別院町２６
19 西別院町２７
20 西別院町２８
21 西別院町２９
22 西別院町３１
23 西別院町３２
24 西別院町Ａ
25 西別院町Ｂ
26 西別院町Ｃ
27 西別院町Ｄ
28 西別院町Ｅ
29 西別院町Ｆ
30 西別院町Ｇ
31 西別院町Ｈ
32 西別院町Ｉ
33 西別院町Ｊ
34 西別院町Ｋ
35 西別院町Ｌ
36 西別院町Ｍ
37 西別院町Ｎ
38 西別院町Ｏ
39 西別院町Ｐ
40 西別院町Ｑ
41 西別院町Ｒ
42 西別院町Ｓ
43 西別院町Ｔ
44 西別院町Ｕ
45 西別院町Ｖ
46 西別院町Ｗ
47 西別院町Ｘ
48 西別院町Ｙ に2035-3 急傾斜地の崩壊
49 西別院町Ｚ に2037 急傾斜地の崩壊
50 西別院町ＡＡ に2037-2 急傾斜地の崩壊
51 西別院町ＡＢ に2037-3 急傾斜地の崩壊
52 西別院町ＡＣ に2037-4 急傾斜地の崩壊
53 西別院町ＡＤ に2037-5 急傾斜地の崩壊
54 西別院町ＡＥ に2037-6 急傾斜地の崩壊
55 西別院町ＡＦ に2037-7 急傾斜地の崩壊
56 西別院町ＡＧ に1017-3 急傾斜地の崩壊
57 西別院町ＡＩ に1017 急傾斜地の崩壊
58 西別院町ＡＪ に2038 急傾斜地の崩壊

土石流
に540
に542

２．土砂災害特別警戒区域
区 域 番 号

に542-4 土石流

新に2046 土石流
新に2038 土石流

新に2046-3 土石流
新に2046-2 土石流

土石流
新に2044 土石流
に074-3 土石流
に074-4 土石流

に073-2
自 然 現 象 名

に015 土石流

新に1058 土石流
に017 土石流

新に2017 土石流
新に2016 土石流

新に2018 土石流
に016 土石流

に542-3 土石流
に077 土石流
に019 土石流
に016-2 土石流

急傾斜地の崩壊
に2033

に2032-2 急傾斜地の崩壊
に2034

に2023-4 急傾斜地の崩壊
に2023 急傾斜地の崩壊
に2023-3 急傾斜地の崩壊
に2023-2 急傾斜地の崩壊
に2035-2 急傾斜地の崩壊

に2029

に2029-5 急傾斜地の崩壊
に2029-4

に2033-5 急傾斜地の崩壊
に2033-4 急傾斜地の崩壊

急傾斜地の崩壊
に2029-2 急傾斜地の崩壊

に2033-3 急傾斜地の崩壊
に2029-3

に2034-3
急傾斜地の崩壊

に1016 急傾斜地の崩壊
に1016-3

関係自治会Ｆ
Ａ Ｘ 、 広 報
車、防災情報
かめおかメー
ル、緊急速報
メール、テレ
ビ、ラジオ、
市ホームペー
ジ他

に2034-2
急傾斜地の崩壊

に2032-3

に1016-2

に2033-2
急傾斜地の崩壊

急傾斜地の崩壊

急傾斜地の崩壊
に2032 急傾斜地の崩壊

新に2039

急傾斜地の崩壊

西 別 院 小 学
校 、 別 院 中
学校

土石流

急傾斜地の崩壊

急傾斜地の崩壊

土石流

急傾斜地の崩壊
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59 西別院町ＡＫ に2038-2 急傾斜地の崩壊
60 西別院町ＡＭ に1031 急傾斜地の崩壊
61 西別院町ＡＮ に1031-5 急傾斜地の崩壊
62 西別院町ＡＱ に2038-3 急傾斜地の崩壊
63 西別院町ＡＲ に2165 急傾斜地の崩壊
64 西別院町ＡＳ に2041 急傾斜地の崩壊
65 西別院町ＡＴ に2041-2 急傾斜地の崩壊
66 西別院町ＡＵ に2041-3 急傾斜地の崩壊
67 西別院町ＡＶ に2168 急傾斜地の崩壊
68 西別院町ＡＷ に2169 急傾斜地の崩壊
69 西別院町ＡＸ に2169-2 急傾斜地の崩壊
70 西別院町ＡＹ に2169-3 急傾斜地の崩壊
71 西別院町ＡＺ に2169-4 急傾斜地の崩壊
72 西別院町ＢＡ に2169-5 急傾斜地の崩壊
73 西別院町ＢＢ に2169-6 急傾斜地の崩壊
74 西別院町ＢＣ に2042 急傾斜地の崩壊
75 西別院町ＢＤ に2169-7 急傾斜地の崩壊
76 西別院町ＢＦ に2169-9 急傾斜地の崩壊
77 西別院町ＢＧ に2042-2 急傾斜地の崩壊
78 西別院町ＢＨ に1019 急傾斜地の崩壊
79 西別院町ＢＩ に1019-2 急傾斜地の崩壊
80 曽我部町Ｍ に2035 急傾斜地の崩壊
81 西別院町ＢＪ に1017-4 急傾斜地の崩壊
82 西別院町ＢＫ に2041-4 急傾斜地の崩壊
83 西別院町ＢＬ
84 西別院町ＢＭ
85 西別院町ＢＮ
86 西別院町ＢＯ
87 西別院町ＢＰ
88 西別院町ＢＱ
89 西別院町ＢＲ

※曽我部町Ｍ（に2035）は曽我部町にまたがる箇所

急傾斜地の崩壊
に2169-10 急傾斜地の崩壊
に2169-11

に2033-6

に2037-8 急傾斜地の崩壊
に2035-5 急傾斜地の崩壊
に2035-4 急傾斜地の崩壊

急傾斜地の崩壊
に2042-3 急傾斜地の崩壊

関係自治会Ｆ
ＡＸ、広報
車、防災情報
かめおかメー
ル、緊急速報
メール、テレ
ビ、ラジオ、
市ホームペー
ジ

西別院小学
校、別院中
学校

- 72 -



番 号 区 域 名 情 報 伝 達 方 法 指定緊急避難場所

1 曽我部町１
2 曽我部町２
3 曽我部町３
4 曽我部町４
5 曽我部町５
6 曽我部町６
7 曽我部町７
8 曽我部町８
9 曽我部町９
10 曽我部町１０
11 曽我部町１１
12 曽我部町１２
13 曽我部町１３
14 曽我部町１４
15 曽我部町１５
16 曽我部町１６
17 曽我部町１７
18 曽我部町１８
19 曽我部町１９ 新に3062 土石流
20 曽我部町２０ 新に3061 土石流
21 曽我部町２１ に073 土石流
22 曽我部町２２ に072 土石流
23 曽我部町２３ に539 土石流
24 曽我部町２４ 新に1040 土石流
25 曽我部町２５ 新に1040-2 土石流
26 曽我部町２６ 新に1039 土石流
27 曽我部町２７ 新に3066 土石流
28 曽我部町２８ 新に3065 土石流
29 曽我部町Ａ に1051 急傾斜地の崩壊
30 曽我部町Ｂ に1051-2 急傾斜地の崩壊
31 曽我部町Ｃ に1051-3 急傾斜地の崩壊
32 曽我部町Ｄ に1004 急傾斜地の崩壊
33 曽我部町Ｅ に1092 急傾斜地の崩壊
34 曽我部町Ｆ に1092-2 急傾斜地の崩壊
35 曽我部町Ｇ に2011 急傾斜地の崩壊
36 曽我部町Ｈ に2156 急傾斜地の崩壊
37 曽我部町Ｉ に2013 急傾斜地の崩壊
38 曽我部町Ｊ に2014 急傾斜地の崩壊
39 曽我部町Ｋ に2022 急傾斜地の崩壊
40 曽我部町Ｌ に2022-2 急傾斜地の崩壊
41 曽我部町Ｎ に1002 急傾斜地の崩壊
42 曽我部町Ｏ に1002-2 急傾斜地の崩壊
43 曽我部町Ｐ に1002-3 急傾斜地の崩壊
44 曽我部町Ｑ に1053 急傾斜地の崩壊
45 曽我部町Ｍ に2035 急傾斜地の崩壊
46 曽我部町Ｒ に2056-2 急傾斜地の崩壊

※曽我部町Ｍ（に2035）は、西別院町にまたがる箇所

１．土砂災害警戒区域
区 域 番 号

に038

に036

土石流

に035-2

に031

●曽我部町（西別院町にまたがる箇所を含む）

に028

土石流

新に2032 土石流

土石流

土石流

土石流

土石流
土石流

土石流

土石流

土石流
に029 土石流

に027 土石流

に032

に035

に030

自 然 現 象 名

に033

土石流

新に3060 土石流

に526 土石流

新に1030

に034 土石流

新に2060

に037 土石流

関係自治会Ｆ
ＡＸ、広報
車、防災情報
かめおかメー
ル、緊急速報
メール、テレ
ビ、ラジオ、
市ホームペー
ジ他

曽我部町公
民館、曽我
部小学校、
亀岡運動公
園プール管
理棟、南桑
中学校
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番 号 区 域 名 情 報 伝 達 方 法 指定緊急避難場所

1 曽我部町１
2 曽我部町２
3 曽我部町４
4 曽我部町６
5 曽我部町８
6 曽我部町１１
7 曽我部町１２
8 曽我部町１５
9 曽我部町１９
10 曽我部町２１
11 曽我部町２２
12 曽我部町２３
13 曽我部町Ａ
14 曽我部町Ｂ
15 曽我部町Ｃ
16 曽我部町Ｄ
17 曽我部町Ｅ
18 曽我部町Ｆ
19 曽我部町Ｇ
20 曽我部町Ｈ
21 曽我部町Ｉ
22 曽我部町Ｊ
23 曽我部町Ｋ
24 曽我部町Ｌ
25 曽我部町Ｎ
26 曽我部町Ｏ
27 曽我部町Ｐ
28 曽我部町Ｑ
29 曽我部町Ｍ
30 曽我部町Ｒ

※曽我部町Ｍ（に2035）は、西別院町にまたがる箇所

急傾斜地の崩壊

関係自治会Ｆ
Ａ Ｘ 、 広 報
車、防災情報
かめおかメー
ル、緊急速報
メール、テレ
ビ、ラジオ、
市ホームペー
ジ他

に035-2

急傾斜地の崩壊

急傾斜地の崩壊

急傾斜地の崩壊

に2022

急傾斜地の崩壊

に027

に032

区 域 番 号
土石流

に028

に072

土石流

に1092
急傾斜地の崩壊

に539

土石流

に1051-3

に1092-2

曽我部町公
民館、曽我
部小学校、
亀岡運動公
園プール管
理棟、南桑
中学校

土石流

に2014

土石流

新に3062 土石流

に030
土石流

２．土砂災害特別警戒区域
自 然 現 象 名

急傾斜地の崩壊
に2156

急傾斜地の崩壊

に2022-2 急傾斜地の崩壊
に1002

急傾斜地の崩壊

に036

土石流

に1051-2 急傾斜地の崩壊

に2011

に2013

に1004

に2056-2

土石流

土石流

に1051

に033

に073 土石流

に035

土石流

急傾斜地の崩壊
急傾斜地の崩壊

急傾斜地の崩壊

急傾斜地の崩壊
急傾斜地の崩壊

に1002-2
に1002-3
に1053

急傾斜地の崩壊
に2035 急傾斜地の崩壊
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●薭田野町

番 号 区 域 名 情 報 伝 達 方 法 指定緊急避難場所

1 薭田野町１
2 薭田野町２
3 薭田野町３
4 薭田野町４
5 薭田野町５
6 薭田野町６
7 薭田野町７
8 薭田野町８
9 薭田野町９
10 薭田野町１０
11 薭田野町１１
12 薭田野町１２
13 薭田野町１３
14 薭田野町１４
15 薭田野町１５
16 薭田野町１６
17 薭田野町１７
18 薭田野町１８
19 薭田野町１９
20 薭田野町２０
21 薭田野町２１
22 薭田野町２２
23 薭田野町２３
24 薭田野町２４
25 薭田野町２５
26 薭田野町２６
27 薭田野町２７
28 薭田野町２８
29 薭田野町２９
30 薭田野町Ａ
31 薭田野町Ｂ
32 薭田野町Ｃ
33 薭田野町Ｄ
34 薭田野町Ｅ
35 薭田野町Ｆ
36 薭田野町Ｇ
37 薭田野町Ｈ
38 薭田野町Ｉ
39 薭田野町Ｊ
40 薭田野町Ｋ
41 薭田野町Ｌ
42 薭田野町Ｍ
43 薭田野町Ｎ
44 薭田野町Ｏ
45 薭田野町Ｐ
46 薭田野町Ｑ
47 薭田野町Ｒ
48 薭田野町Ｓ
49 薭田野町Ｔ
50 薭田野町Ｕ
51 薭田野町Ｖ
52 薭田野町Ｗ
53 薭田野町Ｘ
54 薭田野町Ｙ に1058-5
55 薭田野町Ｚ

１．土砂災害警戒区域

に062-2 土石流
に056-2 土石流

土石流に063

土石流
自 然 現 象 名

土石流

に064 土石流

区 域 番 号

に062

に056

新に2067 土石流
に066 土石流
に065 土石流
新に3067 土石流

に061 土石流
に536 土石流
に060 土石流
に057 土石流

新に1036-2 土石流
に058-2 土石流
に058 土石流
に058-3 土石流

に068-3 土石流
に069 土石流
に070 土石流
新に1036 土石流

に067-2 土石流
に067-3 土石流
に068 土石流
に068-2 土石流

に1055 急傾斜地の崩壊
新に1035 土石流
に071 土石流
に067 土石流

に1056 急傾斜地の崩壊
に2108 急傾斜地の崩壊
に2107 急傾斜地の崩壊
に2107-2 急傾斜地の崩壊

に2111 急傾斜地の崩壊
に1057 急傾斜地の崩壊
に1057-2 急傾斜地の崩壊
に1057-3 急傾斜地の崩壊

に1059 急傾斜地の崩壊
に1058-3 急傾斜地の崩壊
に1058-4 急傾斜地の崩壊
に2111-2 急傾斜地の崩壊

に1061 急傾斜地の崩壊
に2113 急傾斜地の崩壊

に1060-2 急傾斜地の崩壊
に1060 急傾斜地の崩壊

急傾斜地の崩壊に1058

に1065-2

に1063
に1065 急傾斜地の崩壊

に2115 急傾斜地の崩壊
に1062 急傾斜地の崩壊

急傾斜地の崩壊
に1057-4 急傾斜地の崩壊

急傾斜地の崩壊

急傾斜地の崩壊
に1063-1 急傾斜地の崩壊

関係自治会Ｆ
ＡＸ、広報
車、防災情報
かめおかメー
ル、緊急速報
メール、テレ
ビ、ラジオ、
市ホームペー
ジ他

薭田野生涯
学習セン
ター、南桑
中学校、薭
田野小学校
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番 号 区 域 名 情 報 伝 達 方 法 指定緊急避難場所

1 薭田野町１
2 薭田野町２
3 薭田野町６
4 薭田野町７
5 薭田野町８
6 薭田野町１２
7 薭田野町１４
8 薭田野町１６
9 薭田野町２２
10 薭田野町２３
11 薭田野町２４
12 薭田野町２６
13 薭田野町２７
14 薭田野町Ａ
15 薭田野町Ｂ
16 薭田野町Ｃ
17 薭田野町Ｄ
18 薭田野町Ｅ
19 薭田野町Ｆ
20 薭田野町Ｇ
21 薭田野町Ｈ
22 薭田野町Ｉ
23 薭田野町Ｊ
24 薭田野町Ｋ
25 薭田野町Ｌ
26 薭田野町Ｍ
27 薭田野町Ｎ
28 薭田野町Ｏ
29 薭田野町Ｐ
30 薭田野町Ｑ
31 薭田野町Ｒ
32 薭田野町Ｓ
33 薭田野町Ｔ
34 薭田野町Ｕ
35 薭田野町Ｖ
36 薭田野町Ｗ
37 薭田野町Ｘ
38 薭田野町Ｙ に1058-5
39 薭田野町Ｚ

番 号 区域番号 情 報 伝 達 方 法 指定緊急避難場所

1 本梅町１ 新に2057 土石流
2 本梅町２ 新に1037-2 土石流
3 本梅町３ 新に1037 土石流
4 本梅町４ 新に1038 土石流
5 本梅町５ 新に1053 土石流
6 本梅町６ 新に2041-2 土石流
7 本梅町７ 新に2041 土石流
8 本梅町８ 新に2041-3 土石流
9 本梅町９ 新に2066 土石流
10 本梅町１０ 新に1052-2 土石流
11 本梅町１１ 新に1052 土石流
12 本梅町１２ に094 土石流
13 本梅町１３ に093-2 土石流
14 本梅町１４ に093 土石流
15 本梅町１５ に093-3 土石流

に1057-4 急傾斜地の崩壊
急傾斜地の崩壊

関係自治会Ｆ
Ａ Ｘ 、 広 報
車、防災情報
かめおかメー
ル、緊急速報
メール、テレ
ビ、ラジオ、
市ホームペー
ジ他

ほんめ町ふれあ
いセンター、育
親中学校、本梅
小学校

に056 土石流
に056-2 土石流
に064 土石流

２．土砂災害特別警戒区域
区 域 番 号 自 然 現 象 名

に068-2 土石流
に068 土石流
に067-2 土石流

に061 土石流
に058 土石流
に068-3 土石流

新に3067 土石流
に065 土石流
に060 土石流

に1057-3 急傾斜地の崩壊
に1057-2 急傾斜地の崩壊
に1057 急傾斜地の崩壊

に2107 急傾斜地の崩壊
に2108 急傾斜地の崩壊
に1056 急傾斜地の崩壊

に067 土石流
に1055 急傾斜地の崩壊
に2107-2 急傾斜地の崩壊

急傾斜地の崩壊
に1062 急傾斜地の崩壊

に1060 急傾斜地の崩壊
に1060-2 急傾斜地の崩壊
に1061 急傾斜地の崩壊

に1058-3 急傾斜地の崩壊
に1059 急傾斜地の崩壊
に1058 急傾斜地の崩壊

に2111 急傾斜地の崩壊
に2111-2 急傾斜地の崩壊
に1058-4 急傾斜地の崩壊

に1063-1 急傾斜地の崩壊

●本梅町

１．土砂災害警戒区域
区域名 自 然 現 象 名

関係自治会Ｆ
Ａ Ｘ 、 広 報
車、防災情報
かめおかメー
ル、緊急速報
メール、テレ
ビ、ラジオ、
市ホームペー
ジ他

薭田野生涯
学習セン
ター、南桑
中学校、薭
田野小学校

に1065-2 急傾斜地の崩壊
に1065 急傾斜地の崩壊
に1063 急傾斜地の崩壊

に2113 急傾斜地の崩壊
に2115
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16 本梅町１６ に096 土石流
17 本梅町１７ に097 土石流
18 本梅町１８ に098 土石流
19 本梅町１９ に099 土石流
20 本梅町２０ 新に1054 土石流
21 本梅町２１ 新に2058 土石流
22 本梅町２２
23 本梅町Ａ
24 本梅町Ｂ
25 本梅町Ｃ
26 本梅町Ｄ
27 本梅町Ｅ
28 本梅町Ｆ
29 本梅町Ｇ
30 本梅町Ｈ
31 本梅町Ｉ
32 本梅町Ｊ
33 本梅町Ｋ
34 本梅町Ｌ
35 本梅町Ｍ
36 本梅町Ｎ

番号 区域番号 情 報 伝 達 方 法 指定緊急避難場所

1 本梅町４
2 本梅町７
3 本梅町９
4 本梅町１０
5 本梅町１１
6 本梅町１２
7 本梅町１８
8 本梅町１９
9 本梅町２１
10 本梅町Ａ
11 本梅町Ｂ
12 本梅町Ｃ
13 本梅町Ｄ
14 本梅町Ｅ
15 本梅町Ｆ
16 本梅町Ｇ
17 本梅町Ｈ
18 本梅町Ｉ
19 本梅町Ｊ
20 本梅町Ｋ
21 本梅町Ｌ
22 本梅町Ｍ
23 本梅町Ｎ

に2116 急傾斜地の崩壊

ほんめ町ふれあ
いセンター、育
親中学校、本梅
小学校

に1077-6 急傾斜地の崩壊

新に2066

に2131-2 急傾斜地の崩壊

に1081-2 急傾斜地の崩壊
に1074 急傾斜地の崩壊

に1077-4 急傾斜地の崩壊

に2131-3 急傾斜地の崩壊

に1081 急傾斜地の崩壊
に1081-2 急傾斜地の崩壊

に1081-3 急傾斜地の崩壊

に1077-2 急傾斜地の崩壊

に098 土石流
に099 土石流
新に2058 土石流

土石流
新に1052-2 土石流

新に2059 土石流

新に1052 土石流
に094 土石流

に1077-3 急傾斜地の崩壊

に1077-5 急傾斜地の崩壊
に1077-4 急傾斜地の崩壊

に1077 急傾斜地の崩壊

２．土砂災害特別警戒区域
区域名 自然現象名

新に1038 土石流
新に2041 土石流

関係自治会Ｆ
Ａ Ｘ 、 広 報
車、防災情報
かめおかメー
ル、緊急速報
メール、テレ
ビ、ラジオ、
市ホームペー
ジ他

ほんめ町ふれあ
いセンター、育
親中学校、本梅
小学校

に1077-3 急傾斜地の崩壊
に1077-2 急傾斜地の崩壊

に2131 急傾斜地の崩壊

に1074 急傾斜地の崩壊

に2116 急傾斜地の崩壊
に1077-6 急傾斜地の崩壊
に1077-5 急傾斜地の崩壊

急傾斜地の崩壊
に2131 急傾斜地の崩壊

に2131-3 急傾斜地の崩壊
に2131-2

関係自治会Ｆ
Ａ Ｘ 、 広 報
車、防災情報
かめおかメー
ル、緊急速報
メール、テレ
ビ、ラジオ、
市ホームペー
ジ他

に1077 急傾斜地の崩壊
に1081-3 急傾斜地の崩壊
に1081 急傾斜地の崩壊
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番 号 区域番号 情 報 伝 達 方 法 指定緊急避難場所

1 畑野町１
2 畑野町２
3 畑野町３
4 畑野町４
5 畑野町５
6 畑野町６
7 畑野町７
8 畑野町８
9 畑野町９
10 畑野町１０
11 畑野町１１
12 畑野町１２
13 畑野町１３
14 畑野町１４
15 畑野町１５
16 畑野町１６
17 畑野町１７
18 畑野町１８
19 畑野町１９
20 畑野町２０
21 畑野町２１
22 畑野町２２
23 畑野町２３
24 畑野町２４
25 畑野町２５
26 畑野町２６
27 畑野町２７
28 畑野町２８
29 畑野町２９
30 畑野町３０
31 畑野町３１
32 畑野町３２
33 畑野町３３
34 畑野町３４
35 畑野町３５ に001-2 土石流
36 畑野町３６
37 畑野町３７
38 畑野町３８
39 畑野町３９
40 畑野町４０
41 畑野町４１
42 畑野町４２
43 畑野町４３ 新に1006-3 土石流
44 畑野町Ａ
45 畑野町Ｂ
46 畑野町Ｃ
47 畑野町Ｄ
48 畑野町Ｅ
49 畑野町Ｆ
50 畑野町Ｇ
51 畑野町Ｈ
52 畑野町Ｉ
53 畑野町Ｊ
54 畑野町Ｋ
55 畑野町Ｌ
56 畑野町Ｍ
57 畑野町Ｎ
58 畑野町Ｏ に1070 急傾斜地の崩壊
59 畑野町Ｐ に1070-2 急傾斜地の崩壊
60 畑野町Ｑ に1070-3 急傾斜地の崩壊
61 畑野町Ｒ に1070-4 急傾斜地の崩壊
62 畑野町Ｓ に1070-5 急傾斜地の崩壊
63 畑野町Ｔ に1070-6 急傾斜地の崩壊
64 畑野町Ｕ に1070-7 急傾斜地の崩壊

土石流

新に1007-2

に1017

土石流

土石流

に504 土石流

土石流
に1022
に1023

に009 土石流
自 然 現 象 名

土石流

●畑野町

１．土砂災害警戒区域

土石流

区域名

に009-2

関係自治会Ｆ
ＡＸ、広報
車、防災情報
かめおかメー
ル、緊急速報
メール、テレ
ビ、ラジオ、
市ホームペー
ジ他

育親中学校

に503 土石流

土石流

土石流

新に1007-3
土石流

新に1012
新に1011 土石流

に1021 土石流

に1018

土石流

に1020

土石流に1016

土石流

に1019 土石流

に007 土石流

に1013
に1015-2

新に1007 土石流
新に1008 土石流

新に1006-2 土石流
新に1006 土石流

に005-2 土石流
新に1004 土石流

新に1010

に002-2 土石流

新に1002 土石流
に001 土石流

新に1009 土石流
新に1003 土石流

に501 土石流
に003 土石流

に002 土石流
新に2001 土石流

新に2001-2 土石流

に2122 急傾斜地の崩壊
に2123 急傾斜地の崩壊

に3007 急傾斜地の崩壊
に1068 急傾斜地の崩壊

に1067-2 急傾斜地の崩壊
に2120 急傾斜地の崩壊

新に1005 土石流

に1067 急傾斜地の崩壊

に2125 急傾斜地の崩壊

に2124 急傾斜地の崩壊
に2124-2 急傾斜地の崩壊

に2190 急傾斜地の崩壊

に006

急傾斜地の崩壊に2127
に2126

土石流

急傾斜地の崩壊

に2125-2 急傾斜地の崩壊

土石流
に005 土石流

に1015

土石流

に502 土石流
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65 畑野町Ｖ に1070-8 急傾斜地の崩壊
66 畑野町Ｗ に1070-9 急傾斜地の崩壊
67 畑野町Ｘ に2129-2 急傾斜地の崩壊
68 畑野町Ｙ に2129-3 急傾斜地の崩壊
69 畑野町Ｚ に2129-4 急傾斜地の崩壊
70 畑野町ＡＡ に2129-5 急傾斜地の崩壊
71 畑野町ＡＢ に2129-6 急傾斜地の崩壊
72 畑野町ＡＣ に2129-7 急傾斜地の崩壊
73 畑野町ＡＤ に2129 急傾斜地の崩壊
74 畑野町ＡＥ に2129-10 急傾斜地の崩壊
75 畑野町ＡＦ に2129-9 急傾斜地の崩壊
76 畑野町ＡＧ に2129-8 急傾斜地の崩壊
77 畑野町ＡＨ に2129-11 急傾斜地の崩壊
78 畑野町ＡＩ に2129-12 急傾斜地の崩壊
79 畑野町ＡＪ に2129-13 急傾斜地の崩壊
80 畑野町ＡＫ に2130-4 急傾斜地の崩壊
81 畑野町ＡＬ に2130-5 急傾斜地の崩壊
82 畑野町ＡＭ に2130-6 急傾斜地の崩壊
83 畑野町ＡＮ に2130-7 急傾斜地の崩壊
84 畑野町ＡＯ に2130-8 急傾斜地の崩壊
85 畑野町ＡＰ に2130-9 急傾斜地の崩壊
86 畑野町ＡＱ に2130 急傾斜地の崩壊
87 畑野町ＡＲ に1073-2 急傾斜地の崩壊
88 畑野町ＡＳ に1073 急傾斜地の崩壊
89 畑野町ＡＴ に2129-14 急傾斜地の崩壊
90 畑野町ＡＵ に2122-2 急傾斜地の崩壊
91 畑野町ＡＶ に1067-3 急傾斜地の崩壊
92 畑野町 に10 地すべり

２．土砂災害特別警戒区域
番号 区域番号 情 報 伝 達 方 法 指定緊急避難場所

1 畑野町１
2 畑野町２
3 畑野町３
4 畑野町４
5 畑野町５
6 畑野町６
7 畑野町７
8 畑野町８
9 畑野町９
10 畑野町１０
11 畑野町１１
12 畑野町１２
13 畑野町１４
14 畑野町１５
15 畑野町１６
16 畑野町１８
17 畑野町１９
18 畑野町２０
19 畑野町２１
20 畑野町２２
21 畑野町２４
22 畑野町２５
23 畑野町２６
24 畑野町２７
25 畑野町２８ 新に1006 土石流
26 畑野町２９ 新に1007 土石流
27 畑野町３１ 新に1009 土石流
28 畑野町３２ 新に1003 土石流
29 畑野町３３ 新に1002 土石流
30 畑野町３４ に001 土石流
31 畑野町３７ に002-2 土石流

※82番　畑野町ＡＭ（に2130-6）については、大阪府と京都府の府境であるため、両府において指定

に1023 土石流

に503 土石流

区域名 自 然 現 象 名
に009 土石流

育親中学校

に1022 土石流
に009-2 土石流

に504

土石流
新に1011 土石流

に1018 土石流
に1017 土石流
に1015 土石流

に1021 土石流
に1020 土石流
に1019 土石流

土石流
に502 土石流

新に1004 土石流
新に1006-2 土石流

関係自治会Ｆ
Ａ Ｘ 、 広 報
車、防災情報
かめおかメー
ル、緊急速報
メール、テレ
ビ、ラジオ、
市ホームペー
ジ他土石流

土石流
に005-2 土石流

新に1007-3 土石流
新に1007-2 土石流
に007 土石流

に005

に1015-2 土石流
に1013

に006

関係自治会Ｆ
Ａ Ｘ 、 広 報
車、防災情報
かめおかメー
ル、緊急速報
メール、テレ
ビ、ラジオ、
市ホームペー
ジ他

育親中学校
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32 畑野町３８ に002 土石流
33 畑野町３９ 新に2001 土石流
34 畑野町４０ に501 土石流
35 畑野町４１ に003 土石流
36 畑野町４２ 新に1005 土石流
37 畑野町４３ 新に1006-3 土石流
38 畑野町Ａ に1067 急傾斜地の崩壊
39 畑野町Ｂ に1067-2 急傾斜地の崩壊
40 畑野町Ｃ に2120 急傾斜地の崩壊
41 畑野町Ｄ に3007 急傾斜地の崩壊
42 畑野町Ｅ に1068 急傾斜地の崩壊
43 畑野町Ｆ に2122 急傾斜地の崩壊
44 畑野町Ｇ に2123 急傾斜地の崩壊
45 畑野町Ｈ に2124 急傾斜地の崩壊
46 畑野町Ｉ に2124-2 急傾斜地の崩壊
47 畑野町Ｊ に2125-2 急傾斜地の崩壊
48 畑野町Ｋ に2125 急傾斜地の崩壊
49 畑野町Ｌ に2126 急傾斜地の崩壊
50 畑野町Ｍ に2127 急傾斜地の崩壊
51 畑野町Ｎ に2190 急傾斜地の崩壊
52 畑野町Ｏ に1070 急傾斜地の崩壊
53 畑野町Ｐ に1070-2 急傾斜地の崩壊
54 畑野町Ｑ に1070-3 急傾斜地の崩壊
55 畑野町Ｒ に1070-4 急傾斜地の崩壊
56 畑野町Ｓ に1070-5 急傾斜地の崩壊
57 畑野町Ｔ に1070-6 急傾斜地の崩壊
58 畑野町Ｕ に1070-7 急傾斜地の崩壊
59 畑野町Ｖ に1070-8 急傾斜地の崩壊
60 畑野町Ｗ に1070-9 急傾斜地の崩壊
61 畑野町Ｘ に2129-2 急傾斜地の崩壊
62 畑野町Ｙ に2129-3 急傾斜地の崩壊
63 畑野町Ｚ に2129-4 急傾斜地の崩壊
64 畑野町ＡＡ に2129-5 急傾斜地の崩壊
65 畑野町ＡＢ に2129-6 急傾斜地の崩壊
66 畑野町ＡＣ に2129-7 急傾斜地の崩壊
67 畑野町ＡＤ に2129 急傾斜地の崩壊
68 畑野町ＡＥ に2129-10 急傾斜地の崩壊
69 畑野町ＡＦ に2129-9 急傾斜地の崩壊
70 畑野町ＡＧ に2129-8 急傾斜地の崩壊
71 畑野町ＡＨ に2129-11 急傾斜地の崩壊
72 畑野町ＡＩ に2129-12 急傾斜地の崩壊
73 畑野町ＡＪ に2129-13 急傾斜地の崩壊
74 畑野町ＡＫ に2130-4 急傾斜地の崩壊
75 畑野町ＡＬ に2130-5 急傾斜地の崩壊
76 畑野町ＡＭ に2130-6 急傾斜地の崩壊
77 畑野町ＡＮ に2130-7 急傾斜地の崩壊
78 畑野町ＡＯ に2130-8 急傾斜地の崩壊
79 畑野町ＡＰ に2130-9 急傾斜地の崩壊
80 畑野町ＡＱ に2130 急傾斜地の崩壊
81 畑野町ＡＲ に1073-2 急傾斜地の崩壊
82 畑野町ＡＳ に1073 急傾斜地の崩壊
83 畑野町ＡＴ に2129-14 急傾斜地の崩壊
84 畑野町ＡＵ に2122-2 急傾斜地の崩壊
85 畑野町ＡＶ に1067-3 急傾斜地の崩壊

※76番　畑野町ＡＭ（に2130-6）については、大阪府と京都府の府境であるため、両府において指定

関係自治会Ｆ
Ａ Ｘ 、 広 報
車、防災情報
かめおかメー
ル、緊急速報
メール、テレ
ビ、ラジオ、
市ホームペー
ジ他

育親中学校
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番 号 区域番号 情 報 伝 達 方 法 指定緊急避難場所

1 宮前町１ に543-2 土石流

2 宮前町２ に084 土石流

3 宮前町３ に543 土石流
4 宮前町４ に085-2 土石流
5 宮前町５ に085 土石流
6 宮前町６ 新に2056 土石流
7 宮前町７ 新に2065 土石流
8 宮前町８ 新に2055 土石流
9 宮前町９ に092-2 土石流
10 宮前町１０ に092 土石流
11 宮前町１１ に092-3 土石流
12 宮前町１２
13 宮前町１３
14 宮前町１４
15 宮前町１５
16 宮前町１６
17 宮前町１７
18 宮前町１８
19 宮前町１９
20 宮前町２０
21 宮前町Ａ
22 宮前町Ｂ
23 宮前町Ｃ
24 宮前町Ｄ
25 宮前町Ｅ
26 宮前町Ｆ
27 宮前町Ｇ
28 宮前町Ｈ
29 宮前町Ｉ
30 宮前町Ｊ
31 宮前町Ｋ
32 宮前町Ｌ
33 宮前町Ｍ
34 宮前町Ｎ

番号 区域番号 情 報 伝 達 方 法 指定緊急避難場所

1 宮前町１
2 宮前町２
3 宮前町４
4 宮前町５
5 宮前町６
6 宮前町８
7 宮前町１０
8 宮前町１１
9 宮前町１２
10 宮前町１３
11 宮前町１５
12 宮前町１６
13 宮前町１７
14 宮前町１８
15 宮前町Ａ
16 宮前町Ｃ
17 宮前町Ｄ
18 宮前町Ｅ
19 宮前町Ｆ
20 宮前町Ｇ
21 宮前町Ｈ
22 宮前町Ｉ
23 宮前町Ｊ
24 宮前町Ｋ
25 宮前町Ｌ
26 宮前町Ｍ
27 宮前町Ｎ

関係自治会Ｆ
ＡＸ、広報
車、防災情報
かめおかメー
ル、緊急速報
メール、テレ
ビ、ラジオ、
市ホームペー
ジ他

新に2054 土石流
新に2054-2 土石流

●宮前町

区域名
１．土砂災害警戒区域

に095-6

土石流

に2082

に095

土石流

土石流

自 然 現 象 名

青野小学
校、育親中
学校

急傾斜地の崩壊

に095-5 土石流

土石流
に095-2
に091

に2138 急傾斜地の崩壊
に2137

に1034 急傾斜地の崩壊

急傾斜地の崩壊

に2082-3
に2082-4

急傾斜地の崩壊

に1083-3 急傾斜地の崩壊

急傾斜地の崩壊

急傾斜地の崩壊

急傾斜地の崩壊

土石流

に1130 急傾斜地の崩壊

に095-4

新に2056 土石流
新に2055 土石流
に092 土石流

に084 土石流
に085-2 土石流
に085 土石流

２．土砂災害特別警戒区域

に1083-4 急傾斜地の崩壊
に1083

に543-2 土石流

に2082-5 急傾斜地の崩壊

土石流

に095-3

に2087 急傾斜地の崩壊

急傾斜地の崩壊

に2082-2

に1083-2

区域名 自 然 現 象 名

に095 土石流
に2087 急傾斜地の崩壊
に2082 急傾斜地の崩壊

に095-2 土石流
に095-3 土石流
に095-4 土石流

に092-3 土石流
新に2054 土石流
新に2054-2 土石流

に2137

に1083-2 急傾斜地の崩壊
に1083-3 急傾斜地の崩壊
に1083-4 急傾斜地の崩壊
に1083 急傾斜地の崩壊
に2138

に2082-2 急傾斜地の崩壊
に2082-3 急傾斜地の崩壊
に2082-4 急傾斜地の崩壊

急傾斜地の崩壊

に2082-5 急傾斜地の崩壊

急傾斜地の崩壊

関係自治会Ｆ
Ａ Ｘ 、 広 報
車、防災情報
かめおかメー
ル、緊急速報
メール、テレ
ビ、ラジオ、
市ホームペー
ジ他

青野小学
校、育親中
学校

急傾斜地の崩壊に1130
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番 号 区域番号 情 報 伝 達 方 法 指定緊急避難場所

1 東本梅町１
2 東本梅町２
3 東本梅町３
4 東本梅町４
5 東本梅町５
6 東本梅町６
7 東本梅町７
8 東本梅町８
9 東本梅町９
10 東本梅町１０
11 東本梅町１１
12 東本梅町１２
13 東本梅町Ａ
14 東本梅町Ｂ
15 東本梅町Ｃ
16 東本梅町Ｄ
17 東本梅町Ｅ
18 東本梅町Ｆ
19 東本梅町Ｇ
20 東本梅町Ｈ
21 東本梅町Ｉ
22 東本梅町Ｊ
23 東本梅町Ｋ
24 東本梅町Ｌ
25 東本梅町Ｍ
26 東本梅町Ｎ
27 東本梅町Ｏ
28 東本梅町Ｐ

番号 区域番号 情 報 伝 達 方 法 指定緊急避難場所

1 東本梅町２
2 東本梅町３
3 東本梅町４
4 東本梅町５
5 東本梅町６
6 東本梅町７
7 東本梅町１０
8 東本梅町１２
9 東本梅町Ａ
10 東本梅町Ｂ
11 東本梅町Ｃ
12 東本梅町Ｄ
13 東本梅町Ｅ
14 東本梅町Ｆ
15 東本梅町Ｇ
16 東本梅町Ｈ
17 東本梅町Ｉ
18 東本梅町Ｊ
19 東本梅町Ｋ
20 東本梅町Ｌ
21 東本梅町Ｍ
22 東本梅町Ｎ
23 東本梅町Ｏ
24 東本梅町Ｐ

東本梅町ふれあ
いセンター、東
本梅保育所、育
親中学校、青野
小学校

関係自治会Ｆ
Ａ Ｘ 、 広 報
車、防災情報
かめおかメー
ル、緊急速報
メール、テレ
ビ、ラジオ、
市ホームペー
ジ他

に089-2 土石流

１．土砂災害警戒区域

●東本梅町

新に2050 土石流

に089-3 土石流

区域名

土石流

自 然 現 象 名

土石流

に1091-3 急傾斜地の崩壊

土石流

に089

に090
急傾斜地の崩壊

に088-2 土石流
新に1051-2 土石流

新に2050-2 土石流

土石流

に2147 急傾斜地の崩壊

に088 土石流

新に2051 土石流

に3009 急傾斜地の崩壊

に2146 急傾斜地の崩壊

に1091-2

に2148 急傾斜地の崩壊
に2147-2 急傾斜地の崩壊

に1091 急傾斜地の崩壊

新に2052-2
新に2052

急傾斜地の崩壊

に090 土石流
に1091-2 急傾斜地の崩壊
に1091-3 急傾斜地の崩壊

に2145 急傾斜地の崩壊

土石流

に2146-2 急傾斜地の崩壊
に2146-3 急傾斜地の崩壊

に3009-2 急傾斜地の崩壊
に3009-3 急傾斜地の崩壊

急傾斜地の崩壊
に3009 急傾斜地の崩壊

２．土砂災害特別警戒区域
区域名 自 然 現 象 名

に089 土石流
に089-3 土石流

関係自治会Ｆ
Ａ Ｘ 、 広 報
車、防災情報
かめおかメー
ル、緊急速報
メール、テレ
ビ、ラジオ、
市ホームペー
ジ他

東本梅町ふれあ
いセンター、東
本梅保育所、育
親中学校、青野
小学校

新に2052-2

急傾斜地の崩壊

に2145-2 急傾斜地の崩壊
に2145-3 急傾斜地の崩壊

に2145-3 急傾斜地の崩壊

に2146-4 急傾斜地の崩壊

急傾斜地の崩壊
に2146-2 急傾斜地の崩壊
に2146-3

に1091 急傾斜地の崩壊
に2148 急傾斜地の崩壊
に2147-2

土石流
新に2051 土石流
新に2050 土石流
に088-2 土石流

新に2052

に2146 急傾斜地の崩壊
に2145 急傾斜地の崩壊
に2145-2 急傾斜地の崩壊

に3009-3

急傾斜地の崩壊

に2147

に3009-2 急傾斜地の崩壊

に2146-4
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番 号 区域番号 情 報 伝 達 方 法 指定緊急避難場所

1 大井町１
2 大井町２
3 大井町３
4 大井町４
5 大井町Ａ

番号 区域番号 情 報 伝 達 方 法 指定緊急避難場所

1 大井町３
2 大井町４
3 大井町Ａ

番 号 区域番号 情 報 伝 達 方 法 指定緊急避難場所

1 千代川町１
2 千代川町２
3 千代川町３
4 千代川町４
5 千代川町５
6 千代川町６
7 千代川町７
8 千代川町８
9 千代川町９
10 千代川町Ａ
11 千代川町Ｂ
12 千代川町Ｃ
13 千代川町Ｄ
14 千代川町Ｅ
15 千代川町Ｆ
16 千代川町Ｇ
17 千代川町Ｈ
18 千代川町Ｉ
19 千代川町Ｊ

番号 区域番号 情 報 伝 達 方 法 指定緊急避難場所

1 千代川町３
2 千代川町６
3 千代川町９
4 千代川町Ａ
5 千代川町Ｂ
6 千代川町Ｃ
7 千代川町Ｄ
8 千代川町Ｅ
9 千代川町Ｆ
10 千代川町Ｇ
11 千代川町Ｈ
12 千代川町Ｉ
13 千代川町Ｊ

に2091-2 急傾斜地の崩壊

関係自治会Ｆ
ＡＸ、広報
車、防災情報
かめおかメー
ル、緊急速報
メール、テレ
ビ、ラジオ、
市ホームペー
ジ他

新に1045-2 土石流
新に1045 土石流

自 然 現 象 名

関係自治会ＦＡＸ、広報
車、防災情報かめおか
メール、緊急速報メー
ル、テレビ、ラジオ、市
ホームページ他

大井生涯学習セン
ター、大成 中学
校、大井小学校、
南桑中学校

に079-2

に1126 急傾斜地の崩壊

区域名 自 然 現 象 名

●大井町

１．土砂災害警戒区域

２．土砂災害特別警戒区域

に079-2 土石流

区域名 自 然 現 象 名

に079 土石流

関係自治会ＦＡＸ、広報
車、防災情報かめおか
メール、緊急速報メー
ル、テレビ、ラジオ、市
ホームページ他

大井生涯学習セン
ター、大成中学
校、大井小学校、
南桑中学校

新に1048-2 土石流
新に1048 土石流

に086 土石流
新に2049 土石流

●千代川町

１．土砂災害警戒区域
区域名

に2088-4 急傾斜地の崩壊
に2090 急傾斜地の崩壊

に080-2 土石流

に083 土石流
に082 土石流

土石流
に079 土石流
に1126 急傾斜地の崩壊

急傾斜地の崩壊
に2088-2 急傾斜地の崩壊
に2088-3 急傾斜地の崩壊

土石流
に082 土石流

に2088-2 急傾斜地の崩壊

に080 土石流
に1036 急傾斜地の崩壊

に2091 急傾斜地の崩壊

２．土砂災害特別警戒区域

に080-3 土石流

区域名 自 然 現 象 名

に2091-2 急傾斜地の崩壊

に2088-3 急傾斜地の崩壊
に2088 急傾斜地の崩壊

に1036-2 急傾斜地の崩壊

に2091 急傾斜地の崩壊

に1036-3 急傾斜地の崩壊

に2088 急傾斜地の崩壊
に2088-4 急傾斜地の崩壊
に2090 急傾斜地の崩壊

千代川町自
治会館、千
代川小学
校、大成中
学校

に1036-2

に080 土石流
に1036 急傾斜地の崩壊

新に1048-2

に1036-3 急傾斜地の崩壊

関係自治会Ｆ
ＡＸ、広報
車、防災情報
かめおかメー
ル、緊急速報
メール、テレ
ビ、ラジオ、
市ホームペー
ジ他

千代川町自
治会館、千
代川小学
校、大成中
学校
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番 号 区域番号 情 報 伝 達 方 法 指定緊急避難場所

1 馬路町Ａ

関 係自治会 ＦＡ
Ｘ、広報車、防災
情報かめおかメー
ル、緊急速報メー
ル、テレビ、ラジ
オ、市ホームペー
ジ他

馬路生涯学習セン
ター、亀岡川東学
園

２．土砂災害特別警戒区域
番号 区域番号 情 報 伝 達 方 法 指定緊急避難場所

1 馬路町Ａ

関 係自治会 ＦＡ
Ｘ、広報車、防災
情報かめおかメー
ル、緊急速報メー
ル、テレビ、ラジ
オ、市ホームペー
ジ他

馬路生涯学習セン
ター、亀岡川東学
園

番 号 区域番号 情 報 伝 達 方 法 指定緊急避難場所

1 旭町２
2 旭町３
3 旭町４
4 旭町５
5 旭町６
6 千歳町１
7 旭町Ａ
8 旭町Ｂ
9 旭町Ｃ
10 旭町Ｄ
11 旭町１

※千歳町１（に049）は、千歳町に、旭町１（に087）は、南丹市八木町にまたがる箇所

番号 区域番号 情 報 伝 達 方 法 指定緊急避難場所

1 旭町３
2 旭町６
3 千歳町１
4 旭町Ａ
5 旭町Ｂ
6 旭町Ｃ
7 旭町Ｄ
8 旭町１

※千歳町１（に049）は、千歳町に、旭町１（に087）は、南丹市八木町にまたがる箇所

番 号 区域番号 情 報 伝 達 方 法 指定緊急避難場所

1 千歳町２
2 千歳町３
3 千歳町４
4 千歳町５
5 千歳町６
6 千歳町７
7 千歳町８
8 千歳町９
9 千歳町１０

区域名 自 然 現 象 名

に1039 急傾斜地の崩壊

区域名 自 然 現 象 名
１．土砂災害警戒区域

に1039 急傾斜地の崩壊

●馬路町

に2097-3 急傾斜地の崩壊

に050 土石流
に532 土石流

●旭町（千歳町、南丹市八木町にまたがる箇所を含む）

１．土砂災害警戒区域

に533-2 土石流

区域名 自 然 現 象 名
に087-2 土石流

に049 土石流

に533 土石流

に087 土石流

２．土砂災害特別警戒区域

に2097 急傾斜地の崩壊

旭コミュニティ
センター、亀岡
川東学園に2097-2 急傾斜地の崩壊

関係自治会Ｆ
Ａ Ｘ 、 広 報
車、防災情報
かめおかメー
ル、緊急速報
メール、テレ
ビ、ラジオ、
市ホームペー
ジ他に2098 急傾斜地の崩壊

に047 土石流
土石流

に2097 急傾斜地の崩壊
に2098 急傾斜地の崩壊
に087 土石流

急傾斜地の崩壊
に2097-3 急傾斜地の崩壊

区域名 自 然 現 象 名

に050 土石流
土石流に533-2

に049
関係自治会ＦＡ
Ｘ、広報車、防
災情報かめおか
メール、緊急速
報メール、テレ
ビ、ラジオ、市
ホームページ他

に054 土石流

●千歳町（旭町、保津町にまたがる箇所を含む）

１．土砂災害警戒区域

に045-2 土石流
に045 土石流

旭コミュニティ
センター、亀岡
川東学園

土石流
に2097-2

土石流

土石流

に048

に052 土石流

区域名 自 然 現 象 名

に052-2

さくら公園
体育館、亀
岡川東学園

に053 土石流

に046

関係自治会Ｆ
ＡＸ、広報
車、防災情報
かめおかメー
ル、緊急速報
メール、テレ
ビ、ラジオ、
市ホームペー
ジ他
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10 千歳町１１
11 千歳町１２
12 千歳町１３
13 千歳町１４
14 千歳町Ａ
15 千歳町Ｂ
16 千歳町Ｃ
17 千歳町Ｄ
18 千歳町Ｅ
19 千歳町Ｆ
20 千歳町Ｇ
21 千歳町Ｈ
22 千歳町Ｉ
23 千歳町Ｊ
24 千歳町１
25 千歳町１５

※千歳町１（に049）は旭町に、千歳町１５（に042）は保津町にまたがる箇所

番号 区域番号 情 報 伝 達 方 法 指定緊急避難場所

1 千歳町２
2 千歳町３
3 千歳町６
4 千歳町７
5 千歳町８
6 千歳町１０
7 千歳町１２
8 千歳町１３
9 千歳町１４
10 千歳町Ａ
11 千歳町Ｂ
12 千歳町Ｃ
13 千歳町Ｄ
14 千歳町Ｅ
15 千歳町Ｆ
16 千歳町Ｇ
17 千歳町Ｈ
18 千歳町Ｉ
19 千歳町Ｊ
20 千歳町１
21 千歳町１５

※千歳町１（に049）は旭町に、千歳町１５（に042）は保津町にまたがる箇所

番 号 区域番号 情 報 伝 達 方 法 指定緊急避難場所

1 保津町１
2 保津町２
3 保津町３
4 保津町４
5 保津町５
6 保津町６
7 千歳町１５
8 保津町Ａ
9 保津町Ｂ
10 保津町Ｃ
11 保津町Ｄ
12 保津町Ｅ
13 保津町Ｆ
14 保津町Ｇ
15 保津町Ｈ

※千歳町１５（に042）は千歳町にまたがる箇所

に1045-2 急傾斜地の崩壊

土石流

に2099-2

関係自治会Ｆ
Ａ Ｘ 、 広 報
車、防災情報
かめおかメー
ル、緊急速報
メール、テレ
ビ、ラジオ、
市ホームペー
ジ他

さくら公園
体育館、亀
岡川東学園

に1040 急傾斜地の崩壊

に043-2
に2099 急傾斜地の崩壊

急傾斜地の崩壊

新に1056 土石流

急傾斜地の崩壊

に2101 急傾斜地の崩壊

に2100 急傾斜地の崩壊

に1042

急傾斜地の崩壊
に049 土石流

に1041 急傾斜地の崩壊

土石流

土石流
に043 土石流

に054 土石流
に053 土石流
に052-2 土石流

に048 土石流
に047 土石流
に045-2 土石流

に1117 急傾斜地の崩壊
に2102 急傾斜地の崩壊

に042

区域名 自 然 現 象 名
２．土砂災害特別警戒区域

に1043

に2099-2 急傾斜地の崩壊
に1040 急傾斜地の崩壊

に044 土石流
に043 土石流
に043-2 土石流

さくら公園
体育館、亀
岡川東学園

関係自治会Ｆ
Ａ Ｘ 、 広 報
車、防災情報
かめおかメー
ル、緊急速報
メール、テレ
ビ、ラジオ、
市ホームペー
ジ他

に042

に1042

急傾斜地の崩壊

に2100 急傾斜地の崩壊
に1041

に2099 急傾斜地の崩壊

に1044

に041

土石流

急傾斜地の崩壊

に040 土石流

急傾斜地の崩壊
に1117 急傾斜地の崩壊

急傾斜地の崩壊

に2102

急傾斜地の崩壊
に2101

に026

土石流

に025 土石流
土石流

に039

土石流

１．土砂災害警戒区域
区域名

に042

に039-2 土石流

に1043 急傾斜地の崩壊
に049

●保津町（千歳町にまたがる箇所を含む）

関係自治会ＦＡＸ、広報
車、防災情報かめおか
メール、緊急速報メー
ル、テレビ、ラジオ、市
ホームページ他

保津公民
館、保津小
学校、亀岡
中学校、亀
岡川東学園

土石流

自 然 現 象 名

土石流

に2103 急傾斜地の崩壊

に1045-4 急傾斜地の崩壊

に1045-3
急傾斜地の崩壊
急傾斜地の崩壊

に1045

急傾斜地の崩壊に2103-2

に044

に1044-2 急傾斜地の崩壊

- 85 -



番号 区域番号 情 報 伝 達 方 法 指定緊急避難場所

1 保津町１
2 保津町２
3 保津町４
4 保津町５
5 保津町６
6 千歳町１５
7 保津町Ａ
8 保津町Ｂ
9 保津町Ｃ
10 保津町Ｄ
11 保津町Ｅ
12 保津町Ｆ
13 保津町Ｇ
14 保津町Ｈ

※千歳町１５（に042）は千歳町にまたがる箇所

番 号 区域番号 情 報 伝 達 方 法 指定緊急避難場所

1 篠町１
2 篠町２
3 篠町３
4 篠町４
5 篠町５
6 篠町６
7 篠町７
8 篠町８
9 篠町９
10 篠町１０
11 篠町１１
12 篠町１２
13 篠町１３
14 篠町１４
15 篠町Ａ
16 篠町Ｂ
17 篠町Ｃ
18 篠町Ｄ
19 篠町Ｅ
20 篠町Ｆ
21 篠町Ｇ
22 篠町Ｈ
23 篠町Ⅰ
24 篠町Ｊ

番号 区域番号 情 報 伝 達 方 法 指定緊急避難場所

1 篠町２
2 篠町３
3 篠町６
4 篠町７
5 篠町８
6 篠町９
7 篠町１０
8 篠町１１
9 篠町１２
10 篠町１３
11 篠町１４
12 篠町Ａ
13 篠町Ｂ
14 篠町Ｄ
15 篠町Ｅ
16 篠町Ｆ
17 篠町Ｇ
18 篠町Ｈ
19 篠町Ⅰ
20 篠町Ｊ

に2151-2 急傾斜地の崩壊
に1001 急傾斜地の崩壊

に1044-2 急傾斜地の崩壊

に025 土石流
に042 土石流

に039-2 土石流
に026 土石流

に041 土石流
に040 土石流

２．土砂災害特別警戒区域

急傾斜地の崩壊
に2151

区域名

保津公民
館、保津小
学校、亀岡
中学校、亀
岡川東学園

関係自治会Ｆ
Ａ Ｘ 、 広 報
車、防災情報
かめおかメー
ル、緊急速報
メール、テレ
ビ、ラジオ、
市ホームペー
ジ他

に1044 急傾斜地の崩壊

に022 土石流
に023 土石流

に2180 急傾斜地の崩壊
に1096 急傾斜地の崩壊

区域名 自 然 現 象 名

自 然 現 象 名

に1045-3 急傾斜地の崩壊
に1045

新に2062

に2103-2

新に2029-2 土石流

に2004-3

に2180

新に3056 土石流

新に3059 土石流
新に2030 土石流

新に1028 土石流

急傾斜地の崩壊

急傾斜地の崩壊

に1047 急傾斜地の崩壊

に2004

新に2061

急傾斜地の崩壊
に1097 急傾斜地の崩壊

新に2029 土石流

土石流

土石流

新に2027-2 土石流
新に2027 土石流
新に3013 土石流

●篠町

１．土砂災害警戒区域

土石流
新に2027-2 土石流

２．土砂災害特別警戒区域
区域名 自 然 現 象 名

急傾斜地の崩壊

土石流

に1047

急傾斜地の崩壊

に023

土石流
新に2062-2

関係自治会Ｆ
ＡＸ、広報

車、防災情報
かめおかメー
ル、緊急速報
メール、テレ
ビ、ラジオ、
市ホームペー

ジ他

に2151

に1097 急傾斜地の崩壊
に2004

新に2029 土石流
新に2029-2

篠町公民館（自
治会館）、東輝
中学校、詳徳中
学校、安祥小学
校、詳徳小学校

急傾斜地の崩壊

に2103 急傾斜地の崩壊
に1045-2 急傾斜地の崩壊

に2151-2

に2004-2 急傾斜地の崩壊
に2004-3 急傾斜地の崩壊

に1001 急傾斜地の崩壊

急傾斜地の崩壊

新に3059 土石流
新に2030

関係自治会Ｆ
ＡＸ、広報
車、防災情報
かめおかメー
ル、緊急速報
メール、テレ
ビ、ラジオ、
市ホームペー
ジ他

篠町公民館（自
治会館）、東輝
中学校、詳徳中
学校、安祥小学
校、詳徳小学校

新に1028 土石流

新に2062 土石流
新に2062-2 土石流

急傾斜地の崩壊

に2004-2 急傾斜地の崩壊

土石流
新に3056 土石流

新に2061 土石流

急傾斜地の崩壊
に1045-4 急傾斜地の崩壊
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番 号 区域番号 情 報 伝 達 方 法 指定緊急避難場所

1 西つつじケ丘１

2 西つつじケ丘Ａ

3 西つつじケ丘Ｂ

4 西つつじケ丘Ｃ

番号 区域番号 情 報 伝 達 方 法 指定緊急避難場所

1 西つつじケ丘１

2 西つつじケ丘Ａ

3 西つつじケ丘Ｂ

4 西つつじケ丘Ｃ

番 号 区域番号 情 報 伝 達 方 法 指定緊急避難場所

1 南つつじケ丘Ａ

2 南つつじケ丘Ｂ

3 南つつじケ丘Ｃ

4 南つつじケ丘Ｄ

5 南つつじケ丘Ｅ

6 南つつじケ丘Ｆ

7 南つつじケ丘Ｇ

8 南つつじケ丘Ｈ

9 南つつじケ丘Ⅰ

10 南つつじケ丘Ｊ

11 南つつじケ丘Ｋ

12 南つつじケ丘Ⅼ

13 南つつじケ丘Ⅿ

番号 区域番号 情 報 伝 達 方 法 指定緊急避難場所

1 南つつじケ丘Ａ

2 南つつじケ丘Ｂ

3 南つつじケ丘Ｃ

4 南つつじケ丘Ｄ

5 南つつじケ丘Ｅ

6 南つつじケ丘Ｆ

7 南つつじケ丘Ｇ

8 南つつじケ丘Ｈ

9 南つつじケ丘Ⅰ

10 南つつじケ丘Ｊ

11 南つつじケ丘Ｋ

12 南つつじケ丘Ⅼ

13 南つつじケ丘Ⅿ
※警戒区域における土砂災害を防止するために必要な警戒避難体制に関する事項は土砂災害
ハザードマップ等に記載する。

に1007 急傾斜地の崩壊
土石流

に1008 急傾斜地の崩壊

１．土砂災害警戒区域

に1007-2 急傾斜地の崩壊

に1011 急傾斜地の崩壊
に1011-4 急傾斜地の崩壊

●南つつじケ丘

１．土砂災害警戒区域
区域名 自 然 現 象 名

に1007 急傾斜地の崩壊
関係自治会ＦＡＸ、広報
車、防災情報かめおか
メール、緊急速報メー
ル、テレビ、ラジオ、市
ホームページ他

西つつじケ丘ふれ
あいセンター、つ
つじケ丘小学校、
東輝中学校

に1007-2 急傾斜地の崩壊
に1008

に1011-5 急傾斜地の崩壊

関係自治会ＦＡ
Ｘ、広報車、防
災情報かめおか
メール、緊急速
報メール、テレ
ビ、ラジオ、市
ホームページ他

亀岡市南つ
つじケ丘コ
ミュニ
ティーセン
ター、南つ
つじケ丘小
学校、東輝
中学校

関係自治会ＦＡ
Ｘ、広報車、防
災情報かめおか
メール、緊急速
報メール、テレ
ビ、ラジオ、市
ホームページ他

に1010-3 急傾斜地の崩壊
に1010 急傾斜地の崩壊

に1011-3 急傾斜地の崩壊

に1011-5 急傾斜地の崩壊

に1012-3 急傾斜地の崩壊

に1011-2 急傾斜地の崩壊
に1010-3 急傾斜地の崩壊
に1010 急傾斜地の崩壊

に1011 急傾斜地の崩壊
に1011-4 急傾斜地の崩壊
に1011-3 急傾斜地の崩壊

に1012-3 急傾斜地の崩壊

２．土砂災害特別警戒区域
区域名 自 然 現 象 名

に1011-6 急傾斜地の崩壊
に1012 急傾斜地の崩壊
に1012-2 急傾斜地の崩壊

亀 岡 市 南 つ
つ じ ケ 丘 コ
ミ ュ ニ
テ ィ ー セ ン
タ ー 、 南 つ
つ じ ケ 丘 小
学 校 、 東 輝
中学校

に1011-2 急傾斜地の崩壊

●西つつじケ丘

に1010-2 急傾斜地の崩壊
に1010-4 急傾斜地の崩壊

に1010-4 急傾斜地の崩壊
に1011-6 急傾斜地の崩壊
に1012 急傾斜地の崩壊
に1012-2 急傾斜地の崩壊

に1010-2 急傾斜地の崩壊

急傾斜地の崩壊

２．土砂災害特別警戒区域
区域名 自 然 現 象 名

新に2029-3 土石流

関係自治会ＦＡＸ、広報
車、防災情報かめおか
メール、緊急速報メー
ル、テレビ、ラジオ、市
ホームページ他

西つつじケ丘ふれ
あいセンター、つ
つじケ丘小学校、
東輝中学校

区域名 自 然 現 象 名
新に2029-3
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山地災害危険地区箇所一覧表 

（令和 4年 3月末現在） 

 

 

広域振興局 

事務所名 

市町村名 山地災害危険地 

山腹崩壊 崩壊土砂流出 地すべり 計 

南  丹 亀岡市 113 169 1 283 



- 89 - 

 

風水２－２－１－１・震災２－１－２－１ 

自治防災課 FAX 24-5501 
 

災 害 状 況 速 報 本部長 本部長 

補佐 

副 本 
部 長 

副本部 
長補佐 

部 長 班 長 担 当 掛 

        

         町連絡掛 
発、受信 

時  刻 

  月  日 

  時  分 

発信者名  

受信者名  

区    分 数    量 内容、その他の報告事項 

人

的

被

害 

死      者 ア 人  

行 方 不 明 イ 人 

負 傷 
重  傷 ウ 人 

軽  傷 エ 人 

建

物

被

害 

全      壊 オ 
棟 世帯 人 

半      壊 カ 
〃 〃 〃 

一 部 破 損 キ 
〃 〃 〃 

浸 水 

床  上 ク 
〃 〃 〃 

床  下 ケ 
〃 〃 〃 

非 住 家 コ 
   

農

地

被

害 

田 

流失・埋没 サ ha  

冠水（浸水） シ 
ha   ha 
（   ） 

畑 

流失・埋没 ス ha 

冠水（浸水） セ 
ha   ha 
（   ） 

そ
の
他
の
被
害 

道      路 ソ 箇所  

橋      梁 タ 箇所 

河      川 チ 箇所 

がけ、山くずれ ツ 箇所 

 テ 箇所 

出 動 消 防 団 員 等 ト 人 

そ の 他 ナ  

担 当 部 班 部           班 

指 示 事 項 

（ 否・要 ） 

 

対策処理の経過と結果 
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風水２－２－１－２・震災２－１－２－２ 

 

自治防災課 FAX 24-5501 
 

被害状況報告（確定） 本部長 本部長 

補佐 

副 本 
部 長 

副本部 
長補佐 

部 長 班 長 担当掛 

       

         町連絡掛 報告日時 
  月  日 

  時  分 
報告者名 

 

         ㊞ 

区   分 数  量 区   分 数  量 

人
的
被
害 

死     者  人 ア   
田 

流失・埋没 ha ニ  

行 方 不 明 者  人 イ  冠   水 ha ヌ  

負
傷
者 

重   傷  人 ウ  
畑 

流失・埋没 ha ネ  

軽   傷  人 エ  冠   水 ha ノ  

住

家

被

害 

全     壊 

 棟 オ  文 教 施 設 箇所 ハ  

世帯 カ  病 院 箇所 ヒ  

 人 キ  道 路 箇所 フ  

半     壊 

 棟 ク  橋 り ょ う 箇所 ヘ  

世帯 ケ  河 川 箇所 ホ  

 人 コ    マ  

一 部 破 損 

 棟 サ  砂 防 箇所 ミ  

世帯 シ  水 道 箇所 ム  

 人 ス  清 掃 施 設 箇所 メ  

住

家

被

害 
床   上 

 棟 セ  が け 崩 れ 箇所 モ  

世帯 ソ  鉄 道 不 通 箇所 ヤ  

 人 タ    ユ  

床   下 

 棟 チ  通 信 施 設 回線 ヨ  

世帯 ツ      

 人 テ      

非
住
家 

公 共 建 物  棟 ト  田 
浸   水 

ha ラ  

そ の 他  棟 ナ  畑 ha リ  

                                 消防団（    人） 
被災世帯数（    世帯）  被災者数（    人）  出動人員 
                                 その他（    人） 

（備 考） 
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風水２－２－１－３・震災２－１－２－３ 

被 害 状 況 報 告 ⑴ 

   災害名：               

第   報 
     対策本部 
       支 

  月  日 時現在 受信時刻   月  日 時現在 
発信者  

受信者  

    振興局名  
発生年月日   市町村名 

項目  単位 符号 ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ 

人
的
被
害 

死      者 人 ①       
行 方 不 明 者 人 ②       

負傷者 
重  傷 人 ③       
軽  傷 人 ④       

住 
 

家 
 

被 
 

害 

全      壊 
     （焼） 

棟 ⑤       
世帯 ⑥       
人 ⑦       

半      壊 
     （焼） 

棟 ⑧       
世帯 ⑨       
人 ⑩       

一 部 破 損 

棟 ⑪       
世帯 ⑫       
人 ⑬       

浸 水 

床  上 

棟 ⑭       
世帯 ⑮       
人 ⑯       

床  下 

棟 ⑰       
世帯 ⑱       
人 ⑲       

非
住
家 

公 共 建 物 棟 ⑳       
そ の 他 棟 ○21        

そ 
 
 

の 
 
 

他 
 
 

の 
 
 

被 
 
 

害 

田 
流出埋没 ha ○22        
冠  水 ha ○23        

畑 
流出埋没 ha ○24        
冠  水 ha ○25        

文 教 施 設 箇所 ○26        
病      院 箇所 ○27        

道 路 

冠  水 箇所 ○28        
崩  壊 箇所 ○29        
そ の 他 箇所 ○30        

橋 り ょ う 箇所 ○31        
河 川 箇所 ○32        
港 湾 箇所 ○33        
砂 防 箇所 ○34        
崖 く ず れ 箇所 ○35        
地 す べ り 箇所 ○36        
土 石 流 箇所 ○37        
林 地 崩 壊 箇所 ○38        
清 掃 施 設 箇所 ○39        
鉄 道 不 通 箇所 ○40        
被 害 船 舶 隻 ○41        
水 道 戸 ○42        
電 話 回線 ○43        
電 気 戸 ○44        
ガ ス 戸 ○45        
ブ ロ ッ ク 塀 等 箇所 ○46        
ビニールハウス等 棟 ○47        
農 道 箇所 ○48        
農林水産業施設 箇所 ○49        
畦 畔 崩 壊 箇所 ○50        
農作物（   ） ha ○51        

火
災
発
生 

建 物 件 ○52        
危 険 物 件 ○53        
そ の 他 件 ○54        

り災世帯数（全・半壊＋床上浸水） 世帯 ○55        
り災者数（全・半壊＋床上浸水） 人 ○56        
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被 害 状 況 報 告 ⑵ 

 

 災害名：                

  市町村名       

 発生年月日  ・ ・   ・ ・   ・ ・   ・ ・   ・ ・   ・ ・  

項  目 単位 符号       

公 立 文 教 施 設 千円 ⓐ       

農 林 水 産 業 施 設 千円 ⓑ       

公 共 土 木 施 設 千円 ⓒ       

そ の 他 の 公 共 施 設 千円 ⓓ       

小       計 千円 ⓔ       

 公 共 施 設 被 害 
市 町 村 団体 ⓕ       

そ 
 
 

の 
 
 

他 

農 産 被 害 千円 ⓖ       

林 産 被 害 千円 ⓗ       

畜 産 被 害 千円 ⓘ       

水 産 被 害 千円 ⓙ       

商 工 被 害 千円 ⓚ       

林 地 被 害 千円 ⓛ       

 千円        

 千円        

そ の 他 千円 ⓜ       

小    計 千円 ⓝ       

被 害 総 額 千円 ⓞ       

         

災害対策本部 
設 置 年月日 ⓟ  ・ ・   ・ ・   ・ ・   ・ ・   ・ ・   ・ ・  

解 散 年月日 ⓠ  ・ ・   ・ ・   ・ ・   ・ ・   ・ ・   ・ ・  

災害警戒本部 
設 置 年月日 ⓡ  ・ ・   ・ ・   ・ ・   ・ ・   ・ ・   ・ ・  

解 散 年月日 ⓢ  ・ ・   ・ ・   ・ ・   ・ ・   ・ ・   ・ ・  

         

消 防職員 出動延 人数 人 ⓣ       

消 防団員 出動延 人数 人 ⓤ       

市町村職員出動延人数 人 ⓥ       

         

         

そ の他種 出動延 人数 人 ⓦ       

出 動 延 人 数 合 計 人 ⓧ       

 



 
 

 

3素子八木型空中線 

亀岡市庁舎 

商用AC100V 

高速避雷ユニット 

発動発電機 

直流電源装置 

100V 

無 停 電 
電源装置 

各機器に 
 
電源供給 

統制台・録音再生装置・運用管理装置等は、OAデスク(ラック)に設置する。 

【半固定型 

 (統制機能付)1台】 

半固定用空中線 

竜ヶ尾山中継局 

空中線共用器 

260MHz 
デジタル無線送受信装置 

基地局制御部 
被遠方監視制御部 

(3波) 

商用AC100V 

高速避雷ユニット 

発動発電機 

直流電源 
装  置 

東別院簡易中継局 商用AC100V 
発動発電機 

高速避雷ユニット 
無線送受信装置 

非常用蓄電池 

無線送受信装置 

非常用蓄電池 

同 軸 
避雷器 

同 軸 
避雷器 

統制機能付 

 

 

無線送受信装置 

非常用蓄電池 

移動局無線機 

【半固定型 60台】 
 (内 データ伝送PC付 55台) 

55 データ伝送用PC 

【車載型 30台】 

無線送受信装置 

非常用蓄電池 

無線送受信装置 

【携帯型 95台】 

無線送受信装置 

充電器 

商用 

(AC100V) 

バッテリー 

(13.8V) 

商用 

(AC100V) 

半固定用空中線 

車載用空中線 

無指向性高利得型空中線 

 同 軸 
避雷器 

指向性高利得型空中線 

 同 軸 
避雷器 

NTT専用線 

DA128・DA64 

統制台制御装置 

データアダプタ 

無線回線制御部 

通信制御部 

PBX接続部 

遠方監視制御部 

被遠隔制御部 

統制局制御装置 

統制台 録音再生装置 

運用管理装置 
自動通信記録装置 

データ伝送装置 

内線電話(既設) 

内線電話(既設) 

PBX 
(既設) 

ODトランク 

   遠隔制御装置 

4台(災害対策本部・自治防災課・総務課・警備員室) 

風水２－２－１－４・震災２－１－２－４  
ア 亀岡市デジタル移動通信システム系統図 
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イ　亀岡市防災無線番号表 令和５年3月時点

呼出
番号

名称
呼出
番号

名称
呼出
番号

名称
呼出
番号

名称
呼出
番号

名称

100 代表統制台 201 総務・経営課 203 亀岡地区東部自治会 801 消防団長 814 亀岡分団　車両

101 統制台 202 病院総務課 204 亀岡地区中部自治会 802 消防副団長　携帯1 824 東別院分団　車両

102 災害対策本部（603会議室） 205 亀岡地区西部自治会 803 消防副団長　携帯2 834 西別院分団　車両

103 自治防災課（防災・危機管理係） 226 亀岡警察署 206 東別院町自治会 811 亀岡分団　携帯1 844 曽我部分団　車両

104 災害対策本部（602会議室） 227 亀岡消防署 207 西別院町自治会 812 亀岡分団　携帯2 854 吉川分団　車両

105 警備員室（遠隔）（夜間） 228 亀岡消防署東分署 208 曽我部町自治会 813 亀岡分団　携帯3 864 薭田野分団　車両

200 自治防災課（基地局内） 229 亀岡小学校 209 吉川町自治会 821 東別院分団　携帯1 874 本梅分団　車両

230 安詳小学校 210 薭田野町自治会 822 東別院分団　携帯2 884 畑野分団　車両

301 自治防災課　携帯1 231 東別院小学校 211 本梅町自治会 823 東別院分団　携帯3 894 宮前分団　車両

302 自治防災課　携帯2 232 西別院小学校 212 畑野町自治会 831 西別院分団　携帯1 904 東本梅分団　車両

303 自治防災課　携帯3 233 曽我部小学校 213 宮前町自治会 832 西別院分団　携帯2 914 大井分団　車両

304 自治防災課　携帯4 234 吉川小学校 214 東本梅町自治会 833 西別院分団　携帯3 924 千代川分団　車両

305 自治防災課　携帯5 235 薭田野小学校 215 大井町自治会 841 曽我部分団　携帯1 934 馬路分団　車両

306 自治防災課　携帯6 236 本梅小学校 216 千代川町自治会 842 曽我部分団　携帯2 944 旭分団　車両

307 自治防災課　携帯7 237 畑野小学校 217 馬路町自治会 843 曽我部分団　携帯3 954 千歳分団　車両

308 自治防災課　携帯8 238 青野小学校 218 旭町町自治会 851 吉川分団　携帯1 964 河原林分団　車両

309 自治防災課　携帯9 239 大井小学校 219 千歳町自治会 852 吉川分団　携帯2 974 保津分団　車両

310 自治防災課　携帯10 240 千代川小学校 220 河原林町自治会 853 吉川分団　携帯3 984 篠分団　車両1

311 自治防災課　携帯11 242 保津小学校 221 保津町自治会 861 薭田野分団　携帯1 985 篠分団　車両2

312 自治防災課　携帯12 243 つつじケ丘小学校 222 篠町自治会 862 薭田野分団　携帯2 994 つつじ分団　車両

313 自治防災課　携帯13 244 城西小学校 223 東つつじケ丘自治会 863 薭田野分団　携帯3

314 自治防災課　携帯14 245 詳徳小学校 224 西つつじケ丘自治会 871 本梅分団　携帯1

315 自治防災課　携帯15 246 南つつじケ丘小学校 225 南つつじケ丘自治会 872 本梅分団　携帯2

316 自治防災課　携帯16 247 亀岡中学校 873 本梅分団　携帯3

317 自治防災課　携帯17 248 別院中学校 881 畑野分団　携帯1

318 自治防災課　携帯18 249 南桑中学校 882 畑野分団　携帯2

250 育親中学校 883 畑野分団　携帯3

500 東別院直接波中継1 251 亀岡川東学園 891 宮前分団　携帯1

501 東別院直接波中継2 252 東輝中学校 892 宮前分団　携帯2

253 大成中学校 893 宮前分団　携帯3

254 詳徳中学校 901 東本梅分団　携帯1

255 ガレリアかめおか 902 東本梅分団　携帯2

256 運動公園体育館 903 東本梅分団　携帯3

257 さくら体育館 911 大井分団　携帯1

258 交流会館 912 大井分団　携帯2

259 森の自然こども園東本梅 913 大井分団　携帯3

260 犬甘野児童館 921 千代川分団　携帯1

922 千代川分団　携帯2

319 南桑中学校スクールバス① 923 千代川分団　携帯3

320 南桑中学校スクールバス② 931 馬路分団　携帯1

334 南桑中学校スクールバス③ 932 馬路分団　携帯2

933 馬路分団　携帯3

321 大井生涯学習センター 941 旭分団　携帯1

401 自治防災課　車両 322 保津文化センター 942 旭分団　携帯2

402 環境政策課　車両 323 保津ケ丘文化センター 943 旭分団　携帯3

403 地域福祉課　車両 324 東部文化センター 951 千歳分団　携帯1

404 土木管理課　車両 325 人権福祉センター 952 千歳分団　携帯2

405 教育総務課　車両 326 馬路文化センター 953 千歳分団　携帯3

406 保育課　車両 327 東別院町ふれあいセンター 961 河原林分団　携帯1

407 都市整備課　車両 328 亀岡市立幼稚園 962 河原林分団　携帯2

408 農地整備課　車両 329 JA京都 963 河原林分団　携帯3

409 病院総務課　車両 330 関西電力亀岡営業所 971 保津分団　携帯1

410 健康増進課　車両 331 LPガス京都支部 972 保津分団　携帯2

332 JR亀岡駅 973 保津分団　携帯3

333 京都タクシー 981 篠分団　携帯1

335 運動公園プール管理棟 982 篠分団　携帯2

983 篠分団　携帯3

991 つつじ分団　携帯1

992 つつじ分団　携帯2

993 つつじ分団　携帯3

消防団 消防団車両本部

公用車

呼出
番号

名称

公共施設等 自治会

グループ番号

＃00 ⇒ 全局一括

＃01 ⇒ 市役所車載一括

＃02 ⇒ 避難所一括

＃03 ⇒ 自治会一括

＃04 ⇒ 小中学校一括

＃05 ⇒ 消防団一括

＃06 ⇒ 文化センター一括

＃11 ⇒ 第１ブロック一括

＃12 ⇒ 第２ブロック一括

＃13 ⇒ 第３ブロック一括

＃14 ⇒ 第４ブロック一括

＃15 ⇒ 第５ブロック一括

＃21 ⇒ 亀岡分団一括

＃22 ⇒ 東別院分団一括

＃23 ⇒ 西別院分団一括

＃24 ⇒ 曽我部分団一括
＃25 ⇒ 吉川分団一括
＃26 ⇒ 薭田野分団一括
＃27 ⇒ 本梅分団一括

＃28 ⇒ 畑野分団一括
＃29 ⇒ 宮前分団一括

＃30 ⇒ 東本梅分団一括
＃31 ⇒ 大井分団一括
＃32 ⇒ 千代川分団一括
＃33 ⇒ 馬路分団一括
＃34 ⇒ 旭分団一括

＃35 ⇒ 千歳分団一括
＃36 ⇒ 河原林分団一括
＃37 ⇒ 保津分団一括

＃38 ⇒ 篠分団一括
＃39 ⇒ つつじ分団一括

保管先の施設

○大井生涯学習センター
→大井町自治会

○プール管理棟
→吉川町自治会
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風水２－２－１－５・震災２－１－２－５ 

 

有 線 放 送 施 設 

名 称 所在地 加入戸数 放送型式 
許可（設置） 

年月日 
備   考 

宮 川 有 放 
宮川区公民館 

(宮前町宮川) 
208 一斉放送方式 S41. 2. 9 

宮川区 

猪倉区 

 

 

無 線 放 送 施 設 

名 称 所在地 加入戸数 放送型式 
許可（設置） 

年月日 
備   考 

神 前 無 線 
神前ふれあいセンター 

(宮前町神前) 
139 一斉放送方式 H28.8.9  
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風水２－２－２－１・震災２－１－３－１ 

 

市町村における緊急警報放送の放送要請手続について 

 

 

 市町村が、電波法施行規則第２条第１項第８４の２号に定める緊急警報信号による災害に関

する放送（以下「緊急警報放送」という。）を要請する場合の手続は、次によるものとする。 

 

１ 市町村長が、緊急警報放送の放送を要請する場合は、京都府知事と日本放送協会京都放送

局長とが締結した緊急警報の要請に関する覚書（昭和61年２月１日締結、以下「覚書」とい

う。）によるところとするが、放送要請に関する連絡の確実、円滑を図るため、次のとおり

連絡責任者を定める。 

  京都府の連絡責任者   京都府危機管理部災害対策課長 

  市町村の連絡責任者   あらかじめ京都府知事に届け出た者 

 

２ 京都府知事は、市町村の連絡責任者の届出があった場合は放送機関に通知するものとする。 

 

３ 市町村長が緊急警報放送の放送を要請するときは、予め電話等による放送要請の予告をし

た後、文書（別紙様式）により行うものとする。 

  ただし、緊急を要し、文書による要請をする暇のない場合は、電話等により別紙に定める

事項を明らかにして要請し、事後において速やかに文書を提出するものとする。 

 

４ 覚書第２条第２項に基づき、市町村長から直接放送機関に要請する場合は、前記３に準じ

た手続によるものとする。 
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番     号 

年  月  日 

 

 

京都府知事 （氏    名） 様 

 

 

亀岡市長 （氏    名） ㊞ 

 

 

緊急警報放送の放送要請について 

 

 災害対策基本法第５７条の規定により、次のとおり放送を要請します。 

 

 １ 放送を求める理由 

⑴ 避難指示のため 

⑵ 各種予報警報等の周知のため 

⑶ その他（          ） 

 

 ２ 放送内容 

 

 ３ 希望する放送日時 

  ⑴ 即   時 

  ⑵   月  日   時  分 

 

 ４ 被害等の状況（災害の態様、日時、場所等） 

 

 ５ そ の 他 

 

 

 

 発  信  者   職  名 

           氏  名 

           連 絡 先 
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風水２－２－３－１・震災２－１－４－１ 

 

近畿圏危機発生時の相互応援に関する基本協定 

 

福井県、三重県、滋賀県、京都府、大阪府、兵庫県、奈良県、和歌山県、徳島県及び関西広

域連合は、近畿圏危機発生時の相互応援について次のとおり協定を締結する。 

 

（趣旨） 

第１条 この協定は、福井県、三重県、滋賀県、京都府、大阪府、兵庫県、奈良県、和歌

山県及び徳島県（以下「府県」という。）の区域において、次の事態（以下「危機」と

いう。）が発生し、当該区域を所管する府県だけでは十分に応急対策が実施できない場

合に、関西広域連合及び府県が連携して府県間の応援活動を迅速に遂行するための基本

となる事項を定めるものとする。 

（１）災害対策基本法（昭和36 年法律第223 号）第２条第１号に定める災害 

（２）武力攻撃事態等における我が国の平和と独立並びに国及び国民の安全確保に関する

法律（平成15 年法律第79 号）に定める武力攻撃事態等及び緊急対処事態 

（３）前２号に定めるもののほか、府県民及び滞在者の生命、身体及び財産に重大な被害

が生じ、又は生じるおそれがある緊急の事態 

 

（調整） 

第２条 福井県、三重県、奈良県及び関西広域連合は、被応援府県に対する応援府県の応

援活動が速やかに行われるよう協議する。 

２ 関西広域連合は、前項の協議を踏まえ、関西広域連合構成府県を含めた広域応援につ

いて調整を行う。 

 

（応援の種類） 

第３条 応援の種類は、次のとおりとする。 

（１）職員の派遣 

（２）食料、飲料水及び生活必需品の提供 

（３）資機材の提供 

（４）避難者及び傷病者の受入れ 

（５）前各号に掲げるもののほか、特に要請のあった事項 

２ 前項に掲げる応援を実効あるものとするため、関西広域連合及び府県は、平素から関

係機関等と十分な連携を図ることにより、危機発生時の迅速かつ的確な対応に万全を期

するよう努める。 

３ 具体的な応援内容等については、必要に応じて事象ごとに別途定める。 

 

（被害状況等の連絡） 

第４条 府県は、当該府県の区域において相当の被害が近く発生することが予想され、又

は発生した場合は、速やかに関西広域連合に被害状況等を連絡するものとする。 

２ 関西広域連合は、前項の連絡を受けた場合は、全ての府県の被害状況等を確認し取り

まとめ、全ての府県に連絡するものとする。 

 

（応援要請等の手続） 

第５条 応援を受けようとする府県は、必要とする応援の内容について、関西広域連合に

対し、文書により要請するものとする。ただし、その暇がない場合は、口頭により要請

し、後に文書を速やかに提出するものとする。 
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２ 関西広域連合は、前項の要請を受けた場合は、速やかに他の府県と調整の上、応援の

割当てを定めた応援計画を作成し、被応援府県及び応援府県に対し、文書により通知す

るものとする。ただし、その暇がない場合は、口頭により連絡し、後に文書を速やかに

提出するものとする。 

３ 第１項の要請をもって、被応援府県から応援府県に対して応援の要請があったものと

みなす。 

 

（応援の実施） 

第６条 前条第２項の応援計画の通知を受けた応援府県は、当該応援計画に基づき、被応

援府県を応援するものとする。 

 

（応援経費の負担） 

第７条 応援に要した経費は、原則として当該応援を受けた被応援府県が負担する。 

２ 被応援府県が前項に規定する経費を支弁する暇がなく、かつ、被応援府県から要請が

あった場合には、応援府県は当該経費を一時繰替支弁する。 

３ 前２項の規定にかかわらず、武力攻撃事態等及び緊急対処事態においては、その応援

に要した経費については武力攻撃事態等における国民の保護のための措置に関する法律

（平成16 年法律第112 号）第165 条の定めるところによる。 

４ 応援職員が業務上第三者に損害を与えた場合において、その損害が応援業務の従事中

に生じたものについては被応援府県が、被応援府県への往復の途中において生じたもの

については応援府県が、その損害を賠償するものとする。 

 

（緊急派遣） 

第８条 府県の区域において震度６弱以上の地震が観測された場合、又は府県間の通信の

途絶等の緊急事態が生じた場合において、甚大な被害が推測されるときは、関西広域連

合及び府県は、相互に調整の上、当該府県に職員を派遣し、応援活動の実施に必要な情

報収集等を行うものとする。 

２ 前項の情報収集等の結果、特に緊急を要し第５条第１項の要請を待つ暇がないと認め

られるときは、府県は、同要請を待たずに緊急派遣を受けた府県を応援することができ

る。 

３ 前項の応援については、第５条第１項の要請があったものとみなす。 

 

（物資等の携行） 

第９条関西広域連合及び応援府県は、職員等を派遣する場合には、職員等が消費又は使用

する物資等を携行させるものとする。 

 

（資料の交換） 

第10 条 関西広域連合及び府県は、この協定に基づく応援が円滑に行えるよう、毎年６月

末日までに、関西防災・減災プラン、関西広域応援・受援実施要綱、各府県地域防災計

画、各府県国民保護計画その他応急活動に必要な参考資料を相互に交換するものとする。

ただし、参考資料の内容に重要な変更があった場合には、その都度、相互に連絡するも

のとする。 

 

（連絡会議の実施） 

第11 条 関西広域連合及び府県は、この協定に基づく応援が円滑に行われるよう、毎年度、

第１条に掲げる危機に関する連絡会議を実施するものとする。 

（訓練の実施） 
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第12 条 関西広域連合及び府県は、この協定に基づく応援が円滑に行われるよう、合同し

て応急対策に関する訓練を実施するものとする。 

 

（その他） 

第13 条 この協定に定めのない事項は、必要の都度、関西広域連合及び府県が協議して定

めるものとする。 

 

附 則 

１ この協定は、平成24 年10 月25 日から適用する。 

２ この協定の適用をもって、平成18 年４月26 日に締結した「近畿２府７県危機発生時

の相互応援に関する基本協定」は廃止する。 

 

この協定の締結を証するため、本書10 通を作成し、各団体記名押印の上、各１通を保 

有する。 

 

平成24 年10 月25 日 

福井県 

福井県知事 西 川 一 誠 

 

三重県 

三重県知事 鈴 木 英 敬 

 

滋賀県 

滋賀県知事 嘉 田 由 紀 子 

 

京都府 

京都府知事 山 田 啓 二 

 

大阪府 

大阪府知事 松 井 一 郎 

 

兵庫県 

兵庫県知事 井 戸 敏 三 

 

奈良県 

奈良県知事 荒 井 正 吾 

 

和歌山県 

和歌山県知事 仁 坂 吉 伸 

 

徳島県 

徳島県知事 飯 泉 嘉 門 

 

関西広域連合 

                   広域連合長 井 戸 敏 三  



- 101 - 

 

風水２－２－３－２・震災２－１－４－２ 

 

災害時における災害廃棄物処理等の協力に関する協定書 

 

 

 京都府（以下「甲」という。）と社団法人京都府産業廃棄物協会（以下「乙」という。）は、

災害発生時における災害廃棄物処理等の協力に関し、次のとおり協定を締結する。 

 

 （趣旨） 

第１条 この協定は、京都府内において、地震、台風等により大規模災害が発生した場合に、

甲が乙に災害廃棄物の撤去、収集・運搬及び処分等の協力を要請する場合の手続その他必要

な事項を定めるものとする。 

 （定義） 

第２条 この協定において「災害廃棄物」とは、地震、台風等による災害で発生したがれき類

（損壊建物の撤去等に伴って発生するコンクリートがら、廃木材等）、ごみ（災害により一

時に大量に発生した粗大ごみ及び生活ごみ）等をいう。 

 （協力要請） 

第３条 甲は、府内の市町村及び一部事務組合等（以下「市町村等」という。）が実施する次

の業務（以下「災害廃棄物の処理等」という。）について、市町村等からの要請に基づいて、

乙に協力を要請するものとする。 

⑴ 災害廃棄物の撤去 

⑵ 災害廃棄物の収集・運搬 

⑶ 災害廃棄物の処分 

⑷ 前各号に掲げる業務の実施に伴い必要となる業務 

 （協力要請の手続） 

第４条 甲は、協力要請に当たっては、次に掲げる事項を文書で乙に通知する。ただし、文書

により難い場合は口頭で要請し、後日、速やかに文書で通知するものとする。 

⑴ 市町村名 

⑵ 協力の内容 

⑶ その他必要な事項 

 （災害廃棄物の処理等の実施） 

第５条 乙は、甲から要請があったときは、必要な人員、車両、資機材を調達し、市町村等が

実施する災害廃棄物の処理等に可能な限り協力するものとする。 

２ 乙は、協力の内容、方法等について、要請のあった市町村等と協議し、当該市町村等の指

示に基づいて協力するものとする。 

 （情報の提供） 

第６条 甲は、災害時に円滑な協力が得られるように、乙に被災、復旧の状況等必要な情報を

提供するものとする。 

２ 乙は、災害廃棄物の処理等に関し、協力可能な会員の状況を甲へ報告するものとする。 

 （実施の報告） 

第７条 乙は、災害廃棄物の処理等を実施したときは、次に掲げる事項を文書で甲に報告する

ものとする。 

⑴ 市町村名 

⑵ 実施内容 
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⑶ その他必要な事項 

 （費用の負担） 

第８条 乙が実施した災害廃棄物の処理等に要した費用については、当該処理に係る市町村等

が負担し、その価格は乙と当該市町村等で協議の上決定するものとする。 

 （連絡窓口） 

第９条 この協定に関する連絡窓口は、甲においては京都府企画環境部循環型社会推進室、乙

においては社団法人京都府産業廃棄物協会事務局とする。 

 （その他） 

第10条 この協定に定める事項について疑義が生じたとき又はこの協定に定めのない事項につ

いては、その都度甲乙が協議の上、決定するものとする。 

 （適用） 

第11条 この協定は、平成17年12月19日から適用する。 

 

 この協定の締結を証するため、この協定書を２通作成し、甲乙両当事者記名押印の上、各自

１通を保有するものとする。 

 

 

   平成17年12月19日 

 

 

              甲  京都府 知事  山田 啓二  

 

 

              乙  社団法人 京都府産業廃棄物協会 会長  文 盛厚 
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風水２－２－３－３・震災２－１－４－３ 

 

                       理 事 長    野 村 拓 也 

 

災害し尿及び浄化槽汚泥の収集運搬に係る無償団体救援協定書 

 

（趣旨） 

第１条 この協定は、災害時におけるし尿（し尿との混合物を含む。）、浄化槽汚泥及び家庭

ごみ（以下「災害し尿等」という。）の収集運搬に関して、京都府（以下「甲」という。）

が京都府環境整備事業協同組合（以下「乙」という。）に協力を求めるに当たって必要な事

項を定めるものとする。 

（支援協力の要請手続き） 

第２条 甲は、被災地域の市町村（以下「被災市町村」という。）から災害し尿等の収集運搬

について協力要請があるときは、乙に支援協力を要請することができるものとする。 

（被災市町村との協議等） 

第３条 乙は、支援協力の内容、方法等については、被災市町村と協議し、被災市町村の指示

に基づいて行動するものとする。 

（経費負担） 

第４条 支援協力は無償で行うものとし、乙は甲に対して、支援協力に要する経費負担を一切

求めないものとする。 

（支援期間） 

第５条 支援期間は、原則１週間とするが、甲乙協議の上、変更を行うことができる。 

（連絡窓口） 

第６条 この協定の取扱窓口は、甲においては京都府環境部循環型社会推進課、乙においては

京都府環境整備事業協同組合事務局とする。 

（支援物資の備蓄） 

第７条 乙は、この協定の趣旨に沿った被災市町村への支援物資を計画的に備蓄するものとす

る。 

（その他） 

第８条 この協定に定める事項について疑義が生じたとき、その都度甲乙協議の上、決定する

ものとする。 

（適用） 

第９条 この協定は、平成１５年１２月１９日付けの協定書を一部改訂し、平成３０年４月１

０日から適用する。 

 

この協定の締結を証するため、この協定書を２通作成し、甲乙両当事者記名押印の上、各自

１通を保有するものとする。 

 

平成 30 年 4 月 10 日 

甲 京都府知事  山 田 啓 二 

    

乙 京都府環境整備事業協同組合 
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亀岡市の防災協定締結状況 

№ 締結年月 協定名称 協定先 協定の内容 

1 平成 17 年 11 月 
災害時における LP ガス供給に

関する協定 

一般社団法人京都府 LP ガ

ス協会亀岡支部 

避難所などの炊き出しに必要

な LP ガスの供給 

 

2 平成 18 年 7 月 
大規模災害発生時における緊

急対応に関する協定 
亀岡建設業協会 

現地被害状況の報告、建設

機械および資材の確保・提

供、公共土木施設の応急復

旧工事 

 

3 平成 18 年 11 月 
災害時における飲料の提供協

力に関する協定 

コカ・コーラボトラーズジャパ

ン株式会社（旧：近畿コカ・コ

ーラボトリング株式会社） 

災害対応型自動販売機の機

内在庫の製品を無償提供、メ

ッセージボードの活用 

 

4 平成 19 年 10 月 
災害時における救急医療品の

提供協力に関する協定 
亀岡市薬剤師会 

救急医療品の提供、医療班

との連携、災害医療救護活

動に必要な医薬品などの調

達および輸送 

 

5 平成 21 年 8 月 
災害時における電気設備など

の復旧に関する協定 
亀岡電気工事業協同組合 

公共施設および防災拠点施

設などの電気設備などの復

旧活動、電気に係る事故防

止 

 

 

 

6 平成 21 年 11 月 
災害時などにおける物資の供

給協力に関する協定 

（順不同） 

亀岡市商店街連盟、亀岡商

業協同組合、京都農業協同

組合、株式会社 西友、株式

会社 平和堂、イオンリテー

ル株式会社イオン亀岡店、株

式会社 マツモト 

被災住民などを救援するため

の食料品および日用品など

の生活物資を調達および供

給 

 

 

7 平成 23 年 1 月 
災害など緊急時におけるバス輸

送の協力に関する協定 
京阪京都交通株式会社 

地域の避難者を避難施設な

どへ輸送、避難施設などから

他の施設へ輸送、集団救急

事案による負傷者などの輸

送、協力者などを現場などへ

輸送 

 

 

8 平成 24 年 4 月 
災害医療救護活動に関する協

定 
亀岡市医師会 

傷病者に対する応急的な災

害医療、傷病者の後送医療

施設への搬送の要否および

搬送順位の決定、助産、死亡

の確認 

 

9 平成 25 年 3 月 

災害時における段ボール製簡

易ベッド等の支援協力に関する

協定 

セッツカートン株式会社 

 

 

被災住民などを救援するため

の段ボール製品などの生活

物資を供給 
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10 平成 25 年 11 月 

全国セーフコミュニティ推進自

治体ネットワーク会議における

災害時相互応援に関する申合

せ 

（順不同） 

十和田市、厚木市、箕輪町、

豊島区、小諸市、横浜市栄

区、松原市、北本市、秩父

市、久留米市 

全国セーフコミュニティ推進

自治体ネットワーク会議の構

成自治体で、災害時相互応

援に賛同する自治体の区域

内において、大規模な災害が

発生した場合に、賛同自治体

が相互に救援協力し、被災し

た賛同自治体の応急対策及

び復旧活動等を行う 

 

 

11 平成 25 年 11 月 
災害時における石油類燃料の

供給等に関する協定 

・京都府石油商業組合亀岡

支部 

・全国農業協同組合連合会

京都府本部亀岡燃料センタ

ー 

救助車両、支援車両および

避難所などへの燃料優先供

給、被災者などへの情報提

供や水道、トイレなどの提供 

 

 

 

12 平成 26 年 2 月 

災害時における亀岡市と亀岡

市内郵便局の相互協力に関す

る協定 

・日本郵便株式会社亀岡郵

便局 

・日本郵便株式会社亀岡部

会 

郵便局ネットワークを活用し

た広報活動や情報提供、避

難所における臨時の郵便差

出箱の設置及び集配業務の

実施、支援物資の集積場所・

配送拠点となる所管施設及

び用地の相互提供など 

 

13 平成 26 年 5 月 

大丹波連携推進協議会構成市

町による災害時等相互応援に

関する協定 

 （順不同）  

福知山市、綾部市、南丹市、

京丹波町、篠山市、丹波市 

- 

 

 

 

14 平成 27 年 2 月 災害時相互応援に関する協定 高槻市 

隣接する市において、府の境

を越えた友好的精神に基づ

き、被災市の応急対策及び

応急復旧を円滑に遂行する

ため、必要な資機材や物資

の提供、職員派遣、避難者受

入等を相互に協力する 

 

 

15 平成 28 年 3 月 

災害時における手話を主たる言

語とする聴覚障害者への支援

に関する協定災害時における

手話を主たる言語とする聴覚障

害者への支援に関する協定業

務細目 

・亀岡市登録手話通訳者会・

口丹聴覚障害者協会亀岡支

部 

手話を主たる言語とする聴覚

障害者へ、亀岡市手話通訳

者会の通訳者が避難情報の

提供および誘導、避難状況

の確認や避難所における情

報の提供などの支援を行う 

 

 

16 平成 28 年 4 月 
災害時などの応援に関する申し

合わせ 
国土交通省近畿地方整備局 

亀岡市に対して緊急災害対

策派遣隊（TEC-FORCE）の

派遣や災害対応資機材の貸

付などについて、事前に必要

な事項に定め、災害時の応

援を円滑に行う 
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17 平成 28 年 7 月 
避難所における特設公衆電話

の設置・利用に関する協定 

西日本電信電話株式会社京

都支店 

指定避難所に通話料無料

（通信事業者負担）の特設公

衆電話を設置し、避難者の通

信手段を確保することで、避

難所などの良好な通信環境

の確保を図る 

 

 

18 平成 28 年 9 月 
亀岡市・日本下水道事業団災

害支援協定 
日本下水道事業団 

下水道処理施設（年谷浄化

センター、西つつじケ丘汚水

中継ポンプ場、見晴汚水中継

ポンプ、保津浄化センター）の

被害状況調査、把握、応急復

旧工事他 

 

 

19 平成 29 年 6 月 
災害時等における無人航空機

の運用に関する協定 

一般社団法人ドローン撮影ク

リエイターズ協会 

無人航空機（ドローン）の機

動性を活用して被災状況の

情報収集や被災者の捜索・ 

救助支援、市職員への操作

指導などを行う 

 

20 平成 29 年 7 月 
災害等における緊急時の協力

に関する協定 
第一環境株式会社関西支店 

給水活動の支援、水道開閉

栓作業、情報収集、広報活動

他 

 

21 平成 29 年 9 月 

災害時等における水道施設緊

急修繕対応に関する協定  

災害時等における水道施設緊

急修繕対応に関する協定 

・亀岡市管工事業組合 

・亀岡市上下水道管工事業

協同組合 

現地被害状況の報告、建設

機械および資機材などの提

供、水道施設の応急復旧工

事 

 

22 平成 29 年 12 月 
災害時における臨時避難所施

設利用に関する協定 
小城製薬株式会社 

災害時に小城製薬株式会社 

亀岡工場の一部施設を臨時

避難所として利用する 

 

 

23 平成 30 年 3 月 
災害時におけるレンタル資機材

の優先提供に関する協定 
髙石機械産業株式会社 

災害時において、髙石機械

産業株式会社が保有する車

両（特殊車両を含む）、建設

機械、発電機、仮設テント・ト

イレ等の優先提供 

 

 

24 平成 30 年 9 月 
日本水道協会京都府支部水道

災害相互応援に関する覚書 

京都市公営事業管理者上下

水道局長 等 

地震及びその他の災害並び

に異常渇水及び大規模断水

が発生した場合における、水

道事業遂行のための相互応

援 
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25 令和元年 10 月 
災害時における輸送業務等に

関する協定 
京都タクシー株式会社 

災害時における人員および

物資の輸送、タクシー業務無

線を活用した情報収集、避難

所としての施設利用、LP ガス

スタンドの活用および、非常

用ガス発電機による電力の

供給 

 

26 令和元年 10 月 
災害発生時における応急対策

に関する協定 
亀岡市造園事業協同組合 

災害時における公共土木施

設などの緑化樹木の損壊状

況の調査および応急措置 

 

27 
令和元年 12 月 

災害廃棄物等の処理に関する

基本協定 
大栄環境株式会社 

災害等不測の事態が発生し

た場合における、災害廃棄物

等の処理に関する支援協定 

 

28 令和 2 年 7 月 

緊急時における感染症防止対

策に係るマスクの優先供給に関

する協定 

株式会社山口精機製作所 
災害時におけるマスクの供給

および運搬に関する協力 

29 令和 2 年 7 月 
災害に係る情報発信等に関す

る協定 
ヤフー株式会社 

災害時における情報発信に

係る協定 

30 令和 2 年 12 月 
災害時における地図製品等の

供給等に関する協定 
株式会社ゼンリン 

災害時における地図製品等

の供給等に関する協力 

31 令和 2 年 12 月 
災害時におけるクロレラ製品の

調達に関する協定 

サン・クロレラジャパン株式会

社 

避難所における健康食品（ク

ロレラ製品）の優先調達 

 

 

32 令和 3 年 3 月 

亀岡市の安心で住みよいまち

づくりに向けた連携に関する協

定（包括協定） 

アサヒ飲料株式会社 

災害時における飲料水等の

提供に関すること 

自販機への防犯カメラ設置に

よる、防犯体制の強化に関す

ること 

33 令和 3 年 8 月 
災害発生時における応急対策

に関する協定 
亀岡市森林組合 

災害時における緊急通路等

を塞ぐ倒木及びかかり木の

処理 

34 令和 3 年 10 月 
災害時における京都府立京都

スタジアムの利用に関する協定 

京都府 

合同会社ビバ＆サンガ 

災害時における避難所として

の施設利用 

35 令和 3 年 12 月 
災害時における生活物資の供

給協力に関する協定 
株式会社カインズ 

災害時などにおける生活物

資の確保・優先供給及び運

搬に関する協定 

36 令和 4 年 6 月 災害時相互応援に関する協定 能勢町 

隣接する市町において、府の

境を越えた友好的精神に基

づき、被災市町の応急対策

及び応急復旧を円滑に遂行

するため、必要な資機材や物

資の提供、職員派遣、避難者

受入等を相互に協力する 
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37 令和 4 年 6 月 災害時相互応援に関する協定 豊能町 

隣接する市町において、府の

境を越えた友好的精神に基

づき、被災市町の応急対策

及び応急復旧を円滑に遂行

するため、必要な資機材や物

資の提供、職員派遣、避難者

受入等を相互に協力する 

38 令和 4 年 9 月 
大規模災害時における停電復

旧の連携等に関する基本協定 

関西電力送配電株式会社 

京都支社 電力本部 京都配

電営業所 

道路、電気設備等の被災状

況及び道路啓開や障害物除

去、電気設備の応急復旧状

況に関する情報共有、道路

啓開や電気設備等の復旧に

関する事業についての相互

連携及び協力 

39 令和 4 年 12 月 
「みんな元気になるトイレ」派遣

協力等に関する協定 

一般社団法人 助けあいジャ

パン 

災害時におけるトイレトレーラ

ーの派遣要請及び派遣協力 

40 令和 5 年 2 月 

災害時における緊急待避場等 

としての施設の使用に関する覚

書 

国土交通省近畿地方整備局 

京都国道事務所 

災害時および災害の恐れの

ある豪雨時などにおける一般

国道 9 号走行中の車両など

の緊急待避場などに係る施

設使用に伴う協力 
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風水２－２－３－１６・震災２－１－４－１６ 

 

全国セーフコミュニティ推進自治体ネットワーク会議における 災害時相互応援に関する申合せ 

 

（趣旨）  

第１条 本申合せは、全国セーフコミュニティ推進自治体ネットワーク会議の構成自 治体で、災害時相

互応援に賛同する自治体（以下、「賛同自治体」という。）の区域 内において、大規模な災害が発

生した場合に、賛同自治体が相互に救援協力し、被災した賛同自治体（以下、「被災自治体」とい

う。）の応急対策及び復旧活動を円滑に遂行するために必要な事項を定めるものとする。 

 

（適用）  

第２条 賛同自治体は、災害時相互応援賛同表明書を全国セーフコミュニティ推進自治体ネットワーク

会議会長に提出するものとし、災害時相互応援賛同表明書の提出をもって本申合せの適用を受けるも

のとする。 

 

（応援の種類）  

第３条 応援の種類は、次に掲げるとおりとする。 

（１）食糧、飲料水、医薬品等の生活必需物資及びその供給に必要な資機材の提供  

（２）被災者の救出、医療、防疫、施設の応急復旧等に必要な物資及び資機材の提供  

（３）応急対策及び復旧に必要な職員の派遣  

（４）ホームページの代理記載  

（５）被災者の一時的な収容のための施設の提供  

（６）その他特に要請のあった事項 

 

（応援の要請）  

第４条 被災自治体が応援を要請するときは、次に掲げる事項を明らかにして、電話等により連絡し、

後日、速やかに文書による応援要請を行うものとする。  

（１）被害の状況  

（２）提供を要請する物資等の品目、数量及び受領場所  

（３）派遣を要請する職員等の活動内容、派遣人数、派遣場所及び派遣期間  

（４）一時的な受入れを希望する期間及び人数等  

（５）その他必要な事項 

 

（応援の実施）  

第５条 応援を要請された賛同自治体は、可能な限りこれに応じ、応援に努めるものとする。  

２ 応援する賛同自治体は、災害発生直後、応援活動のため職員等を派遣する場合においては、派遣職

員自ら消費又は使用する物資等を携行させるものとする。 

 

（自主的応援） 

 第６条 賛同自治体は、他の賛同自治体の区域内において災害が発生したことを認知し、応援の必要が

あると認めるときは、第４条の応援要請を待たずに、自主的に応援することができるものとする。  

２ 前項の規定による応援は、第３条第１号から第４号までに規定するもののうち、 応援しようとする

賛同自治体が必要と認めるものとする。  

３ 第１項の規定による自主的応援を開始した後に、第４条の応援要請を受けたときは、前項の規定に
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かかわらず、可能な限り当該要請に応じた応援に努めるものとする。 

（経費の負担） 

 第７条 応援に要する経費は、法令その他別に定めがあるものを除くほか、次の各号に掲げる区分に応

じ、当該各号に定める自治体が負担するものとする。  

（１）応援に要した経費は、原則として応援を受けた被災自治体の負担とする。  

（２）前各号に定めるもののほか、応援経費の負担に関し必要な事項については、被災自治体及び応援

する賛同自治体が協議して定める。 

 ２ 応援をした賛同自治体は、応援を受けた被災自治体が前項第２号に規定する経費 を支弁するいと

まがなく、かつ、応援を受けた被災自治体から要請があった場合には、当該経費を一時的に立て替え

て支弁するものとする。 

 

（損害補償） 

 第８条 第４条の規定による応援要請により派遣された職員が、応急対策及び復旧等の応援活動に従事

したため損害を受けた場合の補償は、原則として応援をした賛同自治体が行うものとする  

２ 前項の職員が当該応援活動に従事したため、第三者（被災者を含む。）に損害を与えた場合は、応

援を受けた被災自治体がその責任と負担により対処するものとする。 

 

（連絡担当部局） 

 第９条 賛同自治体は、災害に備え、連絡を円滑に行うため、常に連絡担当部局を相互に明らかにして

おくものとする。 

 

（その他）  

第 10 条 この申合せに定めのない事項及びこの申合せに係る疑義が生じたときは、必要に応じ賛同自

治体が協議のうえ定めるものとする。 
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全国セーフコミュニティ推進自治体ネットワーク会災害時相互応援賛同表明書 

 

全国セーフコミュニティ推進自治体ネットワーク会議における災害時相互応援に賛同し大規模災害時

における自治体相互の応援に協力します。 

 

平成 25 年 11 月 16 日 

 

亀岡市長  栗山 正隆 

十和田市長  小山田 久 

厚木市長  小林 常良 

箕輪町長  平澤 豊満 

豊島区長  高野 之夫 

小諸市長  栁田 剛彦 

横浜市栄区長  尾仲 富士夫 

松原市長  澤井 宏文 

北本市長  石津 賢治 

秩父市長  久喜 邦康  
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風水２－２－３－３０・震災２－１－４－３０ 

 

大規模災害発生時における緊急対応に関する協定 

 

京都府土地改良事業団体連合会亀岡支部の各会員（各土地改良区）（以下「甲」とい

う。）と亀岡建設業協会（以下「乙」という。）は、乙の社会貢献活動の一環として実施

する大規模災害発生時における緊急対応に関し、次のとおり協定を締結する。 

 

（目的） 

第１条 この協定は、大規模な災害が発生した場合に、甲に所属する会員が管理する農業

用施設の災害状況の調査、把握、応急工事等を行うことについて、甲乙が協力し、市民及

び農家の安全・安心を確保するため、迅速かつ的確に対応することを目的とする。 

 

（定義） 

第２条 この協定において「大規模災害」とは、災害対策基本法に基づく亀岡市災害対策

本部が設置された場合、又は甲乙が特に認めた場合の災害とする。 

２ この協定において、「農業用施設」とは、農林水産業施設災害復旧事業費国庫補助の

暫定措置に関する法律（平成１１年１２月２２日法律第１６０号）第２条に掲げる施設を

いう。 

３ この協定において「緊急対応」とは、大規模災害発生時における農業用施設の復旧に

係る調査及び応急復旧等をいう。 

 

(平常時の準備） 

第３条 乙は、緊急対応を行うために平常時から次の各号に掲げる項目について整備を行

い、必要に応じて甲に報告する。 

（１）大規模災害発生時における連絡体制 

（２）乙に所属する建設企業(以下「会員」という。)からの情報収集体制 

（３）出動が可能な資材、機材、技術者等についての実態把握 

 

（緊急対応の要請等） 

第４条 甲は、大規模災害時において、農業用施設の災害状況調査等のため、乙の協力が

必要と認めるときは、乙に対して、別に定める応援協力要請書（様式１）により要請する

ことができる。ただし、文書をもって要請することが困難な場合は、口頭で要請し、その

後、速やかに文章で要請するものとする。 

 

（乙の緊急対応内容） 

第５条 甲に属する会員の緊急対応を応援するため、乙は、次の各号に定める業務を行う。 

（１）現地調査を実施し、被害状況を甲に報告する。 

（２）緊急対応に必要な建設機械及び資材の確保を行い甲からの要請があった場合は速や

かに提出する。 

（３）甲に属する会員が管理する農業用施設の応急工事を行う。 

（４）甲が必要と認める応急対応を行う。 
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（活動報告） 

第６条 乙は、要請された前条の活動を行った場合には、速やかに甲に報告し、応急対応

を終了した後に報告書を甲に提出するものとする。 

 ２ 報告書は被害箇所状況調査書（様式２）及び土木請負工事必携（京都府発行、土木

工事施工管理基準、同運用基準を除く）、土木工事施工管理基準（平成２２年４月発行）、

に基づいて作成するものとする。 

 

（活動に伴う費用） 

第７条 この協定に基づく協力内容のうち、第５条第１項の現地調査及び被害状況報告に

ついては乙の負担とし、第５条２号、第３号及び第４号の資材、技術者等の出動に係る費

用については甲の負担とし、甲の積算基準等に算出した額を基準に、甲乙が協議して定め

るものとする。 

 

（第三者等に対する損害） 

第８条 会員が応急対応に伴い、第三者に損害を与えた場合は、その責に帰するべき事由

によるものを除き、甲乙が協議してその賠償にあたる。 

 

（災害補償） 

第９条 第５条の規定により、緊急対応に従事した者がそのため死亡し、負傷し、若しく

は疾病にかかり、又は障害の状態となったときは、その者又はそのものの遺族若しくは被

扶養者に対する災害補償については、乙の責任により処理するものとする。 

 

（協定の期間及び更新） 

第１０条 この協定の有効期間は、協定締結日から当該年度の３月３１日までとする。 

 ２ 有効期間が満了する３０日前までに双方又はいずれか一方から更新をしない旨の書

面による通知がない場合は、この協定は更新されたものとする。 

 

（協議） 

第１１条 乙及び会員は、緊急活動に参加したことをもって甲に対し、その他、請負等の

受注を求めてはならない。 

 ２ この協定に定めがない事項、又は疑義を生じた事項については、その都度、甲乙協

議して解決する。 

 

（事務所の所在） 

第１２条 甲の事務所の所在は、亀岡市安町野々神８番地 亀岡市役所 農地整備課に置

く。 
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 この協定の締結を証するため、この協定を１５通作成し甲乙記名押印の上、各自１通を

保有する。 

 

平成２８年 ８月１７日 

 

      甲 上桂川用水土地改良区連合 

理事長  桂  川  孝  裕      

 

      甲 亀岡市昭和池土地改良区 

理事長  石  野  次  夫      

 

      甲 上の池土地改良区 

理事長  中  川  尊  基      

  

      甲 亀岡市川東土地改良区 

理事長  黒  田  幹  男      

 

      甲 亀岡市南金岐土地改良区 

理事長  谷  口  正  平      

 

      甲 亀岡市牡丹餅堰土地改良区 

理事長  四  方     孝      

 

      甲 亀岡市寅天堰土地改良区 

理事長  永  田  良  巳      

 

      甲 亀岡市篠町土地改良区 

理事長  石  野  武  男      

 

      甲 亀岡市神田堰土地改良区 

理事長  佐  野  博  行      

 

      甲 亀岡市亀岡土地改良区 

理事長  菱  田  光  紀      

 

      甲 亀岡市東本梅町土地改良区 

理事長  中  西     顯      

 

      甲 亀岡市西部土地改良区 

理事長  酒  井  愛  夫      

 

      甲 亀岡市亀岡中部土地改良区 

理事長  齊  藤  一  義      
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      甲 亀 岡 市 長   

桂  川  孝  裕      

 

      乙 亀岡建設業協会 

        会 長   堤     周  三      
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大規模災害発生時における緊急対応に関する協定 

 

京都府土地改良事業団体連合会亀岡支部の各会員（各土地改良区等）（以下「甲」とい

う。）と亀岡市管工事業組合（以下「乙」という。）は、乙の社会貢献活動の一環として

実施する大規模災害発生時における緊急対応に関し、次のとおり協定を締結する。 

 

（目的） 

第１条 この協定は、大規模な災害が発生した場合に、甲に所属する会員が管理する農業

用施設の災害状況の調査、把握、応急工事等を行うことについて、甲乙が協力し、市民及

び農家の安全・安心を確保するため、迅速かつ的確に対応することを目的とする。 

 

（定義） 

第２条 この協定において「大規模災害」とは、災害対策基本法に基づく亀岡市災害対策

本部が設置された場合、又は甲乙が特に認めた場合の災害とする。 

２ この協定において、「農業用施設」とは、農林水産業施設災害復旧事業費国庫補助の

暫定措置に関する法律（平成１１年１２月２２日法律第１６０号）第２条に掲げる施設を

いう。 

３ この協定において「緊急対応」とは、大規模災害発生時における農業用施設の復旧に

係る調査及び応急復旧等をいう。 

 

(平常時の準備） 

第３条 乙は、緊急対応を行うために平常時から次の各号に掲げる項目について整備を行

い、必要に応じて甲に報告する。 

（１）大規模災害発生時における連絡体制 

（２）乙に所属する建設企業(以下「組合員」という。)からの情報収集体制 

（３）出動が可能な資材、機材、技術者等についての実態把握 

 

（緊急対応の要請等） 

第４条 甲は、大規模災害時において、農業用施設の災害状況調査等のため、乙の協力が

必要と認めるときは、乙に対して、別に定める応援協力要請書（様式１）により要請する

ことができる。ただし、文書をもって要請することが困難な場合は、口頭又は電話等によ

り要請し、その後、速やかに文書で要請するものとする。 

 

（乙の緊急対応内容） 

第５条 甲に属する会員の緊急対応を応援するため、乙は、次の各号に定める業務を行う。 

（１）現地調査を実施し、被害状況を甲に報告する。 

（２）緊急対応に必要な建設機械及び資材の確保を行い甲からの要請があった場合は速や

かに提出する。 

（３）甲に属する会員が管理する農業用施設の応急工事を行う。 

（４）甲が必要と認める応急対応を行う。 

 

 

 



- 117 - 

 

（活動報告） 

第６条 乙は、要請された前条の活動を行った場合には、速やかに甲に報告し、応急対応

を終了した後に報告書を甲に提出するものとする。 

 ２ 報告書は被害箇所状況調査書（様式２）及び「水道工事標準仕様書（日本水道協

会）」、土木請負工事必携（京都府発行、土木工事施工管理基準、同運用基準を除く）、

土木工事施工管理基準（平成２９年９月発行）、に基づいて作成するものとする。 

 

（活動に伴う費用） 

第７条 この協定に基づく協力内容のうち、第５条第１項の現地調査及び被害状況報告に

ついては乙の負担とし、第５条２号、第３号及び第４号の資材、技術者等の出動に係る費

用については甲の負担とし、甲の積算基準等により算出した額を基準に、甲乙が協議して

定めるものとする。 

 

（第三者等に対する損害） 

第８条 組合員が応急対応に伴い、第三者に損害を与えた場合は、その責に帰するべき事

由によるものを除き、甲乙が協議してその賠償にあたる。 

 

（災害補償） 

第９条 第５条の規定により、緊急対応に従事した者がそのため死亡し、負傷し、若しく

は疾病にかかり、又は障害の状態となったときは、その者又はその者の遺族若しくは被扶

養者に対する災害補償については、乙の責任により処理するものとする。 

 

（協定の期間及び更新） 

第１０条 この協定の有効期間は、協定締結日から当該年度の３月３１日までとする。 

 ２ 有効期間が満了する３０日前までに双方又はいずれか一方から更新をしない旨の書

面による通知がない場合は、この協定は１年間更新されたものとし、以後同様とする。 

 

（協議） 

第１１条 乙及び組合員は、緊急活動に参加したことをもって甲に対し、その他、請負等

の受注を求めてはならない。 

 ２ この協定に定めがない事項、又は疑義を生じた事項については、その都度、甲乙協

議して解決する。 

 

（事務所の所在） 

第１２条 甲の事務所の所在は、亀岡市安町野々神８番地 亀岡市役所 農地整備課に置

く。 

 

（事務の代表者） 

第１３条 乙への応援協力要請の要請元及び乙からの被害箇所状況調査書の提出先につい

ては、甲を代表して亀岡市長とする。 
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 この協定の締結を証するため、この協定を１５通作成し、甲乙記名押印の上、各自１通

を保有する。 

 

平成３１年 ３月 １日 

 

      甲 上桂川用水土地改良区連合 

理事長  桂  川  孝  裕      

 

      甲 亀岡市昭和池土地改良区 

理事長  石  野  次  夫      

 

      甲 上の池土地改良区 

理事長  中  川  尊  基      

 

      甲 亀岡市川東土地改良区 

理事長  黒  田  幹  男      

 

      甲 亀岡市南金岐土地改良区 

理事長  谷  口     勝      

 

      甲 亀岡市牡丹餅堰土地改良区 

理事長  四  方     孝      

 

      甲 亀岡市寅天堰土地改良区 

理事長  八  木  利  夫      

 

      甲 亀岡市篠町土地改良区 

理事長  山  口  一  則      

 

      甲 亀岡市神田堰土地改良区 

理事長  佐  野  博  行      

 

      甲 亀岡市亀岡土地改良区 

理事長  菱  田  光  紀      

 

      甲 亀岡市東本梅町土地改良区 

理事長  高  向  治  史      

 

      甲 亀岡市西部土地改良区 

理事長  中  村  俊  孝      

 

      甲 亀岡市亀岡中部土地改良区 

理事長  齊  藤  一  義      
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      甲 亀 岡 市 長 

        桂  川  孝  裕      

 

      乙 亀岡市管工事業組合 

        組合長   黒  川  浩  二     
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風水２－２－３－３１・震災２－１－４－３１  

 

                                第     号 

                                年  月  日 

京都府知事         殿 

                        亀岡市長          印 

 

自衛隊の災害派遣要請について（依頼） 

 

   このことについて、下記のとおり、部隊の派遣を依頼します。 

 

１ 災 害 の 種 類 
 

２ 災害の状況及び派遣を要請する事由 
 

３ 派 遣 を 希 望 す る 期 間 
 

４ 派遣を希望する区域及び活動内容 
 

５ 派 遣 先 の 責 任 者 、 連 絡 先 
 

６ 派 遣 先 へ の 最 適 経 路 
 

７ 参 考 と な る べ き 事 項 
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風水２－２－３－３２・震災２－１－４－３２ 

 

                                第     号 

                                年  月  日 

京都府知事         殿 

                          亀岡市長         印 

 

自衛隊の災害派遣部隊の撤収について（依頼） 

 

    年  月  日付け     号で依頼した自衛隊の災害派遣については、下記

のとおり    部隊の撤収要請を依頼します。 

 

                   記 

 

 １ 撤収要請理由 

 

 

 

 

 

 

 ２ 撤 収 期 日       年   月   日   時   分 

 

 ３ その他必要事項 
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風水２－２－４－１・震災２－１－５－１ 

 

京都府広域消防相互応援協定書 

 

 

（趣旨） 

第１条 この協定は、消防組織法（以下「法」という。）の規定に基づき、大規模災害及び特

殊災害等が発生した場合における京都府内の市町村及び消防一部事務組合（以下「市町村

等」という。）が行う消防の相互応援に関し、必要な事項を定めるものとする。 

（対象とする災害） 

第２条 この協定の対象とする災害は、法第１条に規定する水火災又は地震等の災害で、災害

の発生した市町村等の消防力及び当該市町村等と消防相互応援協定を締結している隣接市町

村等の消防力をもつてしても、防御困難な災害とする。 

（応援の要請） 

第３条 応援の要請は、災害の発生した市町村等（以下「要請市町村等」という。）の長又は

消防長（以下「要請市町村等の長」という。）が、次の各号に掲げる事項を明確にして他の

市町村等の長又は消防長に対し、行うものとする。 

⑴ 災害の種別 

⑵ 災害発生の日時、場所及び状況 

⑶ 必要とする人員、車両、回転翼航空機（以下「ヘリコプター」という。）及び資器材等

の種別並びに数量 

⑷ その他必要な事項 

２ 応援の要請を受けた市町村等（以下「応援市町村等」という。）の長又は消防長（以下

「応援市町村等の長」という。）が要請を受託した場合、要請市町村等の長は、次の各号に

掲げる事項を明確にして応援市町村等の長に通報するものとする。 

⑴ 応援の場所及び集結場所 

⑵ 現場最高指揮者の職、氏名及び無線局名 

⑶ その他必要な事項 

（応援隊の派遣） 

第４条 応援市町村等の長は、当該市町村等区域内の警備に支障のない範囲において必要な応

援を行うものとする。 

２ 応援市町村等の長は、応援を行う消防隊等（以下「応援隊」という。）を派遣するときは、

応援に関し必要な事項を遅滞なく要請市町村等の長に通報するものとする。 

３ 応援市町村等の長は、応援の要請に応じることができない場合は、その旨を遅滞なく要請

市町村等の長に通報するものとする。 

（応援隊の誘導） 

第５条 要請市町村等の長は、所属の消防職員又は消防団員を誘導員として応援隊の集結場所

に待機させ、応援隊の誘導を行うものとする。 

（応援隊の指揮） 

第６条 応援隊の指揮は、要請市町村等の長（消防本部・署を置かない市町村等にあつては、

「消防長」を「消防団長」と読み替える。）が、応援隊の長に対して行うものとする。 

（報告） 

第７条 要請市町村等の長は、災害活動の終了後、災害の概要を応援市町村等の長に報告する

ものとする。 
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２ 応援市町村等の長は、応援活動の終了後、応援活動の結果を要請市町村等の長へ報告する

ものとする。 

（費用負担） 

第８条 応援に要した費用については、次の区分により負担するものとする。ただし、ヘリコ

プターによる応援に係る費用については、別に定めるものがある場合、それによることがで

きるものとする。 

⑴ 応援市町村等が負担する経費 

ア 応援隊員の出動に係る諸手当、車両等の燃料費その他の経常的経費 

イ 応援隊員の死傷による公務災害補償費 

⑵ 要請市町村等が負担する経費 

ア 現地で調達した、車両等の燃料費及び化学消火薬剤等の資器材費 

イ 応援活動中に第三者に損害を与えた場合の賠償費 

⑶ 前２号に定める経費以外の経費については、その都度応援市町村等と要請市町村等が協

議のうえ、決定するものとする。 

（消防拠点都市） 

第９条 この協定の円滑な運営を図るため、市町村等を別表に掲げる地域に区分し、地域ごと

に消防拠点都市を定めるものとする。 

２ 消防拠点都市は、必要に応じて市町村等間の応援に係る連絡調整を行うものとする。 

（消防拠点都市への通報） 

第１０条 要請市町村等の長は、応援の要請を行つたときは速やかに消防拠点都市の消防長へ

その旨を連絡するものとする。 

（実施細目） 

第１１条 この協定の実施に関し必要な事項は、別に定めるものとする。 

（疑義） 

第１２条 この協定に定めのない事項又は疑義を生じた事項については、市町村等がその都度

協議のうえ、これを決定するものとする。 

（改廃） 

第１３条 この協定の改廃は、市町村等が協議のうえ、行うものとする。 

（協定書の保有） 

第１４条 この協定を証するため、市町村等は、本書３０通を作成し、記名押印のうえ、各１

通を保有するものとする。 

 

   附 則 

 

１ この協定は、平成１９年３月１２日から施行する。 

２ この協定の施行に伴い、平成１８年３月１日に締結した「京都府広域消防相互応援協定

書」は、廃止する。 
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   平成１９年３月１２日 

 

  

別表（第９条関係） 

南部地域 京都市 宇治市 亀岡市 城陽市 向日市 長岡京市 八幡市 京田辺市 

南丹市 木津川市 大山崎町 久御山町 井手町 宇治田原町 笠置町 

和束町 精華町 南山城村 相楽中部消防組合 京都中部広域消防組合 

乙訓消防組合 

北部地域 福知山市 舞鶴市 綾部市 宮津市 京丹後市 京丹波町 伊根町 与謝

野町 宮津与謝消防組合 京都中部広域消防組合 
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風水２－２－４－２・震災２－１－５－２ 

 

緊急消防援助隊の運用に関する要綱 

 

目次 

 第１章 総則 

第２章 編成及び装備等の基準 

第３章 出動 

第４章 指揮活動 

第５章 防災関係機関との連携 

第６章 指揮支援実施計画及び受援計画 

第７章 その他 

 

    第１章 総則 

 

 （目的） 

第１条 この要綱は、消防組織法（昭和 22 年法律第 226 号。以下「法」という。）、緊急

消防援助隊に関する政令（平成 15 年政令第 379 号）及び緊急消防援助隊の編成及び施設の

整備等に係る基本的な事項に関する計画（平成 16 年消防震第９号。以下「基本計画」とい

う。）に定めるもののほか、出動、指揮活動その他の緊急消防援助隊及び被災地の消防本部

の対応について、必要な事項を定めることを目的とする。 

（用語の定義） 

第２条 この要綱において使用する用語は、法及び基本計画において使用する用語の例によ

るほか、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによる。 

（１）被災地消防本部とは、被災地を管轄する消防本部をいう。 

（２）指揮本部とは、被災地消防本部の指揮本部をいう。 

（３）指揮者とは、被災地の市町村長又は当該市町村長の委任を受けた消防長をいう。 

（４）航空指揮本部とは、被災地（被災地の周辺地域を含む。）における航空機を用いた消

防活動の拠点（以下「活動拠点ヘリベース」という。）の指揮本部をいう。 

（５）応援等とは、法第 44 条第１項の消防の応援等をいう。 

（６）受援都道府県とは、緊急消防援助隊による応援等を受ける又は受けた被災地の属する

都道府県をいう。 

（７）応援都道府県とは、緊急消防援助隊を出動させる又は出動させた都道府県をいう。 

（８）代表消防機関代行とは、代表消防機関が被災等によりその任務を遂行できない場合に

その任務を代行する消防機関をいう。 

（９）登録市町村とは、緊急消防援助隊として登録された小隊等が属する市町村（東京都特

別区並びに市町村の消防の一部事務組合及び広域連合を含む。）をいう。 

（10）登録都道府県とは、緊急消防援助隊として登録された航空消防隊の属する都道府県を

いう。 

（11）航空隊とは、法第 30 条第３項に規定する都道府県の航空消防隊又は航空機を用いた

消防活動を行う消防本部の消防隊をいう。 

（12）Ｃ災害とは、毒性物質若しくはこれと同等の毒性を有する物質の発散又はそのおそれ

がある事故により生ずる災害をいう。 

（13）Ｂ災害とは、生物剤若しくは毒素の発散又はそのおそれがある事故により生ずる災害



- 126 - 

 

をいう。 

（14）Ｎ災害とは、放射性物質若しくは放射線の異常な水準の放出又はそのおそれがある事

故により生ずる災害をいう。 

（15）進出拠点とは、緊急消防援助隊が被災地に進出するための目標とする拠点（一時的に

集結する場所を含む。）をいう。 

（16）部隊移動とは、法第 44 条の規定に基づく消防庁長官（以下「長官」という。）の措

置の求め又は指示により、被災地において既に行動している緊急消防援助隊が都道府県をま

たいで別の被災地に出動すること、又は法第 44 条の３の規定に基づく都道府県知事の指示

により、被災地において既に行動している緊急消防援助隊が当該都道府県内の別の被災地に

出動することをいう。 

第２章 編成及び装備等の基準 

（都道府県大隊の編成） 

第３条 都道府県大隊の編成は、基本計画に定めるところによるほか、次のとおりとし、緊

急消防援助隊の応援等の要請等に関する要綱（平成 27 年消防広第 74 号。以下「要請要

綱」という。）第 39 条に規定する緊急消防援助隊都道府県応援等実施計画（以下「応援等

実施計画」という。）に定めておくものとする。 

（１）都道府県大隊指揮隊は、原則として、代表消防機関（代表消防機関が被災等によりそ

の任務を遂行できない場合は、代表消防機関代行。以下同じ。）の指揮隊をもって編成する

ものとする。 

（２）大隊は、都道府県ごとに編成するものとし、「（○○都道府県）大隊」と呼称する。 

（３）中隊は、都道府県内の緊急消防援助隊登録状況に応じて、複数の消防本部からなるブ

ロックごと、消防本部ごと、消火、救助、救急等の任務ごと等に編成するものとし、「（第

○）中隊」、「（○○消防本部）中隊」、「（消火）中隊」等と呼称する。なお、各中隊長

は、都道府県大隊長が指定するものとする。 

（４）小隊は、車両若しくは消防艇又は付加された任務ごとに編成するものとし、「（○

○）小隊」と呼称する。 

（５）Ｃ災害、Ｂ災害及びＮ災害に対応する中隊は、毒劇物等対応小隊等特別の装備を保有

し、かつ特別な教育訓練を受けた小隊により編成するものとする。 

（６）水上中隊は、船艇特性等を考慮し、別に編成することができるものとする。 

（指揮支援部隊の編成） 

第４条 指揮支援部隊の編成は、基本計画に定めるところによるほか、次のとおりとし、第

38 条に規定する指揮支援実施計画に定めておくものとする。 

（１）統括指揮支援隊及び指揮支援隊は、東京都特別区又は地方自治法（昭和 22 年法律第

67 号）第 252 条の 19 第１項に規定する指定都市を管轄する消防本部の職員をもって編成

するものとする。 

（２）航空指揮支援隊は、航空隊員をもって編成するものとする。 

（３）統括指揮支援隊、指揮支援隊及び航空指揮支援隊は、それぞれ「○○消防本部統括指

揮支援隊」、「○○消防本部指揮支援隊」、「○○消防本部（○○都道府県）航空指揮支援

隊」と呼称する。 

（統合機動部隊の編成） 

第５条 統合機動部隊の編成は、基本計画に定めるところによるほか、次のとおりとし、応

援等実施計画に定めておくものとする。 

（１）統合機動部隊指揮隊は、原則として、代表消防機関の指揮隊をもって編成するものと

する。 
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（２）統合機動部隊は、統合機動部隊指揮隊、消火小隊、救助小隊、救急小隊、後方支援小

隊及び通信支援小隊を中心として編成するものとし、対応する災害の種別や、迅速な出動や

情報収集等の目的に応じ、柔軟な編成、運用により対応するものとする。 

（３）統合機動部隊は、迅速な集結及び出動が可能な小隊の中から、応援先都道府県に応じ

て、事前に指定しておくものとする。 

（４）統合機動部隊は、都道府県ごとに編成するものとし、「（○○都道府県）統合機動部

隊」と呼称する。 

（５）統合機動部隊長は都道府県大隊長を兼ねることができるものとする。 

（エネルギー・産業基盤災害即応部隊（ドラゴンハイパー・コマンドユニット）の編成） 

第６条 エネルギー・産業基盤災害即応部隊は、基本計画に定めるところによるほか、次の

とおりとし、応援等実施計画に定めておくものとする。 

（１）エネルギー・産業基盤災害即応部隊指揮隊は、エネルギー・産業基盤災害即応部隊長

の属する消防本部の指揮隊をもって編成するものとする。 

（２）エネルギー・産業基盤災害即応部隊は、エネルギー・産業基盤災害即応部隊指揮隊、

特殊災害中隊（大容量送水ポンプ車、大型放水砲搭載ホース延長車、大型化学車、大型高所

放水車及び泡原液搬送車を備えたもの）、消火中隊（化学消防ポンプ自動車を備えたもの）

を中心として編成するものとし、地域の実情に応じて、特殊装備小隊、後方支援小隊、通信

支援小隊及び水上小隊を加えるものとする。 

（３）エネルギー・産業基盤災害即応部隊は、都道府県ごとに編成するものとし、「（○○

都道府県）エネルギー・産業基盤災害即応部隊」と呼称する。 

（ＮＢＣ災害即応部隊の編成） 

第７条 ＮＢＣ災害即応部隊は、基本計画に定めるところによるほか、次のとおりとし、応

援等実施計画に定めておくものとする。 

（１）ＮＢＣ災害即応部隊指揮隊は、ＮＢＣ災害即応部隊長の属する消防本部の指揮隊をも

って編成するものとする。 

（２）ＮＢＣ災害即応部隊は、ＮＢＣ災害即応部隊指揮隊、毒劇物等対応小隊を中心として

編成するものとし、地域の実情に応じて、後方支援小隊等を加えるものとする。 

（３）ＮＢＣ災害即応部隊は、消防本部ごとに編成するものとし、「（○○消防本部）ＮＢ

Ｃ災害即応部隊」と呼称する。 

（土砂・風水害機動支援部隊の編成） 

第８条 土砂・風水害機動支援部隊は、基本計画に定めるところによるほか、次のとおりと

し、応援等実施計画に定めておくものとする。 

（１）土砂・風水害機動支援部隊指揮隊は、土砂・風水害機動支援部隊長の属する消防本部

の指揮隊をもって編成するものとする。 

（２）土砂・風水害機動支援部隊は、土砂・風水害機動支援部隊指揮隊、救助小隊（津波・

大規模風水害対策車及び救助工作車を備えたもの）、特殊装備小隊（重機及び重機搬送車、

水陸両用車及び搬送車を備えたもの）、後方支援小隊を中心として編成するものとし、地域

の実情に応じて、必要な小隊を加えるものとする。 

（３）土砂・風水害機動支援部隊は、都道府県ごとに編成するものとし、「（○○都道府

県）土砂・風水害機動支援部隊」と呼称する。 

（特殊災害小隊の装備等の基準） 

第９条 基本計画第２章第４節８に定める特殊災害小隊の装備等の基準は、おおむね次のと

おりとする。 

（１）毒劇物等対応小隊 
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ア 毒劇物等対応小隊は、一般の毒劇物災害、Ｃ災害、Ｂ災害又はＮ災害に対応するための

特別な教育訓練を受けた隊員５人以上で編成されるものであること。 

イ 毒劇物等対応小隊は、ウの資機材を搬送することのできる車両を備えること。 

ウ 毒劇物等対応小隊は、一般の毒劇物災害、Ｃ災害及びＢ災害又はＮ災害に対応した次に

掲げる資機材を備えること。 

（ア）一般の毒劇物災害対応小隊 

呼吸保護用器具、防毒マスク及び化学防護服（又は陽圧式化学防護服） 

（イ）Ｃ災害及びＢ災害対応小隊 

陽圧式化学防護服、化学防護服、携帯型生物剤検知装置、有毒ガス検知管、化学剤検知紙、

携帯型化学剤検知機、除染シャワー、除染剤散布器及び防毒マスク 

（ウ）Ｎ災害対応小隊 

簡易型防護服、呼吸保護具、個人警報線量計、空間線量計、表面汚染計、除染設備、中性子

線測定器及び放射線防護服又は陽圧式化学防護服 

（２）大規模危険物火災等対応小隊 

ア 大規模危険物火災等対応小隊は、石油コンビナート施設等の大規模危険物施設での火災

等に対応することのできる隊員２人以上で編成されるものであること。 

イ 大規模危険物火災等対応小隊は、大型化学車、大型高所放水車、泡原液搬送車、屈折放

水塔車、耐熱装甲型救助活動車、大容量送水ポンプ車又は大型放水砲搭載ホース延長車を備

えること。 

ウ 大規模危険物火災等対応小隊は、大規模危険物火災等に対応する耐熱防護服を備えるこ

と。 

（３）密閉空間火災等対応小隊 

ア 密閉空間火災等対応小隊は、地下街等の密閉空間で発生した消火困難な火災等に対応す

ることのできる隊員２人以上で編成されるものであること。 

イ 密閉空間火災等対応小隊は、高発泡車を備えること。 

ウ 密閉空間火災等対応小隊は、呼吸保護用器具及び排煙用資機材を備えること。 

（特殊装備小隊の装備等の基準） 

第 10 条 基本計画第２章第４節９に定める特殊装備小隊の装備等の基準は、おおむね次のと

おりとする。 

（１）水難救助小隊 

ア 水難救助小隊は、潜水業務を行うことのできる隊員等５人以上で編成されるものである

こと。 

イ 水難救助小隊は、ウの資機材を安全に積載することができる構造を備えた車両又は船舶

を備えること。 

ウ 水難救助小隊は、潜水器具一式、水中投光器その他水難救助活動に必要な資機材を備え

ること。 

（２）遠距離大量送水小隊 

ア 遠距離大量送水小隊は、遠距離大量送水システム及びそれを搬送可能な車両並びに必要

な隊員で構成されるものであること。 

イ アの遠距離大量送水システムは、自然水利を利用して、１キロメートル以上の離れた場

所に毎分 3,000 リットル以上の水又は海水を送水することができるものであること。 

（３）消防活動二輪小隊 

ア 消防活動二輪小隊は、オフロード走行が可能な仕様の自動二輪車及び隊員で構成される

ものであること。 
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イ 消防活動二輪小隊は、消火器及び可搬式消火器具、簡易救助器具又は応急手当資機材の

いずれかを備えること。 

（４）震災対応特殊車両小隊 

震災対応特殊車両小隊は、地震災害等における救助活動に必要な重機その他の設備又は資機

材を備えた車両及び必要な隊員で構成されるものであること。 

（５）その他の特殊な装備を用いて消防活動を行う小隊 

その他の特殊な装備を用いて消防活動を行う小隊は、次に掲げるいずれかの車両又は資機材

及び必要な隊員で構成されるものであること。 

ア はしご車 

イ 照明車 

ウ 空気ボンベ充填車 

エ 無人消火ロボット 

オ その他長官が緊急消防援助隊の活動に必要と認めた特殊な装備を備えた消防車両 

第３章 出動 

（指揮本部の設置） 

第 11 条 被災地消防本部は、緊急消防援助隊の出動が決定した場合は、被災地での緊急消防

援助隊の迅速かつ的確な活動等に資するため、指揮本部を設置するものとする。 

２ 指揮本部は、被災地における消防の指揮に関することのほか、次に掲げる事務をつかさ

どるものとする。 

（１）被害情報の収集に関すること。 

（２）緊急消防援助隊の活動方針（活動スケジュールを含む。）に関すること。 

（３）被害状況並びに被災地消防本部及び消防団の活動に係る記録に関すること。 

（４）緊急消防援助隊の受援体制の確立及び受援活動の実施に関すること。 

（５）その他緊急消防援助隊の受援に必要な事項に関すること。 

３ 指揮本部は、市町村が行う災害対策及び自衛隊、警察、海上保安庁、ＤＭＡＴ等関係機

関との活動調整を図るため、市町村災害対策本部と緊密に連携を図るものとし、当該市町村

災害対策本部に職員を派遣するものとする。 

（航空指揮本部の設置） 

第 12 条 被災地の属する都道府県内の航空隊は、緊急消防援助隊の出動が決定した場合は、

被災地での緊急消防援助隊の迅速かつ的確な活動等に資するため、航空指揮本部を設置する

ものとする。 

２ 航空指揮本部は、被災地における航空に係る消防の指揮に関することのほか、次に掲げ

る事務をつかさどるものとする。 

（１）被害情報の収集に関すること。 

（２）被害状況及び受援都道府県内の航空隊の活動に係る記録に関すること。 

（３）航空に係る緊急消防援助隊の受援体制の確立及び受援活動の実施に関すること。 

（４）その他航空に係る緊急消防援助隊の受援に必要な事項に関すること。 

（後方支援本部の設置） 

第 13 条 応援都道府県に属する代表消防機関は、円滑な後方支援体制を確立するため、当該

代表消防機関に後方支援本部を設置するものとする。ただし、都道府県に属する緊急消防援

助隊のみが出動した場合等においては、この限りではない。 

２ 後方支援本部は、次に掲げる事務をつかさどるものとする。 

（１）緊急消防援助隊の出動、活動等に関する連絡調整に関すること。 

（２）後方支援体制の確立に関すること。 
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（３）関係機関との連絡調整に関すること。 

（４）緊急消防援助隊の交替に関すること。 

（５）物資等の搬送計画に関すること。 

（６）緊急消防援助隊を出動させた消防本部に対する、情報提供に関すること。 

（７）消防庁に対する被災状況や緊急消防援助隊の活動に係る動画及び静止画の提供に関す

ること。 

（８）緊急消防援助隊の隊数及び人員数の集計に関すること。 

（９）その他緊急消防援助隊の活動支援に必要な事項に関すること。 

（都道府県大隊の出動） 

第 14 条 都道府県大隊長は、当該都道府県大隊が迅速に被災地に到着するために必要と判断

した場合は、ブロック単位での出動又は車両特性に応じた中隊編成による出動を指示するな

ど、必要な措置を講じるものとする。 

（指揮支援部隊の出動） 

第 15 条 統括指揮支援隊、指揮支援隊及び航空指揮支援隊は、長官の出動の求め又は指示後、

おおむね１時間以内に迅速に出動するものとする。なお、原則として、航空小隊による輸送

により出動するものとする。 

（統合機動部隊の出動等） 

第 16 条 統合機動部隊は、長官の出動の求め又は指示後、おおむね１時間以内に迅速に出動

し、次に掲げる任務を行うものとする。 

（１）被災地までの道路状況、給油可能施設等の情報の収集に関すること。 

（２）被害状況、活動場所、任務、必要な大隊規模等の情報の収集に関すること。 

（３）都道府県大隊が後続する場合の（１）及び（２）に規定する情報の提供に関すること。 

（４）被災地消防本部との連絡調整に関すること。 

（５）被災地における通信の確保に関すること。 

（６）初期の消火、救助及び救急活動に関すること。 

（７）航空消防活動の支援に関すること。 

（８）宿営場所の設営に関すること。 

（９）被害状況、部隊の活動等の記録（動画及び静止画によるものを含む。）に関すること。 

２ 統合機動部隊を構成する小隊等は、後続する都道府県大隊が被災地に到着後は当該都道

府県大隊に帰属し、都道府県大隊長の指揮の下、都道府県大隊を構成する小隊等として活動

するものとする。 

（エネルギー・産業基盤災害即応部隊の出動） 

第 17 条 エネルギー・産業基盤災害即応部隊は、石油コンビナート等における特殊災害が発

生した場合において、当該部隊が属する都道府県の大隊と別に出動するものとする。 

（ＮＢＣ災害即応部隊の出動） 

第 18 条 ＮＢＣ災害即応部隊は、長官が別に定める運用計画に基づき、ＮＢＣ災害等が発生

した場合において、長官の出動の指示後、当該部隊が属する都道府県の大隊と別に迅速に出

動するものとする。 

（土砂・風水害機動支援部隊の出動等） 

第 19 条 土砂・風水害機動支援部隊は、当該部隊が属する都道府県の大隊の出動を伴わず、

単独で出動するものとし、被災地消防本部、消防団、都道府県内消防応援隊及び他の都道府

県大隊と連携して活動するものとする。 

（航空部隊の出動） 

第 20 条 航空小隊は、航空機により、原則として、進出拠点となる活動拠点ヘリベースに出
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動するものとする。 

２ 航空後方支援小隊は、原則として、自隊の保有する車両により出動するものとする。 

（集結場所、進出拠点及び宿営場所の決定、連絡等） 

第 21 条 集結場所、進出拠点及び宿営場所の決定、連絡等については、原則として、次のと

おりとする。 

（１）集結場所 

代表消防機関は、応援等実施計画に定めるところにより、災害の状況、大隊又は部隊の特性、

規模等を考慮し、応援先市町村又は応援先都道府県に応じて、都道府県大隊、統合機動部隊、

エネルギー・産業基盤災害即応部隊及び土砂・風水害機動支援部隊の集結場所及び集結時刻

を決定し、登録市町村の消防本部に対して連絡するものとする。 

なお、災害の状況等により受援都道府県内の場所を集結場所とする場合は、当該受援都道府

県の消防応援活動調整本部（以下「調整本部」という。）と調整するものとする。ただし、

アクションプランが適用された場合は、当該アクションプランに定めるところによるものと

する（以下、第２号及び第３号について同じ。）。 

（２）進出拠点 

消防庁は、災害の状況、道路の状況、大隊又は部隊の特性、規模等を考慮し、調整本部（調

整本部が設置されない場合は被災地）と調整の上、進出拠点を決定し、応援都道府県（又は

応援都道府県の後方支援本部）に対して連絡するものとする。 

（３）宿営場所 

消防庁は、災害の状況、緊急消防援助隊の規模等を考慮し、調整本部（調整本部が設置され

ない場合は被災地）と調整の上、宿営場所を決定し、応援都道府県（又は応援都道府県の後

方支援本部）に対して連絡するものとする。 

 

（４）出動ルート 

都道府県大隊長、統合機動部隊長、エネルギー・産業基盤災害即応部隊長、ＮＢＣ災害即応

部隊長及び土砂・風水害機動支援部隊長は、応援先都道府県又は進出拠点に応じて出動ルー

トを決定し、消防庁、調整本部及び後方支援本部に対して報告するものとする。なお、道路

の状況等により、出動途上において出動ルート及び進出拠点を変更する必要がある場合は、

消防庁、調整本部及び後方支援本部に対してその旨を報告するものとする。 

（進出拠点到着後の大隊長及び部隊長の任務） 

第 22 条 都道府県大隊長、統合機動部隊長、エネルギー・産業基盤災害即応部隊長、ＮＢＣ

災害即応部隊長及び土砂・風水害機動支援部隊長は、進出拠点到着後、調整本部に対して、

速やかに当該都道府県大隊名又は部隊名、規模、資機材等について報告するものとする。 

２ 都道府県大隊長、統合機動部隊長、エネルギー・産業基盤災害即応部隊長、ＮＢＣ災害

即応部隊長及び土砂・風水害機動支援部隊長は、出動途上等における応援先市町村の指定の

有無にかかわらず、調整本部に対して応援先市町村を確認するものとする。 

３ 都道府県大隊長、統合機動部隊長、エネルギー・産業基盤災害即応部隊長及び土砂・風

水害機動支援部隊長は、進出拠点が高速道路のインターチェンジ等の場合は、当該都道府県

大隊長又は部隊長のみが先行して第１項及び第２項の任務を実施し、無線等により当該都道

府県大隊又は部隊に必要な指示を行うなど、進出拠点を速やかに通過するための措置を講ず

るものとする。 

（被災地到着後の大隊長及び部隊長の任務） 

第 23 条 都道府県大隊長、統合機動部隊長、エネルギー・産業基盤災害即応部隊長、ＮＢＣ

災害即応部隊長及び土砂・風水害機動支援部隊長は、被災地到着後、指揮者及び第 25 条に
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規定する緊急消防援助隊指揮支援本部の本部長（以下「指揮支援本部長」という。）に対し

て、速やかに当該都道府県大隊名又は部隊名、規模、資機材等について報告するとともに、

次に掲げる事項について確認するものとする。 

（１）被害状況 

（２）活動方針 

（３）活動地域及び任務 

（４）安全管理に関する体制 

（５）使用無線系統 

（６）地理及び水利の状況 

（７）その他活動上必要な事項 

２ 統合機動部隊長は、確認した事項について、後続の都道府県大隊及び後方支援本部に対

して報告するものとする。 

第４章 指揮活動 

（指揮体制） 

第 24 条 指揮支援部隊長は、被災地における緊急消防援助隊の活動に関し、指揮支援部隊を

統括し、当該被災地に係る都道府県災害対策本部長又は調整本部長を補佐し、及びその指揮

の下で、被災地における緊急消防援助隊の活動の管理を行うものとする。また、指揮支援隊

が出動していない場合は、指揮支援部隊長が任務に支障のない範囲内で、次項の指揮支援隊

長の役割も担うものとする。 

２ 指揮支援隊長は、指揮支援本部長として、指揮者を補佐し、及びその指揮の下で、被災

地における陸上（水上を含む。以下同じ。）に係る緊急消防援助隊の活動の管理を行うもの

とする。 

３ 航空指揮支援隊長は、ヘリベース指揮者を補佐し、及びその指揮の下で、被災地におけ

る航空に係る緊急消防援助隊の活動の管理を行うものとする。 

４ 都道府県大隊長は、指揮者の指揮の下又は指揮支援部隊長若しくは指揮支援本部長の管

理の下で、当該都道府県大隊の活動の指揮を行うものとする。 

５ 統合機動部隊長は、指揮者の指揮の下又は指揮支援部隊長若しくは指揮支援本部長の管

理の下で、当該統合機動部隊の活動の指揮を行うものとする。 

６ エネルギー・産業基盤災害即応部隊長は、指揮者の指揮の下又は指揮支援部隊長若しく

は指揮支援本部長の管理の下で、当該エネルギー・産業基盤災害即応部隊の活動の指揮を行

うものとする。 

７ ＮＢＣ災害即応部隊長は、指揮者の指揮の下又は指揮支援部隊長若しくは指揮支援本部

長の管理の下で、当該ＮＢＣ災害即応部隊の活動の指揮を行うものとする。 

８ 土砂・風水害機動支援部隊長は、指揮者の指揮の下又は指揮支援部隊長若しくは指揮支

援本部長の管理の下で、当該土砂・風水害機動支援部隊の活動の指揮を行うものとする。 

９ 中隊長は、都道府県大隊長又は部隊長（指揮支援部隊長を除く。）の指揮の下で、小隊

長以下の指揮を行うものとする。 

（緊急消防援助隊指揮支援本部の設置） 

第 25 条 指揮支援部隊長は、被災地ごとに緊急消防援助隊指揮支援本部（以下「指揮支援本

部」という。）を設置するものとする。 

２ 指揮支援部隊長は、次に掲げる順位により、指揮支援本部長を指名するものとする。た

だし、次に掲げる者を指名できない場合は、指揮支援部隊長が任務に支障のない範囲内で、

指揮支援部隊長の役割を担うものとする。 

（１）第１順位 指揮支援隊長 
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（２）第２順位 都道府県大隊長 

（３）第３順位 統合機動部隊長 

（４）第４順位 代表消防機関又は代表消防機関代行に属する中隊長 

３ 指揮支援本部は、次に掲げる事務をつかさどるものとする。 

（１）被害状況、市町村が行う災害対策等の各種情報の集約及び整理に関すること。 

（２）被災地消防本部、消防団、都道府県内消防応援隊及び緊急消防援助隊の陸上に係る活

動調整（活動方針の調整を含む。）に関すること。 

（３）陸上に係る緊急消防援助隊の安全管理に関すること。 

（４）自衛隊、警察、海上保安庁、ＤＭＡＴ等関係機関との活動調整（活動方針の調整を含

む。）に関すること。 

（５）指揮本部又は市町村災害対策本部への隊員の派遣に関すること。 

（６）調整本部に対する報告に関すること。 

（７）被害状況及び緊急消防援助隊の活動に係る記録に関すること。 

（８）その他必要な事項に関すること。 

４ 指揮支援本部は、指揮本部及び市町村災害対策本部と緊密な連携を図ることができる場

所に設置するものとする。この場合において、指揮支援本部長は、前項の事務を実施するた

めに必要と認める場合は、指揮本部又は市町村災害対策本部へ隊員を派遣するものとする。 

５ 指揮支援本部長は、同一の災害現場において複数の統合機動部隊又は都道府県大隊が活

動する場合、必要に応じて、これらの複数の隊との間で中心となって調整し、指揮支援本部

長へ報告等を行う統括統合機動部隊長又は統括都道府県大隊長を指名するものとする。 

６ 指揮支援本部長は、市町村災害対策本部と緊密に連携を図るとともに、当該市町村災害

対策本部の会議に参画し、市町村が行う災害対策及び自衛隊、警察、海上保安庁、ＤＭＡＴ

等関係機関との活動調整を行うものとする。 

７ 指揮支援本部長は、指揮本部及び都道府県内消防応援隊と緊密に連携するものとする。 

８ 指揮支援本部は、受援市町村名を冠称し、「○○市町村緊急消防援助隊指揮支援本部」

と呼称する。 

（緊急消防援助隊航空指揮支援本部の設置） 

第 26 条 指揮支援部隊長は、活動拠点ヘリベースに緊急消防援助隊航空指揮支援本部（以下

「航空指揮支援本部」という。）を設置するものとする。 

２ 指揮支援部隊長は、航空指揮支援隊長を航空指揮支援本部長に指名するものとする。 

３ 航空指揮支援本部は、次に掲げる事務をつかさどるものとする。 

（１）受援都道府県内の航空隊及び航空に係る緊急消防援助隊の活動調整に関すること。 

（２）航空に係る緊急消防援助隊の安全管理に関すること。 

（３）調整本部に対する報告に関すること。 

（４）被害状況及び緊急消防援助隊の活動に係る記録に関すること。 

（５）その他必要な事項に関すること。 

４ 航空指揮支援本部は、航空指揮本部と同一の場所に設置するものとする。この場合にお

いて、航空指揮支援本部長は、前項の事務を実施するために必要と認める場合は、調整本部

又は航空運用調整班等へ隊員を派遣するものとする。 

５ 航空指揮支援本部長は、航空指揮本部と緊密に連携するものとする。 

６ 航空指揮支援本部は、受援都道府県名を冠称し、「○○都道府県緊急消防援助隊航空指

揮支援本部」と呼称する。 

７ 航空指揮支援本部長は、航空指揮支援隊及び航空小隊に対する輸送・補給活動等が必要

な場合には、指揮支援部隊長に対し、航空後方支援小隊又は後方支援小隊を活動拠点ヘリベ
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ース等に派遣するよう要請するものとする。 

（消防庁職員の現地派遣） 

第 27 条 長官は、緊急消防援助隊の出動が決定し、災害の状況に応じ必要と判断した場合は、

調整本部又は都道府県災害対策本部に消防庁職員（以下「現地派遣職員」という。）を派遣

するものとする。 

２ 長官は、災害の状況に応じ必要と判断した場合は、指揮支援本部、市町村災害対策本部

又は航空指揮支援本部に現地派遣職員を派遣するものとする。 

３ 長官は、被災地における消防の広報活動が必要と判断した場合は、災害現場等に現地派

遣職員を派遣するものとする。 

４ 現地派遣職員は、次に掲げる事務をつかさどるものとする。 

（１）被害情報の収集及び消防庁への情報提供に関すること。 

（２）都道府県災害対策本部又は市町村災害対策本部に対する、災害対策活動の支援に関す

ること。 

（３）緊急消防援助隊の増隊、部隊移動等、緊急消防援助隊の活動調整に係る消防庁との連

絡調整に関すること。 

（４）自衛隊、警察、海上保安庁、ＤＭＡＴ等関係機関との連絡調整に関すること。 

（５）報道機関への対応に関すること。 

（６）被害状況や活動状況に係る動画及び静止画の収集及び共有に関すること。 

（都道府県大隊本部の設置） 

第 28 条 都道府県大隊長は、災害現場付近の活動上適当な場所に都道府県大隊本部を設置す

るものとする。この場合において、都道府県大隊長を本部長とする。 

２ 都道府県大隊本部は、次に掲げる事務をつかさどるものとする。 

（１）都道府県大隊の活動管理に関すること。 

（２）隊員の安全管理に関すること。 

（３）都道府県大隊の後方支援に関すること。 

（４）被害状況及び都道府県大隊の活動に係る記録（動画及び静止画によるものを含む。）

に関すること。 

(５)被災地消防本部、消防団及び都道府県内消防応援隊との活動調整に関すること。 

(６)指揮支援本部に対する報告に関すること。 

(７)他の都道府県大隊等との調整に関すること。 

(８)その他必要な事項に関すること。 

３ 都道府県大隊本部は、応援都道府県名を冠称し、「○○都道府県大隊本部」と呼称する。 

（現地合同調整所の設置） 

第 29 条 指揮者は、災害現場において、自衛隊、警察、海上保安庁、ＤＭＡＴ等関係機関間

における情報共有及び活動調整等を行うため、必要に応じて、現地合同調整所を設置するも

のとする。 

２ 指揮支援本部長は、必要に応じて、現地合同調整所の設置について指揮者に進言するも

のとする。 

３ 現地合同調整所が設置された場合、指揮支援本部長は、都道府県大隊長、統合機動部隊

長、エネルギー・産業基盤災害即応部隊長、ＮＢＣ災害即応部隊長、土砂・風水害機動支援

部隊長、代表消防機関又は代表消防機関代行に属する中隊長の中から必要な者を現地合同調

整所の会議に参画させるものとする。 

４ 前項において参画した者は、現地合同調整所において、活動エリア・内容・手順、情報

通信手段等について、自衛隊、警察、海上保安庁、ＤＭＡＴ等関係機関間の情報共有及び活
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動調整、必要に応じた関係機関間の相互協力を行う。 

（情報共有等） 

第 30 条 消防庁は、調整本部、指揮支援本部、指揮者、航空指揮支援本部、ヘリベース指揮

者、都道府県大隊本部及び後方支援本部に対して、緊急消防援助隊連絡体制（別記様式１）

により情報連絡体制等の明確化を図るものとする。 

２ 消防庁、調整本部、指揮支援本部、指揮本部、航空指揮支援本部、航空指揮本部、都道

府県大隊本部、後方支援本部及び緊急消防援助隊（次項において「消防庁等」という。）は、

被害状況や活動状況等について、動画及び静止画により、積極的に情報収集を行うものとす

る。 

３ 消防庁等は、緊急消防援助隊動態情報システム、支援情報共有ツール、ヘリコプター動

態管理システム、情報収集活動用ドローン、映像伝達装置等を積極的に活用し、被害状況や

活動状況等について動画及び静止画により積極的に情報収集を行うものとする。 

４ 指揮本部、航空指揮本部、都道府県大隊本部等は、前２項により収集された情報や、前

項により共有された情報を指揮に活用するものとする。 

（活動報告等） 

第 31 条 指揮支援部隊長は、被害状況、被災地消防本部及び消防団、都道府県内消防応援隊

並びに緊急消防援助隊の活動状況その他必要な事項について、消防庁及び調整本部長に対し

て適宜報告するものとする。 

２ 指揮支援本部長は、被害状況、被災地消防本部及び消防団、都道府県内消防応援隊並び

に陸上に係る緊急消防援助隊の活動状況その他必要な事項について、指揮者及び調整本部に

対して適宜報告するものとする。 

３ 航空指揮支援本部長は、被害状況、受援都道府県内の航空隊及び航空に係る緊急消防援

助隊の活動状況その他必要な事項について、ヘリベース指揮者及び調整本部に対して適宜報

告するものとする。 

４ 都道府県大隊長は、被害状況、当該都道府県大隊の活動状況その他必要な事項について、

指揮支援本部長に対して適宜報告するものとする。 

５ 都道府県大隊長、統合機動部隊長、エネルギー・産業基盤災害即応部隊長、ＮＢＣ災害

即応部隊長及び土砂・風水害機動支援部隊長は、活動規模、活動結果、活動予定その他必要

な事項を記載した活動日報（別記様式２）を作成し、指揮支援本部長に対して報告するもの

とする。ただし、第 16 条第２項の規定に基づき、統合機動部隊を編成する小隊等が後続す

る都道府県大隊に帰属し、都道府県大隊を編成する小隊として活動を開始する翌日からは統

合機動部隊長の報告は不要とするものとする。 

６ 指揮支援本部長は、活動日報（別記様式２）を作成するとともに、前項の活動日報を取

りまとめ、指揮支援部隊長に対して報告するものとする。 

７ 航空小隊長及び航空後方支援小隊長は、活動日報（別記様式２）を作成し、航空指揮支

援本部長に対して報告するものとする。 

８ 航空指揮支援本部長は、活動日報（別記様式２）を作成するとともに、前項の活動日報

を取りまとめ、指揮支援部隊長に対して報告するものとする。 

９ 指揮支援部隊長は、活動日報（別記様式２）を作成するとともに、第６項及び第８項の

活動日報を取りまとめ、長官に対して報告するものとする。 

（通信連絡体制等） 

第 32 条 緊急消防援助隊に係る通信連絡体制は、原則として、次のとおり行うものとする。 

（１）消防庁、調整本部、指揮支援本部、指揮本部、航空指揮支援本部、航空指揮本部及び

関係機関相互の通信連絡は、有線回線、衛星携帯電話、消防防災無線、防災行政無線、地域
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衛星通信ネットワーク、防災相互通信用無線（以下「防災相互波」という。）その他無線を

使用する。 

（２）調整本部、指揮支援本部、指揮本部及び都道府県大隊本部相互の無線通信は、統制波

１を使用する。 

（３）指揮支援部隊長は、被災地が複数に及び、指揮系統を複数に分離する必要がある場合

は、統制波２又は統制波３のいずれかから、緊急消防援助隊の配備状況及び活動状況に応じ

て使用波を指定する。 

（４）指揮支援部隊長は、陸上隊と航空隊の間の情報共有を図るため、必要がある場合は、

統制波２又は統制波３のいずれかから、緊急消防援助隊の配備状況及び活動状況に応じて使

用波を指定するとともに、衛星携帯電話等を活用する。 

（５）指揮支援本部長は、さらに指揮系統を複数に分離する必要がある場合は、指揮支援部

隊長と協議し、指定波以外の統制波を指定することができる。 

（６）都道府県大隊本部、当該都道府県大隊に属する中隊及び統合機動部隊相互の無線通信

は、別表のとおり、隊の属する都道府県ごとに指定された主運用波を使用する。 

（７）同一中隊に属する小隊相互、同一統合機動部隊に属する隊相互、同一エネルギー・産

業基盤災害即応部隊に属する隊相互、同一ＮＢＣ災害即応部隊に属する隊相互及び同一土

砂・風水害機動支援部隊に属する隊相互の無線通信は、別表のとおり、隊の属する都道府県

ごとに指定された主運用波を使用する。 

（８）指揮支援本部長は、同一の主運用波を使用する大隊、部隊又は都道府県内応援隊が近

接して活動している場合等においては、指揮支援部隊長と協議し、指定波以外の主運用波を

指定することができる。 

（９）航空指揮支援本部、航空指揮本部及び航空部隊に属する小隊相互の無線通信は、航空

波を使用する。 

（10）都道府県大隊等に属する小隊の隊員相互の無線通信は、署活動用無線機を使用する。

署活動用無線機の使用に係る事前手続や運用上遵守すべき事項については、消防庁が別で定

める。 

（11）無線通信の呼出応答においては、必ず呼出名称を使用する。 

２ 統制波の運用に際し輻輳が確認された場合は、原則として、次のとおり運用するものと

する。 

（１）無線統制は、指揮支援部隊長の指示により行う。 

（２）無線統制が実施された場合、調整本部又は指揮支援本部以外での運用は、次に掲げる

場合を除き、調整本部又は指揮支援本部からの送信に対する応答のみとする。 

ア 応援要請を行う場合 

イ 隊員、消防車両等の重大な事故が発生した場合 

ウ 新たな災害が発生した場合 

エ 調整本部又は指揮支援本部からの特命事項について報告する場合 

３ 指揮支援部隊長は、防災相互波の使用に関し、関係機関と調整を行うものとする。 

第５章 防災関係機関との連携 

（防災関係機関等との連絡調整等） 

第 33 条 長官は、緊急消防援助隊の出動等に関し、必要と認める防災関係機関、関係公共機

関等との連絡調整を行うものとする。 

（実動関係機関との連携） 

第 34 条 緊急消防援助隊は、被災地への出動及び被災地での活動に関して、自衛隊、警察、

海上保安庁、ＴＥＣ－ＦＯＲＣＥ（国土交通省が派遣する緊急災害対策派遣隊をいう。）等
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と連携するものとする。なお、被災地での活動に当たっては、防災相互波等の共通の通信手

段を活用し、情報共有に努めるものとする。 

（医師等との連携） 

第 35 条 緊急消防援助隊は、被災地において救命医療活動を行う医師、ＤＭＡＴ、ドクター

ヘリ（救急医療用ヘリコプターを用いた救急医療の確保に関する特別措置法（平成 19 年法

律第 103 号）に規定する救急医療用ヘリコプターをいう。）等と連携して活動するものとす

る。 

（調整本部等における防災関係機関との連携） 

第 36 条 調整本部、指揮支援本部、指揮本部、航空指揮支援本部、航空指揮本部及び後方支

援本部は、緊急消防援助隊の活動が効果的に行われるように、緊急消防援助隊の活動に関し

て必要な交通、輸送、通信、燃料、物資等に関する防災関係機関と緊密な連携を図るものと

する。 

２ 調整本部、指揮支援本部、指揮本部、航空指揮支援本部及び航空指揮本部は、緊急消防

援助隊の活動に関して必要な関係機関との連絡調整について、必要に応じて、都道府県災害

対策本部及び市町村災害対策本部に依頼するものとする。 

（消防機関との連携） 

第 37 条 緊急消防援助隊は、効果的な活動を実施するため、道路、住家位置等の情報提供を

受けるなど、被災地消防本部、消防団及び都道府県内消防応援隊と緊密に連携するものとす

る。 

第６章 指揮支援実施計画及び受援計画 

（指揮支援実施計画） 

第 38 条 統括指揮支援隊及び指揮支援隊の属する消防本部の長は、統括指揮支援隊及び指揮

支援隊の活動を円滑に行うための指揮支援実施計画を策定するものとする。 

２ 指揮支援実施計画に定める事項は、次に掲げるとおりとする。 

（１）統括指揮支援隊及び指揮支援隊の編成及び出動体制に関すること。 

（２）指揮支援の基本的事項に関すること。 

（３）関係機関との活動調整に関すること。 

（４）現地合同調整所への参画に関すること。 

（５）情報連絡体制に関すること。 

（６）通信支援小隊との連携に関すること。 

（７）その他必要な事項に関すること。 

３ 統括指揮支援隊及び指揮支援隊の属する消防本部の長は、指揮支援実施計画を策定又は

変更した場合は、長官及び当該消防本部が属する都道府県の知事に対して報告するとともに、

当該統括指揮支援隊及び指揮支援隊が出動対象となる都道府県の知事に対して情報提供する

ものとする。 

４ 航空指揮支援隊の属する消防本部の長及び航空指揮支援隊の属する都道府県の知事は、

航空指揮支援隊の活動を円滑に行うための航空指揮支援実施計画を策定するものとする。 

５ 航空指揮支援実施計画に定める事項は、次に掲げるとおりとする。 

（１）航空指揮支援隊の編成及び出動体制に関すること。 

（２）航空指揮支援の基本的事項に関すること。 

（３）情報連絡体制に関すること。 

（４）その他必要な事項に関すること。 

６ 航空指揮支援隊の属する消防本部の長及び航空指揮支援隊の属する都道府県の知事は、

航空指揮支援実施計画を策定又は変更した場合は、長官に対して報告するとともに、航空指
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揮支援隊が消防本部に属する場合においては、当該消防本部が属する都道府県の知事に対し

て報告する。 

（消防本部の受援計画） 

第 39 条 消防本部の長は、当該消防本部が管轄する市町村が被災し、緊急消防援助隊の応援

等を受ける場合の受援計画を策定するものとする。 

２ 受援計画に定める事項は、次に掲げるとおりとする。 

（１）指揮本部の運営体制及び早期設置に関すること。 

（２）緊急消防援助隊の早期受入れに係る関係機関との連絡調整に関すること。 

（３）進出拠点、当該拠点への連絡員の派遣及び連絡体制に関すること。 

（４）宿営場所その他緊急消防援助隊の活動に必要な拠点の確保に関すること。 

（５）救助活動拠点施設（南海トラフ地震に係る地震防災対策の推進に関する特別措置法

（平成 14 年法律第 92 号）に規定する救助活動のための拠点施設をいう。）の運用に関す

ること。 

（６）緊急消防援助隊の活動に必要な情報の提供に関すること。 

（７）燃料補給、物資補給等の後方支援体制に関すること。 

（８）ヘリコプターの離着陸場等の航空機の受入れに関すること。 

（９）その他必要な事項に関すること。 

３ 消防本部の長は、受援計画の策定及び変更に当たっては、都道府県の受援計画及び地域

防災計画の内容と整合を図るものとする。 

４ 消防本部の長は、受援計画を策定又は変更した場合は、都道府県知事に報告する。 

第７章 その他 

（消防本部等の訓練） 

第 40 条 登録市町村の消防本部及び登録都道府県の航空消防隊は、平常時から緊急消防援助

隊の連携活動能力の向上に必要な訓練を行うなど、緊急消防援助隊の応受援体制の強化を図

るものとする。 

（緊急消防援助隊登録証及び緊急消防援助隊旗） 

第 41 条 長官は、緊急消防援助隊を登録した消防本部及び都道府県航空消防隊に対して、緊

急消防援助隊登録証及び緊急消防援助隊旗を交付するものとする。 

２ 緊急消防援助隊旗の制式については、長官が別に定める。 

（その他） 

第 42 条 この要綱に定めるもののほか、緊急消防援助隊に関し必要な細目は、消防庁が別に

定める。 

附 則 

この要綱は、平成 27 年４月１日から施行する。 

附 則（平成 28 年３月 30 日消防広第 80 号） 

この要綱は、平成 28 年４月 1 日から施行する。 

ただし、第 22 条第１項第２号から第７号まで（第４号を除く。）及び同条第２項の規定は、

平成 28 年６月１日から施行する。 

附 則（平成 29 年３月 28 日消防広第 93 号） 

この要綱は、平成 29 年４月１日から施行する。 

附 則（平成 31 年３月８日消防広第 35 号） 

この要綱は、平成 31 年４月１日から施行する。 

附 則（令和 2年 7月 17 日消防広第 190 号） 

この要綱は、令和 2年 8月 1日から施行する。 
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附 則（令和 3年 3月 22 日消防広第 89号） 

この要綱は、令和 3年 4月 1日から施行する。 

附 則（令和 4年 6月 24 日消防広第 211 号） 

この要綱は、 令和 4年 6月 24 日から施行する。 
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河原林分団

保津分団

篠分団

つつじ分団

市　長 消防団本部
薭田野分団

本梅分団

畑野分団

宮前分団

東本梅分団

大井分団

千代川分団

馬路分団

旭分団

千歳分団

亀岡分団

東別院分団

西別院分団

曽我部分団

吉川分団

日吉出張所

美山出張所

丹波出張所

風水２－２－４－３・震災２－１－５－３ 

京都中部広域消防組合及び亀岡市消防団組織編成表

会計課
(会計管理者)

警防課 警防第１係

警防第２係

救急第１係

救急第２係

八木出張所

救急第１係

救急第２係

園部消防署 予防課 庶務係

予防係

警防第２係

救急第２係

救急第１係

東分署 警防第１係

警防第２係

亀岡消防署 予防課 庶務係

予防係

警防課 警防第１係

消防課 予防係

警防係

指令課 指令第１係

指令第２係

管理者
京都中部広域
消 防 組 合

消防本部 総務課 総務係

財務係
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風水２－２－４－４・震災２－１－５－４ 

大 火 災 警 備 の 配 置 基 準 

 ア 京都中部広域消防組合 

区別 

消防署 

平常配置の隊数 増強配置する 

消 防 隊 数 
合  計 

消防隊 救急隊 

消防本部   １ １ 

亀岡消防署 ３ ２ ５ １０ 

園部消防署 ５ １（４） ６ １２ 

計 ８ ３（４） １２ ２３ 

  注 表中の括弧書きは、配置車両の乗換え体制を示す。 

備考 １ 増強配置する消防隊の配置場所等は、災害の発生状況に応じて消防長又は署長が定 

めるものとする。 

   ２ 消防隊の増強配置で、車両が不足する場合は、人員の編成のみを行う。 
 
 イ 亀岡市消防団 

区別 
分団 

平 常 配 置 の 
消 防 隊 数 

増強配置する 
消 防 隊 数 

合   計 

亀 岡 分 団 ３  ３ 

東 別 院 分 団 ３  ３ 

西 別 院 分 団 ３  ３ 

曽 我 部 分 団 ９  ９ 

吉 川 分 団 ２  ２ 

薭 田 野 分 団 ４  ４ 

本 梅 分 団 ４  ４ 

畑 野 分 団 ３  ３ 

宮 前 分 団 ３  ３ 

東 本 梅 分 団 ２  ２ 

大 井 分 団 ４  ４ 

千 代 川 分 団 ５  ５ 

馬 路 分 団 ４  ４ 

旭 分 団 ４  ４ 

千 歳 分 団 ４  ４ 

河 原 林 分 団 ２  ２ 

保 津 分 団 ５  ５ 

篠 分 団 ９  ９ 

つ つ じ 分 団 ３  ３ 

計 ７６  

 

７６ 



- 145 - 

 

 風水２－２－４－５・震災２－１－５－５ 

消 防 資 機 材 の 配 備 表 

 ア 京都中部広域消防組合 

種別 
消防署 

ポﾝプ車 ﾀﾝｸ車 化学車 梯子車 救急車 指令車 広報車 査察車 
救 助 
工作車 

連絡車 
資機材 
搬送車 

消 防 本 部      1     1 

亀岡消防署 
2 

非 1 
1 1 1 

2 
非 1 

1 1 3 1 1  

園部消防署 
5 

非 1 
1  1 

5 
非 1 

1 2 1  4  

計 
7 

非 2 
2 1 2 

7 
非 2 

3 3 4 1 5 1 

  ※ 非は非常用を表す。 

 

 イ 消防団 

種別 

分団 
広 報 車 ポンプ車 小型ポンプ付積載車 小型ポンプ 計 

団 本 部 １  １ ３ ５ 

亀 岡   ３  ３ 

東 別 院   ３  ３ 

西 別 院   ３  ３ 

曽 我 部   ３ ６ ９ 

吉 川   ２  ２ 

薭 田 野   ３ １ ４ 

本 梅   ３ １ ４ 

畑 野   ３  ３ 

宮 前   ３  ３ 

東 本 梅   ２  ２ 

大 井   ３ １ ４ 

千 代 川   ２ ３ ５ 

馬 路   ２ ２ ４ 

旭   ２ ２ ４ 

千 歳   ２ ２ ４ 

河 原 林   ２  ２ 

保 津   ２ ３ ５ 

篠  １ ４ ４ ９ 

つ つ じ   １ ２ ３ 

計 １ １ ４９ ３０ ８１ 

（注）１ 団本部の小型ポンプ３台のうち２台は、山林火災用軽量小型ポンプ 
   ２ つつじ分団の小型ポンプ３台は、軽可搬ポンプの台数 



- 146 - 

 

風水２－２－４－８・震災２－１－５－８ 

亀 岡 市 消 防 団 出 動 区 分 

出 動 区 分 出 動 消 防 隊 災 害 の 状 況 

第 １ 出 動 火災現場管轄の 
至近２～３ヶ班 

１ 分団管轄区域内に火災が発生したとき。 
２ 消防本部より出動命令を受けたとき。 

第 ２ 出 動 管轄分団全隊及 
び隣接分団 

１ヶ班 

１ 火炎の上昇を認め又は、類焼のおそれがある地域の火災
を覚知したとき。 

２ 異常乾燥時又は、強風下において火災発生を覚知したと
き。 

３ 学校等公共建物又は、大規模建物の火災発生を覚知した
とき。 

４ 消防本部より出動指令を受けたとき。 

第 ３ 出 動 全     員 １ 火勢延焼拡大のおそれが大となり、また飛火火災の危険
ありと認められるとき。 

２ 第２出動勢力によるも、なお消防力不足のおそれがある
とき。 

特 命 出 動 特対計画必要隊 特別消防対象物に火災が発生したとき。 
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風水２－２－４－９・震災２－１－５－９ 

第１号様式（火災） 

                                     第     報 

 

 

 

 

 

       消防庁受信者氏名          

※ 爆発を除く。 

火 災 種 別 １．建物  ２．林野  ３．車両  ４．船舶  ５．航空機  ６．その他 

出 火 場 所  

出 火 日 時 
（覚知日時） 

   月  日  時  分 
（  月  日  時  分） 

（鎮圧日時） 
鎮 火 日 時 

（  月  日  時  分） 

   月  日  時  分 

火元の業態・ 
用    途 

 事 業 所 名 
(代表者氏名) 

 

出 火 箇 所  出 火 原 因  

死 傷 者 

死者（性別・年齢）     人 
 
 
負傷者 重 症       人 
    中等症 

軽 症       人 

死者の生じた 

理 由 

 

建 物 の 概 要 
構造               建築面積 

階層               延べ面積 

焼 損 程 度 
焼損 

棟数 

全 焼  棟 

半 焼  棟 計   棟 

部分焼  棟 

ぼ や  棟 

焼 損 面 積 

建物焼損床面積     ㎡ 

建物焼損表面積     ㎡ 

 林野焼損面積     ａ 

り災世帯数  気 象 状 況  

消防活動状況 
消防本部（署）          台        人 
消 防 団            台        人 
そ の 他 

救急・救助 
活 動 状 況 

 

災害対策本部 
等の設置状況 

 

その他参考事項 

（注）第一報については、原則として、覚知後30分以内で可能な限り早く、分かる範囲で記載して報
告すること。（確認が取れていない事項については、確認が取れていない旨（「未確認」等）
を記入して報告すれば足りること。） 

報 告 日 時   年 月 日  時 分 

都 道 府 県  

市 町 村 

(消防本部名) 

 

報 告 者 名  



- 148 - 

 

風水２－２－５－１・震災２－１－６－１ 

 

府内の基幹災害拠点病院及び地域災害拠点病院  

 ２次医療圏名 病  院  名 電話番号 
衛星通信系防災情報
システム電話番号 

緊 急 災 害 
医療チーム 

基幹災害 
拠点病院 

 京都第一赤十字病院 075-561-1121 7(8)-767-8109 ○ 

地域災害 
拠点病院 

丹 後 医 療 圏 
京都府立医科大学付属北部
医療センター 

0772-46-3371 8-857-8109 ○ 

中 丹 医 療 圏 市立福知山市民病院 0773-22-2101 8-838-8101 ○ 

南 丹 医 療 圏 京都中部総合医療センター 0771-42-2510 8-819-8101 ○ 

京 都 ・ 乙 訓 
医 療 圏 

京都府立医科大学付属病院 075-251-5111 8-715-8104 ○ 

京都大学医学部附属病院 075-751-3111  ○ 

京都市立病院 075-311-5311 8-730-8101 ○ 

洛和会音羽病院 075-593-4111  ○ 

京都医療センター 075-641-9161  ○ 

済生会京都府病院 075-955-0111 8-746-8108 ○ 

山城北医療圏 
第二岡本総合病院 0774-44-4511  ○ 

宇治徳洲会病院 0774-20-1111  ○ 

山城南医療圏 京都山城総合医療センター 0774-72-0235 8-782-8101 ○ 
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風水２－２－５－２・震災２－１－６－２ 

医 療 機 関 一 覧 表 

病 院 

名  称 管理者 診  療  科  目 許可病床数 所 在 地 電 話 

医 療 法 人 
亀 岡 病 院 

院長 
山﨑 英彰 

内科、循環器内科、消化
器内科、呼吸器内科、脳
神経内科、腎臓内科、リ
ウマチ科、整形外科、脳
神経外科、リハビリテー
ション科、皮膚科、泌尿
器科、眼科、放射線科、
透析センター 

床 
 
 

108 古世町3丁目
21-1 

22-0341 

花 ノ 木 医 療 
福祉センター 

所長 
寺 田  直 人 

小児科、整形外科、内科、
神経科、リハビリテーシ
ョン科、歯科、耳鼻咽喉
科、皮膚科、精神科 

152 
大井町小金岐
北浦37-１ 

23-0701 

医 療 法 人 
清 仁 会 
亀岡シミズ病院 

病院長 
竹 中  温 

脳神経外科、外科、整形
外科、内科、循環器内
科、眼科、皮膚科、泌尿
器科、放射線科、呼吸器
内科、消化器内科、消化
器外科、リハビリテーシ
ョン科、精神神経科、腎
臓内科（人工透析） 

177 
篠町広田1丁
目32-15 

23-0013 

亀岡市立病院 
病院長 
玉 井  和 夫 

内科、消化器内科、循環
器内科、神経内科、糖尿
病内科、小児科、外科、
整形外科、皮膚科、泌尿
器科、眼科、放射線科、
麻酔科、リハビリテーシ
ョン科 

100 
篠町篠野田1-
1 

25-7313 
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診療所 

名  称 管 理 者 名 診  療  科  目 許可病床数 所 在 地 電 話 

阿 部 
耳 鼻 咽 喉 科 
医 院 

阿 部  登 耳鼻咽喉科  
追分町馬場通
9-9 ヤマグ
チ SSビル3階 

22-8797 

石 﨑 医 院 石 﨑  壽 光 
内科、婦人科、美容皮膚
科 

 
古世町1丁目
4-5 

25-6045 

上 原 医 院 上 原  久 和 内科、小児科  西町37 22-0347 

耳 鼻 咽 喉 科 
内 田 医 院 

内 田  一 男 耳鼻咽喉科  
古世町2丁目
8-2 

22-2030 

鎌 田 
整形外科医院 

鎌田 雄一郎 
整形外科、リウマチ科、
リハビリテーション科 

 突抜町44-1   22-5068 

亀 岡 市 休 日 
急 病 診 療 所 

 小児科、内科  
安町釜ヶ前82 
保健センター
内 

23-5636 

く ま ざ わ 
皮 膚 科 医 院 

熊 澤  浩 樹 皮膚科  北町艮2-6 24-5512 

田 村 
産婦人科医院 

田 村  尚 也 産婦人科 16 安町野々神28 24-3151 

内科クリニック 
西 垣 医 院 

西 垣  逸 郎 
内科、胃腸科、循環器
科、呼吸器科、消化器科 

 
古世町2丁目
6-6 

22-7573 

ぬ く い 
泌尿器科医院 

温 井  雅 紀 泌尿器科  
追分町馬場通
22-8  ABIL-
Ⅱ 2階 

29-4401 

は や し 
整 形 外 科 

林  太 一 
整形外科、リハビリテー
ョン科 

 
古世町西内坪
32-1 ラ・ポ
ール1階 

25-6711 

ひ が し は ら 
内 科 眼 科 
ク リ ニ ッ ク 

東 原  博 司 
内科、眼科、消化器内
科、糖尿病内科、在宅医
療 

 北町57-13 55-9860 

平 岡 医 院 平 岡  聡 内科、外科  本町19 22-0260 

ふ く し ま 
内 科 醫 院 

福 島  達 夫 
内科、リウマチ科、糖尿
病内科、腎臓内科、リハ
ビリテーション科 

 旅籠町25 25-9116 

コ サ カ 
小児科糖尿病 
内 科 医 院 

小坂 喜太郎 
小児科、内科、糖尿病内
科 

 
古世町西内坪
32-1 ラ・ポ
ール2階 

29-2662 

整 形 外 科 
あ ん ど う 
ク リ ニ ッ ク 

安 東  慶 治 
整形外科、リハビリテー
ション科 

 
古世町1丁目 
48-9 

29-1173 

み や ま 眼 科 三 山  將 成 眼科  
追分町馬場通
27-4 2階 

23-5899 

ク リ ニ ッ ク 
も み じ 

内 片  健 二 精神科、心療内科  
余 部 町 清 水
26-1 

22-7516 
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診療所 

名  称 管 理 者 名 診  療  科  目 許可病床数 所 在 地 電 話 

山 川 医 院 山 川  昭 子 内科、小児科  
北古世町1丁目
21-11 

25-0777 

吉 岡 
整形外科医院 

吉 岡  克 己 
整形外科、リハビリテ
ーション科、外科 

 河原町192 25-4121 

ヨ ネ ハ ラ 
消 化 器 科 
内 科 医 院 

米 原  亨 消化器内科、内科  三宅町107-3 25-5285 

さかべ整形外科 

ク リ ニ ッ ク 
坂 部  智 哉 

整形外科、リウマチ
科、リハビリテーショ
ン科 

 
中矢田町久保
垣内27-1 

56-9360 

み ぎ わ 
クリニック 

高 浜 聖 二 心療内科・精神科  
追分町大堀3番
25 

29-1029 

かわの内科 
クリニック 

河 野 秀 彦 内・呼内  
追分町馬場通
21番地17 浅田
ビル1階 

25-3010 

ムツミ医院 西 本 雅 彦 
内・整形・皮・リハ・
放 

 
下矢田町君塚
八番地 

23-1231 

小 牧 
産婦人科医院 

小 牧  貫 治 
内科、小児科、産婦 
人科、皮膚科 

3 
曽我部町南条
屋敷3-3 

22-1054 

佐 藤 医 院 佐 藤  俊 之 
内科、小児科、消化器
内科 

 
吉川町吉田段
ノ坪23 

21-2525 

柿花診療所 行 待  壽 紀 
内科、整形外科（月・
火・木）、呼吸器科
（土） 

 
薭田野町柿花
畑ケ中17 

25-1700 

畑野診療所 奥 井  雅 憲 内科  
畑野町千ヶ畑
西山5-24 

28-3939 

宮前診療所 吉 岡  隆 行 内科、外科  
宮前町宮川西
垣内17 

26-2002 

宮前診療所 
神 前 分 院 

吉 岡  隆 行 内科  

宮前町神前上
段川46 生涯
学習神前ふれ
あいセンター
内 

26-2668 

お く ざ わ 
眼 科 医 院 

奥 沢  正 紀 眼科  
大井町並河2丁
目29-8 

24-4455 

し ら べ 内 科 
整形外科医院 

調  幸 治 
内科、整形外科、リハ
ビリテーション科、小
児科、皮膚科 

 
大井町並河2丁
目13-11 

23-8943 

なら皮フ科 
クリニック 

奈 良  武 史 皮膚科、アレルギー科  
大井町小金岐
4-27 

20-8025 
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名  称 管 理 者 名 診  療  科  目 許可病床数 所 在 地 電 話 

吉 田 
耳鼻咽喉科 

吉 田  幸 夫 耳鼻咽喉科  

大井町土田2丁
目1-16 ＳＹ
グランドビル1
階 

25-0911 

タムラクリ
ニ ッ ク 

田 村 孝 朗 
内・ペインクリニック
外科・美容皮膚科 

 

大井町土田2丁
目12-33 アッ
シュ・アール1
階 

56-8255 

さとう医院 佐 藤  譲 
外科、内科、消化器内
科、婦人科、在宅医療 

 
千代川町高野
林西ノ畑27 

25-8851 

森 戸 整 形 
外 科 医 院 

森 戸  俊 典 
整形外科、リウマチ
科、リハビリテーショ
ン科、皮膚科 

 
千代川町小川2
丁目2-16 

23-6029 

もんじ循環器科
内科診療所 

文 字  直 内科、循環器内科 1 
千代川町小林
前田27-2 

22-8890 

いわもと内科 
外 科 医 院 

岩 本  在 弘 内科、外科、肛門科  
千代川町今津 
1-5-3 

21-1050 

中 川 医 院 中 川  裕 隆 内科  馬路町万年52 22-0680 

しらかわ医院 白 川  和 夫 内科、消化器内科  
河原林町河原
尻高野垣内59-
1 

23-9011 

井 上 
耳鼻咽喉科医院 

井 上  功 耳鼻咽喉科  
篠町広田2丁目
20-13 

25-8733 

植 木 タ カ 
メディカル 
クリニック 

植 木  孝 宜 
内科、外科、消化器
科、肛門科 

 
篠町浄法寺中
村39-1 

29-6888 

落合皮フ科 
クリニック 

落 合  宏 司 皮膚科  

篠町馬堀駅前
2-3-1 メディ
アス亀岡5番館
1階 

55-9536 

加 藤 医 院 加藤 啓一郎 内科、消化器科  
篠町見晴6丁目
14-6 

24-5903 

栗 山 内 科 
クリニック 

栗 山  卓 弥 
内科、循環器内科、神
経内科、老年内科、 

 
篠町篠向谷24-
4 

29-6633 

瀬 尾 医 院 瀬 尾  博 内科、神経科  
篠町見晴1丁目
8-3 

22-0802 

ひ が き 
小児科医院 

樋 垣  諒 小児科、アレルギー科  
篠町森東垣内
1-11 

22-5399 

みなみ眼科 
クリニック 

南  八 興 眼科  
篠町野条下川
40-3 

25-2602 
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名  称 管 理 者 名 診  療  科  目 許可病床数 所 在 地 電 話 

山口マタニティ 
クリニック 

山 口  裕 之 産婦人科 13 
篠町馬堀駅前2
丁目4-7 

22-3518 

八木診療所 八 木   司 
内科、耳鼻咽喉科、皮
膚科 

 
篠町柏原町頭
18 

24-0123 

和 田 眼 科 和 田  恵 美 眼科  

篠町馬堀伊賀
ノ辻8-2 マツ
モトうまほり
店2階 

25-1450 

永田眼科 

クリニック 
永 田  真 帆 眼科  

篠町浄法寺 

35-3 
22-1236 

まついこども 

クリニック 
松 井  史 裕 小児科、小児神経内科  

篠町馬堀東垣内 

26-1 
56-9810 

ふくい内科 
クリニック 

福 居 顯 介 内科・循環器内科  
篠町馬堀駅前1
丁目6番1号 

29-1291 

ひ わ た し 
耳鼻咽喉科 
クリニック 

樋 渡  直 
耳鼻咽喉科、小児耳鼻
咽喉科、アレルギー科 

 
篠町浄法寺中
村39番1 

21-3387 

飯野小児科 
内 科 医 院 

飯 野  譲 小児科、内科  
南つつじケ丘
大葉台2丁目
44-1 

25-0015 

さとう整形 
外 科 医 院 

佐 藤  英 夫 整形外科  
南つつじヶ丘
大葉台1丁目
34-3 

25-2701 

十 倉 佳 史 
胃 腸 内 科 
クリニック 

十 倉  佳 史 
胃腸内科、消化器内
科、内科 

 
南つつじヶ丘
大葉台2丁目
28-2 

23-5001 

 ※１…災害時に災害医療情報の収集・把握を行う。 

 

 

 

亀岡市診療所 

名  称 管 理 者 名 診  療  科  目 許可病床数 所 在 地 電 話 

亀岡市休日 

急病診療所 
藤 原  史 博 小児科、内科  

安町釜ヶ前 82 

保健センター内 
23-5636 

畑野診療所 奥 井  雅 憲 内科、消化器内科  
畑野町千ケ畑 
西山5-24 

28-3939 
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歯科医院 

名  称 管 理 者 名 所 在 地 電 話 

天 野 歯 科 医 院 天 野  浩 追分町馬場通9-9 ﾔﾏｸﾞﾁ SS ビル 2階 25-2927 

石 川 歯 科 医 院 石 川  清 之 追分町馬場通21-12 石川ビル 4階 22-8666 

浦 田 歯 科 ク リ ニ ッ ク 浦 田  美 穂 河原町230番地10 24-0005 

岡 本 歯 科 医 院 岡 本  眞 和 三宅町1丁目1-6 24-5001 

お ぎ の 矯 正 歯 科 荻 野  茂 追分町大堀17-1 FLAT YAGI 2階 25-0418 

ク ニ ッ テ ル 並 河 歯 科 並 河  治 之 追分町馬場通19-2 23-8246 

仕 合 歯 科 ・ 矯 正 歯 科 仕 合  裕 旅籠町28 22-0363 

嶋 村 歯 科 医 院 嶋 村  浩 一 北町38 22-0209 

中 川 歯 科 医 院 中 川  博 友 古世町2丁目3-8 23-3232 

中 川 幹 也 歯 科 診 療 所 中 川  幹 也 安町中畠121 22-6667 

ナカムラ矯正・小児歯科 北 村  朋 世 古世町西内坪32-1 ラポール 3・4階 23-3388 

前 川 歯 科 医 院 前 川  眞 司 北古世町2丁目12-1 23-1992 

安 井 歯 科 医 院 安 井  明 平 北町16 22-0265 

西 田 歯 科 医 院 西 田  安 孝 曽我部町穴太河原口42-1 24-5757 

田 中 歯 科 医 院 田 中  恵 一 曽我部町南条下河原12-3 23-6480 

市 川 歯 科 医 院 市 川  章 大井町並河2丁目2-11 24-8837 

小 野 歯 科 医 院 小野 恒太郎 大井町土田2丁目6-3 22-3737 
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名  称 管 理 者 名 所 在 地 電 話 

河 野 歯 科 医 院 河 野  弘 之 
大井町土田2丁目11-20-108号 
メディアス亀岡1階 

24-6050 

とおさか歯科クリニック 遠 坂  豊 大井町土田2丁目12-5 25-7760 

坂 井 歯 科 医 院 坂 井  知 明 千代川町千原1丁目2-8 24-9211 

内 藤 歯 科 医 院 内 藤  春 生 千代川町千原1丁目1-20 24-2028 

永 田 歯 科 医 院 永 田  篤 司 千代川町千原2丁目4-8 24-8841 

ス カ イ デ ン タ ル 
ク リ ニ ッ ク ※ １ 

大 矢  竜 朗 千代川町小林下戸9-7 56-8241 

池 田 歯 科 医 院 池 田  利 夫 篠町野条井ホラ4-5 24-5987 

い ず み 歯 科 医 院 泉  要 佑 篠町夕日ケ丘1丁目41 25-8981 

い わ も り 歯 科 医 院 岩 森  正 光 
篠町馬堀駅前2丁目3-1 
メディアス亀岡1階 

29-3366 

植 村 歯 科 医 院 植 村  正 敏 
篠町柏原久保垣内1-3 
オプトカワモトビル 3階 

25-3555 

うまほり西田歯科医院 西 田  幸 弘 篠町篠見晴15-7 25-7788 

こ う も と 歯 科 医 院 河 本  隆 大 篠町篠野田10-38 24-0118 

吉 田 歯 科 医 院 吉 田  龍 児 篠町広田1丁目32-11 22-6856 

上原デンタルクリニック 上 原  久 晴 西つつじケ丘五月台2丁目34-4 56-8344 

細 木 歯 科 医 院 細 木  一 成 西つつじケ丘五月台2丁目40-9 24-7131 

前 田 歯 科 医 院 前 田  文 義 西つつじケ丘大山台1丁目16-5 23-8804 

ふ じ た 歯 科 医 院 藤 田  幸 彦 南つつじケ丘大葉台2丁目44-10 29-2800 

脇 歯 科 医 院 脇  新 五 南つつじケ丘桜台2丁目16-10 22-7700 

 ※１…災害時に災害医療情報の収集・把握を行う 
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風水２－２－７－１・震災２－１－１０－１ 

水 防 倉 庫 備 蓄 資 機 材  

倉 庫 名 設 置 場 所 ＰＰ袋 
縄 

玉 

杭 

掛矢 
鎌 
鉈 
等 

鋸 
スコ 

ップ 

つる 

はし 

じょ

れん 

一 
輪 
車 

救命 

胴衣 

防水 

ｼｰﾄ 0.9m 1.2m 1.5m 1.8m 

常 盤 倉 庫 余部町前川原 3,000 27 400 200 1000 100 37 10 10 52 10 30 20 8 50 

曽 我 部 〃 南 条 1,000 5 50 100 50 20 5 6 5 10 2 3 5  6 

吉 川 〃 吉 田 1,000 5 50 100 50  5 5 4 5 2 3 5 8 5 

薭 田 野 〃 佐 伯 1,000 5 50 100 50  5 5 5 5 2 3 5  5 

本 梅 〃 井 手 1,000 5 50 100 50 20 5 6 5 10 2 3 5  6 

大 井 〃 並 河 一 丁 目 1,000 5 50 100 50 20 5 6 5 10 2 3 5 8 6 

千 代 川 〃 千 原 一 丁 目 1,000 5 50 100 50  5 5 4 5 2 3 5 8 5 

馬 路 〃 三 ツ 辻 1,000 5 50 100 50 20 5 6 5 10 2 3 5 8 6 

旭   〃 年 角 1,000 5 50 100 50  5 5 4 5 2 3 5  5 

河 原 林 〃 河 原 尻 1,000 7 100 100 50  7 6 5 7 2 3 5 8 6 

保 津 〃 構 ノ 内 1,000 5 50 100 50 20 5 6 5 5 2 3 5 8 6 

予 

備 

倉 

庫 

東別院 南 掛 500 5 50 50   5 5 5 5     5 

天 川 天 川 500 2 50 50   2 2 2 2     2 

畑 野 千 ケ 畑 500 5 50 50   5 5 5 5     5 

宮 前 宮 川 500 5 50 50   5 5 5 5     5 

千 歳 千 歳 500 2 50 50   2 2 2 2     2 

篠 篠 1,000 2 50 50   2 5 4 2    8 5 

合 計 16,500 100 1250 1500 1500 200 110 90 80 145 30 60 70 64 130 
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風水２－２－７－２ 

舟 艇 配 置 場 所  

区分 
 

種別 
数 配 置 場 所 摘     要 

舟     艇 ２ 余部町前川原 第３亀岡丸、ゴムボート（亀岡３号） 

舟     艇 ２ 大井町並河１丁目 第５亀岡丸、ゴムボート（亀岡５号） 

舟     艇 ２ 河原林町勝林島 第６亀岡丸、ゴムボート（亀岡６号） 

舟     艇 ２ 吉川町吉田 第７亀岡丸、ゴムボート（亀岡７号） 

舟     艇 ３ 篠町柏原 第８亀岡丸、ゴムボート２艇 

舟     艇 １ 千代川町北ノ庄 ゴムボート（亀岡１号） 

舟     艇 １ 保津町溝ノ内 ゴムボート（亀岡２号） 

 注１ 保津町及びその周辺については、保津川遊船企業組合より舟艇を借り上げる 
   ものとする。 
 注２ 市域全体の対応については、亀岡消防署及び亀岡市消防団本部の舟艇で対応 

するものとする。 

 

 

 

風水２－２－７－３ 

優先通行の標識 

 

約 45cm 

地 色（白） 

 水 （赤） 

文 字（黒） 亀岡市 

約 

30 

cm 



 
 

風水２－２－７－４ 

水 防 信 号  

 警  鐘  信  号 サ イ レ ン 信 号 

第１信号 

 

 

第２信号 

 

 

第３信号 

 

 

第４信号 

○休止  ○休止  ○休止 

 

 

○－○－○  ○－○－○  ○－○－○ 

 

 

○－○－○－○  ○－○－○－○  ○－○－○－○ 

 
 

   乱       打 

○－   休 止  ○－   休 止  ○－ 

約５秒  約15秒  約５秒  約15秒  約５秒 

 

○－   休 止  ○－   休 止  ○－ 

約５秒  約６秒  約５秒  約６秒  約５秒 

 

○－   休 止  ○－   休 止  ○－ 

約10秒  約５秒  約10秒  約５秒  約10秒 

 

○－   休 止  ○－ 

約１分  約５秒  約１分 

備  考 

１．信号は適宜の時間継続すること。 

２．必要あれば警鐘信号及びサイレン信号を併用することを妨げないこと。 

３．危険が去った時は口頭伝達により周知させるものとすること。 

注 １．第１信号 はん濫注意水位に達したことを知らせるもの。 
２．第２信号 消防機関に属する者の全員が出動すべきことを知らせるもの。 
３．第３信号 区域内に居住する者が出動すべきことを知らせるもの。 
４．第４信号 必要と認める区域内の居住者に避難のため立ちのくべきことを知らせるもの。 

  

-158- 
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風水２－２－７－５ 

水 防 実 施 状 況 報 告 書  

                                      ○ ○ 分団 

 
  年  月  日 自  時 

 
  年  月  日 至  時 

被害 
 
 
 

情況 

堤防 

 

 

 

 

 

ｍ 

田 

 

 

 

 

 

ha 

畑 

 

 

 

 

 

ha 

家 

 

 

 

 

 

戸 

人員 

 

 

 

 

 

人 

道路 

 

 

 

 

 

ｍ 

鉄道 

 

 

 

 

 

ｍ 

出動人員 
消防団員 その他   計 
 
   名    名    名 

水防活動 
状況及び 
人    員 

○○川巡視        名 
○○水防工法       名 
○○水防工法       名 

効  果  

従事人員 

消防団員 その他 計 

使用車両 

そ の 他 
 

 
 
 
 

名 

 
 
 
 

名 

 
 
 
 

名 

使用資機材 

叺 
ＰＰ 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
枚 

縄 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
玉 

杭 その他 

備考  

0.9m 1.2m 1.5m 1.8m  

本 本 本 本 

 

 注 工法実施の場合は、箇所別、工法別に略図を添付すること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

風水２－２－７－６ 

水 防 活 動 実 施 報 告 書  
                                                                  水防管理団体名  亀岡市 

                                                                      令和  年  月  日 

実 施 日 時    令和   年   月   日―――――令和   年   月   日まで 

出 水の状況 河 川 名       川 最高水位     ｍ    cm（はん濫注意水位    ｍ    cm） 雨  量                   mm 

災 害 原 因  河川種別 

左 岸  １級 
     ２級 
     準用 
右 岸  普通 

実  施 
 
箇 所 数 
 

 

水防活動 
 
 
延 人 員 

 
      人 

水防団員（消防団員） そ の 他 

 
人 

 
人 

 

河 川 名 水防実施箇所 水防工法 水防実施延長 

水 防 使 用 資 材 

計 備    考 
品  目 単 位 

主 要 資 材 そ の 他 資 材 

数 量 単 位 金  額 数 量 単 位 金  額 

 

京都府 亀岡市 
 
      町 
 
 
 
 
 
 
 
 
      地 
 
      先 

  

          

          

          

          

          

          

          

          

          

          

          

計          

主 要 資 材  俵、かます、布袋類、むしろ、なわ、竹、生木、丸太、くい、板類、鉄線、くぎ、かすがい、じゃかご及び置石 

 
水     防     活     動     費 

使 用 資 材 費 
機 械 等 借 料 食 糧 費 出 動 手 当 等 そ の 他 計 

主 要 資 材 費 その他資材費 小     計 

 円  円  円  円  円  円  円  円 

備     考 

（水防状況等） 

       

（注） 水防活動を実施した河川ごとに作成すること。 

-
1
60
- 



風水２－２－８－１・震災２－１－１１－１  

別記様式第１号 

記号及び受理番号  京  事前第   号 受理年月日    年   月   日  京   事前第   号 

災  害 
緊急事態応急措置用 
地震防災 
国 民 保 護 措 置 用 

緊急通行車両等事前届出済証 

左記のとおり事前届出を受けたことを証する。 

                       年  月  日 
                           京都府公安委員会 印 

災  害 
緊急事態応急措置用 
地震防災 
国 民 保 護 措 置 用 

緊急通行車両等事前届出書 
年  月  日 

   京都府公安委員会 殿 
申請者  住所 
     電話 
     氏名        ㊞ 

指定行政機関等 

１ 指定行政機関 ２ 指定地方行政機関 ３ 地方公共団体（執行機
関を含む。） ４ 指定公共機関 ５ 指定地方公共機関 ６ 関係機
関・団体 ７ その他 

 

注 １ 災害発生時、原子力緊急事態宣言時、警戒宣言発令時又は武力攻撃事態等時に

は、この届出済証を最寄りの警察本部（交通規制課）、警察署、交通検問所等に

提出し、所要の手続を受けてください。 

２ この届出済証を亡失し、滅失し、汚損し、若しくは破損したとき又は記載事項

に変更が生じたときは、事前届出を行った警察署に申し出て再交付又は記載事項

の変更を受けてください。 

３ 届出済証に係る車両が次のいずれかに該当するときは、速やかに事前届出を 

行った警察署にこの届出済証を返納してください。 

   ⑴ 緊急通行車両等に該当しなくなったとき。 

   ⑵ 廃車となったとき。 

   ⑶ 緊急通行車両等として必要でなくなったとき。 

名称 

番号標に標示され
ている番号 

 

災害・緊急事態・
地震防災応急対策
又は国民保護措置
の内容 

１ 警報の発令等 ２ 消防、水防等応急措置 ３ 救難・救助・保護 
４ 児童・生徒の応急の教育 ５ 施設・設備の応急の復旧等 ６ 清
掃、防疫等保健衛生 ７ 犯罪の予防、交通の規制等社会秩序の維持 
８ 緊急輸送の確保 ９ 災害の発生の防御、拡大の防止 10 食糧、
医薬品その他の物資の確保 11 放射線量の測定、放射性物質による汚
染の除去 12 輸送及び通信の措置 13 国民生活安定の措置 14 被
害の復旧 

車両の用途（緊急
輸送を行う車両に
あっては、輸送人
員又は品名） 

 

使 用 者 
住 所                   電話 

氏 名  

出 発 地  

京都府外で災害応
急対策に関する活
動計画の有無及び
その活動地域 

有 
滋賀県・大阪府・兵庫県・奈良県・和歌山県 

無 
その他（                ） 

注 この届出書は、２通作成し、それぞれに、指定行政機関等が保有する車両に係る事前届
出の申請にあっては自動車検査証の写しを、指定公共機関等が保有する車両以外の車両に係
る事前届出の申請にあっては自動車検査証の写し及び輸送協定書等の当該車両を使用して行
う業務の内容を疎明する書類（輸送協定書等がない場合にあっては、指定行政機関等の上申
書等）の写しを添付の上、車両の本拠の位置を管轄する警察署に提出してください。 

 

-
1
61
- 
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風水２－２－８－２・震災２－１－１１－２  

別記様式第５ 

災  害 
緊急事態応急対策用 
地震防災 
国 民 保 護 措 置 用 

緊 急 通 行 車 両 等 確 認申 請 書 
 
                                     年  月  日 
 京都府公安委員会 殿 
                         申請者 住所 
 
                             電話 
 
                             氏名           ㊞ 
 

事前届出の有無 有 （届出済証番号          ）  無 

指定行政機関等 

１ 指定行政機関 ２ 指定地方行政機関 ３ 地方公共団体（執行機関を含む｡) 
４ 指定公共機関 ５ 指定地方公共機関 ６ 関係機関・団体 ７ その他 

名称 

番号標に表示さ 
れている番号 

 

災害・緊急事
態・地震防災応
急対策又は国民
保護措置の内容 

１ 警報の発令等 ２ 消防、水防等応急措置 ３ 救難・救助・保護 ４ 児童 
・生徒の応急の教育 ５ 施設・設備の応急の復旧等 ６ 清掃、防疫等保健衛生 
７ 犯罪の予防、交通の規制等社会秩序の維持 ８ 緊急輸送の確保 ９ 災害の
発生の防御、拡大の防止 10 食糧、医薬品その他の物資の確保 11 放射線量の
測定、放射性物質による汚染の除去 12 輸送及び通信の措置 13 国民生活安定
の措置 14 被害の復旧 

車両の用途（緊
急輸送を行う車
両にあっては、
輸送人員又は品
名） 

 

使  用  者 
住所 

 
                    電話 

氏名  

通行（輸送） 
日     時 

 

通行（輸送） 
 
経     路 

出    発    地 目    的    地 

  

注 １ 届出済証の交付を受けている車両については、この確認申請書を２通作成し、当該届出済証
を添付の上、最寄りの警察本部（交通規制課）、警察署、交通検問所等に提出してください。 

  ２ 届出済証の交付を受けていない車両については、この確認申請書を２通作成し、それぞれ
に、輸送協定書等の当該車両を使用して行う業務の内容を疎明する書類（輸送協定書等がない
場合にあっては、指定行政機関等の上申書等）の写しを添付の上、最寄りの警察本部（交通規
制課）、警察署、交通検問所等に提出してください。 
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風水２－２－８－３・震災２－１－１１－３ 

 別記様式第３（第６条関係） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

備考 １．色彩は、記号を黄色、緑及び「緊急」の文字を赤色、「登録（車両）番号」、「有効期限」、

「年」、「月」、及び「日」の文字を黒色、登録（車両）番号並びに年、月及び日を表示する

部分を白色、地を銀色とする。 

   ２．記号の部分に、表面の画像が光の反射角度に応じて変化する措置を施すものとする。 

   ３．図示の長さの単位は、センチメートルとする。 

 

 

（裏面） 

 

１．注意事項 

 ⑴ この標章は、車両の見やすいところにはっておくこと。 

 ⑵ 確認された日時が過ぎたときは、はやく警察へかえすこと。 

２．通行を確認する条件 

 ⑴ 上記の注意事項を必ず守ること。 

 ⑵ 通行の確認をうけた目的以外の場合に通行しないこと。 

 ⑶ この条件に違反したときは、通行の確認を取り消すことがある。 

 

 

 

登録(車両)番号 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

有効期限    年   月   日 

21 

15 
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風水２－２－８－４・震災２－１－１１－４ 

 別記様式第４（第６条関係） 

第   号                              年  月  日 
緊 急 通 行 車 両 確 認 証 明 書 

                                  知   事  印 
                                  公安委員会  印 

番 号 標 に 表 示 
さ れ て い る 番 号 

 

車両の用途（緊急輸送 
を行う車両にあっては 
輸送人員又は品名） 

 

使 用 者 
住 所 

 
                （    ）   局     番 

氏 名  

通 行 日 時 
 

通 行 経 路 

出   発   地 目   的   地 

  

備 考 
 

 備考 用紙は、日本工業規格Ａ５とする。 
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風水２－３－１－１・震災２－２－１－１  

        災害救助法による救助の内容等（災害救助法施行細則第３条関係）       ① 

救 助 の 種 類 期  間 程     度 方     法 

収容施設の 
供   与 

避 難 所 災害発生の日 
から７日以内 

 設置のため支出できる費用
は、設置、維持及び管理のた
めの賃金職員等雇上費、消耗
器材費、建物の使用謝金、器
物の使用謝金、借上費又は購
入費及び光熱水費並びに仮設
便所等の設置費とし、次の額
の範囲内とする。ただし、高
齢者、障害者等（以下「高齢
者等」という。）で、避難所
での生活において特別な配慮
を必要とするものが利用する
福祉避難所を設置した場合は
特別な配慮のために必要なそ
の地域における通常の実費を
加算することができる。 
（基本額） 
 避難所設置費 
 １人１日当たり320円 
（加算額） 
 冬季（10月～３月まで）に
ついては、別に定める額を加
算する。 

１ 災害により現に被害を
受け、又は受けるおそれ
のある者に対して行う。 

２ 学校、公民館等既存建
物の利用を原則とする
が、これら適当な建物を
得がたいときは、野外に
仮小屋を設置し、又は天
幕を設営して行う。 

応 急 仮 設 
住   宅 

供与できる期
間は、完成の
日から建築基
準法（昭和25
年法律第201
号）第85条第
３項又は第４
項の規定によ
る期限内（最
高限度２年以
内） 

１ １戸当たりの規模は29.7
平方メートルを標準とし、
その設置のため支出できる
費用は、2,621,000円以内
とする。 

２ 居住者の集会等に利用す
るための１施設当たりの規
模及びその設置のための支
出できる費用は、別に定め
る。 

１ 住家が全壊し、全焼、
又は、流失して居住する
住家がない者で、かつ自
らの資力では住家を得る
ことができない者に対し
て行う。 

２ 同一敷地内又は近接す
る地域内に概ね50戸以上
設置した場合は、居住者
の集会等に利用するため
の施設を設置できる。 

３ 高齢者等で日常生活上
特別な配慮を要するもの
が数人以上で利用し、老
人福祉法（昭和38年法律
第133号）第10条の４の
規定による老人居宅介護
等事業等を利用しやすい
構造及び設備を有する施
設（以下「福祉仮設住
宅」という。）を設置す
ることができる。 

４ 応急仮設住宅の設置に
代えて、賃貸住宅の居室
の借上げを実施し、これ
らに収容することができ
る。 

５ 災害発生の日から、20
日以内に着工し速やかに
設置する。 
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                                             ② 

救 助 の 種 類 期  間 程     度 方      法 

炊出しその
他による食
品の給与及
び飲料水の
供給 

炊出しその
他による食
品の給与 

災害発生の日
から７日以内 

１ 支出できる費用は、主
食、副食、燃料等の経費と
し、１人１日当たり1,080
円以内とする。 

 

１ 避難所を利用する者、
住家に被害を受けて炊事
のできない者及び住家に
被害を受けて一時縁故地
等へ避難する必要のある
者に対し行う。 

２ 被災者が直ちに食する
ことができる現物による
ものとする。 

飲料水供給 災害発生の日
から７日以内 

 支出できる費用は、水の購
入費のほか、給水及び浄水に
必要な機械及び器具の借上
費、修繕費及び燃料費並びに 
給水及び浄水に必要な薬品及 
び資材の経費とし、当該地域 
における通常の実費とする。 

 災害のため現に飲料水を
得ることができない者に対
して行う。 

被服、寝具
その他生活
必需品の給
与又は貸与 

 災害発生の日
から10日以内 

 支出できる費用は、季別、
世帯区分により１世帯当たり
次の表の額の範囲内とする。 
 なお、季別は、災害発生の
日をもって決定する。 

１ 住家の全壊し、全焼、
流失、半壊、半焼若しく
は床上浸水（土砂のたい
積等により一時的に居住
することができない状態
になったものを含む。こ
の表において同じ。）又
は、船舶の遭難等により
生活上必要な被服、寝具
その他日用品等を喪失
し、又はき損し、直ちに
日常生活を営むことが困
難となった者に対して行
う。 

２ 被害の事情に応じ次に
掲げる品目の範囲内にお
いて現物をもって行う。 

 ⑴ 被服、寝具及び身の
回り品 

 ⑵ 日用品 
 ⑶ 炊事用具及び食器 
 ⑷ 光熱材料 

 
季別 

夏  季 
４月から 
９月まで 

冬  季 
10 月から 
３月まで 

 

被害別 
 
 
 

世帯区分 

全壊、
全焼又
は流失
世帯 

半壊、
半焼又
は床上
浸水世
帯 

全壊、
全焼又
は流失
世帯 

半壊、
半焼又
は床上
浸水世
帯 

１人 
世帯 

円 
18,300 

円 
6,000 

円 
30,200 

円 
9,700 

２人 
世帯 

 
23,500 

 
8,000 

 
39,200 

 
12,600 

３人 
世帯 

 
34,600 

 
12,000 

 
54,600 

 
17,900 

４人 
世帯 

 
41,500 

 
14,600 

 
63,800 

 
21,200 

５人 
世帯 

 
52,600 

 
18,500 

 
80,300 

 
26,800 

６人
以上
１人
を増
すご
とに
加算
する 

7,700 2,600 11,000 3,500 
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                                             ③ 

救 助 の 種 類 期  間 程     度 方      法 

医 療 及 び 
助   産 

医療（あん
摩マッサー
ジ指圧師、
はり師、き
ゅう師等に
関する法律
（昭和22年
法律第217
号）又は柔
道整復師法
（昭和45年
法 律 第 19
号）に規定
するあん摩
マッサージ
指圧師、は
り師、きゅ
う師又は柔
道 整 復 師
（この項に
おいて「施
術者」とい
う。）が行
うことがで
きる範囲の
施 術 を 含
む。） 

災害発生の日 
から14日以内 

 支出できる費用は、次のと
おりとする。 
⑴ 救護班による場合、使用
した薬剤、治療材料及び破
損した医療器具の修繕費等
の実費 

⑵ 病院又は診療所による場
合、国民健康保険の診療報
酬の額以内 

⑶ 施術者による場合 
 ア あん摩マッサージ指圧 
  師 
   社会保険診療報酬点数

表（乙表）に準じる額以
内 

 イ はり師、きゅう師及び
柔道整復師 

   知事と関係団体との協
定料金の額以内 

１ 災害のため医療の途を
失った者に対して、応急
的に行う。 

２ 救護班によって行う。
ただし、急迫した事情が
あり、やむを得ない場合
においては、病院又は診
療所（施術者を含む。）
において行う。 

３ 次の範囲内において行
う。 

 ⑴ 診療 
 ⑵ 薬剤又は治療材料の

支給 
 ⑶ 処置、手術その他の

治療及び施術 
 ⑷ 病院又は診療所への

収容 
 ⑸ 看護 

助   産 分べんした日
から７日以内 

 支出できる費用は、次の額
の範囲内とする。 
⑴ 救護班による場合 
 使用した衛生材料の実費 

⑵ 助産師による場合 
  慣行料金の８割の額以内 

１ 災害発生の日以前７日
以内又は以後７日以内に
分べんした者であって、
災害のため助産の途を失
ったものに対して行う。 

２ 次の範囲内において行
う。 

 ⑴ 分べんの介助 
 ⑵ 分べん前及び分べん

後の措置 
 ⑶ 脱脂綿、ガーゼその

他の衛生材料の支給 

災害にかか
った者の救
出 

 災害発生の日
から３日以内 

支出できる費用は、舟艇その
他救出のための機械、器具等
の借上費又は購入費、修繕
費、燃料費等とし、当該地域
における通常の実費とする。 

 災害のため現に生命若し
くは身体が危険な状態にあ
る者、又は生死不明の状態
にある者を捜索し、又は救
出する。 

災害にかか
った住宅の
応急修理 

 災害発生の日 
から１か 月 
以    内 

１ 支出できる費用は、１世
帯当たり、567,000円以内
とする。 

２ １の規定にかかわらず、
同一住家（１戸）に２以上
の世帯が居住している場合
においては、当該２以上の
世帯に対し支出できる費用
の総額は、567,000円以内
とする。 

１ 災害のため住家が半壊
し、又は半焼して、自ら
の資力では応急修理をす
ることができない者又は
大規模な補修を行わなけ
れば居住することが困難
である程度に住家が半壊
（半焼）した者に対して
行う。 

２ 居室、炊事場、便所等
日常生活に必要最小限度
の部分について現物をも
って行う。 
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                                             ④ 

救 助 の 種 類 期  間 程     度 方      法 

学 用 品 の 
給   与 

教科書（小
学校児童及
び中学校生
徒にあって
は教科書の
発行に関す
る臨時措置
法（昭和23
年 法 律 第
132号）第
２条第１項
に規定する
教科書及び
教科書以外
の教材で、
教育委員会
に届け出、
又はその承
認を受けて
使用してい
るものをい
う。この項
において同
じ｡) 

災害発生の日
から１か 月 
以内 

 支出できる費用は、給与す
るための実費とする。 
 
 

１ 住家の全壊、全焼、流
失、半壊又は床上浸水に
より学用品を喪失し、又
はき損し就学上支障のあ
る小学校児童及び中学校
生徒に対して行う。 

２ 被害の実情に応じ次に
掲げる品目の範囲内にお
いて現物をもって行う。 

 ⑴ 教科書 
 ⑵ 文房具 
 ⑶ 通学用品 

文房具及び
通 学 用 品 

災害発生の日
から15日以内 

 支出できる費用は、次の額
の範囲内とする。 
⑴ 小学校児童 
 １人当たり4,200円 
⑵ 中学校生徒 
 １人当たり4,500円 

埋   葬  災害発生の日
から10日以内 

 支出できる費用は、死体の
応急的処置程度の埋葬とし、
次の額の範囲内とする。 
⑴ 大人（満12歳以上の者を
いう。） 

 １体当たり208,700円 
⑵  小人（満12歳未満の者

をいう。） 
 １体当たり167,000円 

１ 災害の際死亡した者に
ついて行う。 

２ 次の範囲内において原
則として棺又は棺材等の
現物をもって実際に埋葬
を実施する者に支給す
る。 

⑴ 棺（付属品を含む。） 
⑵ 埋葬又は火葬（賃金職
員等雇上費を含む。） 

⑶ 骨つぼ及び骨箱 
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                                             ⑤ 

救 助 の 種 類 期  間 程     度 方      法 

死体の捜索
及び処理 

死体の捜索 災害発生の日
から10日以内 

 支出できる費用は、舟艇そ
の他捜索のための機械、器具
等の借上費又は購入費、修繕
費、燃料費等とし、当該地域
における通常の実費とする。 

 災害により現に行方不明
の状態にあり、かつ、各般
の事情により既に死亡して
いると推定される者に対し
て行う。 

死体の処理
（埋葬を除
く。この項
において同
じ。） 

災害発生の日
から10日以内 

 支出できる費用は、次の額
の範囲内とする。 
⑴ 死体の洗浄、縫合、消毒
等の処置 

  １体当たり3,400円 
⑵ 死体の一時保存 
 ア 既存建物を利用する場

合 
当該施設の借上費につ

いて通常の実費 
 イ 既存建物を利用できな

い場合 
   １体当たり5,300円 

ただし、死体の一時保存
にドライアイスの購入費
等の経費が必要な場合に
は当該地域における通常
の実費を加算する。 

⑶ 検案（救護班により行う
ことができない場合に限
る。） 
 当該地域における慣行料
金の額 

１ 災害の際、死亡した者
について、死体に関する
処理を行う。 

２ 次の範囲内において行
う。 

 ⑴ 死体の洗浄、縫合
せ、消毒等の処置 

 ⑵ 死体の一時保存 
 ⑶ 検案 
３ 検案は、原則として救
護班によって行う。 

災害によっ
て住居又は
その周辺に
運ばれた土
石、竹木等
で、日常生
活に著しい
支障を及ぼ
しているも
の（この項
に お い て
「障害物」
という。）
の除去 

 災害発生の日
から10日以内 

１ 支出できる費用は、ロー
プ、スコップその他除去の
ため必要な機械、器具等の
借上費又は購入費及び輸送
費、賃金職員等雇上費等と
し、１世帯当たり134,300
円以内とする。 

２ １の規定にかかわらず、
同一住家（１戸）に２以上
の世帯が居住している場合
においては、当該２以上の
世帯に対し、支出できる費
用の総額は134,300円以内
とする。 

 居室、炊事場等生活に欠
くことのできない部分又は
玄関等に障害物が運びこま
れているため一時的に居住
できない状態にあり、か
つ、自らの資力をもってし
ては、当該障害物を除去す
ることができない者に対し
て行う。 

応急救助の
ための輸送
費及び賃金
職員等雇上
費の支給 

 当該救助の実
施が認められ
る期間以内 

 支出できる費用は、当該地
域における通常の実費とする 

 次の範囲内において行
う。 
⑴ 被災者の避難 
⑵ 医療及び助産 
⑶ 災害にかかった者の救
出 

⑷ 飲料水の供給 
⑸ 死体の捜索 
⑹ 死体の処理 
⑺ 救済用物資の整理配分 

 



 

 

風水２－３－２－１・震災２－２－２－１ 

１．指定緊急避難場所（指定避難所）                                                    ① 

名     称 所    在    地 

異常な気象等の区分 

施設面積 グﾗｳﾝド面積 

指定避難

所を兼ね

る施設 洪水 
内水 

氾濫 
崖崩れ 土石流 地震 

大規模 

火災 

亀 岡 中 学 校 [体育館] 内丸町13 ○ ○ ○ ○ ○ ○ 2,110㎡ 7,146㎡ ○ 

亀 岡 小 学 校 [体育館] 内丸町15 ○ ○ ○ ○ ○ ○ 1,273㎡ 5,610㎡ ○ 

城 西 小 学 校 [体育館] 余部町前河原46 ○ ○ ○ ○ ○ ○ 725㎡ 6,121㎡ ○ 

ガ レ リ ア か め お か 余部町宝久保1－1 ○ ○ ○ ○ ○ ○ 14,753㎡ 5,500㎡ ○ 

亀岡市役所市民ホール 安町野々神8 ○ ○ ○ ○ ○ ○ 270㎡ ―― ○ 

亀 岡 地 区 自 治 会 館 安町釜ケ前9－4 ○ ○ ○ ○ ○ ○ 175㎡ ―― ○ 
か め き た サ ン ガ 広 場 

（指定緊急避難場所） 
追分町一本木7-1 × × ○ ○ ○ ○ ―― 2,590㎡ × 

別 院 中 学 校 [体育館] 東別院町南掛一ノ坪1 ○ ○ ○ × ○ ○ 685㎡ 5,181㎡ ○ 

東 別 院 小 学 校 [体育館] 東別院町東掛岩脇6 ○ ○ × × ○ ○ 892㎡ 3,287㎡ ○ 
東 別 院 町 公 民 館 東別院町南掛藤ケ瀬3－1 ○ ○ ○ × × ○ 40㎡ ―― ○ 

東別院町ふれあいセンター 東別院町東掛一アン15 ○ ○ ○ ○ × ○ 383㎡ ―― ○ 
西 別 院 小 学 校 [体育館] 西別院町柚原佃24 ○ ○ × ○ ○ ○ 509㎡ 2,692㎡ ○ 

西別院生涯学習センター 西別院町柚原佃17 ○ ○ × ○ ○ ○ 153㎡ ―― ○ 
犬 甘 野 児 童 館 犬甘野霜ノ下2,3,4 ○ ○ × ○ × ○ 96㎡ ―― ○ 

曽 我 部 小 学 校 [体育館] 曽我部町南条荒水代1 ○ ○ ○ ○ ○ ○ 897㎡ 4,970㎡ ○ 

曽 我 部 町 公 民 館 曽我部町南条北荒水代4-1 ○ ○ ○ ○ × ○ 551㎡ ―― ○ 
吉 川 小 学 校 [体育館] 吉川町穴川平田17 ○ ○ ○ ○ ○ ○ 497㎡ 6,424㎡ ○ 

亀岡運動公園プール管理棟 吉川町吉田上河原24 ○ ○ ○ ○ ○ ○ 106㎡ ―― ○ 
亀岡運動公園[体育館] 曽我部町穴太土渕33－1 ○ ○ ○ ○ ○ ○ 3,059㎡ ―― ○ 

南 桑 中 学 校 [体育館] 薭田野町太田丸橋1 ○ ○ ○ ○ ○ ○ 1,136㎡ 9,310㎡ ○ 

-170- 



 

 

② 

名     称 所    在    地 
異常な気象等の区分 

施設面積 グﾗｳﾝド面積 

指定避難

所を兼ね

る施設 洪水 
内水 

氾濫 
崖崩れ 土石流 地震 

大規模 

火災 

薭 田 野 小 学 校 [体育館] 薭田野町佐伯源ノ坊18 ○ ○ ○ ○ ○ ○ 805㎡ 6,193㎡ ○ 

薭田野生涯学習センター 薭田野町佐伯西ノ辻9－1 ○ ○ ○ ○ ○ ○ 204㎡ ―― ○ 

人 権 福 祉 セ ン タ ー 薭田野町佐伯琴敷78-1 ○ ○ ○ ○ ○ ○ 143㎡ ―― ○ 

育 親 中 学 校 [体育館] 本梅町中野和田山1－2 ○ ○ ○ ○ ○ ○ 685㎡ 9,766㎡ ○ 

本 梅 小 学 校 [体育館] 本梅町井手早田垣内23 ○ ○ ○ ○ ○ ○ 493㎡ 3,471㎡ ○ 

ほんめ町ふれあいセンター 本梅町井手梅原3 ○ ○ ○ ○ × ○ 266㎡ ―― ○ 
畑 野 小 学 校 [体 育 館 ] 畑野町千ケ畑西山5 ○ ○ ○ × ○ ○ 680㎡ 2,641㎡ ○ 

畑 野 町 公 民 館 畑野町千ケ畑西山5－1 ○ ○ ○ × × ○ 200㎡ ―― ○ 

青 野 小 学 校 [体育館] 宮前町宮川青野29 ○ ○ ○ ○ ○ ○ 532㎡ 2,147㎡ ○ 

亀 岡 市 交 流 会 館 宮前町神前長野15 ○ ○ ○ × ○ ○ 874㎡ ―― ○ 

森の自然こども園東本梅 東本梅町東大谷生子田69 ○ ○ ○ ○ ○ ○ 450㎡ 373㎡ ○ 

東本梅町ふれあいセンター 
（東本梅営農センター） 

東本梅町赤熊蟻間町35－１ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 203㎡ ―― ○ 

大 成 中 学 校 [体育館] 大井町土田１丁目５－７ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 979㎡ 11,366㎡ ○ 

大 井 小 学 校 [体育館] 大井町並河１丁目３－１ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 699㎡ 4,610㎡ ○ 

大井生涯学習センター 大井町土田２丁目11－20－201 ○ ○ ○ ○ ○ ○ 292㎡ ―― ○ 

亀 岡 市 立 幼 稚 園 大井町並河検見ケ上7 ○ ○ ○ ○ ○ ○ 230㎡ 1,479㎡ ○ 

千 代 川 小 学 校 [体育館] 千代川町北ノ庄国主ケ森21 ○ ○ ○ ○ ○ ○ 700㎡ 5,124㎡ ○ 

千 代 川 町 自 治 会 館 千代川町北ノ庄国主ケ森19 ○ ○ ○ ○ ○ ○ 250㎡ ―― ○ 

亀岡川東学園[体育館] 馬路町溝ノ上14－４ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 1,665㎡ 10,528㎡ ○ 
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③ 

名     称 所    在    地 
異常な気象等の区分 

施設面積 グﾗｳﾝド面積 

指定避難

所を兼ね

る施設 洪水 
内水 

氾濫 
崖崩れ 土石流 地震 

大規模 

火災 

馬路生涯学習センター 馬路町流川２－１ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 330㎡ ―― ○ 

馬 路 文 化 セ ン タ ー 馬路町小米田45-4 ○ ○ ○ ○ × ○ 116㎡ ―― ○ 

旭コミュニティセンター 旭町年角25 ○ ○ ○ ○ × ○ 39㎡ ―― ○ 

千 歳 町 自 治 会 館 千歳町千歳垣根２－３ ○ ○ ○ × ○ ○ 219㎡ ―― ○ 

さ く ら 公 園 体 育 館 千歳町国分後田１ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 1,419㎡ 15,000㎡ ○ 

河原林生涯学習センター 河原林町河原尻上六反田9-1 ○ ○ ○ ○ ○ ○ 184㎡ ―― ○ 

保 津 小 学 校 [体育館] 保津町構ノ内20 ○ ○ ○ × ○ ○ 700㎡ 2,169㎡ ○ 

保 津 町 公 民 館 保津町構ノ内53 ○ ○ ○ ○ × ○ 216㎡ ―― ○ 

保 津 文 化 セ ン タ ー 保津町弐番11-1 ○ ○ ○ ○ 〇 ○ 128㎡ ―― ○ 

東 輝 中 学 校 [体育館] 篠町広田3丁目28－1 ○ ○ ○ ○ ○ ○ 1,017㎡ 11,430㎡ ○ 

詳 徳 中 学 校 [体育館] 篠町柏原中又7 ○ ○ ○ ○ ○ ○ 981㎡ 8,906㎡ ○ 

安 詳 小 学 校 [体育館] 篠町篠中北裏68 ○ ○ ○ ○ ○ ○ 1,266㎡ 4,358㎡ ○ 

詳 徳 小 学 校 [体育館] 篠町柏原田中3－1 ○ ○ ○ ○ ○ ○ 737㎡ 6,694㎡ ○ 

篠公民館（自治会館） 篠町篠中北裏68 ○ ○ ○ ○ × ○ 168㎡ ―― ○ 

東 部 文 化 セ ン タ ー 篠町野条イカノ辻南76 ○ ○ ○ ○ ○ ○ 185㎡ ―― ○ 

東つつじケ丘ふれあいセンター 東つつじケ丘都台3丁目6-7 ○ ○ ○ ○ ○ ○ 224㎡ ―― ○ 

西つつじケ丘ふれあいセンター 西つつじケ丘大山台1丁目 
12－13 

○ ○ ○ ○ ○ ○ 212㎡ ―― ○ 

つつじケ丘小学校[体育館] 西つつじケ丘霧島台1丁目1 ○ ○ ○ ○ ○ ○ 828㎡ 8,500㎡ ○ 

南つつじケ丘コミュニティセンター 南つつじケ丘大葉台2丁目43－1 ○ ○ ○ ○ ○ ○ 222㎡ ―― ○ 
南つつじケ丘小学校[体育館] 南つつじケ丘大葉台2丁目28－1 ○ ○ ○ ○ ○ ○ 910㎡ 9,186㎡ ○  
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２．臨時避難場所 
名     称 所   在   地 施設面積 グﾗｳﾝド面積 

京都府立亀岡高等学校（体育館・格技場） 横町23 2,354㎡ ―― 

大本本部（第二安生館） 荒塚町内丸1 ㎡ ―― 

ニチコン亀岡株式会社（食堂他） 北古世町2丁目15－1 900㎡ ―― 

洛南高等学校グラウンド 下矢田町茶臼山地内 ―― 13,200㎡ 

京都先端科学大学（グラウンド・体育館）※２ 曽我部町南条大谷1－1 1,400㎡ 18,196㎡ 

京都・烟河
けぶりかわ

（亀岡ハイツ）（多目的ホール） 本梅町平松泥ケ渕1－1 260㎡ ―― 

イートン株式会社京都事業所（テニスコート） 大井町北金岐柿木原35 ―― 1,000㎡ 

京都府立丹波支援学校亀岡分校（プレイルー 千代川町湯井巽筋38 200㎡ ―― 

千代川こども園（遊戯室） 千代川町千原片ホコ15 258㎡ ―― 

千代川幼稚園（教室・遊戯室・運動場）※１ 千代川町小川3丁目5-11 676㎡ 1,500㎡ 

京都府立南丹高等学校（体育館・格技場）※１ 馬路町中島1 1,840㎡ ―― 

アル・プラザ亀岡（駐車場） 篠町野条上又11－1 ㎡ ―― 

めぐみの園保育園（ホール） 篠町広田2丁目17－18 180㎡ ―― 

㈱ニッシン ﾃﾞﾝﾀﾙﾏﾃﾘｱﾙ F.C.（食堂他） 亀岡市旭町樋ノ口88 198㎡ ―― 

亀岡あゆみ保育園 篠町篠下中筋45－1 ㎡ ―― 

小城製薬株式会社 亀岡工場 大井町並河若宮筋57 132㎡ ―― 

京都タクシー株式会社 余部町大塚24-1 256㎡ ―― 

ケアハウス朝野 北古世町1丁目11 200㎡ ―― 

くわの実保育園（遊戯室） 三宅町1丁目3-21 60.52㎡ ―― 

サンガスタジアム byKYOCERA 追分町 2,150㎡ ―― 

上西山あゆみ保育園（ホール） 篠町篠上西山8-1 172㎡ ―― 

※１ 浸水のおそれのある地域内にあるため、災害の状況に応じて利用 
※２ 土砂災害のおそれのある地域内にあるため、災害の状況に応じて利用 
 
３．広域避難場所 

名     称 所    在    地 

亀岡運動公園※１ 曽我部町穴太地内 

月読橋球技場※１ 馬路町三軒屋先地内 

大堰川緑地東公園※１ 保津町地内 

※１ 浸水のおそれのある地域内にあるため、災害の状況に応じて利用 
 
４．福祉避難所                                     ① 

名     称 所    在    地 

特別養護老人ホーム亀岡園 河原林町河原尻上砂股１００ 

特別養護老人ホーム第二亀岡園※２ 薭田野町奥条古畑２ 

特別養護老人ホーム亀岡友愛園※２ 本梅町平松ナベ倉１２ 

特別養護老人ホーム亀岡たなばたの郷※２ 余部町谷川尻５ 
介護老人保健施設こもれび※２ 千代川町北ノ庄向条２４番地 
介護老人保健施設陽生苑 篠町篠洗川４７－１ 
社会福祉法人花ノ木医療福祉センター 大井町小金岐北浦３７－１ 

※２ 土砂災害のおそれのある地域内にあるため、災害の状況に応じて利用 
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② 
名     称 所    在    地 

社会福祉法人松花苑かしのき 大井町小金岐北浦１６ 

社会福祉法人松花苑みずのき 河原林町河原尻下五丹１２ 

亀岡市総合福祉センター 内丸町４５－１ 

 
５．一時避難施設・避難場所【一時的に自主避難する施設・場所】              ①                           

町  名 名     称 所    在    地 

亀 岡 地 区 

三 宅 住 民 セ ン タ ー 三宅町12 

東 部コミュニティセンター 西竪町10 

亀 岡 市 文 化 資 料 館 ※ １ 古世町中内坪１ 

亀 岡 市 立 図 書 館 中 央 館 内丸町26 

亀岡地区コミュニティセンター※1 下矢田町条ノ鼻9 

第 六 保 育 所 北河原町1丁目1-1 

余 部 町 公 民 館 余部町下条23 

第二中矢田町自治会会議所 中矢田町岸ノ上1-1 

あ さ ひ ヶ 丘 自 治 会 会 議 所 下矢田町4丁目3-14 

東 別 院 町 

栢 原 公 民 館 栢原才ノ下18 

桜 塚 ク リ ー ン セ ン タ ー 小泉桜塚6－6 

小 泉 公 民 館 小泉杤谷26－1 

南 掛 生 涯 学 習 セ ン タ ー 南掛西ノ岡26 

大 野 区 公 民 館 大野下羅19 

倉 谷 公 民 館※２ 倉谷東谷55 

鎌 倉 雁 松 区 集 会 所 鎌倉雁松9－39 

湯 谷 集 会 所 湯谷西条21－5 

見 立 自 治 会 館 鎌倉見立19－171 

エ コ ト ピ ア 亀 岡 大野法華1 

西 別 院 町 

笑 路 ア メ ニ テ ィ ホ ー ル 笑路西畑46 

犬 甘 野 上 ノ 谷 公 民 館 犬甘野上泓 

犬 甘 野 営 農 セ ン タ ー※２ 犬甘野樋ノ口1－2 

万 願 寺 区 公 民 館 万願寺長貫田4－2 

柚 原 公 民 館※２ 柚原北谷3 

神 地 区 公 民 館※２ 神地高ノ山19－4 

曽 我 部 町 

春 日 部 区 公 民 館※２ 春日部瀧ノ下34－4 

寺 区 公 民 館※２ 寺広畑12 

法貴生涯学習センター※２ 法貴茶屋下又20－1 

中 部 保 育 所※１ 穴太川原口34－1 

  
 

 



- 175 - 

 

  ② 

町  名 名     称 所    在    地 

曽 我 部 町 

南 条 倶 楽 部※１ 南条屋敷27 

重 利 倶 楽 部※１ 重利軍垂40 

夫 婦 池 生 涯 学 習 セ ン タ ー 犬飼池ノ北24－142 

吉 川 町 

穴 川 倶 楽 部※１ 穴川深田23－1 

吉川町ふれあい広場(避難場所)※１ 吉田沢地内 

亀 岡 市 都 市 緑 花 協 会※１ 穴川背戸田29 

吉 田 東 会 議 所 吉田天田17 

薭 田 野 町 

佐 伯 公 民 館 佐伯大日堂1－1 

サ ン ラ イ ズ 下 佐 伯 佐伯西勝寺35－1 

天 川 公 園 ( 避 難 場 所 ） 曽我部町穴太二ツ池地内 

太 田 区 集 会 所 太田竹ヶ花12－1 

鹿 谷 生 涯 学 習 セ ン タ ー 鹿谷下条79 

柿 花 会 議 所 柿花畑ケ中68 

奥 条 公 民 館 奥条大仲17 

本 梅 町 

西 加 舎 公 民 館 西加舎塩賀14－1 

東 加 舎 学 遊 館 東加舎九日田7 

グリーンタウン区学遊館※２ 平松ナベ倉6－14 

平 松 台 区 集 会 所 平松八百分2－86 

平 松 公 民 館 平松坂東垣内4－2 

畑 野 町 

千 ケ 畑 公 民 館 千ケ畑中間20 

土 ケ 畑 公 民 館 土ケ畑堂ノ下19 

広 野 営 農 セ ン タ ー 広野射場41 

宮 前 町 

宮 川 区 公 民 館 宮川谷ノ下103 

猪 倉 公 民 館 猪倉森ノ下10 

神 前 ふ れ あ い セ ン タ ー 神前上段川46 

湯 の 花 平 集 会 所 猪倉町ケ谷156 

国際広場球技場(避難場所)※２ 神前北山1－2 

東 本 梅 町 

赤 熊 公 民 館 赤熊南垣内22 

東 大 谷 集 会 所 東大谷生子田10－1 

大 内 営 農 セ ン タ ー※２ 大内谷口30 

松 熊 集 会 所※２ 松熊朝ケ谷3－3 

中 野 ふ れ あ い セ ン タ ー 中野南垣内10－1 

あ せ び の 郷 ク ラ ブ ハ ウ ス 大内大坪1 

東本梅グラウンド(避難場所)※１ 東大谷生子田68 
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  ③ 

町  名 名     称 所    在    地 

大 井 町 

並 河 公 民 館 並河1丁目21－1 

土 田 公 民 館 土田1丁目17－26 

か す み ケ 丘 集 会 所 かすみケ丘14－9 

西かすみケ丘区ふれあいセンター※１ 土田2丁目 

南 金 岐 倶 楽 部 南金岐清水28 

緑 ケ 丘 区 集 会 所 小金岐2丁目31－46・47 

小 金 岐 区 会 議 所 小金岐馬場崎21 

千 代 川 町 

湯 井 公 民 館 湯井中筋100－1 

高 野 林 学 習 セ ン タ ー ※ １ 高野林高ノ畑5，6，7 

小 川 第 二 区 集 会 所※１ 小川2丁目17－20 

今 津 区 民 ホ ー ル※１ 今津2丁目19 

馬 路 町 
池 尻 公 民 館 池尻60－1 

三ツ辻公園(避難場所)※１ 小米田地内 

旭 町 

美 濃 田 区 公 民 館 里垣内58－1 

杉 区 公 民 館 仲垣内3 

山 階 区 公 民 館 井戸ノ下211-2 

郷 ノ 口 公 民 館 野田 

印 地 区 公 民 館 宮ノ元3 

旭 公 園 （ 避 難 場 所 ） 年角地内 

千 歳 町 

毘沙門区生涯学習センター※２ 毘沙門向畑21 

江 島 里 公 民 館※２ 千歳横井65 

中 村 営 農 集 会 所※２ 千歳垣根1 

七谷川野外活動センター※２ 千歳南山40 

北谷区生涯学習センター※２ 千歳白髭35－1 

出 雲 会 議 所 ※ ２ 千歳南所26 

出 雲 台 区 集 会 所※２ 千歳北所79－2 

さ く ら 公 園 ( 避 難 場 所 ) 国分後田地内 

小 口 区 会 議 所※２ 千歳溝川51-2 

国 分 公 民 館※２ 国分西垣内15-1 

河 原 林 町 

中 町 生 涯 塾※１ 河原尻上六反田6－1 

綾 町 会 議 所 河原尻綾垣内33－1 

高 野 町 倶 楽 部 河原尻綾垣内6－2 

勝 林 島 会 議 所※１ 勝林島稲荷10 

農 業 公 園 (避 難 場 所 )※１ 河原尻地内 

東 町 会 議 所 河原尻東垣内59-1 

河 原 尻 北 区 会 議 所※１ 河原尻北垣内11 
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  ④ 

町  名 名     称 所    在    地 

保 津 町 
保 津 保 育 所 五番60－2 

保津ケ丘文化センター※２ 上火無28－3 

第 六 区 公 民 館 ※ ２ 今石10 

篠 町 

東 部 保 育 所 野条下川1 

八 幡 会 館 篠八幡裏4 

山 本 公 民 館※２ 山本中条34 

馬 堀 公 民 館 馬堀東垣内14 

柏 原 公 民 館 柏原町頭42 

森 区 公 民 館 森下垣内66－4 

野 条 公 民 館 野条イカノ辻北10 

野 条 公 園 ( 避 難 場 所 ) 野条イカノ辻南地内 

第 二 紫 明 区 集 会 所 馬堀池ノ下37－29 

第 二 見 晴 区 集 会 所 見晴3丁目16－2 

第 三 見 晴 区 集 会 所 見晴2丁目4－1 

第 五 見 晴 区 集 会 所 見晴5丁目12－13 

第 六 見 晴 区 集 会 所 見晴1丁目13 

第 七 見 晴 区 集 会 所 見晴6丁目4－2，4－3 

森 東 区 集 会 所 森下垣内66-15 

西 山 区 集 会 所※２ 王子唐櫃越1－51 

フ ェ ス タ 区 集 会 所 篠下西山13－143 

東 夕 日 ケ 丘 集 会 所 夕日ケ丘1丁目1－13 

東つつじケ丘 

曙 台 4 丁 目 集 会 所 曙台4丁目30－1 

東つつじケ丘公園(避難場所) 都台2丁目 

前 山 東 公 園 ( 避 難 場 所 ) 曙台4丁目 

南つつじケ丘 

大 葉 台 1 丁 目 集 会 所 大葉台1丁目30－2 

大 葉 台 2 丁 目 集 会 所 大葉台2丁目43-3 

桜 台 1 丁 目 集 会 所 桜台1丁目11－1 

桜 台 2 丁 目 集 会 所 桜台2丁目6－1 

桜 台 3 丁 目 集 会 所 桜台3丁目16－1 

桜 台 4 丁 目 集 会 所 桜台4丁目14－3 

長 坂 公 園 ( 避 難 場 所 ) 大葉台1丁目 

城 山 公 園 ( 避 難 場 所 ) 大葉台1丁目 

大 葉 台 公 園 ( 避 難 場 所 ) 大葉台2丁目 

大 日 谷 公 園 ( 避 難 場 所 ) 桜台2丁目 

桜 台 公 園 ( 避 難 場 所 ) 桜台1丁目 

ひ の き 谷 公 園 ( 避難場 所 ) 桜台3丁目 

※１ 浸水のおそれのある地域内にあるため、災害の状況に応じて利用 
※２ 土砂災害のおそれのある地域内にあるため、災害の状況に応じて利用 
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風水２－３－２－２・震災２－２－２－２ 

避難者名簿（各世帯） 

 

 避難所名           月  日                   №      

 

 住所                    アパート・マンション名               

 

 電話            （緊急連絡先）              

 

 住宅の被災状況（該当するものに○を付けてください。） 

１ 全壊  ２ 全焼  ３ 半壊  ４ 半焼  ５ 一部損壊  ６ 無被害 

１ 停電  ２ 断水  ３ ガス停止 

 

 世帯の状況（同居中の世帯全員について記入してください。） 

№ 
（ふ り が な） 
氏   名 

続 柄 性 別 生  年  月  日 年齢 
現在の状況 

（健康状態等） 

１ 
（      ） 

世帯主  
Ｍ Ｔ Ｓ Ｈ Ｒ 
 
   年   月   日 

  

２ 
（      ） 

  
Ｍ Ｔ Ｓ Ｈ Ｒ 
 
   年   月   日 

  

３ 
（      ） 

  
Ｍ Ｔ Ｓ Ｈ Ｒ 
 
   年   月   日 

  

４ 
（      ） 

  
Ｍ Ｔ Ｓ Ｈ Ｒ 
 
   年   月   日 

  

５ 
（      ） 

  
Ｍ Ｔ Ｓ Ｈ Ｒ 
 
   年   月   日 

  

６ 
（      ） 

  
Ｍ Ｔ Ｓ Ｈ Ｒ 
 
   年   月   日 

  

この避難所に避難している方は、 

№に○を付けてください。 

避難所におられる家族の人数        人 

同行避難ペット数      頭（      ） 

 ※ 現在行方不明の家族については、別紙の行方不明者名簿を記入してください。 

 

上記の内容確認者（避難所の職員、又は避難所自治組織の担当者） 

 

令和  年  月  日 

              確認者 氏名 
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風水２－３－２－３・震災２－２－２－３ 

避 難 者 収 容 記 録 簿 

                                      №    

 

 避難所名      

 

№ 世帯主名 氏   名 年齢 性別 住    所 
備   考 
（家族の 
不明者等） 

避難日 撤去日 

         

         

         

         

         

         

         

         

         

         

         

         

         

         

         

         

 ※ 原則として世帯毎にまとめること。 
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風水２－３－１２－１・震災２－２－１２－１ 

行 方 不 明 者 名 簿 

 

種 

別 

         身元不明   身元引受人 
1.行方不明者  2.      3.       4.その他 
         の 遺 体   のない遺体 

受付 
 

番号 

 

氏 

名 

 性 

別 

 年 

齢 

  歳位 
受付者 

 
氏 名 

 

住 
 

所 

 届 出 人 
（氏名） 
 
 
（住所） 
 
 
（電話） 

遺
体
の
現
場 

 

識別事項（着衣、所持品、身長、体格等） 

種 

別 

         身元不明   身元引受人 
1.行方不明者  2.      3.       4.その他 
         の 遺 体   のない遺体 

受付 
 

番号 

 

氏 

名 

 
性 

別 

 
年 

齢 

  歳位 
受付者 

 
氏 名 

 

住 
 

所 
 届 出 人 

（氏名） 
 
 
（住所） 
 
 
（電話） 

遺
体
の
現
場 

 

識別事項（着衣、所持品、身長、体格等） 
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風水２－３－１２－２・震災２－２－１２－２ 

氏  名  札 

亀岡市災害死体 

第   号 

 

氏 名 

 

 

遺 体 処 理 票 

 

災 害 死 体 番 号 
 

死 
 

亡 
 

者 

氏    名 
 

住    所 
 

死亡年月日 
 

死 亡 原 因 
 

遺体発見の 

日時・場所 

 

引 
 

受 
 

人 

氏    名  

住    所  

死亡者との 

関    係 
 

引取年月日  

遺

留

品 

処 理 番 号  

保 管 所  

備考（身元不明の場合は、遺体の特徴等を詳細に記入する） 

遺 体 収 容 所 
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風水２－３－１２－３・震災２－２－１２－３ 

 

遺 留 品 処 理 票 

 

遺留品処理番号  

遺 
 

留 
 

品 

 

 

 

引 
 

受 
 

人 

氏    名  

住    所  

死亡者との 

関    係 
 

引取年月日  

死

亡

者 

死 体 番 号  

氏 名  

住 所  

 

遺 留 品 保 管 所 
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風水２－３－１２－４・震災２－２－１２－４ 

 

 

遺  体  処  理  台  帳 

 

処 理 

年月日 

遺 体発見の 

日時及び場所 
死亡者氏名 

遺    族 遺 体 収 容 場 所 
遺体の 

一 時 

保存料 

検案料 

実 支 

 

出 額 

備 考 

 

氏 名 
死 亡 者 

との関係 
名 称 住 所 電 話 

        円 円 円  

 

            

 

            

 

            

 

              
 ～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～ 

 ～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～ 

              
              

 

            

 

            

 

計 

 人      円 円 円  
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風水２－３－１２－５・震災２－２－１２－５ 

 

 

埋 葬 ・ 火 葬 台 帳 

 
死 亡 

 

年月日 

埋 葬 

 

年月日 

死  亡  者 埋葬を行った者 埋    葬    費 

備 考 

 

氏  名 年齢 
死亡者 

との関係 
氏  名 

棺（付属品 

を 含 む ） 

埋 葬 又 は 

火 葬 料 
骨   箱 計 

      円 円 円 円  

 ～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～ 

 ～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～ 

             

計 

 人    円 円 円 円  

  （注）１ 埋葬を行った者が市長であるときは、遺族の氏名を「備考」欄に記入すること。 

     ２ 棺、骨箱を現物で支給したときは、その旨を「備考」欄に記入すること。 

     ３ 埋葬を行った者に埋葬費を支給したときは、その旨及び金額を「備考」欄に記入すること。 
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風水２－３－１４－１・震災２－２－１４－１ 

 

公 用 負 担 命 令 権 限 証 

 

                    ○ ○ 消防団 ○ ○ 分団長 

                             何   某 

 

 上の者に  ×   ×  の区域における水防法第21条第１項の権限行使 

を委任したことを証明する。 

 

 

      年   月   日   時 

 

             亀岡市長    何   某 

 
 
風水２－３－１４－２・震災２－２－１４－２ 

第  号 
公 用 負 担 命 令 書 

 
目 的 物         種 類         数 量 （  枚） 
 
負担の内容      使 用     収 用     処分等 
 
 
      年   月   日   時 
 
         様 
 
             亀 岡 市 長      何   某 
 
             受 任 者      何   某 
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○亀岡市防災会議条例 

昭和38年8月1日 

条例第12号 

改正 昭和42年10月11日条例第31号 

昭和57年4月1日条例第21号 

昭和60年10月1日条例第16号 

平成5年9月28日条例第26号 

平成8年3月29日条例第13号 

平成12年3月30日条例第4号 

平成16年2月17日条例第2号 

平成17年12月22日条例第58号 

平成18年12月22日条例第35号 

平成24年10月2日条例第25号 

平成29年6月27日条例第18号 

（趣旨） 

第1条 この条例は、災害対策基本法（昭和36年法律第223号）第16条第6項の規定に基づき、

亀岡市防災会議（以下「防災会議」という。）の所掌事務及び組織に関する事項を定めるも

のとする。 

（昭57条例21・昭60条例16・平12条例4・一部改正） 

（所掌事務） 

第2条 防災会議は、次に掲げる事務をつかさどる。 

(1) 亀岡市地域防災計画を作成し、及びその実施を推進すること。 

(2) 市長の諮問に応じて市の地域に係る防災に関する重要事項を審議すること。 

(3) 前号に規定する重要事項に関し、市長に意見を述べること。 

(4) 前3号に掲げるもののほか、法律又はこれに基づく政令によりその権限に属する事務 

（昭57条例21・昭60条例16・平24条例25・一部改正） 

（会長及び委員） 

第3条 防災会議は、会長及び委員をもって組織する。 

2 会長は、市長をもって充てる。 

3 会長は、会務を総理する。 

4 会長に事故があるときは、あらかじめその指名する委員がその職務を代理する。 

5 委員は、次に掲げる者をもって充てる。 

(1) 指定地方行政機関の職員、京都府知事の部内の職員及び京都府警察の警察官のうちか

ら市長が委嘱する者 

参考－１ 



- 187 - 

 

(2) 副市長、上下水道事業管理者、病院事業管理者及び教育長 

(3) 市長が職員のうちから任命する者 

(4) 消防団長 

(5) 京都中部広域消防組合消防本部の職員のうちから市長が委嘱する者 

(6) 指定公共機関又は指定地方公共機関の職員のうちから市長が委嘱する者 

(7) 自主防災組織を構成する者又は学識経験のある者のうちから市長が委嘱する者 

(8) 前各号に掲げるもののほか、市長が特に必要と認める者 

6 委員の定数は、40人以内とする。 

7 第5項第6号、第7号及び第8号の委員の任期は、2年とする。ただし、補欠の委員の任期は、

その前任者の残任期間とする。 

8 前項の委員は、再任されることができる。 

（昭42条例31・昭57条例21・昭60条例16・平5条例26・平8条例13・平16条例2・平17

条例58・平18条例35・平24条例25・平29条例18・一部改正） 

（専門委員） 

第4条 防災会議に専門の事項を調査させるため、専門委員を置くことができる。 

2 専門委員は、関係地方行政機関の職員、府の職員、市の職員、京都中部広域消防組合の職

員、関係指定公共機関の職員、関係指定地方公共機関の職員及び学識経験のある者のうちか

ら市長が任命又は委嘱する。 

3 専門委員は、当該専門の事項に関する調査が終了したときは、解任されるものとする。 

（昭57条例21・一部改正） 

（委任） 

第5条 この条例に定めるもののほか、防災会議の議事その他防災会議の運営に関し必要な事

項は、会長が防災会議に諮って定める。 

（昭60条例16・一部改正） 

附 則 

この条例は、公布の日から施行する。 

附 則（昭和42年条例第31号） 

この条例は、公布の日から施行する。 

附 則（昭和57年条例第21号） 

この条例は、昭和57年4月1日から施行する。 

附 則（昭和60年条例第16号） 

この条例は、公布の日から施行する。 

附 則（平成5年条例第26号） 

この条例は、公布の日から施行する。 

附 則（平成8年条例第13号） 
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この条例は、規則で定める日から施行する。 

（平成8年規則第17号で平成8年6月1日から施行） 

附 則（平成12年条例第4号）抄 

（施行期日） 

1 この条例は、平成12年4月1日から施行する。 

附 則（平成16年条例第2号） 

この条例は、平成16年4月1日から施行する。 

附 則（平成17年条例第58号）抄 

（施行期日） 

1 この条例は、平成18年4月1日から施行する。 

附 則（平成18年条例第35号） 

この条例は、平成19年4月1日から施行する。 

附 則（平成24年条例第25号） 

この条例は、公布の日から施行する。 

附 則（平成29年条例第18号） 

この条例は、公布の日から施行する。
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参考－２ 
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参考－３ 

亀岡市災害対策本部条例 

昭和38年8月1日 

条例第13号 

 

 （趣旨） 

第１条 この条例は、災害対策基本法（昭和36年法律第223号）第23条の2第8項の規定に基づ

き亀岡市災害対策本部（以下「災害対策本部」という。）に関し必要な事項を定めるものと

する。 

   （昭60条例16・平24条例25・一部改正） 

 （組織） 

第２条 災害対策本部長は、災害対策本部の事務を総括し、所部の職員を指揮監督する。 

２ 災害対策副本部長は、災害対策本部長を助け、災害対策本部長に事故があるときは、その

職務を代理する。 

３ 災害対策本部員は、災害対策本部長の命を受け、災害対策本部の事務に従事する。 

 （部） 

第３条 災害対策本部長は、必要と認めるときは、災害対策本部に部を置くことができる。 

２ 部に属すべき災害対策本部員は、災害対策本部長が指名する。 

３ 部に部長を置き、災害対策本部長の指名する災害対策本部員がこれに当たる。 

４ 部長は、部の事務を掌理する。 

 （委任） 

第４条 この条例に定めるもののほか、災害対策本部に関し必要な事項は、市長が定める。 

   （昭60条例16・一部改正） 

   附 則 

 この条例は、公布の日から施行する。 

   附 則（昭和60年条例第16号） 

 この条例は、公布の日から施行する。 

附 則(平成24年条例第25号) 

この条例は、公布の日から施行する。 
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参考－４ 

亀岡市災害対策本部条例施行規則 

昭和48年8月16日 

規則第14号 

 

 （趣旨） 

第１条 この規則は、亀岡市災害対策本部条例（昭和38年亀岡市条例第13号）第4条の規定に

基づき、亀岡市災害対策本部（以下「対策本部」という。）に関し必要な事項等を定めるも

のとする。                        （昭60規則18・一部改正） 

 （定義） 

第２条 この規則において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号の定めるところによる。 

⑴ 災害 市内における暴風、豪雨、洪水、地震その他の異常な自然現象又は大規模な火事

若しくは爆発その他大規模な事故により生ずる被害をいう。 

⑵ 防災 災害を未然に防止し、災害が発生した場合における被害の拡大を防ぎ、及び災害

の復旧を図ることをいう。 

⑶ 応急対策 災害が発生し、又は発生するおそれがある場合に、災害の発生を防御し、又

は応急的救助を行う等災害の拡大を防止するために行うものをいう。 

（平24規則37・一部改正） 

 （服務の基準） 

第３条 職員は、常に災害の予防及び災害の誘発防止に努めるとともに、災害が発生し、又は

災害の発生するおそれがある場合には、迅速かつ適切な応急対策を行うよう努めなければな

らない。 

（平24規則37・一部改正） 

 （防災関係事項の協議） 

第４条 防災に関連のある応急対策その他の事業を行おうとするとき、又は法令、通達等に基

づいて京都府その他の関係機関に災害関係の報告をしようとするときは、危機管理監に協議

又は連絡しなければならない。 

（平24規則37・平26規則7・一部改正） 

 （災害警戒本部） 

第５条 自治防災課長は、災害対策本部設置前の体制として、台風及び降雨等の状況を把握し、

水防活動又は災害対策本部設置の要否の判断資料を得るため必要があると認めるときは、副

市長及び危機管理監と協議して亀岡市災害警戒本部（以下「警戒本部」という。）を設置し、

情報収集にあたるものとする。 

２ 警戒本部は、別表第1に定める災害警戒本部配備計画表に基づき配備する。 

   （昭60規則18・昭62規則15・平18規則28・平19規則13・平22規則9・平24規則37・平26

規則7・一部改正） 

 （対策本部の設置、閉鎖） 

第６条 市長は、市の地域について災害が発生し、又は災害の発生するおそれがある場合は、

災害対策基本法（昭和36年法律第223号）第42条の規定による亀岡市地域防災計画の定める

ところにより対策本部を設置し、閉鎖するものとする。 
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２ 市長は、前項の規定により対策本部を設置し、又は閉鎖したときは、その旨を公告するも

のとする。 

 （本部長等） 

第７条 対策本部に、本部長、副本部長、副本部長補佐及び本部員を置く。 

２ 本部長には市長を、副本部長には副市長を、副本部長補佐には上下水道事業管理者、病院

事業管理者及び教育長を、本部員には危機管理監及び部長等（亀岡市事務分掌規則（平成12

年亀岡市規則第2号）第3条に規定する部長及びこれに相当する職にある職員をいう。）をも

って充てる。 

   （昭60規則18・全改、昭62規則15・昭62規則19・平4規則14・平7規則5・平8規則21・平

12規則24・平15規則23・平16規則9・平18規則28・平19規則13・平24規則37・平26規則

7・一部改正） 

 （対策本部会議） 

第８条 対策本部会議は、本部長、副本部長、副本部長補佐及び本部員で構成する。 

２ 対策本部会議は、本部長が招集し、災害の予防及び応急対策の総合的な基本方針を決定す

る。                             （昭60規則18・全改） 

 （部及び班） 

第９条 対策本部に別表第2に掲げる部及び班を置き、同表に掲げる事務を分掌させる。 

２ 前項の部に部長、班に班長を置き、必要があるときは部に副部長、班に副班長を置くこと

ができる。 

３ 第1項の班に必要があるときは、掛を置くことができる。 

４ 部長及び班長は、本部長の命を受け、部又は班に属する事務を掌理する。 

５ 副部長及び副班長は、部長又は班長を補佐し、部長又は班長に事故があるときはその職務

を代理する。                         （昭60規則18・全改） 

 （部等の編成） 

第１０条 前条の部、班及び掛の編成並びに分掌事務の細目は、別に亀岡市災害対策本部活用

計画（以下「活用計画」という。）において定める。       （昭60規則18・全改） 

 （各部の運営） 

第１１条 本部長は、対策本部の部、班及び掛について、その事務処理上前条の活用計画によ

ることが適当でないと認められる事態が発生したときは、これを変更することができる。 

２ 前項に定めるもののほか、各部の運営に関し必要な事項は、当該各部長が定める。 

   （昭60規則18・全改） 

 （本部要員の動員） 

第１２条 本部要員（対策本部の部の各班に所属する職員をいう。）は、活用計画に定めると

ころにより動員する。 

２ 本部長は、災害の状況等を勘案し、必要があると認めるときは、前項の動員数の増減を指

示することができる。 

３ 前2項に定めるもののほか、動員について必要な事項は、その都度本部長が指示する。 

   （昭60規則18・全改、平24規則37・一部改正） 

 （関係機関に対する連絡及び要請） 

第１３条 本部長は、災害の状況に応じ、別表第3に掲げる関係機関に対し、連絡又は必要な
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措置を講じるよう要請をするものとする。 

   （昭60規則18・全改、平24規則37・一部改正） 

 （予報、警報等の通報） 

第１４条 災害対策基本法等に基づく災害に関する予報、警報その他の気象注意報等の通報は、

亀岡市地域防災計画に定める連絡系統により通報連絡するものとする。 

 （防災訓練） 

第１５条 災害時における応急対策を迅速かつ的確に実施するため、動員、通信連絡、救助及

び水防等に関し必要に応じて防災訓練を行うものとする。 

 （雑則） 

第１６条 この規則に定めるもののほか、必要な事項は、別に市長が定める。 

 

   附 則 

１ この規則は、公布の日から施行する。 

（以下、附則は省略） 

 

別表第１【災害警戒本部配備計画表】 

別表第２【災害対策本部事務分掌】   計画本文中に掲載しているため省略 

別表第３【防災関係機関】      
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参考－５ 

亀岡市災害見舞金等支給要綱 

平成7年3月6日 

告示第28号 

 

 （目的） 

第１条 この要綱は、亀岡市内における災害（災害救助法（昭和22年法律第118号）に定める

災害を除く。以下「災害」という。）により人命、住家に被害を受けた者に対し災害見舞金

を支給し、自立更生の助長促進の一助とすることを目的とする。 

 （用語の定義） 

第２条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の定義は、当該各号に定めるところによる。 

⑴ 災害 天災（暴風、豪雨、豪雪、洪水、地震、その他異常な自然現象をいう。）及び人

災（火災、不慮の事故等で市長が救済の必要があると認めた災害をいう。）をいう。 

⑵ 死亡者 災害により死亡した者をいう。 

⑶ 住家 居住のため使用している建物をいう。 

⑷ 世帯 生計を一にしている生活の単位をいう。 

⑸ 全焼（壊）・流出 住家が滅失した者で、住家の焼失、損壊若しくは流出した部分がそ

の住家の延床面積の70パーセント以上に達したものをいう。 

⑹ 半焼（壊） 住家の焼失、損壊した部分がその住家の延床面積の20パーセント以上70 

パーセント未満のものをいう。 

⑺ 部分焼 住家の焼失が、その住家の延床面積の10パーセント以上20パーセント未満のも

のをいう。 

⑻ 床上浸水 家屋の全壊・半壊には該当しないが、住家の床より上に浸水したもの又は土

砂竹木のたい積により一時的に居住することができないもの。 

 （適用の範囲） 

第３条 災害見舞金を受けることができる者は、次の各号の一に該当する者で災害発生時に亀

岡市内に居住し、住民基本台帳に記録されている者又は外国人登録証明書の交付を受けてい

る者とする。 

⑴ 災害により死亡した場合 

⑵ 住家が全焼（壊）・流出した場合 

⑶ 住家が半焼（壊）した場合 

⑷ 住家が部分焼した場合 

⑸ 住家が床上浸水した場合 

⑹ 前各号のほか、市長が特に認めた災害を被った場合 

 （災害見舞金） 

第４条 災害見舞金は、次に掲げる額でその都度市長が認めた額とし、その世帯主に対し支給

するものとする。ただし、亀岡市災害弔慰金の支給等に関する条例（昭和49年亀岡市条例第

25号。以下「条例」という。）第9条の規定による災害障害見舞金を支給されることとなる

場合は、支給しない。 
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⑴ 全焼（壊）・流出                 1世帯当たり 100,000円以内 

⑵ 半焼（壊）                    1世帯当たり 50,000円以内 

⑶ 被災により、30日以上入院を要するとき       1人当たり  50,000円以内 

⑷ 部分焼                      1世帯当たり 20,000円以内 

⑸ 床上浸水                     1世帯当たり 30,000円以内 

⑹ その他の災害                   1人当たり  30,000円以内 

 （災害弔慰金） 

第５条 市民が災害により死亡したときは、その者の遺族に対し、次により災害弔慰金を支給

するものとする。ただし、条例第3条の規定による災害弔慰金を支給されることとなる場合

は、支給しない。 

⑴ 世帯主が死亡したとき 100,000円以内 

⑵ 世帯主以外の者が死亡したとき 50,000円以内 

２ 前項の災害弔慰金を支給する遺族の範囲及びその順位は、条例第4条に定めるところによ

る。 

３ 条例第4条に定める遺族が存在しない場合にあっては、死亡者の葬祭を行う者として市長

が認定した者に対し、災害弔慰金を支給することができるものとし、その額は30,000円以内

とする。 

 （支給の制限） 

第６条 災害発生の原因が当該被災者の故意又は重大な過失による場合は、災害見舞金及び災

害弔慰金の全部又は一部を支給しないことができる。 

 （その他） 

第７条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は、別に市長が定める。 

 

   附 則 

１ この要綱（火災による見舞金に関する規定及び附則第3項の規定を除く。）は、告示の日

から実施し、平成7年1月1日から適用する。 

２ この要綱中、火災による見舞金に関する規定及び附則第3項の規定は、平成7年4月1日から

施行する。 

３ 亀岡市火災見舞金等支給要綱（昭和46年亀岡市告示第12号）は、廃止する。 
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参考－６ 

亀岡市災害弔慰金の支給等に関する条例 

昭和49年7月1日 

条例第25号 

昭57条例32・題名改称 

 

目 次 

第１章 総則（第1条・第2条） 

第２章 災害弔慰金の支給（第3条―第8条） 

第３章 災害障害見舞金の支給（第9条―第11条） 

第４章 災害援護資金の貸付け（第12条―第15条） 

第５章 補則（第16条） 

附 則 

 

 

    第１章 総則 

 

 （目的） 

第１条 この条例は、災害弔慰金の支給等に関する法律（昭和48年法律第82号。以下「法」と

いう。）及び災害弔慰金の支給等に関する法律施行令（昭和48年政令第374号。以下「令」

という。）の規定に準拠し、暴風、豪雨等の自然災害により死亡した市民の遺族に対する災

害弔慰金の支給を行い、自然災害により精神又は身体に著しい障害を受けた市民に災害障害

見舞金の支給を行い、並びに自然災害により被害を受けた世帯の世帯主に対する災害援護資

金の貸付けを行い、もって市民の福祉及び生活の安定に資することを目的とする。 

   （昭57条例32・昭57条例40・昭60条例16・一部改正） 

 （定義） 

第２条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に掲げるとこ

ろによる。 

⑴ 災害 暴風、豪雪、洪水、高潮、地震、津波その他異常な自然現象により被害を生ずる

ことをいう。 

⑵ 市民 災害により被害を受けた当時、本市の区域内に住所を有した者をいう。 

   （昭57条例15・一部改正） 

 

 

    第２章 災害弔慰金の支給                （昭60条例16・改称） 

 

 （災害弔慰金の支給） 

第３条 市民が令第1条に規定する災害（以下この章及び次章において単に「災害」とい

う。）により死亡したときは、その者の遺族に対し、災害弔慰金の支給を行うものとする。 

   （昭57条例40・一部改正） 
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 （災害弔慰金を支給する遺族） 

第４条 災害弔慰金を支給する遺族の範囲は、法第3条第2項の遺族の範囲とし、その順位は、

次に掲げるとおりとする。 

⑴ 死亡者の死亡当時において、死亡者により生計を主として維持していた遺族（兄弟姉妹

を除く。以下この項において同じ。）を先にし、その他の遺族を後にする。 

⑵ 前号の場合において、同順位の遺族については、次に掲げる順序とする。 

ア 配偶者 

イ 子 

ウ 父母 

エ 孫 

オ 祖父母 

 ⑶ 死亡者に係る配偶者、子、父母、孫又は祖父母のいずれもが存しない場合であって兄弟

姉妹がいるときは、その兄弟姉妹（死亡した者の死亡当時その者と同居し、又は生計を同じく

していた者。）に対して、災害弔慰金を支給するものとする。 

２ 前項の場合において、同順位の父母については、養父母を先にし、実父母を後にし同順位

の祖父母については、養父母の父母を先にし、実父母の父母を後にし、父母の養父母を先に

し、実父母を後にする。 

３ 遺族が遠隔地にある場合その他の事情により、前2項の規定により難いときは、前2項の規

定にかかわらず、第1項の遺族のうち、市長が適当と認める者に支給することができる。 

４ 前3項の場合において、災害弔慰金の支給を受けるべき同順位の遺族が2人以上あるときは、

その1人に対してした支給は、全員に対してなされたものとみなす。 

   （昭50条例8・平23条例17・一部改正） 

 （災害弔慰金の額） 

第５条 災害により死亡した者1人当たりの災害弔慰金の額は、その死亡者が死亡当時におい

てその死亡に関し災害弔慰金を受けることができることとなる者の生計を主として維持して

いた場合にあっては5,000,000円以内とし、その他の場合にあっては2,500,000円以内とする。

ただし、死亡者がその死亡に係る災害に関し、既に次章に規定する災害障害見舞金の支給を

受けている場合は、これらの額から当該支給を受けた災害障害見舞金の額を控除した額とす

る。 

   （昭50条例8・全改、昭51条例52・昭55条例20・昭57条例15・昭57条例40・平3条例32・

一部改正） 

 （死亡の推定） 

第６条 災害の際現にその場にいあわせた者についての死亡の推定については、法第4条の規

定によるものとする。 

 （支給の制限） 

第７条 災害弔慰金は、次の各号に掲げる場合には支給しない。 

⑴ 当該死亡者の死亡が、その者の故意又は重大な過失により生じたものである場合 

⑵ 令第2条に規定する場合 

⑶ 災害に際し、市長の避難の指示に従わなかったこと、その他特別の事情があるため、市

長が支給を不適当と認めた場合              （昭57条例15・一部改正） 
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 （支給の手続） 

第８条 市長は、災害弔慰金の支給を行うべき事由があると認めるときは、規則で定めるとこ

ろにより支給を行うものとする。 

２ 市長は、災害弔慰金の支給に関し、遺族に対し必要な報告又は書類の提出を求めることが

できる。 

 

 

    第３章 災害障害見舞金の支給              （昭57条例40・追加） 

 

 （災害障害見舞金の支給） 

第９条 市は、市民が災害により負傷し、又は疾病にかかり、治ったとき（その症状が固定し

たときを含む。）に法別表に掲げる程度の障害があるときは、当該住民（以下「障害者」と

いう。）に対し、災害障害見舞金の支給を行うものとする。      （昭57条例40・追

加） 

 （災害障害見舞金の額） 

第１０条 障害者1人当たりの災害障害見舞金の額は、当該障害者が災害により負傷し、又は

疾病にかかった当時において、その属する世帯の生計を維持していた場合にあっては

2,500,000円とし、その他の場合にあっては1,250,000円とする。 

   （昭57条例40・追加、平3条例32・一部改正） 

 （準用規定） 

第１１条 第7条及び第8条の規定は、災害障害見舞金について準用する。 

   （昭57条例40・追加） 

 

 

    第４章 災害援護資金の貸付け          （昭57条例40・旧第3条繰下） 

 

 （災害援護資金の貸付け） 

第１２条 市は、令第3条に掲げる災害により、法第10条第1項各号に掲げる被害を受けた世帯

の世帯主に対し、その生活の立て直しに資するため、災害援護資金の貸付けを行うものとす

る。 

２ 前項に掲げる世帯は、その所得について法第10条第1項に規定する要件に該当するもので

なければならない。       （昭57条例32・一部改正、昭57条例40・旧第9条繰下） 

 （災害援護資金の限度額等） 

第１３条 災害援護資金の1災害における1世帯当たりの貸付限度額は、災害による当該世帯の

被害の種類及び程度に応じ、それぞれ次の各号に掲げるとおりとする。 

⑴ 療養に要する期間がおおむね1月以上である世帯主の負傷（以下「世帯主の負傷」とい

う。）があり、かつ、次のいずれかに該当する場合 

ア 家財についての被害金額がその家財の価額のおおむね3分の1以上である損害（以下

「家財の損害」という。）及び住居の損害がない場合 1,500,000円 

イ 家財の損害があり、かつ、住居の損害がない場合 2,500,000円 
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ウ 住居が半壊した場合 2,700,000円 

エ 住居が全壊した場合 3,500,000円 

⑵ 世帯主の負傷がなく、かつ、次のいずれかに該当する場合 

ア 家財の損害があり、かつ、住居の被害がない場合 1,500,000円 

イ 住居が半壊した場合 1,700,000円 

ウ 住居が全壊した場合（エの場合を除く。） 2,500,000円 

エ 住居の全体が滅失若しくは流失した場合 3,500,000円 

⑶ 第1号のウ又は前号のイ若しくはウの規定に該当する場合で、被災した住居を建て直す

に際し、その住居の残存部分を取り壊さざるを得ない場合等特別の事情がある場合には、

「2,700,000円」とあるのは「3,500,000円」と、「1,700,000円」とあるのは「2,500,000

円」と、「2,500,000円」とあるのは「3,500,000円」と読み替えるものとする。 

２ 災害援護資金の償還期間は、10年とし、据置期間はそのうち3年（令第7条第2項かっこ書

きの場合は、5年）とする。 

（昭50条例8・昭51条例52・昭55条例20・昭57条例15・一部改正、昭57条例40・旧第10

条繰下、昭62条例20・平3条例32・一部改正） 

 （利率） 

第１４条 災害援護資金は、据置期間中は無利子とし、据置期間経過後はその利率を延滞の場

合を除き年3パーセントとする。            （昭57条例40・旧第11条繰下） 

 （償還等） 

第１５条 災害援護資金は、年賦償還又は半年賦償還とする。 

２ 償還方法は、元利均等償還の方法とする。ただし、災害援護資金の貸付けを受けた者は、

いつでも繰上償還をすることができる。 

３ 償還免除、保証人、一時償還、違約金及び償還金の支払猶予については、法第13条第1項、

令第8条から第12条までの規定によるものとする。 

（昭57条例15・昭57条例32・一部改正、昭57条例40・旧第12条繰下、昭60条例16・一部

改正） 

 

 

    第５章 補則                    （昭60条例16・章名追加） 

 

 （委任） 

第１６条 この条例の施行に関し必要な事項は、規則で定める。 

   （昭57条例40・旧第13条繰下） 

 

   附 則 

 この条例は、公布の日から施行する。 

（以下、附則は省略） 
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参考－７ 

亀岡市災害弔慰金の支給等に関する条例施行規則 

昭和49年8月2日 

規則第11号 

（昭57規則23・題名改称） 

目次 

第１章 総則（第1条） 

第２章 災害弔慰金の支給（第2条・第3条） 

第３章 災害障害見舞金の支給（第4条・第5条） 

第４章 災害援護資金の貸付け（第6条―第17条） 

第５章 補則（第18条） 

附則 

 

    第１章 総則 

 

 （趣旨） 

第１条 この規則は、亀岡市災害弔慰金の支給等に関する条例（昭和49年亀岡市条例第25号。

以下「条例」という。）の施行に関し必要な事項を定めるものとする。 

   （昭57規則23・昭60規則18・一部改正） 

 

    第２章 災害弔慰金の支給 

 

 （支給の手続） 

第２条 市長は、条例第3条の規定により災害弔慰金を支給するときは、次の各号に掲げる事

項の調査を行ったうえ災害弔慰金の支給を行うものとする。 

⑴ 死亡者（行方不明者を含む。以下同じ。）の氏名、性別、生年月日 

⑵ 死亡（行方不明を含む。）の年月日及び死亡の状況 

⑶ 死亡者の遺族に関する事項 

⑷ 支給の制限に関する事項 

⑸ 前各号に掲げるもののほか、市長が必要と認める事項 

 （必要書類の提出） 

第３条 市長は、本市の区域外で死亡した市民の遺族に対し、死亡地の官公署の発行する被災

証明書を提出させるものとする。 

２ 市長は、市民でない遺族に対しては、遺族であることを証明する書類を提出させるものと

する。 

 

    第3章 災害障害見舞金の支給               （昭58規則6・追加） 

 

 （支給の手続） 

第４条 市長は、条例第9条の規定により災害障害見舞金を支給するときは、次の各号に掲げ
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る事項の調査を行ったうえ災害障害見舞金の支給を行うものとする。 

⑴ 障害者の氏名、性別、生年月日 

⑵ 障害の原因となる負傷又は疾病の状態となった年月日及び負傷又は疾病の状況 

⑶ 障害の種類及び程度に関する事項 

⑷ 支給の制限に関する事項 

⑸ 前各号に掲げるもののほか、市長が必要と認める事項     （昭58規則6・追加） 

 （必要書類の提出） 

第５条 市長は、本市の区域外で障害の原因となる負傷又は疾病の状態となった市民に対し、

負傷し、又は疾病にかかった地の官公署の発行する被災証明書を提出させるものとする。 

２ 市は、障害者に対し、災害弔慰金の支給等に関する法律（昭和48年法律第82号）別表に規

定する障害を有することを証明する医師の診断書（別記第1号様式）を提出させるものとす

る。 

   （昭58規則6・追加、昭60規則18・一部改正） 

 

    第４章 災害援護資金の貸付け           （昭58規則6・旧第3章繰下） 

 

 （借入れの申込み） 

第６条 災害援護資金（以下「資金」という。）の貸付けを受けようとする者（以下「借入申

込者」という。）は、次の各号に掲げる事項を記載した災害援護資金借入申込書（別記第2

号様式。以下「借入申込書」という。）を市長に提出しなければならない。 

⑴ 借入申込者の住所、氏名及び生年月日 

⑵ 貸付けを受けようとする資金の金額、償還の期間及び方法 

⑶ 貸付けを受けようとする理由及び資金の使途についての計画 

⑷ 保証人となるべき者に関する事項 

⑸ 前各号に掲げるもののほか、市長が必要と認める事項 

２ 借入申込書には、次の各号に掲げる書類を添えなければならない。 

⑴ 世帯主の負傷を理由とする借入申込書にあっては、医師の療養見込期間及び療養概算額

を記載した診断書 

⑵ 被害を受けた日の属する年の前年（当該被害を1月から5月までの間に受けた場合にあっ

ては前々年とする。以下この号において同じ。）において、他の市町村に居住していた借

入申込者にあっては、当該世帯の前年の所得に関する当該市町村長の証明書 

⑶ その他市長が必要と認めた書類 

３ 借入申込者は、借入申込書を、その者の被災の日の属する月の翌月1日から起算して3月を

経過する日までに提出しなければならない。 

   （昭58規則6・旧第4条繰下・一部改正、昭60規則18・一部改正） 

 （調書） 

第７条 市長は、借入申込書の提出を受けたときは、速やかに、その内容を検討のうえ、当該

世帯の被害の状況、所得その他の必要な事項について調査を行うものとする。 

   （昭58規則6・旧第5条繰下・一部改正） 
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 （貸付けの決定） 

第８条 市長は、借入申込者に対して資金を貸し付ける旨を決定したときは、貸付金の金額、

償還期間及び償還方法を記載した災害援護資金貸付決定通知書（別記第3号様式。以下「貸

付決定通知書」という。）を、借入申込者に交付するものとする。 

２ 市長は、借入申込者に対して、資金を貸し付けない旨を決定したときは、災害援護資金貸

付不承認決定通知書（別記第4号様式）を借入申込者に通知するものとする。 

   （昭58規則6・旧第6条繰下・一部改正、昭60規則18・一部改正） 

 （借用書の提出） 

第９条 貸付決定通知書の交付を受けた者は、速やかに、保証人の連署した災害援護資金借用

書（別記第5号様式。以下「借用書」という。）に、資金の貸付けを受けた者（以下「借受

人」という。）及び保証人の印鑑証明書を添えて市長に提出しなければならない。 

   （昭58規則6・旧第7条繰下・一部改正、昭60規則18・一部改正） 

 （貸付金の交付） 

第１０条 市長は、前条の借用書と引き換えに貸付金を交付するものとする。 

   （昭58規則6・旧第8条繰下、昭60規則18・一部改正） 

 （貸付金の償還） 

第１１条 市長は、借受人が貸付金の償還を完了したときは、当該借受人に係る借用書及びこ

れに添えられた印鑑証明書を遅滞なく返還するものとする。 

   （昭58規則6・旧第9条繰下、昭60規則18・一部改正） 

 （繰上償還の申出） 

第１２条 繰上償還をしようとする者は、繰上償還申出書（別記第6号様式）を市長に提出す

るものとする。                （昭58規則6・旧第10条繰下・一部改正） 

 （償還金の支払猶予） 

第１３条 借受人は、償還金の支払猶予を申請しようとするときは、支払猶予を受けようとす

る理由、猶予期間その他市長が必要と認める事項を記載した償還金支払猶予申請書（別記第

7号様式）を市長に提出しなければならない。 

２ 市長は、支払の猶予を認める旨を決定したときは、支払を猶予した期間その他市長が必要

と認める事項を記載した支払猶予承認通知書（別記第8号様式）を当該借受人に交付するも

のとする。 

３ 市長は、支払の猶予を認めない旨の決定をしたときは、支払猶予不承認通知書（別記第9

号様式）を当該借受人に交付するものとする。 

   （昭58規則6・旧第11条繰下・一部改正、昭60規則18・一部改正） 

 （違約金の支払免除） 

第１４条 借受人は、違約金の支払免除を申請しようとするときは、その理由を記載した違約

金支払免除申請書（別記第10号様式）を市長に提出しなければならない。 

２ 市長は、違約金の支払免除を認める旨を決定したときは、違約金支払免除承認通知書（別

記第11号様式）を当該借受人に交付するものとする。 

３ 市長は、支払免除を認めない旨を決定したときは、違約金支払免除不承認通知書（別記第

12号様式）を当該借受人に交付するものとする。 

   （昭58規則6・旧第12条繰下・一部改正、昭60規則18・一部改正） 
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 （償還免除） 

第１５条 資金の償還未済額の全部又は一部の償還を受けようとする者（以下「償還免除申請

者」という。）は、償還免除を受けようとする理由その他市長が必要と認める事項を記載し

た災害援護資金償還免除申請書（別記第13号様式）を市長に提出しなければならない。 

２ 前項の申請書には、次の各号に掲げるいずれかの書類を添えなければならない。 

⑴ 借受人の死亡を証する書類 

⑵ 借受人が精神若しくは身体に著しい障害を受けて貸付金を償還することができなくなっ

たことを証する書類 

３ 市長は、償還の免除を認める旨を決定したときは、災害援護資金償還免除承認通知書（別

記第14号様式）を、当該償還免除申請者に交付するものとする。 

４ 市長は、償還の免除を認めない旨を決定したときは、災害援護資金償還免除不承認通知書

（別記第15号様式）を当該償還免除申請者に交付するものとする。 

   （昭58規則6・旧第13条繰下・一部改正、昭60規則18・一部改正） 

 （督促） 

第１６条 市長は、償還金を納付期限までに納入しない者があるときは、督促状を発行するも

のとする。                       （昭58規則6・旧第14条繰下） 

 （氏名又は住所の変更届等） 

第１７条 借受人又は保証人について、氏名又は住所の変更等借用書に記載した事項に異動を

生じたときは、借受人は、速やかに、その旨を市長に氏名等変更届（別記第16号様式）を提

出しなければならない。ただし、借受人が死亡したときは、同居の親族又は保証人が代って

その旨を届け出るものとする。         （昭58規則6・旧第15条繰下・一部改正） 

 

    第５章 補則                    （昭60規則18・章名追加） 

 

 （補則） 

第１８条 この規則に定めるもののほか、災害弔慰金及び災害見舞金の支給並びに災害援護資

金の貸付けの手続について必要な事項は、別に定める。 

   （昭58規則6・旧第16条繰下・一部改正、昭60規則18・一部改正） 

 

   附 則 

 この規則は、公布の日から施行する。 

   附 則（昭和57年規則第23号） 

 この規則は、公布の日から施行する。 

   附 則（昭和58年規則第6号） 

 この規則は、公布の日から施行する。 

   附 則（昭和60年規則第18号） 

 この規則は、公布の日から施行する。 

 

【別記第1号様式～第１６号様式 省略】 
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参考－８ 

大規模自然災害に係る亀岡市地域再建被災者住宅等支援事業補助金交付要綱 

平成26年12月1日 
告示第235号 

改正 平成29年11月15日告示第221号 
平成30年3月15日告示第33号 

（趣旨） 

第1条 市長は、大規模自然災害により生活基盤となる住宅等の被害を受けた市民が、可能な

限り早期に安定した生活を再建することにより、地域のコミュニティの崩壊を防止し、活力

を取り戻すため、被災住宅の再建等を行う者に対し、その費用の一部について亀岡市補助金

等交付規則（昭和41年亀岡市規則第5号。以下「規則」という。）に定めるもののほか、こ

の要綱に定めるところにより、予算の範囲内で補助金を交付する。 

（定義） 

第2条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによる。 

(1) 大規模自然災害 被災者生活再建支援法（平成10年法律第66号。以下「支援法」とい

う。）第2条第1号に規定する自然災害（以下「自然災害」という。）であって、次のいず

れかに該当するもの（大規模災害からの復興に関する法律（平成25年法律第55号）第2条

第9号に規定する特定大規模災害等に該当する自然災害その他市の区域内（以下「市内」

という。）で発生した著しく異常かつ激甚な自然災害であって市長が別に定めるものを除

く。）をいう。 

ア 支援法第2条第2号に規定する政令で定める自然災害を生じさせた異常な自然現象によ

り住宅の被害（その被害が住宅の床上に達しない程度の浸水により生じたものである場

合における当該被害を除く。以下同じ。）が発生した場合における、当該自然現象によ

り生じた自然災害（市内における住宅の被害に限る。イにおいて「支援法適用等災害」

という。）であって、イの自然災害に該当しないもの 

イ 支援法適用等災害による住宅の被害及び当該支援法適用等災害を生じさせた異常な自

然現象と異なる異常な自然現象により生じた自然災害による住宅の被害が、同時に若し

くは連続して発生し、又は近接した期間内に発生した場合であって、これらの自然災害

に対する関係行政機関による一体的な災害応急対策及び災害復旧の実施状況その他の事

情を勘案してこれらの自然災害を一の自然災害として取り扱うことが適当であると市長

が認めたときにおけるこれらの自然災害（市内における住宅の被害に限る。） 

ウ ア及びイに準じる自然災害として市長が別に定めるもの 

(2) 全壊 次に掲げる被害の程度のいずれかに該当するものをいう。 

ア 住宅全部の倒壊又は流失 

イ 補修により居住することができる住宅の状態に復旧をすることができない又は当該復

旧をすることが著しく困難であると認められる次に掲げる被害の程度のいずれかに該当

するもの 

(ア) 損壊し、又は流失した部分の床面積が当該住宅の延べ床面積の70パーセント以上

に達するもの 

(イ) 災害の被害認定基準について（平成13年6月28日府政防第518号内閣府政策統括官

（防災担当）通知）に係る運用指針（以下「運用指針」という。）を適用して算出し
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た、住宅の主要な構成要素に係る経済的被害を示す値が住宅全体の経済的価値を示す

値の50パーセント以上に達するもの 

(3) 大規模半壊 次に掲げる被害の程度のいずれかに該当するもの（全壊に該当するもの

を除く。）のうち、建築基準法施行令（昭和25年政令第338号）第1条第3号に規定する構

造耐力上主要な部分の補修を含む大規模な補修を行わなければ当該住宅に居住することが

困難であると認められるものをいう。 

ア 損壊し、又は流失した部分の床面積が当該住宅の延べ床面積の50パーセント以上70パ

ーセント未満であるもの 

イ 運用指針を適用して算出した、住宅の主要な構成要素に係る経済的被害を示す値が住

宅全体の経済的価値を示す値の40パーセント以上50パーセント未満であるもの 

(4) 半壊 補修により居住することができる住宅の状態に復旧をすることが可能と認めら

れる、次に掲げる被害の程度のいずれかに該当するもの（全壊又は大規模半壊に該当する

ものを除く。）をいう。 

ア 損壊し、又は流失した部分の床面積が当該住宅の延べ床面積の20パーセント以上70パ

ーセント未満であるもの 

イ 運用指針を適用して算出した、住宅の主要な構成要素に係る経済的被害を示す値が住

宅全体の経済的価値を示す値の20パーセント以上50パーセント未満であるもの 

(5) 一部破損 住宅の被害が半壊に達しない程度のもの（住宅の床上に達しない程度の浸

水により生じた程度のものを除く。）をいう。 

(6) 床上浸水 住宅の床上以上に達した程度の浸水によって土砂、竹木等が堆積したこと

等により、その住宅に一時的に居住することができなくなった程度のもの（住宅の床上以

上に達した程度の浸水によって土砂、竹木等が堆積したこと等により、当該住宅に一時的

に居住することができなくなったと認められるものに限る。）をいう。 

(7) 被災住宅 大規模自然災害により第2号から前号までに掲げる程度の被害を受けた市内

に存する住宅で、当該大規模自然災害が発生した時に主たる居住の用に供されていたもの

をいう。 

(8) 被災住宅の再建 市内において、被災住宅に代わる住宅の新築、購入若しくは補修又

は被災住宅の補修を行うことをいう。 

(9) 被災住宅に代わる住宅の賃借 市内において、被災住宅に代わる住宅として居住する

ための住宅（公営住宅法（昭和26年法律第193号）第2条第2号に規定する公営住宅を除

く。）を賃借することをいう。 

(10) 被災住宅の再建等 被災住宅の再建又は被災住宅に代わる住宅の賃借をいう。 

(11) 支援対象者 被災住宅の居住者が属する世帯の世帯主をいう。 

(12) 支援金 支援法第3条第1項に規定する支援金で、当該大規模自然災害に関し支援対象

者が受けることができるものをいう。 

(13) 新築・購入費 被災住宅に代わる住宅の新築工事費又は購入費（購入後直ちに行う補

修工事費を含み、土地の取得費を除く。）をいう。 

(14) 補修費 被災住宅又は被災住宅に代わる住宅の補修工事費をいう。 

(15) 賃借費 被災住宅に代わる住宅の賃借に係る経費をいう。 

(16) 解体費等 被災住宅の解体若しくは除却又はその敷地内の土地の整地に係る経費をい
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う。 

(17) 住宅再建経費 支援対象者が支出する第13号から前号までに掲げる経費をいう。 

(18) 住宅再建関連経費 被災住宅において使用されていた家具、家庭用電気機械器具等の

修理又はこれらの物品に代わる物品の購入、被災住宅の清掃等、支援対象者が実施する被

災住宅の再建等に関連する経費（住宅再建経費に該当する経費を除く。）として市長が必

要と認める経費であって、支援対象者が支出するものをいう。 

(19) 住宅再建融資返済経費 新築・購入費又は補修費の支出について、次に掲げる融資を

利用した場合のその返済（当該融資の貸付の実行日から5年以内（元金の据置期間を含

む。）で、当該融資の利息の支払に係る期間に行われたものに限る。）に要する経費（当

該融資に係る利息に相当する額（イに掲げる融資にあっては、当該融資に替えてアに掲げ

る融資を利用したとした場合における利息に相当する額とイに掲げる融資に係る利息に相

当する額のいずれか少ない額）に限る。）をいう。 

 ア 独立行政法人住宅金融支援機構による災害復興住宅融資 

イ 大規模自然災害の規模、被災地域の実情等を勘案して、当該大規模自然災害ごとに、

被災住宅の再建に必要な資金の調達に係る融資として市長が別に定める融資 

 (20) 支援対象経費 第17号及び第18号に掲げる経費で当該大規模自然災害の規模、被災

地域の実情等を勘案して、当該大規模自然災害ごとに、被災住宅の再建等に必要な期間と

して市長が別に定める期間内にその支払が完了するもの（第15号に掲げる経費にあっては、

当該期間の末日が属する月の前月分までの住宅の賃借に係る経費に限る。）並びに前号に

掲げる経費をいう。 

(21) 補助金 被災住宅の再建等のために交付する補助金で支援対象経費を補助の交付の

対象とするものをいう。 

（補助対象事業等） 

第3条 補助金の対象となる事業（以下「補助対象事業」という。）は、支援対象者に対し支

援対象経費について補助金を交付する事業とする。 

2 補助金の交付の対象となる経費（以下「補助対象経費」という。）は、次の各号に掲げる

支援対象経費の区分に応じ当該各号に定める経費とする。 

(1) 住宅再建経費 別表の補助対象事業の欄に掲げる補助対象事業の内容及び同表の支援

対象者の欄に掲げる者の区分に応じ、同表の補助対象経費の欄に掲げる経費 

(2) 住宅再建関連経費 支援対象者に対し住宅再建関連経費について補助金を交付する場

合における当該補助に要する経費（支援対象者につき住宅再建関連経費が5万円を超える

場合、当該超える額については補助の対象としない。） 

(3) 住宅再建融資返済経費 支援対象者ごとの住宅再建融資返済経費の額 

3 一の大規模自然災害に関し、支援対象者に対し住宅再建経費及び住宅再建関連経費のいず

れの経費についても補助金を交付する場合において、当該補助に要した経費の額が当該支援

対象者に係る別表の基準限度額の欄に掲げる額を超えるときは、前項の規定にかかわらず、

当該超える額については、補助の対象としない。 

4 補助金の額は、千円単位とし、端数は、切り捨てるものとする。 

（補助金の交付申請） 

第4条 規則第5条第1項の補助金等交付申請書は、大規模自然災害に係る亀岡市地域再建被災



- 207 - 

 

者住宅等支援事業補助金交付申請書（別記第1号様式。以下「申請書」という。）によるも

のとし、支援対象者は、市長が別に定める期日までに提出しなければならない。 

2 申請書に添付しなければならない書類は、次に掲げる書類とする。ただし、市長が別の方

法等により確認できることとして添付しないことを認めた場合は、この限りでない。 

(1) 罹災証明書（写し） 

(2) 支援対象者の住民票に記載された事項を証明した書類 

(3) 支援対象経費の額を確認できる書類 

(4) その他市長が必要と認める書類 

（交付の条件） 

第5条 支援対象者は、交付決定後に事業の遂行が困難となった場合には、速やかに市長に報

告してその指示を受けるものとする。 

（交付の決定） 

第6条 規則第6条第3項の規定による通知は、大規模自然災害に係る亀岡市地域再建被災者住

宅等支援事業補助金交付決定通知書（別記第2号様式）により行うものとする。 

（交付の変更申請） 

第7条 支援対象者は、第4条の規定により提出した申請書又はその添付書類に記載した事項を

変更しようとする場合には、大規模自然災害に係る亀岡市地域再建被災者住宅等支援事業補

助金交付変更申請書（別記第3号様式。以下「変更申請書」という。）を市長に提出しなけ

ればならない。ただし、変更しようとする内容が、次の各号のいずれかにのみ該当する場合

にあっては、この限りでない。 

(1) 被災住宅の再建に係る経費の額（補助金の額の変更を伴わないものに限る。） 

(2) 工事着手年月日及び工事完了（予定）年月日（工事完了（予定）の年度の変更を伴わ

ないものに限る。） 

2 変更申請書に添付しなければならない書類は、第4条第2項に掲げるもののうち、当該変更

に係る書類とする。 

（実績報告） 

第8条 規則第10条の補助事業等実績報告書は、大規模自然災害に係る亀岡市地域再建被災者

住宅等支援事業補助金実績報告書兼補助金支払請求書（別記第4号様式。以下「実績報告

書」という。）によるものとする。 

2 実績報告書に添付しなければならない書類は、補助対象経費の確定額及び当該経費を補助

対象者が支払ったことを確認できる書類とする。 

（補助金額の確定通知） 

第9条 規則第11条の規定による通知は、大規模自然災害に係る亀岡市地域再建被災者住宅等

支援事業補助金確定通知書（別記第5号様式）により行うものとする。 

（補助金の交付） 

第10条 市長は、前条の通知後に補助金を交付する。ただし、支援対象者が被災住宅の再建に

要する経費に充てる必要があると認めるときは、通知前に市長が認める範囲内で補助金を交

付することができる。 

（委任） 

第11条 この要綱に定めるもののほか補助金の交付に関し必要な事項は、市長が別に定める。 
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附 則 

この要綱は、告示の日から実施し、平成26年8月8日以降に着手した被災住宅の再建について

適用する。 

附 則（平成29年告示第221号） 

この要綱は、告示の日から実施し、この告示による改正後の大規模自然災害に係る亀岡市地

域再建被災者住宅等支援事業補助金交付要綱の規定は、平成29年9月16日以後に発生した災害

について適用する。 

附 則（平成30年告示第33号） 

この要綱は、告示の日から実施し、この告示による改正後の大規模自然災害に係る亀岡市地

域再建被災者住宅等支援事業補助金交付要綱の規定は、平成29年10月21日以後に発生した災害

について適用する。 

 

別表（第3条関係） 

住宅再建経費の補助対象経費及び基準限度額等 

補助対象事業 支援対象者 補助対象経費 被害の程

度 

基準限度

額 

（万円） 

1 被災住宅

に代わる住

宅の新築又

は購入 

支援金を受け

ることができ

る支援対象者 

支援対象者ごとの住宅再建経費

（新築・購入費が含まれているもの

に限る。以下この項において同

じ。）の額に3分の1を乗じて得た額

から支援金の額を控除した額（当該

額が次に掲げる場合に該当するとき

は、それぞれ次に定める額） 

（1） 被害の程度の欄に掲げる被害

の程度に応じ、それぞれ支援対象

者ごとの基準限度額の欄に掲げる

額を超える場合 当該掲げる額 

（2） 50万円未満の場合 次の場合

の区分に応じ、それぞれ次に定め

る額 

ア 支援対象者ごとの住宅再建経

費の額から支援金の額を控除し

た額が50万円以上の場合 50万

円 

イ 支援対象者ごとの住宅再建経

費の額から支援金の額を控除し

た額が50万円未満の場合 住宅

再建経費の額から支援金の額を

控除した額 

全壊 150

大規模半

壊 

100

その他の支援

対象者 

支援対象者ごとの住宅再建経費の

額に3分の1を乗じて得た額（当該額

が次に掲げる場合に該当するとき

全壊 300

大規模半

壊 

250
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は、それぞれ次に定める額） 

（1） 被害の程度の欄に掲げる被害

の程度に応じ、それぞれ支援対象

者ごとの基準限度額の欄に掲げる

額を超える場合 当該掲げる額 

（2） 50万円未満の場合 次の場合

の区分に応じ、それぞれ次に定め

る額 

ア 支援対象者ごとの住宅再建経

費の額が50万円以上の場合 50

万円 

イ 支援対象者ごとの住宅再建経

費の額が50万円未満の場合 住

宅再建経費の額 

半壊 150

一部破損

又は床上

浸水 

50

2 被災住宅

又は被災住

宅に代わる

住宅の補修 

支援金を受け

ることができ

る支援対象者 

支援対象者ごとの住宅再建経費

（補修費が含まれているものに限

る。以下この項において同じ。）の

額に3分の1を乗じて得た額から支援

金の額を控除した額（当該額が次に

掲げる場合に該当するときは、それ

ぞれ次に定める額） 

（1） 被害の程度の欄に掲げる被害

の程度に応じ、それぞれ支援対象

者ごとの基準限度額の欄に掲げる

額を超える場合 当該掲げる額 

（2） 50万円未満の場合 次の場合

の区分に応じ、それぞれ次に定め

る額 

ア 支援対象者ごとの住宅再建経

費の額から支援金の額を控除し

た額が50万円以上の場合 50万

円 

イ 支援対象者ごとの住宅再建経

費の額から支援金の額を控除し

た額が50万円未満の場合 住宅

再建経費の額から支援金の額を

控除した額 

全壊 100

大規模半

壊 

60

その他の支援

対象者 

支援対象者ごとの住宅再建経費の

額に3分の1を乗じて得た額（当該額

が次に掲げる場合に該当するとき

全壊 200

大規模半

壊 

150
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は、それぞれ次に定める額） 

（1）被害の程度の欄に掲げる被害の

程度に応じ、支援対象者に支援対

象者ごとにそれぞれ基準限度額の

欄に掲げる額を超える場合 当該

掲げる額 

（2）50万円未満の場合 次の区分に

応じ、それぞれ次に定める額 

ア 支援対象者ごとの住宅再建経

費の額が50万円以上の場合 50

万円 

イ 支援対象者ごとの住宅再建経

費の額が50万円未満の場合 住

宅再建経費の額 

半壊 150

一部破損

又は床上

浸水 

50

3 被災住宅

に代わる住

宅の賃借 

支援金を受け

ることができ

る支援対象者 

支援対象者ごとの住宅再建経費

（新築・購入費及び補修費が含まれ

ていないものに限る。以下この項に

おいて同じ。）の額に3分の1を乗じ

て得た額から支援金の額を控除した

額（当該額が次に掲げる場合に該当

するときは、それぞれ次に定める

額） 

（1） 被害の程度の欄に掲げる被害

の程度に応じ、それぞれ支援対象

者ごとの基準限度額の欄に掲げる

額を超える場合 当該掲げる額 

（2） 25万円未満の場合 次の場合

の区分に応じ、それぞれ次に定め

る額 

ア 支援対象者ごとの住宅再建経

費の額から支援金の額を控除し

た額が25万円以上の場合 25万

円 

イ 支援対象者ごとの住宅再建経

費の額から支援金の額を控除し

た額が25万円未満の場合 住宅

再建経費の額から支援金の額を

控除した額 

全壊 75

大規模半

壊 

40
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その他の支援

対象者 

支援対象者ごとの住宅再建経費の

額に3分の1を乗じて得た額（当該額

が次に掲げる場合に該当するとき

は、それぞれ次に定める額） 

（1） 被害の程度の欄に掲げる被害

の程度に応じ、それぞれ支援対象

者ごとの基準限度額の欄に掲げる

額を超える場合 当該掲げる額 

（2） 25万円未満の場合 次の場合

の区分に応じ、それぞれ次に定め

る額 

ア 支援対象者ごとの住宅再建経

費の額が25万円以上の場合 25

万円 

イ 支援対象者ごとの住宅再建経

費の額が25万円未満の場合 住

宅再建経費の額 

全壊 150

大規模半

壊 

100
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参考－９ 

亀岡市被災者住宅修繕等支援事業補助金交付要綱 

平成30年10月1日 

告示第216号 

（目的） 

第1条 この要綱は、自然災害により被害を受けた住宅に居住する市民に対し、その修繕等に

係る費用の一部を交付することにより、市民が可能な限り早期に安定した生活を取り戻すこ

とを目的とする。 

（定義） 

第2条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによる。 

(1) 自然災害 次の全ての要件を満たすものをいう。 

ア 平成30年6月18日に発生した大阪府北部を震源とする地震以後に発生した自然災害 

イ 大規模自然災害に係る地域再建被災者住宅等支援事業補助金交付要綱（平成26年京都府告

示第613号）に基づく補助金の対象とならない自然災害 

ウ 次のいずれかに該当する自然災害 

(ア) 市内において、次のいずれかの被害が発生した自然災害 

a 全壊1棟以上かつ一部破損及び床上浸水が合わせて20棟以上 

b 半壊（大規模半壊を含む。）2棟以上かつ一部破損及び床上浸水が合わせて20棟以上 

c 一部破損及び床上浸水が合わせて25棟以上 

(イ)（ア）の要件に該当しない自然災害であって、（ア）の要件を満たす自然災害と連続して

発生した自然災害であるため一体的な自然災害とみなすことが適当であると市長が認めた自

然災害その他自然災害の被害の程度が（ア）の要件に相当すると市長が認めた自然災害 

(2) 全壊 次のいずれかに該当する住宅の被害の程度をいう。 

ア 住宅全部の倒壊又は流失 

イ 補修により居住することができる住宅の状態に復旧をすることができず、又は当該復旧を

することが著しく困難であると認められる、次のいずれかに該当する住宅の被害の程度 

(ア) 損壊し、又は流失した部分の床面積が当該住宅の延べ床面積の70パーセント以上に達す

るもの 

(イ) 災害の被害認定基準について（平成13年6月28日府政防第518号内閣府政策統括官（防災

担当）通知）に係る災害に係る住宅の被害認定基準運用指針（以下「運用指針」とい

う。）を適用して算出した、住宅の主要な構成要素に係る経済的被害を示す値が住宅全体

の経済的価値を示す値の50パーセント以上に達するもの 

(3) 大規模半壊 次のいずれかに該当する住宅の被害の程度（建築基準法施行令（昭和25年

政令第338号）第1条第3号に規定する構造耐力上主要な部分の補修を含む大規模な補修を行

わなければ当該住宅に居住することが困難であると認められるものに限る。）であって、

全壊に該当しないものをいう。 

ア 損壊し、又は流失した部分の床面積が当該住宅の延べ床面積の50パーセント以上70パーセ

ント未満であるもの 

イ 運用指針を適用して算出した、住宅の主要な構成要素に係る経済的被害を示す値が住宅全

体の経済的価値を示す値の40パーセント以上50パーセント未満であるもの 
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(4) 半壊 補修により居住することができる住宅の状態に復旧をすることが可能と認められ

る、次のいずれかに該当する住宅の被害の程度（全壊又は大規模半壊に該当するものを除

く。）をいう。 

ア 損壊し、又は流失した部分の床面積が当該住宅の延べ床面積の20パーセント以上70パーセ

ント未満であるもの 

イ 運用指針を適用して算出した、住宅の主要な構成要素に係る経済的被害を示す値が住宅全

体の経済的価値を示す値の20パーセント以上50パーセント未満であるもの 

(5) 一部破損 半壊に達しない程度の住宅の被害の程度であって、床上浸水に該当しないも

のかつ運用指針を適用して算出した、住宅の主要な構成要素に係る経済的被害を示す値が

住宅全体の経済的価値を示す値の1パーセント以上のものをいう。 

(6) 床上浸水 半壊に達しない程度の住宅の被害の程度（住宅の床上以上に達した程度の浸

水によって土砂、竹木等が堆積したこと等により、当該住宅に一時的に居住することがで

きなくなったと認められるものに限る。）をいう。 

(7) 被災住宅 第2号から前号までに掲げる程度の被害を受けた市内に存する住宅であって、

当該自然災害が発生した時に主たる居住の用に供されていたものをいう。 

(8) 支援対象者 被災住宅の居住者が属する世帯の世帯主であって、当該被災住宅に代わる

住宅を市内で新築し、購入し、若しくは賃借し、又は当該被災住宅の補修を行って引き続

き市内に居住しようとする者をいう。 

(9) 住宅修繕経費 被災住宅の再建経費（新築、購入、補修、賃借及び流入した土砂の除去

に要した経費）及び解体経費をいう。 

(10) 住宅修繕関連経費 被災住宅において使用されていた家具、家庭用電気機械器具等の修

理又はこれらの物品に代わる物品の購入、被災住宅の清掃等、支援対象者が実施する被災

住宅の修繕等に関連する経費（住宅修繕経費に該当する経費を除く。）として市長が必要

と認める経費であって、支援対象者が支出するものをいう。 

(11) 補助対象経費 前2号に掲げる経費（住宅修繕関連経費は5万円を限度とする。）であっ

て、当該自然災害ごとに市長が定める期間内にその支払が完了するものをいう。ただし、

賃借に要した経費は、全壊又は大規模半壊の被害が生じた場合に限って補助対象経費とす

るものとする。 

第3条 補助金の補助率は、次の表のとおりとする。 

2 補助限度額は、次の表のとおりとする。 

 

補助対象経費 補助率 

住宅修繕経費 3分の1 

住宅修繕関連経費 10分の10 

被害の程度 補助限度額 

全壊 100万円

半壊（大規模半壊を含む。） 50万円

一部破損又は床上浸水 10万円
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3 補助金の額は、前項の補助限度額を限度として、補助対象経費に第1項の補助率を乗じて得

た額（一人の支援対象者が住宅修繕経費と住宅修繕関連経費のいずれも支出するときは、それ

ぞれの経費に該当する補助率を乗じて得た額の合算額をいう。以下、この項において同じ。）

とする。ただし、補助対象経費に第1項の補助率を乗じて得た額が10万円未満の場合において

は、補助対象経費が10万円以上のときは10万円を、10万円未満のときは補助対象経費の全額を

補助するものとする。 

（交付申請） 

第4条 補助金の交付を受けようとする支援対象者は、亀岡市被災者住宅修繕等支援事業補助

金交付申請書（別記第1号様式。以下「申請書」という。）に必要な書類を添えて、自然災

害ごとに自然災害の発生した日から37月以内に市長に提出しなければならない。 

（交付決定） 

第5条 市長は、前条の申請書の提出があった場合は、その内容を審査し、適当と認めたとき

は、亀岡市被災者住宅修繕等支援事業補助金交付決定通知書（別記第2号様式）により支援

対象者に通知するものとする。 

（交付の変更申請） 

第6条 支援対象者は、第4条の規定により提出した申請書又はその添付書類に記載した事項を

変更しようとする場合は、亀岡市被災者住宅修繕等支援事業補助金交付変更申請書（別記第

3号様式）に必要な書類を添えて市長に提出しなければならない。ただし、変更しようとす

る内容が次の各号のいずれかにのみ該当する場合は、この限りでない。 

(1) 住宅修繕経費及び住宅修繕関連経費の額（補助金の額の変更を伴わないものに限る。） 

(2) 工事着手年月日及び工事完了（予定）年月日（工事完了（予定）の年度の変更を伴わな

いものに限る。） 

（実績報告及び請求） 

第7条 支援対象者は、申請書に記載した被災住宅の修繕等が完了したときは、亀岡市被災者

住宅修繕等支援事業補助金実績報告書兼請求書（別記第4号様式）に、補助対象経費を支払

ったことを確認できる書類その他必要な書類を添えて市長に提出しなければならない。 

（補助金の確定及び交付） 

第8条 市長は、前条の亀岡市被災者住宅修繕等支援事業補助金実績報告書兼請求書の提出が

あった場合は、その内容を審査し、適当と認めたときは、亀岡市被災者住宅修繕等支援事業

補助金確定通知書（別記第5号様式）により支援対象者に通知し、補助金を交付するものと

する。 

 

附 則 

この要綱は、平成30年10月15日から実施し、平成30年6月18日に発生した大阪府北部を震源

とする地震以後に発生した自然災害について適用する。 

 

 

 

 

 



- 215 - 

 

参考－１０ 

亀岡市土砂災害応急復旧支援事業補助金交付要綱 

 

 （趣旨） 

第１条 市長は、豪雨又は地震による土砂災害の被害を受けた土地の応急復旧を支援し、現在

及び将来にわたり安心して暮らせる地域社会の実現を図るため、被害を受けた土地の応急復旧

を行う市民等に対し、予算の範囲内において、亀岡市補助金等交付規則（昭和４１年亀岡市規

則第５号）及びこの要綱の定めるところにより、補助金を交付する。 

 

 （定義） 

第２条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによる。 

（１）豪雨 激甚災害に対処するための特別の財政援助等に関する法律（昭和３７年法律第１

５０号）第２条第１項の規定により、激甚災害として指定された災害による降雨、市内で１時

間当たりの雨量が２０ミリメートル以上又は２４時間あたりの雨量が８０ミリメートル以上を

観測した降雨その他特に市長が認めた降雨をいう。 

（２）地震 本市で観測した震度５弱以上の地震その他市長が認めた地震をいう。 

（３）急傾斜地 地表面の勾配が３０度を超え、かつ、高さが２ メートル以上の傾斜地（土

地造成等による切土又は盛土による傾斜地及び擁壁等を含む。）をいう。 

（４）住宅用地 現に人が居住するための家屋の敷地の用に供されている土地をいう。 

（５）所有者等 土地の所有者、管理者又は占有者をいう。 

（６）応急復旧工事 土砂災害の被害を受けた土地において、被害の拡大及び二次被害の発生

を防止するために行う工事で、次に掲げるものをいう。 

ア 崩壊土砂及び倒木等障害物の除去 

イ 土のう又は矢板等による土留め 

ウ シート等による地表面の保護 

エ 水路の確保等による排水処理 

オ その他応急的な措置 

 

 （補助対象地） 

第３条 補助の対象となる土地（他の同種の補助金制度の対象と なっている土地を除く。以

下「補助対象地」という。）は、次の各号のいずれかに該当するものとする。ただし、現地調

査等により被害の程度が大きく、かつ、相当の危険があるため、直ちに応急復旧工事が必要で

あると市長が認めた土地に限る。 

（１）豪雨又は地震による地表面の崩壊又は土砂の流出により損壊した急傾斜地（以下「被災

した急傾斜地」という。）である住宅用地 

（２）下端に土砂等の流入による被害を受けた住宅用地が隣接し、又は近接する被災した急傾

斜地 

（３）被災した急傾斜地の下端に隣接し、又は近接する土砂等の流入による被害を受けた住宅

用地 
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 （補助対象者） 

第４条 補助の対象となる者は、補助対象地又は補助対象地の下端に隣接若しくは近接する住

宅用地の所有者等である個人、地縁団体又はこれに準ずる団体とする。 

 （補助対象経費） 

第５条 補助の対象となる経費（以下「補助対象経費」という。）は、次の各号のいずれかに

該当するものとする。 

（１）被災した急傾斜地である住宅用地の応急復旧工事に係る経費で、工事に要する経費が１

００万円以上のもの 

（２）下端に土砂等の流入による被害を受けた住宅用地が隣接し、又は近接する被災した急傾

斜地の応急復旧工事に係る経費で、工事に要する経費が１００万円以上のもの 

（３）急傾斜地の下端に隣接し、又は近接する土砂等の流入による被害を受けた住宅用地の応

急復旧工事に係る経費で、工事に要する経費が２０万円以上のもの 

２ 前項各号に定める応急復旧工事は、建設業法（昭和２４年法律第１００号）第３条第１項

の規定による土木工事業の許可を受けている者に請け負わせ施工しなければならない。 

３ 前項に規定する補助対象工事を請け負う事業者（以下「請負業者」という。）は、工事の

施工に伴い補助対象地の形状変更及び工作物の設置等を行うときは、各関係法令が定める構造

等の技術基準を遵守しなければならない。 

 

 （補助金の額） 

第６条 補助金の額は、補助対象経費の３分の２の額とし、被災した急傾斜地である住宅用地

の応急復旧工事は３００万円、隣接土地の応急復旧工事は２００万円を限度とする。 

２ 前項の補助金の額に１，０００円未満の端数があるときは、これを切り捨てるものとする。 

 

 （補助金の交付申請） 

第７条 補助金の交付を受けようとする者（以下「申請者」という。）は、補助対象地が被害

を受けた日から起算して１２月が経過した日が属する月の末日までに、亀岡市土砂災害応急復

旧支援事業補助金交付申請書（別記第１号様式。以下「申請書」という。）に次の各号に掲げ

る書類を添えて、市長に提出しなければならない。 

（１）位置図、公図、登記事項証明書及び現況写真 

（２）施工図面、工程表及び見積書 

（３）補助対象地に係る権利者の承諾書又は誓約書 

（４）請負業者に係る建設業許可証の写し 

（５）その他市長が必要と認める書類 

 

 （補助金の交付決定） 

第８条 市長は、前条の規定により補助金の交付申請があったときは、その内容を審査し、補

助金の交付の可否を決定し、亀岡市土砂災害応急復旧支援事業補助金交付決定通知書（別記第

２号様式）により申請者に通知するものとする。 
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 （事業の着手） 

第９条 第７条の規定による申請をした者は、緊急その他やむを得ない理由により前条の規定

による補助金の交付決定を受ける前に補助対象工事に着手しようとするときは、あらかじめ亀

岡市土砂災害応急復旧支援事業補助金指令前着手届（別記第3号様式）を市長に提出しなけれ

ばならない。 

 

 （交付の変更申請） 

第１０条 第８条の規定により補助金の交付決定を受けた者（以下「補助決定者」という。）

は、補助対象工事の内容を変更しようとするときは、亀岡市土砂災害応急復旧支援事業補助金

変更申請書（別記第４号様式）に関係書類を添えて市長に提出し、その承認を受けなければな

らない。 

 

 （変更承認） 

第１１条 市長は、前条の規定により変更の申請があったときは、当該申請に係る書類を審査

し、承認したときは、亀岡市土砂災害応急復旧支援事業補助金変更承認通知書（別記第５号様

式）により補助決定者に通知するものとする。 

 

 （実績報告） 

第１２条 補助決定者は、当該工事を完了したときは、交付決定を受けた年度の３月末日まで

に、亀岡市土砂災害応急復旧支援事業補助金実績報告書（別記第６号様式。以下「実績報告

書」という。）に次に掲げる書類を添えて市長に提出しなければならない。 

（１）交付決定を受けた工事に要した経費に係る領収書の写し又は工事に要した経費の金額を

証する書類の写し 

（２）工事完成後の状況が確認できる写真 

（３）請負契約書又は請負業者との契約を証する書類の写し 

（４）その他市長が必要と認める書類 

 

 （補助金の確定） 

第１３条 市長は、前条の実績報告書の提出があったときは、その内容を審査し、適当と認め

たときは、亀岡市土砂災害応急復旧支援事業補助金確定通知書（別記第７号様式）により補助

決定者に通知するものとする。 

 

 （補助金の請求） 

第１４条 前条の規定により補助金の確定を受けた補助決定者は、亀岡市土砂災害応急復旧支

援事業補助金交付請求書（別記第８号様式）を市長に提出するものとする。 

２ 市長は、前項の請求があったときは、速やかに補助決定者に補助金を交付するものとする。 

 

 （交付決定の取消し等） 

第１５条 市長は、補助決定者が次の各号のいずれかに該当するときは、補助金の交付決定を

取消し、又は既に交付した補助金があるときは、当該補助金の全部又は一部を返還させること
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ができる。 

（１）工事成果が交付決定した内容と大きく異なったとき。 

（２）偽りその他不正な手段により補助金の交付を受けたとき。 

（３）その他この要綱の規定に違反したとき。 

 

 （その他） 

第１６条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は、市長が別に定める。 

 

附 則 

 この要綱は、令和２年１０月１日から実施し、令和２年７月以降に発生した自然災害につい

て適用する。 

 

附 則（令和４年告示第１９０号） 

この要綱は、告示の日から実施し、令和４年４月以降に発生した自然災害について適用する。 
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参考－１１ 

亀岡市自主防災会活動助成金交付要綱 

平成12年3月31日 

告示第41号 

 

 （趣旨） 

第１条 市長は、自主防災会の活動の促進を図るため、自主防災会に対し、亀岡市補助金等交

付規則（昭和41年亀岡市規則第5号）及びこの要綱の定めるところにより、予算の範囲内に

おいて助成金を交付する。 

 （定義） 

第２条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによる。 

⑴ 自主防災会 地震、風水害、火災その他の災害が発生し、又は発生するおそれがある場

合において、被害を防止し、若しくは軽減し、又は火災その他の災害を予防するため、住

民が連帯協同して、地域の実情に応じ自主的に設置運営する防災会をいう。 

⑵ 災害活動 亀岡市災害見舞金等支給要綱（平成7年亀岡市告示第28号）第2条に定める災

害が発生した場合の情報の収集伝達、消火、救出救護、避難誘導等の活動をいう。 

⑶ 防災訓練 原則として、自主防災会単位で行う広域災害訓練等をいう。 

 （交付の対象とする活動） 

第３条 亀岡市自主防災会活動助成金（以下「助成金」という。）の交付対象とする自主防災

会の活動（以下「自主防災会活動」という。）は、次の各号に掲げるものとする。 

⑴ 災害活動に関すること。 

⑵ 防災訓練に関すること。 

⑶ 防災知識の啓発活動に関すること。 

⑷ 地域版ハザードマップの作成等地域防災活動に関すること。 

⑸ その他自主防災会の運営に必要な活動に関すること。 

   （平20告示45・一部改正） 

 （助成金の額） 

第４条 助成金の額は、自主防災会ごとに前条に規定する自主防災会活動に要した経費に対し、

次の各号に定める額を限度とし、市長が決定した額とする。 

⑴ 前条第1号から第3号及び第5号に規定する自主防災会活動に要した経費 年間50,000円

（自主防災会活動ごとに算定した額を合算して得た額。ただし、第1号は除く。） 

⑵ 前条第4号に規定する地域版ハザードマップの作成等地域防災活動に要した経費 年間

50,000円                          （平20告示45・全改） 

 （交付の申請） 

第５条 助成金の交付を受けようとする自主防災会の代表者（以下「申請者」という。）は、

自主防災会活動助成金交付申請書（別記第1号様式）を別に定める期日までに、市長に提出

しなければならない。 

 （交付の決定） 

第６条 市長は、前条の規定による申請があった場合において、これを審査し、助成金を交付

することを適当と認めるときは、助成金の交付及び交付予定額を決定し、その旨を自主防災
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会活動助成金交付決定通知書（別記第2号様式）により申請者に通知するものとする。 

 （実績報告） 

第７条 前条の規定による通知を受けた申請者は、自主防災会活動を実施したときは、速やか

に自主防災会活動実績報告書（別記第3号様式）に必要書類を添えて、市長に報告しなけれ

ばならない。 

２ 第3条第1号に定める活動を行った申請者は、自主防災会災害活動報告書（別記第4号様

式）に必要書類を添えて、市長に報告しなければならない。 

 （助成金の交付） 

第８条 市長は、前条の規定による報告があった場合において、これを審査し、活動が適切に

実施されたと認めるときは、助成金の交付額を確定するとともに、申請者に通知し、交付す

るものとする。 

２ 助成金の請求は、自主防災会活動助成金請求書（別記第5号様式）をもって行うものとす

る。 

 （申請の取下げ） 

第９条 申請者は、第6条の規定による交付決定通知を受けたのちにおいて、申請に係る自主

防災会活動を取り止めたときは、速やかに自主防災会活動助成金交付申請取下げ届出書（別

記第6号様式）により市長に届け出るものとする。 

 （助成金の返還等） 

第１０条 市長は、助成金の交付の決定又は助成金の交付を受けた自主防災会が次の各号の一

に該当するときは、助成金の交付の決定を取り消し、若しくは助成金の額を変更し、又は既

に交付した助成金の全部若しくは一部の返還を求めることがある。 

⑴ 不正な手段により助成金の交付を受けようとし、又は受けたとき。 

⑵ 助成金交付の目的に反して助成金を使用したとき。 

⑶ 前条の規定により申請の取下げの届出があったとき。 

 （補則） 

第１１条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は、市長が別に定める。 

 

   附 則 

 この要綱は、平成12年4月1日から実施する。 

   附 則（平成20年告示第45号） 

 この要綱は、告示の日から実施する。 

 

【別記第１号様式～第６号様式 省略】 
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参考－１２ 
亀岡市自主防災会防災資機材整備事業補助金交付要綱 

平成27年4月1日 

告示第38号 

改正 平成28年3月29日告示第49号 

平成30年11月1日告示第229号 

令和2年4月1日告示第66号 

（趣旨） 
第1条 市長は、自主防災会が保有管理している防災備品の整備を促進し、自主防災体制の維

持、充実を図るため、自主防災会に対し、亀岡市補助金等交付規則（昭和41年亀岡市規則第

5号）及びこの要綱の定めるところにより、予算の範囲内において補助金を交付する。 
（定義） 

第2条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによる。 
(1) 自主防災会 地震、風水害、火災その他の災害が発生し、又は発生するおそれがある

場合において、被害を防止し、若しくは軽減し、又は火災その他の災害を予防するため、

住民が連帯協同して、地域の実情に応じ亀岡市内に自主的に設置運営する防災会をいう。 
(2) 防災資機材 過去に亀岡市等が整備し、自主防災会が管理している備品等又は自主防

災会が新たに設置し管理する備品等をいう。 
（補助対象事業） 

第3条 亀岡市自主防災会防災資機材整備事業補助金（以下「補助金」という。）の対象とな

る事業は、防災資機材の更新及び修繕並びに設置に係る事業とする。 
（補助金の額） 

第4条 補助金の額は、補助対象事業費の2分の1以内とし、1年度につき200,000円以内を限度

とする。ただし、算出額に1,000円未満の端数を生じた場合は、これを切り捨てるものとす

る。 
（交付申請） 

第5条 補助金の交付を受けようとする自主防災会（以下「申請自主防災会」という。）は、

亀岡市自主防災会防災資機材整備事業補助金交付申請書（別記第1号様式。以下「申請書」

という。）に関係書類を添えて別に定める期日までに市長に提出しなければならない。 
（交付決定及び通知） 

第6条 市長は、前条の規定による申請書が提出されたときは、速やかにその内容を審査し、

その適否を亀岡市自主防災会防災資機材整備事業補助金交付決定（却下）通知書（別記第2
号様式）により申請自主防災会に通知するものとする。 

2 市長は、前項の交付決定の通知に際して、必要な条件を付けることができる。 
（計画変更の承認） 
第7条 申請自主防災会は、補助事業の計画に変更が生じたときは、亀岡市自主防災会防災資

機材整備事業補助金変更交付申請書（別記第3号様式）に関係書類を添えて市長に提出し、

その承認を受けなければならない。 
2 市長は、前項の規定により、補助金交付の変更の承認をした場合は、亀岡市自主防災会防

災資機材整備事業補助金変更承認（却下）通知書（別記第4号様式）により、速やかに申請

自主防災会に通知するものとする。 
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（実績報告） 
第8条 申請自主防災会は、当該事業を完了した日から起算して1箇月を経過する日又は交付決

定を受けた日の属する年度の翌年度の4月10日のいずれか早い日までに亀岡市自主防災会防

災資機材整備事業補助金実績報告書（別記第5号様式）に関係書類を添えて市長に提出しな

ければならない。 
（確定及び交付） 

第9条 市長は、前条に規定する実績報告書を受けたときは、必要な調査を行い、適当と認め

たときは、補助金額を確定し亀岡市自主防災会防災資機材整備事業補助金確定通知書（別記

第6号様式）により当該自主防災会に通知し、これを交付する。 
2 補助金の請求は、亀岡市自主防災会防災資機材整備事業補助金交付請求書（別記第7号様

式）をもって行うものとする。 
（交付決定の取消し等） 

第10条 市長は、申請自主防災会が次の各号のいずれかに該当するときは、補助金の交付決定

の全部又は一部を取り消し、既に交付した補助金があるときはその全部又は一部の返還を命

ずることができる。 
(1) この要綱の規定又は第6条第2項に規定する交付の決定に付された条件に違反したとき。 
(2) 偽りの申請その他不正な手続により補助金の交付決定を受けたとき。 
(3) 事業の施行方法が不適当と認められるとき。 
(4) その他市長が不適当と認めたとき。 
（補則） 

第11条 この要綱に定めるもののほか、補助金の交付について必要な事項は、市長が別に定め

る。 
 

附 則 
この要綱は、告示の日から実施する。 
  附 則（平成28年告示第49号） 
（施行期日） 
１ この告示は、平成28年4月1日から実施する。 
（経過措置） 
２ この告示の実施の日前にされた処分等に係る手続その他の行為については、なお従前の

例による。 
  附 則（令和2年4月1日告示第66号） 
この告示は、公布の日から実施する。 
【別記第１号様式～第７号様式 省略】  

 


